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序章 本稿の 目的および構成

第1節 本稿の 目的 と問題 状況

まず、本稿 の 目的、分析方法、分析対象 と問題状況について説明 しよう
。

(1)本 稿の 目的

イ.本 稿 の目的

本稿 の 目的は、わが国の資金決済システムの法的課題を公共政策的 ・法的立場から検討す

ることによ り、資金決済 システムの制度改革、特 に立法に向けた具体的提言 を行 うことに

ある。その際、本稿では制度改革の うち、資金決済システムの リスク対策(特 に リーガル.

リスク対策)を 分析の主要な対象 とす る1。その理由は、資金決済システムの最も重要な機

能は、経済活動の基本 となる決済 を安全かっ効率的に決済を行 うことであ り、そのために

決済が予定通 り行われ ない リスクに対す る対策(「 公共政策」2)が 不可欠 と考え られ るか ら

である。

リスク対策は、法的に捉 える と①実携 的な注意 を喚起す ることで対応可能な場合(例 えば
、

個々の金融機 関が決済に必要な資金量(流 動性)を 管理 し、決済のための資金が不足 しな

いよ うにする対策)、 ②決済に関す る約款を整備することで対応 可能な場合(例 えば
、資金

決済システムの当事者間で合意 して決済時刻 を早めることで、決済を迅速に完了する対策)、

③決済 に関す る立法が必要 な揚合(例 えば、資金決済 システ ムの当事者 間で取 り決 めた損

失分担ルールを倒産管財人な どの第三者 に対抗できるよ うにす る対策)が あるが
、本稿で

は③ を中心に検討する。

決済システムの立法論 については、1987年 か ら1995年 まで大蔵省(当 時)金 融制度調

査会エ レク トロバ ンキング専門委員会(通 称エ レバ ン3)で 、振込の私法上の問題(例 えば、

無権限敢引で消費者が損失を被 った場合、消費者 の損失負担額に一定の制限を設けるべ き

1例 えば、資金決済システムの リス ク対策であるネ ッテ ィングの法的有効性な どを対象 とす

る。詳 しくは後述参照。
2こ こで 「公共政策」とい う言葉 を明示的に使 うのには理 由がある

。すなわち、資金決済シ
ステムの リスク管理に関す るグローバル ・スタンダー ドであるコア ・プ リンシプル(BIS

2籔1惣も鍔銚灘華激留繍覊驚螽艱驚覊朧才蠶誹輩禦蕨
その安全性 と効率性は公共政策上の 目標 となるべきである」 と書いてお り、金融業界の政策

レベルを超 えて公共政策 としての位置づ けが既 に行われ ていることを明確化するためで

ある。
31987年 、大蔵省(当 時)は 金融制度調査会 にエ レク トロバ ンキング専門委員会を設けて

EFTに 関する法律上の問題 点を審議 し、1988年6月 には 「電子資金取引について」と題す
る中間報告を纏 め、1988年9月 に同委員会は法制整備 の検討 を行 うための法制懇談会を設

置 した。
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かな ど)を 中心に詳細な検討が行われた経緯がある(後 述参照)が 、その後、資金決済 シ

ステムを取 り巻 く環境は激変 した。エ レバ ンか ら今 日に至 るまで、資金決済システムの リ

.スク対 策 の高度 化 に向 けた欧米 諸 国や 国際 決済 銀 行(BIS:BankforInternational

Settlements)の 当局の取 り組み(い わば 「上か らの改革」)は 大変活発であった反面、電

子商取引の発展によ り国際的な規模で資金決済 システムに銀行以外 の決済サー ビス業者 が

参入 しようとす る民間の動 き(い わば 「下か らの改革」)も 盛んである。エ レバ ンの検討結

・ 果は実現に至 らなかったため立法上の課題 は今でも残 存 しているが
、現在ではそれ以外 の

制度構築 に関わる公共政策的課題が多 く生まれっっある。

そ こで、本稿はエ レバンがあま り扱わなか った資金決済 システムの公共政策的課題 、す な

わち①資金決済システ ムの総論的課題や リスク対策スキー ム構築上の課題(第1 、2章)、

②国際的なマルチラテ ラル ・ネ ッテ ィングの法的課題(第3章)、 ③資金決済システムに対

す る銀行以外 の参加者の参入上の課題(第4章)に っいて検討 し、具体的な立法提案を行

う(終 章)。 これ らの課題設定は現行の国際基準の目指す ところとも一致 している。

すなわち、資金決済システムの設計や運営 に関し、各 国の当局 ・金融関係者が合意の上で

受け入れ ている最新の グローバル ・ス タンダー ドは、BISが2001年 に発刊 したCore

PrinciplesforSystemicallyI皿portantPaymentSystems(BIS(2001a))に 挙げ られた

「システ ミックな影響の大きい資金決済システムに関す る基本原則」(基 本原則
、以下 コ

ア ・プ リンシプル)で あるが、ここでは、基本原則1で 「資金決済 システムは、全ての関

係 法の下で確固 とした法的根拠 を持つべきである」 とされ 、その解説で 「中央銀行法や電

子決済、決済のファイナ リティやネ ッティングおよび これ らに関連す る問題 など支払 を規

律す る法律は とくに重要である」 としてお り4、上記課題①②がこれに対応す る。

一方
、上記課題③はやや本稿独 自の問題設定である。基本原則D(は 「システムは、公正か

っ 開かれた形 での参加 が可能 となるよ う客観 的で公表 された参加基準 を設 けるべ きで あ

る」 とし、その解説で 「証券会社の ような銀行 以外 の金融機関がシステ ミックな影響 の大

きい資金決済システムの参加者 として認 め られ るべ きか否か」を問題 にしているが、本稿

は電子商取引の発展によって新たに生まれた決済サー ビス業者 が銀行 を通 じた間接参加者

として資金決済 システムに参入す る問題 を扱 う5。基本原則 】Xが主に対象 とする金融機 関の

決済システムへの参加基準は既に長 らく検討 されてきた問題で、決済システムに対す るオ

ーバーサイ ト6と併せて問題 になる
。

4そ の他 の契約 、倒産、銀行業務や担保を規律する法律 、独 占禁止法、消費者保護法にっい

て も法整備の必要性が説かれている。
5基 本原則D(が 主に対象 とす る金融機関の決済 システムへ の参加基準は既に長 らく検討 さ

れてきた。 日本銀行(2002)7・9頁 参照。 、 幽
6BIS(2001a)に 「基本原則 を適用す るにあたっての中央銀行の責務」とい う項 目があ り

、
そのC項 は 「中央銀行は、 自ら運営 しないシステムが基本原則に適合するよ うにオーバー

サイ トを実施 し、このオーバーサイ トを実行す る能力 を持つべきである」 としている。 日
本銀行(2002)15・22頁 による と、 日本銀行は全銀 システム、外為 円決済システムの リス
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ロ.本 稿 の分析手法と考察対象

上記の諸問題 に対 して本稿が採用す る分析手法は、資金決済システムを巡 る公共政策論 に

加 えて、現行の法制度や解釈論、お よび関連す る外国法 を踏まえた法律分析 である
。 決済'

システムに関す る政策論 は主に経済学(金 融論)の 分野で発展 したため、その意味で本稿

は経済学 と法学の学際的アプローチ とも言 えよう7。資金決済システムの捉 え方は、機能 面

に着 目する経済学(金 融論)的 アプ ローチ と法 的性格に着 目す る法学的アプローチの2つ

があ り、BISの 各種 レポー トを含 め、多 くの先行研究(次 節参照)が 前者 を中心に扱 って

お り、前者 のアプ ローチなしには有効な機能 を果た し得 る提言 を行えないのは事実で ある

が、た とえ機能的 に優れた改革であって も、既 存の法制度 と整合性 の取れない制度を採 用

した場合には期待 した効果が十分に得 られ ない可能性がある8。すなわち、前者のみに立脚

した分析 では有効 な立法提言は行 えないため、本稿 では前者 との有機的関連性 を保ちつ っ

後者に力点を置いた分析 を志すこととす る。

この結果、本稿 が考察対象 とす る資金決済 システムの範囲は、中央銀行や民間の清算機 関

が提供するコンピュー タ資金決済システム9(後 述する日銀ネ ッ ト、全銀 システム、外為 円

決済制度10)と その直接 ・間接参加者 による電子資金振替を伴 う部分 となる11(図表1参 照) 。

考察に先立 ち、資金決済 システムの構造 を理解す るた めに、図表 ユに基づいて振込にお け

る取引の構造 を簡単に説明 しよう。

送金人aがA銀 行か らP銀 行の受取人b口 座 にATMを 通 じて振込む場合、その情報 はA

銀行か ら清算機 関Xを 通 じてB銀 行、更にはP銀 行へと伝達 され る。そこで、P銀 行が受

取人bに 立替払いを行った とす ると、A銀 行、B銀 行、P銀 行各々の 口座振替支払(transfer

payment)が 生 じる(な お、P銀 行は清算機関Xお よび中央銀行Yの 決済に直接参加せず、

清算機関Xの み を通 じて、もしくは清算機 関Xを 通 さずに直接参加 しているB銀 行の 口座

ク管理制度見直 しを求めた り、外国為替 取引に関するCLS(ContinuousLinked

Settlement:後 述)に 助言等を行 った り、決済の運行状況 をモ ニタリングしてい るが、これ
らの根拠は金融 システムの安定化 とい う日本銀行の 目的か ら導かれている。
7但 し、経済学的な計量分析やモデル分析 は本稿では扱わず、金融論分野にお ける一般的な

考え方を援用するに止 める。その理由は、計量分析等が本稿 の 目的 とす る立法提言 に直接

結びつ くものではないか らである。
8例 えば、後述す る即時決済(RTGS)は 決済の安全性 を確保 する機能を持つが、ファイナ
リティ立法を伴わない限 り、倒産法等の遡及効で否認 され る法的 リスクがある。
9本 稿 の考察の中心はこれ らシステム参加者を巡 る法律関係 にあるが

、コンピュー タを用 い
る結果 、コンピュータの誤作動に纏わる大きな法律問題 も生 じ得る。このため、この点 は
参考事例 として本論の後 に付 けることとした。
10簡 略化のため、東京手形交換所や東京金融先物取引所等の他の決済システムは考察対象

外 とし、代表的な これ ら3っ のシステムに限定する。
11な お、電子資金振替以外に現金 も資金決済に寄与する手段であるが、現金 については適
宜 口座振替 と法的性格を比較対照する程度に止 める。但 し、現金の偽造対策やマネー ・ロ
ー ンダ リング(資 金洗浄)規 制等 も別途公共政策上重要な課題であることは言 うまでもな

い。
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を決済用に利用 させて もら う間接参加者である12)。銀行は同様 の取引を一 日に何回 も行 う

ので、取引の都度決済を行 うよりも何本か纏 めて決済 を行 った方が効率的である
。そ こで、

清算機 関Xお よび中央銀行Yの 決 済に直接参加する銀行 の取引情報を決済時点にな るまで

蓄積 し、決済時点に差引計算(clearing)す る。その結果(決 済尻)は 中央銀行Yに よって

最終的に確定 した形で最終決済(settlement)さ れる(但 し、同じ銀 行の支店間で 口座振替

を行 う為替取引のよ うに 口座振替 支払のみで決済が完了す る場合 もある13)。
一方

、銀行業の免許 を持たない決済サー ビス業者QがP銀 行 と同様に直接参加銀行Cの

下にぶ ら下が って間接参加者 として振込送金サー ビスを行った場合が送金人cと 受取人d

との関係や送金人cと 受敵人bと の関係 などである。

図表1本 稿 が検討対象 とす る資金決済システム

中央銀行Y(日 銀ネ ッ ト)

今 ①最繖 済
清算機 関X(全 銀 システム、外為 円決済システム)

_一 ン 物 翻 計筧_ .
直接参加銀行A直 接参加銀行B直 接参加銀行C… ……

ん艪 磯野
送金人a受 取人b送 金人c受 取人d

資金決済システムにお}ナる取引は、このよ うに階層化 している点に特徴がある。これ ら階

層構造 の うち、本稿 では、中央銀行Yと 清算機 関X、 お よび清算機関Xの 直接参加銀行 に

よる決済システムを 「コア ・システム」、直接参加銀行 にぶ ら下がる間接参加銀行 による決

済システムを 「準 コア ・システム」、決済サー ビス業者な ど銀行以外の決済参加者 による決

済システムを 「周辺 システム」 と呼ぶ ことに しよう。 以後の考察は、 この中で もとりわ け

コア ・システムを中心に進 めることとし
、周辺システ ムにっいては第4章 で扱 う。

(2)資 金決済 システムをめぐる問題状況

近年の金融 自由化 ・国際化 ・IT化 は、資金決済量を飛躍的に増加 させ ると共に決済 の性

格をも変容 させている。 これに伴い、資金決済 システ ムに内在 する リスクも無視できない

12農 協や信金等は このよ うな間接参加者が多い
。また、決済のRTGS化(後 述)が 定着す

るとDINS(後 述)に おいて決済に必要 とされた資金量が飛躍的に増加す るため
、小規模銀行

においては決済コス ト節約 のため直接参加者から間接参加者 に転向する動きが一般 に

み られ る。
13こ の意味で銀行 も一種の決済システムと言 える

。
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ほどに拡大 し、ここ10年 間、各国の金融当局者や決済関係者の問では、決済 の安全性確保

のための リスク対策導入が最重要課題 となった。実際、国際決済銀行(BIS)や 各国当局が

音 頭 を取 るか た ちで 、清 算 機 関 の 時点 ネ ッ ト決 済(DINS:DesignatedTimeNet

Settle皿ent〈 後述 〉)に おける損失分担ルールの明確化や、中央銀行のDTNSの 即時決 済

(RTGS:RealTimeGrossSettlement〈 後述 〉)へ の移行 など、様々な改革が行われてき

た。

しか し、完成度 の高い リスク対策を行 うことは決 して容易ではない。決済の安全性 を重視

す るあま り決済の効率性 を大 きく阻害 してはな らない し、実際の導入 ・運用 に当た っては

様々な金融慣 行や システム開発 ・運営上の コス ト等の金融実務 上の課題や、法律制度上 の

問題点を ユつ1つ 克服 してい く必要がある。 これ らの多 くは当事者間のみの努力に よって

解決可能であるが、 リーガル ・リスク対策 においては、決済システム規則等の契約 ドラフ

ティングを中心 とした予防法務だけでは契約 当事者以外 の第三者(例:契 約 当事者 の破 産

管財人)と の関係が規律できず、契約 に基づ く損失分担が倒産法や消費者保護法等の遡及

効によって否定 される可能性が残 るため、各 国政府 が公共政策的な観点か ら後述す るフ ァ

イナ リテ ィ立法などの関連法を整備す ることが重要になる。このため、日本 においても様々

な対策が精力的に行われてきたが、残念なが ら欧米に比べる と遅れをとっている
。

すなわち、最 近の 日本の最 も大 きな改革 として、清算機関である外為円決済制度(1998

年)や 全銀システム(2001年)の 損失分担ルールの明確化 と中央銀行が提供す る 日銀ネ ッ

ト決済のRTGS化(2001年)が 挙げ られ る。 こうした改革はBISの レポー トや各国の改

革動向を睨んだ国際的整合性 を持っ ものであるが、国内の個 々の決済システムが相互 に競

合す る関係にない 日本14では改革のス ピー ドが遅 くな りがちである。実際、個タの決済シス

テム同士が同 じ取引を対象 として競い合 う環境にある欧米15では、1996-1998年 までに中

央銀行決済のRTGS化 を実現 し、1996年 以降、安全性 と効率性 においてRTGSよ りも優

れるハイブ リッ ド決済、すなわち 「中央銀行のRTGS決 済 と清算機 関のDTNS決 済を結合

させ、1日 に頻繁に決済 を実施す る仕組み」の導入が ドイツ、フランス、アメ リカで相次 ぎ、

2001年 には ドイツのRTGSPIusに おいてオ フセ ッティング決済、すなわち 「見合い関係

にある債権債務 を連続的にマ ッチ ングさせて、カバー資金が ある限 りRTGS決 済を行 う仕

組み」が導入 され るな ど、 ここ数年で一気に改革が進 んだ。 この結果、今やわが国の資金

決済 システムの リスク対策 は先進国 中最 も改革 の遅れた部類 に属 してお り、現在 は巻き返

しに向けた制度改革が検討 されている。一方、資金決済システム関連法、特 に電子資金決

済(EFT:ElectronicFundsTransibr)を 巡る法制度の整備 については、欧米諸 国では概

14内 国為替は全銀 システム
、外 国為替は外為 円決済 システムとい うよ うに棲み分 けがあ り、

日銀ネ ッ トもこれ らと競合する関係 にはない。
15欧 州では、通貨統合に伴い、これ までマルクやフランを扱 っていた決済 システムが全て
ユー ロの決済システムとなった結果、相互 に競合する環境 となった。一方、アメ リカでも

近年 、国内大 口資金取引の決済等でFedwireとCHIPSの 競合が生 じている。
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ね完了 しているのに対 し、わが国ではエ レバ ン等 の場 で検討が行われたものの、未だ立法

化 は実現化 していない。

諸外国の資金決済に関す る法整備状況をみ ると16、①消費者保護 に関 しては、1978年 に

アメ リカが消費者保護 の見地か ら連邦EFT法17を 制定 した後、各国の立法や金融機関に よ

る自主規制ルールの策定が進んだほか、②一般私法整備 に関 して も、1989年 にアメ リカが

大 口資金の振込に関す る私法整備 の観点か ら統一商事法典(UCC)第4A編 『資金移動』

を規定 し、1992年 には国連 国際 商取 引法委員 会(UNCITRAL)も 国際振 込モデル 法

(UNCITRALModelLawonlnternationalCreditTransfers)を 制定 し、1997年 にはEC

(現EU)が 国際振込指令(後 述)を 、1998年 にはEUフ ァイナ リティ指令(後 述)を 発

令 し、欧州諸国の国内法が整備 された。

これに対 して 日本では、前述のエ レバ ンにお ける審議は、EFT及 び振込 ・振替に関す る

早期の立法化 の必要性 を主張す る研究者委員 と、当面は約款 の整備で十分対応 できる とし

て立法化 に慎重な実務家委員18の調整がつかなかったため、結局は若干の約款 の整備が行わ

れたに過 ぎず、立法化は見送 られている。1995年12Aの 法制懇談会の報告書は、早期立

法化への積極 ・消極双方 の意見 を併記 した上で、当面は約款 の整備を早急 に推進 してい く

べきであるとした。その一方で、 「約款整備 による対応 は一定の限界があると指摘 されてい

るため、将来的な方向 としては電子資金取 引で生 じた問題 にっいては法律で適切に処理 で

きることが望ましい」 としている19。その後、約7年 問が経過 したが、 日本でも証券決済に

おいては幾つかの改革が短期間で実施 された20のに対 し、資金決済においては立法化がなさ

れていない。

こうした状況を放置 した結果、欧米諸国の法律上有効なセン トラル ・カウンターパーテ ィ

ー を伴 わないマルチ ラテ ラル ・ネ ッティング(後 述)を 採用す る海外 の資金決済システム

の 日本 向けサー ビスが 日本法の下で無効 とされ る リスクがある。仮に リスクが顕現化すれ

16以 下、詳 しくは岩原紳作(1996)参 照。
17PublicLaw95-630

,15U.S.C.1693・1693r(1995)参 照。
18例 えば、全国銀行協会連合会(1985)は 、電子化によって紙が電子 に変わるのは通信手

段の相違に過 ぎず、EFT法 制の発展に よって法的規制 を変更す る必要はなく、たとえ既存

の法制を変えるとして も、紙ペースの固有 の法に準 じて考えるか、一部修正すれば足 り、

特別法制定は不要だ として銀行の結果損害賠償等を新たに定 めるUNCITRALモ デル法草

案 に反対 している。
19報 告書は非公 開であるため、 この情報は委員が公表 した岩原紳作(1996)に 基づ く。
201999年2 .月の経済戦略会議答 申で、CPの ペーパー レス化や国債 ・社債 ・株式 ・CP等

の統一的な証券決済制度の整備が提言 されて以来、2001年6月 にCPの 電子決済を可能 と

す るCP二 法(「 短期社債等の振替 に関す る法律」、 「株券等の保管及び振替に関する法律 の
一部を改正す る法律」)が 制定 され

、2002年6月 には証券決済法(「 証券決済制度等の改革

による証券市場 の整備 のための関係法律の整備 に関する法律」)が 制定 されてCPに 社債 ・

国債等 を加 えた幅広い電子証券決済を統一的に規律する体制が構 築 され、2003年 に株式を

新 たに統一的な証券決済制度の枠組みに含 めるべ く立法の検討が進 んでいる。
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ば、日本の銀行がこれ らのシステムか ら締め出 される可能性 もある21ほか、日本の決済シス

テ ムがマル チラテラル ・ネッティングを行 うことを阻害す ることになる。現に外為 円決 済

制度では、 日本法上有効性が疑問視 され ることか ら、従来採用 してきたセン トラル ・カ ウ

ンターパーティー を伴わないマル チラテ ラル ・ネ ッテ ィングを、セン トラル ・カ ウンター

パーティー を伴 うマルチラテラル ・ネ ッティングに改めざるを得なか った
。 国債 ・社債 ・

株式等 の証券は、最終的には元利金の支払等のかたちで資金決済 され ることや、資金 と証

券の同時決済(DVP:後 述)に おいて資金取引ルールが未整備では証券取引の当事者 に と

っても中途 で資金取引に代 わる時点で予期せ ぬ法的 リス クを負 う可能性があることを考 え

ると、資金決済の整備は証券決済の整備 にも繋がることか ら非常に重要である22。
一方、資金決済システムの末端部分では、デ ビッ トカー ドな ど従来は存在 しなかった新 し

い決済手段が様 々な主体 により提供 され るに至 り、資金決済参加者が銀行か ら銀行以外 の

決済サー ビス業者 の参入 を許すかた ちで外延的に拡大 しつっ ある。 しか し、 日本では、送

金等 の為替業務の取扱いを銀行に限 る従来の規定(銀 行法2条2号2項)を 維持 したまま

で・近年増加 しつつある決済サー ビス業者 に関する法整備が遅れている。すなわち、アメ

リカでは銀行以外の決済サー ビス業者が為替業務 に参入す る動 き(例:ペ イパルな ど電子

メールを用いた送金サー ビス)が 進んでお り、国際的にも幅広 く営業活動を展開 してい る

が、 こうした新 しいサー ビスは 日本のユーザー を対象 とする場合には 日本法の下で無効 と

される リーガル ・リスクを有 しているほか、 日本の決済サー ビス業者 が同種のサー ビス を

行 お うとして も出来ないため、アメ リカに比べて決済 ビジネスの自由な競争 と発展が望 め

る環境が十分 とはいえない。

為替業務を銀行 に限る現行規定は犯罪の温床 となる地下銀行 を取締 り、正当な銀行のみを

決済 ビジネ スに関わらせ ることで決済 システムの安全性を確保す る目的があるが、近年 の

21実 際、全米 の代表的な国際金融法のケースブ ックで あるScott,HalandWe皿ons ,P(
2001)の1998年 第5版 用TeachingPlan(教 員向けガイ ド)175頁 は、「アメ リカがネ ッテ
ィングを有効 とす る立法を行なえば国際金融倒産 に伴 う不都合 は解決す るか」 とい う設 問
へのモデル解答案 として、 「No.(中 略)Needinternationalarrangementinthisarea ,or
excludebanksfromjurisdictionswithunclearnettingrulesfromCHIPSsettlement

butlateraroachmihtexcludeJaan:下 線 は筆者).Jと し、 日本を締 め出す可能性 を

明示 している。
22日 本銀行(2002)は 、 日本銀行が資金決済のみな らず証券決済をもオーバーサイ トの対

象 とする理由について 「証券の決済はその対価である資金の決済 と密接な関連 を有 してい

る場合 が多 く、一国の決済全体が安全で効率的に行われ ることを確保するとい う観点か ら

は、証券決済システム もその活動の対象 とす ることが必要 となるため」(5頁)と している

が、これは証券決済の安全性確保を求めて資金決済の安全性 も確保す るとい う本文 の主張

とは逆方 向か ら整備の必要性を裏付 けるもの ともいえよ う。法整備 に関 しては、欧米では

資金決済の法整備 が既に行われた上で証券決済の議論 をしているため、何事も欧米 に倣 う

傾向のある日本の金融関係者には、 目前の証券決済の法整備 にばか り目を奪われ、資金決
済の重要性はあま り意識 されていないよ うに思われ る。また、筆者 の 日本銀行勤務(1990

...年)当 時の状況に照らせば
、少な くとも1990年 代 を通 じて、EFT法 整備の頓挫な
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IT化 の進展 に伴 い、この決済分野に正当なビジネス ・チ ャンスも多 く存在す るため
、規定

を改正 して決済サー ビス業者の幅広い参入 を認 めるべ きとの意見が実務家の 問に根強 い。

このため、金融庁 も銀行法 を改正 して新 しい決済サー ビス業者 に対す るモニ タ リングを整

備す る法改正を視野に入れた検討 を続 けているよ うであるが、現状は多 くの決済サー ビス

業者がモニ タ リングを受 けていない場合や金融庁以外の官庁のモニタ リングに服 してい る

揚合があることもあ り、未だ具体的方向性が提示 されていない。

第2節 先行研究 と本稿の位置づけ

次に、コア ・システム23を中心 とする資金決済システムに関す る先行研究と本稿の位置 づ

けを整理する。

(1)資 金決済システム研究の推移

資金決済システム(コ ア ・システム)の リス ク対策は、中央銀行や一部のエ コノミス ト ・

金融実務家 を中心 に、法的性格 とは別 に、決済 システムの機能 に着 目した機 能主義的なア

プ ローチ(以 下、経済学的アプローチ)で 活発 に検討 されてきた。 こ うした著作は、資金

決済 システムの リスク対策に関す るグローバル ・スタンダー ドの変化 に応 じて、概ね① 中

央銀行お よび民間決済システムの双方 においてDTNSを 基本 とす る著作24(1990年 代前半

に多い)、 ② 中央銀行の決済 システムに対するRTGS導 入 を視野に入れた著作25(1990年

代後半に多い)、 ③ハイブ リッ ド決済やオ フセ ッティング決済の導入を視野に入れた著作26

(2000年 以降に多い)に 大別 できる。

すなわち、① の時期の著作は、本稿第2章 で検討する未決済残高(後 述)等 の概念を導入

して リスク対策の統一的理解を示 し、関連す る実務 的な問題や海外の動向を紹介 した点 に

功績がある。但 し、当時の考え方によれ ば、RTGSシ ステムは リスク対策においては好ま

しい ものの、「DTNSシ ステムに比べて決済に必要な流動性が嵩み、かつ開発 にコス トがか

かるため、DTNSシ ステムの方が優れ ている とす る傾 向がみ られ(日 本銀行(1992)な ど)、

日本銀行 における行内世論 もそれが有力であった。 しか し、欧州のTARGET(後 述)構 想

ど過去の失敗経験か らこの問題に正面か ら取 り組む ことをやや敬遠 していた嫌 いがある。
23本 稿独 自の用語であ り

、内容 は第1節(1)ロ を参照。EFT立 法 を巡 る検討部分は準コ
ア ・システムにも関係す る。なお、周辺 システムについては制度研究 としてデ ビッ ト・B・

ハンフ リー(1998) 、法律研究 として岩原紳作(1999)等 の先行研究があるが、法律研究 に

絞 って第4章 で検討する。
24例 えば、折谷吉治(1986)、 日本銀行(1989,1992)、BIS(1989,1990)、 久保 田隆(1993c) 、
箕輪重則(1994)な ど。
25例 えば、 日本銀行(1995,1996,1997a)、BIS(1997,1998a)、 河村小百合(1997)丶 デ

ビッ ト・B・ハ ンフ リー(1998)、 佐藤節也(1998) 、岡部光明(1999)、 久保 田隆(1999)、

吉 田暁(2002)な ど。
26例 えば、中島真志 ・宿輪純一(2000)、BIS(2001a)、 宿輪純一(2002) 、宿輪純一 ・久
保 田隆(2002)な ど。
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な ど世界各国でRTGSシ ステム導入 の動きが活発化す る27と 日本銀行 もRTGSシ ステムへ

の移行を決断 し(日 本銀行(1996)な ど)、② の時期 に入 った。 この②時期の著作は、BIS

の各種啓蒙 レポー ト(後 述)の 内容や決済の実務状況 、今後の課題等を纏 めている。現在

は、 コア ・プ リンシプルをは じめ として③の時期の著作が多い。一方、経済学的な リス ク

の計量分析等 も行われてお り28、決済は金融論の研究分野の1つ として既 に確立 している29
。

こ うした経済学的アプローチは、決済の機能や実務 に着 目した制度改革への提言や リス ク

の測定等が中心 の政策論的色彩が強い。一方、法整備 の提言を具体的に詰める上では、法

解釈 を伴 うより細かな法的課題 の検討(以 下、法学的アプ ローチ)が 必要であるが、 これ

にっいては前述のエ レバ ンを中心に旧大蔵省等 が後押 しするかたちで別途法学者 に委 ね ら

れてきた(そ の内容 は次項参照)。

著者 は、本稿の元 となった修士論文(久 保 田隆〈1993a>)に おいて、①資金決済 システ

ムの リスク対策 と日本の金融実務上の課題 を体系的に整理 し30、②マルチラテ ラル ・ネ ッテ

ィングの法的有効性や国際的なネ ッテ ィングの法的課題について検討 し31、経済学的アプ ロ

ーチ と法学的アプローチの融合 を目指 した32
。本稿は、資金決済システムの リスク対策に関

す る経済学的アプローチにその後 の時代変化を加 えて整理す る(第2章)と 共に、主 眼を

法学的アプローチに置き、決済の法的理解(第1章)、 国際的なマルチラテラル ・ネ ッテ ィ

ングの法的有効性(第3章)、 決済システムへの銀行以外の参入の問題(第4章) 、決済 シ

ステム立法のあ り方(終 章)に ついて検討する33。

エ レバ ンの後、資金決済 システムの リスク対策 を巡る環境は急速 に変化 し
、コンピュー

タ ・システムの高度な発達によってRTGSや ハイブ リッ ド決済、オフセ ッテ ィング決済の

導入が次々に可能 となった。また、法律研 究においても、修士論文 において提示 した諸課

題の うち、バイ ラテ ラル ・ネ ッテ ィングにっいては検討が進んで一括清算法が制定 され た

27当 時の情勢にっいて、詳 しくは 日本銀行(1995)参 照。
28例 えば、鎌田沢一郎(1990)、Folkerts-Landau,D.(1997)な ど。
29既 に、金融学会(そ の後、 日本金融学会 に改名)昭 和61年 度春季大会辺 りか ら、決済研
究が報告テーマ として取 り上げ られているほか、金融論の教科書においても決済に多 くの

紙幅を割 くようになっている(岡 部光明(1999)な ど)。
30こ の部分 は、久保 田隆(1993c)に 掲載 され 、後にRTGS導 入 を踏 まえてアップデー ト

し、久保 田隆(1999a)と して公刊 された。
31こ の部分は、久保 田隆(1993b)と して公刊 された。本論文ではバイラテラル ・ネ ッテ

ィングの有効性 を導 く解釈論や外貨換算、外為法上の規制に関する検討 も行 っている。
32但 し、前者については リスクの計量分析等は行わず、専 ら基準 として確立 している原則

の根拠 を解説するに とどめ、重点は後者に置いている。
33な お、本稿は資金決済システムの参加者 である金融機 関同士の関係 を主な分析対象 とす

.る が、資金決済 システムの安全性を技術 的に支 えているものはコンピュータ ・システムで
あ り、その正常な運行に対する社会 の信認である。従 って、Y2Kの よ うな大規模かっ国際

的な コンピュー タの誤作動が実際に顕現化 した場合に備 えて危機管理法制上の課題を考え

ることも別途重要になるため、本文 とは別 に巻末参考資料に加えた。
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ほか、マルチラテラル ・ネ ッティングも解釈論が新たに幾っか提示 され 、否認権 の準拠法34

な ど国際倒産法を巡る議 論も大きな進展 をみせている。他方、有価証券 の電子化 を巡 る議

論等 の影響で債権 と物権の区分を巡 る議論35が進展 し、電子商取引の急速 な発展に伴って、

デ ビッ トカー ド、Eエ スクロな ど銀行以外 の決済サー ビス業者が資金決済に参入す る新 し

い事態が進行 してお り、為替業務 の取扱いを銀行に限定す る銀行法2条2項2号 の妥当性

が新たに問題 になっている。そこで、本稿は、前作修士論文から約10年 後の環境変化や 学

術的進歩を踏まえ、現段階の資金決済システムの法的課題 にっいて検討 を加 えることとし

たい。

関連する最近の研究 としては、資金決済システムの リス ク対策を制度面か ら詳 しく整理 ・

紹介 した中島真志 ・宿輪純一(2000)が あるが、そ こでは法律面の検討 はあま り行われ て

いない。また、欧州 を対象 に資金決済システムの リスク対策や法的課題を検討 したMalaguti
,

M.C.(1997)は 、EUフ ァイナ リテ ィ指 令 を巡 る検 討過 程 を紹介 し、経 済学 的 アプ ロー チ

と法学 的 アプ ロー チ との相違 を纏 めるな ど本稿 へ の示唆 が 大 きいが 、決 済 システ ムは1997

年 以 降更 に大 き く変化 し、オ フセ ッテ ィン グ決 済 な ど新 た な リス ク管理 策 の出現 に よ り、

これ を包 括的 に把 握 し直 す 時期 に来 て い る。 海 外 にお け る決 済 シ ステ ム法 制 の先行研 究 は

英 米 にお いて豊 富で、 ア メ リカ で はPenny,NandBaxter ,D.(1980)、Lawrence,W.H.

(1990),Patrikis,E.T.,Baxter,T.C.Jr.andBhala ,R.K.(1993),RubinE.L.andCooter,R.

(1994)、Summers,BJed(1994)36、 イ ギ リス で はGoode ,R.M(1983)(1995)、Arora,A

(1993)、Brindle,M.andCox,R.(1996)が 詳細に撞討 しているが、日本 においては、エ レバ

ンにおけるEFT法 制 の検討を除 くと、決済システム法制を体系的に糎めた研究はまだあま

り出 されていない。こ うした中、BISが 政策提言 として纏 めたコア ・プ リンシプル(BIS〈

2001a>)で は、資金決済 システムにおけるファイナ リティの明確化やネ ッティングの法的

有効性確保、決済 システム監督法 の整備 などにおいて必要な諸外 国の立法例 を豊富に紹介

してお り、これ を踏 まえた 日本法上の分析が喫緊の課題 となってい る。

そこで本稿は、2002年 時点でアップデー トした情報をもとに、決済システムの リスク管

理 に関す る日本法上の問題点や外 国の立法例を 中心に検討す る と共に、決済 ビジネスへの

新規参入 問題を検討す る。 なお、よ り細かな先行研究は各章の中で紹介 したい。

本稿 においては、第1章 と第2章 は制度や学問的検討状況 を私な りに整理 ・紹介す ること

に重点を置き、オ リジナルな学問的貢献 としては、①海外の国際的なマルチ ラテ ラル ・ネ

ッティングが 日本法上否認 され る現実の可能性事例を取 り上げて法的検討 を加え(第3章)
、

34近 年、倒産法改正で国際倒産法の整備が行われたが、否認権の準拠法については立法 さ

れなかった。しか し、その過程で様 々な議論が行 われた。高木新二郎(1999)、 河野俊行(2000)
など参照。
35債 権 と物権の相違を中心 とす る財産法理論 の再構築 については

、2002年 度 日本私法学会
における検討テーマ となった。加藤雅信 ・樋 口範雄 ・太 田勝・造 ・瀬川信久 ・松本恒雄(2002)

参照。
3653-72頁 のRajBhala執 筆部分参照

。
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② デ ビッ トカー ド、Eエ ス クロ、電子 メールを使 った送金サー ビス等の新 しい決済サー ビ

スの有効性 を検討 し(第4章)、 ③包括的な決済システム法整備に向けた提言を行 う(終 章)

点 にある。既 に述べたよ うに、現在、証券決済 システムに関する法整備が進展 しつつあ る

が、 こうした中、忘れ られがちな資金決済システムに関す る法的課題 を包括的に検討 し
、

法整備 を提言するのが本稿の課題である。

しか し、法的課題 はこれ らに止 まらない。そこで、主要な先行研究であるエ レバ ンを巡 っ

て提示 された課題 の概要 をここで簡潔に纏めておこ う。

(2)EFT立 法を巡 る検討

資金決済システムを巡 る法的検討の中で最 も大規模かっ長期間行われたものがエ レバ ン、

すなわち電子資金移動(EFT:ElectronicFundsTrans艶r)を 巡る立法の検討である。EFT

立法を巡 っては、前述 の法制懇談会審議の過程で、研究者委員を中心にEFTの 法律問題 に

関心 を持っ研究者が金融情報システムセンターの援助 を受 けて 「EFT法 制整備に関する研

究会」を組織 し、1994年10月 に 「EFTお よび振込 ・振替取引に関する立法の必要性」 と

題 す る報告書(未 公表)を 纏 めた。その内容 をべ一スに検討 を行 ったペーパー として岩 原

紳 作(1996)が ある。 ここでは、①無権限取引、②履行不能時の資金返還保証、③意思表

示 の瑕疵37、④支払指図の撤 回、⑤行為能力、受信銀行 ・被仕 向銀行の義務な どを扱ってお

り、本稿ではこれ らの論点全て には深 く立ち入 らないが、 リス ク対策に関係 がある範 囲で

そ の内容を紹介 したい。

まず、無権限取引はEFTや 振込 ・振替取引が無権限者 によって開始 される偽造 ・無権代

理 、無権限者によって取引内容 を変更され る変造等に対す る問題である。EFTを 巡る法律

問題 としては最 も発生件数が多 く、決済システムそのものの安定性 に影響 を与 えるほ どで

はないにせ よ、一旦発生す る と個々の消費者 に とっては損害の負担額が大きいため、アメ

リカの1978年 連邦EFT法 にお ける50ド ル ・ルール(無 権 限EFT取 引による消費者 の損

失負担を原則 として50ド ルに限定)等 に倣って、消費者に損失負担の制限を設ける立法が

必要 と説かれている。 この問題 は、デ ビッ トカー ドな ど新 しい電子決済手段に関して も同

37振 込 ・振替取引に関与す る者 の支払指図に民法上の意思無能力や意思表示の瑕疵等があ

った場合、それ らの取引の効力は どうか とい う問題。銀行の振込約款 では、振込依頼人が
錯誤等 の意思表示の瑕疵 を理 由に自らの支払指図の無効 ・取消を仕 向銀行に主張すること

はほぼ不可能であるが、岩原紳作(1996)は 、錯誤等 の規定は強行法規だか ら約款等では

排 除できない とす る議論があることか ら、 「EFT取 引について意思表示の瑕疵等に関す る

民法規定の例外を認 める立法が必要であろう」 とする。 これ に対 し、電子商取引の分野で

は同様の問題に対 して民法特例法(電 子消費者契約及び電子承諾通知 に関する民法の特例

に関する法律〈2001!6/29公 布、2001/12/25施 行 〉)を 制定 して民法の一般原則を改正 し、
銀行 の振込約款 とは対照的に、む しろ消費者保護 に資するよ う錯誤無効の範 囲を拡張 した。
電子商取引も電子振替 ・振替取 引も共に消費者が行 う行為であ り、錯誤の可能性に大差が

ない ことを考 えれば、銀行振込 ・振替取引も錯誤無効 の範 囲を明確化する何 らかの立法を必

要 としよう。
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様 に存在 し、これについて私見38は 「損失は原則 的に消費者が負担すべき」とす る銀行側 の

見解に対 して 「当事者 間の損失配分の合理 性を考えれ ば、む しろ銀行 が原則的に損失 を負

担すべ き」 と考えてお り、EFTの 文脈で も岩原説に同意す る39。

次に、履行不能時の資金返還保証 とは、誤 った払出等 によって振込が正常に行われず 、資

金返還が困難 にな った場合、銀行の故意 ・過失 に基づかない場合であっても、振込資金 を

受け取った銀行 に資金返還義務 を課すべ きか否か とい う問題である。アメリカのUCC4A

編40(1989年 新設)やUNCITRALの 国際振込モデル法41(1992年)お よびUNCITRAL

国際振込モデル法をベースにしたEC(現EU)の 国際振込指令42(1997年)は 、資金返還

保証(money-backguarantee)と い う考え方を採用す るが、これは振込が完了しない場合

に、各受信銀行 は自分に対す る送信人に対 し、振込金 を返還す る義務 を負 うとする もので

ある。岩原紳作(1996)は 、 日本において も資金返還保証ルール を立法によって導入すべ

きとしてお り、その理由の1つ として以下の興味深い指摘 を挙げている43。

即ち、 日本か らアメ リカの銀行 口座に振込む場合、通常はCHIPS(後 述)を 経由するた

め、UCC4A編507条c項 に基づいて、CHIPSが 準拠法 としているニュー ヨーク州法
、即

ちUCC4A編 が振込依頼人か ら受取人までの全振込 当事者 を拘束することが多い
。す ると、

日本国内の振込依頼人か ら振込 を依頼 された 日本 の仕 向銀行 は、た とえ日本法が資金返還

保証ルール を採用 していな くてもUCC4A編402条 に基づ く資金返還保証義務 を負 わされ

るため、 日本法上の資金返還保証ルールの制定 に 日本 の銀行界が反対 しても、最早仕方 の

ない状況にある。その一方で、 「アメリカの振込依頼人が 日本の国内の銀行 口座への振込依

頼を行った ときに、CHIPSを 経 由せず、外国為替 円決済制度44を経 由して振込む とすれば、

日本国内の部分の準拠法が 日本法 となるために、資金返還保証ルールが働かないとすれ ば、

バ ランスを失す ることとな り、適切ではなかろ う。 日米銀行間の摩擦 の原因 となる恐れ も

あろう」 としてい る。アメ リカのみならず欧州諸国において も資金返還保証ルールが採用

されている現状に鑑み ると、や は り日本において も岩原教授が指摘す る通 り、資金返還保

証ルールを立法化すべきであろう。

振込委託 の撤回の効力 については、振込委託が撤 回不能 となる時点が国や決済 システムに

よって様 々である45結果、異なる撤回不能時点を定める複数のEFTシ ステムを経 由して振

38久 保 田隆(2001)105頁 参照
。

39な お、消費者保護問題 に関する最近の検討結果に金融法務研究会(2002)が ある。
40本 法の解説 として

、木南敦(1990年)、 後藤紀一(1992年)な ど多数。
41UNCITRALModelLawonInternationalCreditTransfers

,1992.解 説 として、岩原紳
作 ・藤 下健(1992)、 藤下健(1991,1992)参 照。
42Directive97/5/ECoftheEuropeanParliamentandoftheCo

uncilof27January1997
0ncross-bordercredittransfers,(OJNoL43 ,142,1997,p.25)。 なお本EC国 際振込指令
を国 内法化 した1999年 ドイツ振込法について、岩原紳作(2000)参 照。
43岩 原紳作(1996)(5)の139頁 参照。
44本 稿 で言 う外為 円決済システムのこと

。
45岩 原紳作(1996)(7)の134・135に よれば

、SWIFTは 受取人の承諾 を条件に支払指図の
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込がなされる場合、撤回不能時点 を如何に調整す るかが困難であ り、約款やEFTシ ステ ム

の規則 等 に よって調 整 を進 め る必 要 が あ り、ス ムー ス な 調整 が図 られ ない場 合 は

UNCITRAL国 際振込モデル法に倣 って立法を行 うこと等も主張 されている。特に、受取人

の預金債権成立時期や受取人 口座 への入金記帳の訂正の可否 については
、後述するファイ

ナ リティの所在を示す決済 システムの安全性に とって重要な事項 であるため、立法によっ

て法律 関係 を明確化すべきことが説かれている。その他 、EFT取 引をスムースに行 うた め

に民法上の無能力制度の適用を制限 した り、受信銀行や被仕向銀行の義務 を法律で明確 化

す る必要性が説かれている。岩原教授 は、システ ミック ・リスクについて、 こうした① 振

込取引においては、被仕 向銀行が送信銀行 に対する為 替債権 の決済を確認せず に受取人 の

口座 に入金記帳す ることが多いが、決済がなされ なかった時に受取人に対 して払い戻 され

た振込金 の返還請求がで きるか、 とい う問題に加 えて、②倒産手続にお ける多数 当事者 間

のオブ リゲー ション ・ネ ッテ ィングの法的有効性、③決済主体 に参加す る主体を法的に 限

定すべ きか否か とい う問題を指摘 し、何れ も立法による明確 な法規制が必要だとしている。

この うち、本稿 では①の部分は、決済 システムの参加者である銀行 とその顧客 との関係 に

対す る考察であるため、直接 は取 り上げず 、代わ りに決済システムの参加銀行間のシステ

ミック・リスクに関わる論点であるファイナ リテ ィ立法を中心に第1章 で検討する。但 し、

①は受取人の振込金に対す る権利 の有無 とい う第三者及び決済システムの末端部分に関わ

る重要な問題で、UCC4A編405条 やUNCITRAL国 際振込モデル法9条 は条件付で受取

人に対 して返還請求ができるよ うに資金決済 システムの規則 で規定で きるとしてお り、 日

本 でも解釈 にゆだねるのでなく法律で明確 に解決 した上で各決済システムのルールを整備

す ることが本来望ま しい。一方、②にっいては第2、3章 で国際的なマルチ ラテラル ・ネ ッ

テ ィングについて、③については第4章 で決済サー ビス業者 の為替決済への参入について

考察する。

その他、EFTを 巡る議論は、そのメンバー として参加 した各種委員 の著作や各種報告書46

があるほか、それ以外に も若干の研究論文が国内外で公表 された。 しか し、前述の ように

法制懇談会 において早期 立法化 の必要性 を主張す る研究者委員 の意見は立法化に慎重な実

撤回を認めるが、外国為替 円決済制度(外 国為替 円決済システム)や 日銀ネ ッ トは仕 向銀

行が支払指図を送信 した以上は支払指図の撤回は出来ないのが原則である。一方、 日本法
や ドイ ツ法は受取人口座 に入金記帳 され るまでは撤回可能 と解 されてお り、フランスでは
振込依頼人の口座から振込金が引き落 とされ る時点まで しか撤回できない。 なお、アメ リ
カではUCC4A編211条 により 「各送信人は、セキュ リティ手続が定められ ている時はそ

の手続 に従い、定められていない場合は、 口頭、電子的方法、又は書面により、受信銀行
に伝達す ることによって 自らの支払指図を撤 回又は訂正できる。但 し、受信銀行が当該支
払指図を承諾する前に、受信銀行がそれに基づいて行為する合理的機会を与えるよ うな時

間及び方法により伝達 されなければならない。受信銀行が支払指図を承諾 した後には、受信銀
行が同意す るか資金移動システムの規則 が認 めていない限 り、撤回や訂正はできない」。

46岩 原紳作(1984
,1988,1996,1999,2000)、 木南敦(1989a,1989b)、 金融情報 システム

センター(1986a,19861))な ど。
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務家委員の支持を得 られず 、依然立法化は進 んでいない。

第3節 本稿の構成 と要 旨

本稿 の構成お よび要 旨は以下の とお りである。

まず、第1章 「資金決済システムの制度的・法的構造」では、第1節 で資金決済 システム

の制度概要をはじめに簡潔 に示 した後、第2節 で決済の定義が多義的であ り、支払、清算 、

最終決済な ど幾つかの場面 ごとに限定 した定義 を行 う必要があることを論 じる。特に、決

済が最終的に完 了 したことを示す ファイナ リテ ィ(決 済完了性)に ついては、決済シス テ

ムの規則 に明示 しただけでは、「契約 自由の原則」の対象外 にある第三者 との関係で劣後 し
、

制度上は最終決済 されたはずの取引でも消費者保護法や倒産法な どの遡及効によって法的

に取消 される恐れ がある。決済システムの参加者間は様 々な取引が行 われ、相互に関係 し

合 っているため、一旦取消 される と当該参加者 のみな らず、決済システム参加者全体 の資

金繰 りにも連鎖的に大きな影響を及ぼ し、その うちの一部が支払不能 に陥る リスクを増加

して しま う。従って、ファイナ リティの所在 を立法によって明 らかにする必要がある
。

また、経済学 においては、資金 と証券、現金 と銀行預金 といった決済手段が同じ機能 を有

す るな らばなるべ く統一的に捉える傾 向が あるのに対 し、法学においては、各々が依拠す

る法体系が異なるため、決済手段 ごとに要件 ・効果 が異なって来 ざるを得ない
。資金 と証

券の同時決済(DVP)の 場合、証券(流 通)と 資金(決 済)の 取引ルールが取引の途 中で

異なって しま うのでは利用者 に混乱を来すため、なるべ く法的処理が統一 されている必要

性 が実務上存在す る。近年、法解釈論の中で機能画を重視 して要件 ・効果を統一的に捉 え

る試み もなされているが、これには現行法秩序 との整合性 の観 点か ら異論 も根 強い
。 しか

し、現金 と銀行預金 のよ うに実質的には同 じ機 能を果た している決済手段 を同様 に解釈 す

ることは有力説ではない ものの決 して不可能ではない。 また、政策的には同 じ機能 を果 た

す決済手段に出来 る限 り同 じ法的効果を与える方が効率 性 ・安全性を高める上で望 ましい
。

従 って、同じ機能 を持つ資金 ・証券決済手段 についてはファイナ リテ ィの所在などの要件 ・

効果を一義的に定める何 らかの立法が必要になる。

次に、第2章 「資金決済システムの リスク対策」では、決済 リスクの所在 とその対応策に

ついて説明す る。経済学的には、決済 リス クは取引金額 と最終決済までの時間差(ラ グ)

との乗数(エ クスポージャー)に よって捉 え られ、その リス ク対策は長 らく、①エクスポ
ージャー を事前 に削減 し(キ ャップの設定

、ネ ッテ ィング、RTGS化 な ど)、②決済 リスク

が顕現化 した場合 の事後の備 えを用意 してお く(損 失分担ルール の明確化な ど)こ とにあ

った。 しか し、RTGSの 導入 によってエ クスポージャー 自体がゼ ロ化すれば リス ク対策が

不要になる。一方で、DTNSに おける決済はRTGSよ りも効率的であるため、現在最 も進

んだ リス ク対策を採用 してい る欧米では、一方で①DTNSシ ステムをできる限 りRTGSと

リンクさせてラグを20分 以内(ハ イブ リッ ド決済)ま たは手持 ちのカバー資金がある限 り

連続的に決済す ることで可能な限 り小幅(オ フセ ッテ ィング決済)に 縮減 し、他方で②DTNS
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システムにお けるネ ッテ ィングの法的有効性や ファイ ナ リテ ィの法的所在を立法によって

明確化す るこ とが行われている。 これに対 し日本では、① の部分は検討 されているが、②

にっいては具体的な動 きが今ひ とつ進んでいない。 このことがもた らす悪影 響について は

第3章 で検討す る。本章では、これ らの リス ク対策 の趣 旨 と内容 を説明す ると共に、導入

に当た って金融実務上課題 となる部分につ き、詳細に検討す る。

第3章 「国際的なマルチラテラル ・ネ ッティングの法的検討」では、海外のマルチラテ ラ

ル ・ネ ッティングに 日本 か ら直接参加(リ テー ト・アクセス)し ている 日本 の銀行が倒産

した場合、ネ ッティングの有効性 を認 めない可能性 がある日本法が介在することによって

顕現化する リーガル ・リス クについて検討す る。実は、 こうしたケースはハイブ リッ ド決

済を行 っていた ドイツのEAFが2001年11月 にオフセ ッティング決済を行 うRTGSPlus

に変更 されるまで現実に存在 した リスクであ り、フランスのPNSと の関係では今で も存在

している。また、アメリカのCHIPSな ど海外 にはマルチラテラル ・ネ ッテ ィングを採用す

るシステムが数多 く存在す るが、 リモー ト・アクセス しない分 日本法の介入可能性が少ない

だけ47で、同種の リスクは依然存在 している。 さらに、 ドイツのRTGSPIus変 更後 も、決

済時点にペイメン ト・ネ ッティング(後 述)を 伴 うこ とか ら、決済が止まっている間に支

・ 払不能が生 じれば、 日本 法上管財 人の履行選択権 を行使 されてネ ッテ ィングの効力が否 定

され る リス クが存在する。すなわち、 日本法が介入す ることが国際取引上の リスクになっ

てい る。

欧州 においては、1998年5月 に制定 されたEUフ ァイナ リティ指令 とその国内法化 によ

り、マルチラテラル ・ネ ッティングの有効性は確保 されている。 しか し、 これ らはEU諸

国内でのみ適用 され るため、 日本の倒産銀行を通 じて 日本法の介入は免れない。実際、 日

本 の国際私法上、マルチ ラテラル ・ネ ッテ ィングの単位法律要素 として参照 される可能性

の高い債権譲渡 ・相殺、お よび倒産法秩序の下で重要 な否認のいずれ において も準拠法 と

して 日本法の介入を許す 可能性 がある。そこで、 日本法上、マルチラテ ラル ・ネ ッテ ィン

グの有効性に関す る解釈論 をみてみると、多数 説は無効 とされ る可能性 が高い と考えてお

り、私見 も同様 である。有効 とする解釈論 としては新堂教授の ものがあるが、これはマル

チラテラル ・ネ ッティングが倒産法の認 める相殺権 の範囲内に該 当す るとい う解釈を巧み

に導いているものの、倒産法上有効な相殺権の範囲内の取引であって も否認できるとす る

学説が存在 し、若干の裁判例 も存在す ることか ら、やは り無効 とされ る可能性が否定で き

ない。仮 に 日本法上、海外のマルチラテ ラル ・ネ ッティングの効果が否認 され るな らば、

海外の決済システムの安全性 に甚大な悪影 響を与 えるほか、 日本の銀行 を参加 させないな

どの対抗措置 も懸念 され る。従って、立法によってマルチラテ ラル ・ネ ッテ ィングの有効

性 を確保す る必要があ り、その場合は欧米 との規定の整合性や実現の容易性か ら、単一の

47リ モー ト・アクセス した方が 日本法は介入 しやすいが
、 リモー ト・アクセス しな くて も

日系の現地法人の管財 人が資産や関係者 の多い 日本で倒産手続を開始することは十分考 え

られ る。
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準拠法 を定める部分を含 めてEUフ ァイナ リティ指令の内容 を 日本法に取 り込むかたちが

望ま しい。

第4章 「決済 ビジネスの発展 と銀行法2条2項2号 」は、資金決済 システムの核 とな る

為替業務 にっき、銀行 のみにこれを認める銀行法2条 の妥当性 について検討 し、同条項 が

決済 ビジネスの発展を阻害 し、国際取引における リーガル ・リスクを高 める問題点を孕 ん

でお り、決済 ビジネスへの 自由な参入 を認める改正 を行 うべきこ とを提言 している。銀行

以外 が運営す る為替業務に該当す る可能性 のある決済 ビジネスは、岩原教授の指摘す る と

お り トラベ ラーズ ・チェ ック、クレジッ ト・カー ド、 コンビニ の支払代行な ど既に多数 存

在 してお り、規制上黙認 されてい る部分 が多い ものの、仮に裁判で訴 えられれば、現行判

,例を前提 とす る限 り 「広 く隔地者 間における資金の移動を現金の輸送を行わずに実現す る

仕組み」であれば広範 に刑事上違法 とされて しま う。判例 では単なる情報授受であって も

違法 とされているため、IT化 と共に発達 を遂げてきた電子決済 については、電子メール を

用いたペイパルのよ うな送金サー ビスは勿論、デ ビッ トカー ドやオンライン ・エスクロに

っいても違法 とされ る可能性がある。 こ うした状況は国内取引の発展 を阻害す るだけでな

く、 日本 を含め国際的に展開 しているペ イパル のよ うな外国の電子決済サー ビスに対 して

仮 に 日本の裁判で違法 と判断 され た場合 、これ らサー ビスの国際的な発展を阻害 し、 日本

市場が海外 のサー ビス業者 か ら忌避 され る リス クがある。銀行以外の決済サー ビス業者が

すべて犯罪 目的の地下銀行 と考えるのは現代 の金融環境にそ ぐわず、正 当な ビジネス とし

て認知 され得る決済サー ビスまで も一律に規制を及ぼす ことは、国内外の取引発展 を著 し

く損ねるものである。私見では、銀行以外の決済サー ビス業者 に対 してもモニタ リング・シ

ステムを用意 して参入 を許 し、規制上の黙認 ではな くアカ ウンタブルな取引ルールを形成

す ることが必要であると考 える。

終章 「決済システム法整備に向けた提言」では、本稿の議論を具体的な立法(骨 子)提 案

のかたちで纏め直す。す なわち、EUフ ァイナ リティ指令を参考 に、①個々に法的要件 ・効

果が異なる決済手段を機 能的に同一視 してファイナ リテ ィを規定す る内容、②為替債権債

務保護の政策的判断か らマルチラテ ラル ・ネ ッティングの有効性 を規 定する内容、③ 法例

の各規 定に関わ らず決済システム規律法を単一に定める内容 を持っ 「資金 ・証券決済システ

ム法」 と、為替業務への参入を銀行以外にも認 め、必要最小 限の軽装備のモニタ リング体

制 を整 えた 「決済サー ビス法」の骨子を提示す る。
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第1章 資金決済 システ ムの制度的 ・法 的構造

本章では、資金決済システム(コ ア ・システム)の 制度的 ・法的構造にっいて、主要な資

金決済システムや関連す るグ写一バル ・ス タンダー ドを元 に概略を説明 した後、決済シス

テ ムにおける決済 とは何かを整理 し、次に資金 に関 して経済機能に着 目した経済的理解 と、

決済手段の法的性格に着 目した法的理解 との違 いについて検討する。

第1節 資金決済システムの制度概要

資金決済システムは必ず しも一般 に馴染み深いものではないため、検討に先立って以後 の

考察 に必要な前提知識 を簡潔 に整理す る必要がある。 そ こで、本節では、①資金決済 シス

テ ムの概要、② 日本の資金決済 システム、③主要国の資金決済 システムにつ いて、基本的

な仕組みを整理することとする。

(1)資 金決済システムの概要

イ.資 金決済 システム とは

資金決済 システム とは、文字通 り 「資金」を円滑に 「決済」す る仕組みを指す。資金決済

システムの中には、銀行預金 を利用するもの、手形 ・小切手 を利用するもの、現金 を利用

す るものな ど様 々に存在するが、本稿では取扱い金額 の大きさか らリス ク対策上最 も重要

な銀行預金 を利用す るシステムを中心 に検討す る。資金や決済の詳細な理解 は次節で扱 う

が、ここではとりあえず資金は通貨(マ ネー)、 決済は資金 の受渡により当事者間の債権債

務関係 を解消す ること48、と理解することとしよう。

図表2に 示す とお り、資金決済 システムは通常、中央銀行 、清算機 関、銀行(金 融機 関49)

によって構成 され る。 日本の場合 、中央銀行で ある日本銀行 は 日本銀行金融ネ ッ トワーグ

システム(日 銀ネ ッ ト)を 運営 し、東京銀行協会 が運営す る外為 円決済システムや全銀 シ

ステムなど50が清算機 関となって、清算機 関のメンバーに金融機関が参加す る。既に図表1

48通 常の経済活動において、人は財やサー ビス等の様々な取引を行 うが、この取引に伴い、

様 々な権利義務が生 じてい る。例 えば、AがBか ら物 を購入する場合、Aは 物を受 け取 っ

た後、Bに 代金を支払 う債務(Bか らみ るとAに 対す る債権)を 負い、Aか らBに 代金を
支払った段階で取引は終了 し、債権債務関係 は解消する。 このことを決済 と呼ぶが、資金
決済システムにおける決済 は、金融機 関同士の決済を指 している揚合が多い。
49金 融機関は、普通銀行 よりも広 く農協、信用金庫等 を含む広義の銀行を指す用語 として

用い られることが多い。
50そ の他、東京手形交換所や金融先物取引所(円 資金決済分)も 清算機関 として機能 して

いる。本稿では、外為 円決済制度 と全銀 システムを中心に リスク対策 を検討す るが、東京
手形交換所の決済においてもリス ク対策上重要な問題点がある。すなわち東京 手形交換所

は、「繰戻 し」 と呼ばれ る制度(東 京手形交換所規則51条 参照)を 採用するが、これ は参
加者 の1人 が支払不能になった場合に決済を組み直 して改 めて決済を行 うもので、システ
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で述べた ように金融機 関同士の債権債務 は清算機 関において差引計算 され(ク リア リン グ

またはネ ッテ ィング決済)、 その決済尻が中央銀行 口座 で最終決済(セ トルメン ト)さ れ る

(清算機関を介 さずに金融機関が直接中央銀行 口座の振替 を行 う場合 もある)。

貨幣経済の下でのあらゆる経済活動は、最終的には物 々交換ではなく資金の支払によって

行われ ることが一般 的であ り、 しか も金融機 関を介 して行 われ る取引が介 さないで行われ

る取引よ り圧倒的に多い。従って、 この金融機 関を介 して行われ る決済の仕組み(資 金 決

済システム)が 安全かつ 円滑に行 われ ることが1国 の経済活動 を支える基本 と考え られ 、

資金決済システムの安全性 と効率性 を高めることは公 共政策上の 目的 として国際的 に認知

されている51。すなわち、市揚 メカニズムに任せるだけでは、決済システムの運営者や参加

者は決済の安全性や効率性確保 に関す るイ ンセンティブを十分持 ち得ないため、中央銀行

が 中心 となって決済システムの リス クを把握 ・管理す る有効なメカニズムを提供するこ と

が国際的に求 められているのである。

図表2日 本の主な資金決済システム

中央銀行(日 銀ネ ッ ト)醵2弾 今撫 糊影撫
一

参加金融機関 参加金融機関

/＼
顧客 顧客

ロ.決 済 リス クへの対応

中央銀行における最終決済においては、参加金融機関の聞の決済は無条件 に最終的に完 了

し、取消 され ることがない52。このように無条件 に取消不能な決済を 「ファイナ リティを有

す る決済」 と呼んでいる。現状、 ファイナ リテ ィを有する決済手段 は現金(中 央銀行券)

ミック ・リスク(シ ステム全体が麻痺す る リス ク)を 惹起 しやすい仕組み として 日本銀行

(2000)やBIS(2001a)が 警告 している。これに対 し、全国銀行協会事務委員会(2001)

25-26頁 では、「手形交換制度は、参加者 に決 済不能があった場合には、基本的 に繰戻手続
によらざるを得ない制度である。 したがって、繰戻 しによる影響を極力抑えるため、可能
な限 り再計算処理を早期に完了 させ るこ とが重要である。東京手形交換所 では、手形交換
に持 出された手形について、加盟銀行単位 で持出銀行毎に持帰銀行(支 払銀行)の 枚数 ・

金額 を把握 している。破綻銀行 が加 盟銀 行の場合には、 この計数 を用いることにより迅速

に当該破綻銀行の計数 を除いた交換尻を再計算 し、繰戻 し処理を当日中に完 了させ ること

ができる体制 となっている」 と説明 している。
51BIS(2001a)第1部 第2章 参照

。
52但 し、後述するファイナ リティ立法 を伴わない限 り、倒産管財人等の第三者 との関係で

取消 される リスクはある。
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と中央銀行 口座資金の2つ しかな く、清算機 関におけるネ ッテ ィング決済の時点では最 終

的な資金の受取 りが確定せず、何 らかの原因で資金が受 け取れない リスク(決 済 リスク53)

が存在する。典型的な決済 リスクには、相手方が倒産 して取 引金額が受 け取れ ない揚合(信

用 リス ク54)や 相手方が手元に十分な資金を持 っていないため、決済予定時刻に取引金額 を

受け取れない揚合(流 動性 リスク55)、事務 ミスや システ ム障害等 の場合(オ ペ レー シ ョナ

ル ・リスク56)、法的不確実性 に伴 う損害発生の場合(リ ーガル ・リスク57)が ある。さらに、

資金決済システムにおいては参加者 間の与信 ・受信 関係 が互いに連鎖 しているため、1っ

の参加金融機関が支払不能になると他の金融機 関の支払が連鎖的に不能になって しまい、

金融システム全体が機能麻痺 に陥 る危険 性(シ ステ ミック ・リスク58)が ある。金融機 関間

の決済においてシステ ミック ・リスクが現実化する と経済全体に悪影響を及ぼすため、決

済 システムの設計や運営に当たっては、システ ミック ・リスクを出来 るだけ削減す るこ と

が重要である59(詳 しくは次章参照)。

決済 リスクを減 らすには、ファイナ リティのある中央銀行 の最終決済までのラグを減少す

ればよく、ラグが存在す る決済方法を時点決済 、存在 しない決済方法を即時決済 と呼んで

いる。 しか し、即時決済を行 う場合 には どうして も1本1本 の取引ごとに決済す るグロス

決済を行 う必要があ り(即 時 グロス決済 〈RTGS>)、 効率 性が悪い。一方、時点決済は何

本かの取引を纏めて決済するネ ッティング決済 を併用 した時点ネッ ト決済(DTNS)と す る

ことで効率性が良 くなる。 このよ うに決済システ ムの安全性 と効率性 は一般的に トレー

ド・オ フ関係 にあ り、片方 を重視すれぱ もう片方が減殺 され る傾向にある。 この結果、決

済 システムの運営は安全性 が重要であるものの個々の金融機 関にとっては取引の効率性 も

不可欠であるため、一般 に、.よ り安全性が求め られ る中央銀行の決済ではRTGSを 、よ り

効率性が求められる清算機 関の決済ではDTNSを 採用 している。

ここ最近、ネ ッティングを1日 に何回も実施 してその都度RTGS決 済す るハイブ リッ ド

決済(後 述する ドイ ツのEAFな ど)や 、ネ ッテ ィングを伴わずに必要な流動性残高が確保

53日 本銀行(2002)27頁 によれば、 「何 らかの理 由によ り決済が予定通 りに行われない こ

とが原因 となって損害を被 る可能性」 と定義 される。
留 日本銀行(2002)27頁 によれ ば

、「相手方の財務状況 の悪化等に伴って決済不履行 とな
った場合な どに、予定 された金額を現在お よび将来の如何 なる時点で も受け取れな くなる

可能性」 と定義 される。
55日 本銀行(2002)27頁 によれば

、 「予定 された金額 を、将来時点では受け取れ るか もし

れないが、予定 された決済時点には受け取れない可能性」 と定義 され る。
56日 本銀行(2002)27頁 によれ ば

、「事務 ミスや システム障害、評判の低 下、災害な どに

よって生 じる決済不能の可能性」 と定義 される。
57日 本銀行(2002)27頁 によれば

、「決済 に伴 う法的関係が不確実であることか ら問題 が

発生す る可能性」 と定義 される。
58日 本銀行(2002)27頁 によれば、 「決済システムにおいて、決済に伴 うリス クが現実の

もの となって一参加者 の決済が不能 となった時に、それが他の決済にまで連鎖的に広がっ

て決済全体に影響を及 ぼす可能性」 と定義 され る。
59日 本銀行(2002)27頁 参照

。
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出来次第、連続 的にRTGS決 済を行 うオフセ ッティング決済(後 述す るアメ リカのCHIPS

や ドイ ツのRTGSPlusな ど)と 呼ばれる新 しい仕組みが開発 されているが、これ らはRIGS

のメ リッ トである安全性 とDTNSの メリッ トである効率性の双方を同時に追及す る試み と

して注 目されている(図 表3参 照)。

図表3決 済の仕組みの特徴

DTNS(時 点決済)ハ イブ リッ ド決済 オフセ ッティン グ決済RTGS(即 時決済)

リスクが大 〉 リスクが中 〉 リスクが小 〉一 リスクがゼ ロ

効率性が大 〉 効率性が中 〉 効率性が小 〉 効率性が小

ハ.決 済 システムのグローバル ・スタンダー ド

これ ら資金決済システムの リス ク対策は、システムの運営者が中心になって実施 してい る

ほか、各国の中央銀行やBISに おいて盛んに啓蒙活動が行 われている
。特にBISの 支払 ・

決済 システム委員会60(CPSS:CommitteeonPaymentandSettlementSystems)が 発行

した各種 レポー トは、資金決済システムが満たすべき リス ク管理のグローバル ・ス タン ダ

ー ドとして機能 してきている(図 表4参 照)
。

図表4資 金決済システムに関するCPSSの 主な啓蒙 レポー ト61

レポー ト名(カ ッコ内は通称)公 表時期 内容

ネ ッテ ィングに関する報告書(エ1989年2月 ネ ッテ ィングを法的性格 によって分類

ンジェル ・レポー ト)し た上で政策的課題を考察
。

インターバ ンク ・ネ ッティング ・1990年11月 ネ ッティン グ決済 を行 う決済システ ム

スキー ムに関す る委員 会報告書 の設計や 運営に関 して、リスク管理の観
(ラ ンファル シー ・レポー ト)点 か ら守 るべき最低基準を規定。

クロスボーダーお よび多通貨取引1993年9月 決済 システムの稼働時間の延長等、中央
にかかる中銀の支払 ・決 済サー ビ 銀 行が行 う国際的な多通貨間決済に伴

スについて(ノ エル ・レポー ト)う リスクの削減策 を検討
。

G10各 国の決済システム1993年12月G10各 国の決済システムにつき
、法制、

リスク管理等の点から概要を纏める。

外為取引にお ける決済 ソス クにつ1996年3月 外為 リス クの概要や規模等 を分析 した

いて(オ ル ソップ ・レポー ト)上 で、 リスク削減策を提示。
RTGSシ ステムについて(RTGS1997年3月RTGS決 済 を行 う決済 システ ムの設計

レポー ト)や 運営に関 して主要論点 を整理
。

システ ミックな影響の大きい資金2001年1月 各国の主要 な資金決済システ ムが満 た

決済システムに関するコア ・プ リ すべき10の 基本原則 を規定(ラ ンファ

60バ ーゼル銀行監督委員会な どと並ぶBISに お けるG10中 央銀行総裁会議直属の政策 立案

を行 う委員会で、 日本銀行もスタッフを常時1名 派遣 している。
61こ こに掲げた レポー トは、本稿の論点に関係 のある最 も代表的なレポー トだけであるが、
その他 にも多数発刊 され ている。それ らはBISの ホームペー ジ(ht〃www .bis.or)か ら
入手できるほか、その幾つかは 日本銀行による 日本語訳(仮 訳)を 日本銀行 のホームペー

ジ(htt'〃www.boi.or°)か らダウンロー ドできる。

25



ン シプル(コ ア ・プ リン シプル)ル シー ・レポー トの拡張版) 。

特 に1990年 の ラン フ ァル シー ・レポ ー トが 示 した リス ク管 理基 準は 「ラ ンファル シー基

準」 と呼 ばれ 、 グ ローバ ル ・ス タ ンダー ドとなって い る(図 表5参 照)。 この グ ローバ ル ・

ス タ ンダー ドはそ の後 、次第 に進 化 を遂 げ、 第4項 の 「ネ ッ ト負 債額(=受 信額 一与信 額)

が最 大 の参加 者 が決 済不 能 とな っ た場合 に もタイ ム リー に決 済 を完 了 で きる こ と」 を強化

して 「ネ ッ ト負債 額(e受 信 額 一与 信額)が 最 大 の2っ の参 加 者 が決 済不能 とな った場 合

に もタイ ム リー に決 済 を完 了 で きる こ と」 とい う条件 を加 えた 「ラ ンフ ァル シー ・プ ラス 」

基 準 とい う上位水 準 のス タ ンダー ドも形成 され た。現 時 点 の グ ローバル ・ス タンダー ドは、

既 に述 べ た コア ・プ リンシプル で 、 ラン フ ァル シー 基 準 を改 訂 ・補充 した もので ある(図

表5、6参 照)。

図表5ラ ン フ ァル シー基 準(概 要 は 日本語 、原文 は英語)

1.ネ ッテ ィ ング ・シス テム が 、全 て の関係 法 の も とで確 固 と した 法 的根 拠 を持 っ こ と。
Nettingschemesshouldhaveawell-foundedlegalbasisunderallrelevant

jurisdictions.

2.ネ ッテ ィン グの導入 が 、信 用 リス ク ・流動 性 リス クに及 ぼす影 響 を参加 者 が認 識 して

い る こ と。Nettingschemeparticipantsshouldhaveaclearunderstandingoftheimpact

ofparticularschemeoneachofthefinancialrisksaffectedbythenettingprocess .

3.各 参 加 者 が シ ス テ ム 全 体 に も た らす 最 大 の エ ク ス ポ ー ジ ャ ー(後 述 参 照 。 決 済 リ ス ク

の 可 能 性 の 大 き さ を 指 す)に 上 限 が 設 け ら れ て い る こ と 。Mult丑ateralnettingsystems

shouldhavecleaxl・definedproceduresforthemanage皿entofcreditrisksandliquidity

riskswhichspecifytherespectiveresponsibilitiesofthenettingproviderandthe

participants.Theseproceduresshouldalsoensurethatallpartieshaveboththe

incentivesandthecapabilitiestomanageandcontaineachoftheriskstheybearand

thatlimitsareplacidonthemaximumlevelofcreditexposurethatcanbeproducedby

eachparticipant.

4.ネ ッ ト負 債 額(=受 信 額 一 与 信 額)が 最 大 の 参 加 者 が 決 済 不 能 と な っ た 場 合 に も タ イ

ム リー に 決 済 を 完 了 で き る こ と。Multilateralnettingsystemsshould
,ataminimum,be

capableofensuringthetimelycompletionofdailysettlementsintheeventofan

inabilitytosettlebytheparticipantwiththelargestsinglenet-debitposition .

5.客 観 的 か っ 一 般 に 公 表 さ れ た 参 加 基 準 を 設 け る こ と 。Multilateralnetti皿gsystems

shouldhaveobjectiveandpublicly-disclosedcriteriaforadmissionwhichpermitfair

andopenaccess.

6.バ ッ ク ア ッ プ 設 備 を も つ こ と 。AllnettingschemesshouldensuretheoperationaI

reliabilityoftechnicalsystemsandtheavailabilityofback-upfacilities
.capableof

completingdailyprocessingrequirements.

図 表6シ ス テ ミ ッ ク な 影 響 の 大 き い 資 金 決 済 シ ス テ ム に 関 す る コ ア ・プ リ ン シ プ ル62

〈 シ ス テ ミ ッ ク な 影 響 の 大 き い 資 金 決 済 シ ス テ ム に 関 す る 基 本 原 則*>

1.(法 的 有 効 性)シ ス テ ム は 、 全 て の 関 係 法 の も と で 確 固 と し た 法 的 根 拠 を 持 つ べ き で あ

62BIS(2001a)お よ び 日本 銀 行(2002)28-9頁 参 照
。 日本 語 訳 は 日本 銀 行 仮 訳 に 従 っ た 。
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る 。

II.(リ ス ク認識)シ ステムの規則 と手続 は、参加者が 当該 システムへの参加による金融 リ

ス クを明確に認識できるもの となっているべ きである。

皿.(リ スク管理策の明定)シ ステムは、信用 リス ク ・流動性 リスクを管理するための明確

な手続を持っべきである。こ うした手続は、当該システ ムの運営者や参加者それぞれ の

責任を特定 し、リスクを管理 ・抑制す るための適切なイ ンセ ンテ ィブを与えるものでな

ければならない。

IV.(同 日決済)シ ステムは、決済 日にファイナルな決済 を迅速に提供すべきである。 ファ
イナル な決済は、日中に提供 され ることが望ま しく、少 なくとも決済 日の終了時までに

は提供 され るべきである。

V.(決 済完了性)マ ルチ ラテラル ・ネ ッテ ィングが行われるシステムでは、少な くとも最
大のネ ッ ト負債額(=受 信額 一与信額)を 有する参加者 が決済不能 となった場合で も、
日々の決済をタイム リーに完了できるよ うにす るべきである。

VI.(中 央銀行資金による決済)決 済に利用 され る資産は、中央銀行 に対す る資産であるこ
とが望ま しい。他の資産が利用 され る場合、その資産 は信用 リスクと流動性 リスクが殆

どないか、または全 くないものであるべきである。

VII.(シ ステムの信頼陶 システムは、高度のセ キュ リテ ィ と運行上の信頼 性を備 え、かっ
日々の事務処理 をタイム リーに完了 させ るための緊急時の対応策を用意すべきである。

VIQ.(効 率 性)シ ステ ムは、利用者 にとって実用的であ り、経済全体にとっては効率的な決

済手段を提供すべきである。

IX.(参 加基準)シ ステムは、公正かっ開かれた形での参加が可能 となるよう、客観的で公
表 された参加基準を設けるべ きである。

X.(運 営の透明性)シ ステムの組織運営の取決 めは、効率的かつ対外的に説明可能であ り、
透 明なものとなっているべ きである。

A.(役 割 と基本政策の開示)中 央銀行 は、決済システムに関する目標 を明確に定 め、シス
テ ミックな影響の大 きい資金決済 システ ムに関す る 自らの役割 と主要政策 を公表すべ

きである。

B.(中 央銀行が運営す る決済システムへの適用)中 央銀行は、 自ら運営す るシステ ムが基

本原則 に適合す ることを確保すべきである。

C.(オ ーバーサイ ト)中 央銀行は、 自ら運営 しないシステムが基本原則 に適合するように

オーバーサイ トを実施 し、 このオーバーサイ トを実行す る能力 を持つべきである。
D.(中 央銀行間の協力)基 本原則 を用いて決済 システムの安全性 と効率性 を高めるに当た

って、中央銀行は他の中央銀行や国内外 の関係 当局 と協力すべきである。

*シ ステムは、原則IV・Vに 含 まれ る最低基準を上回るよ う努力すべきである。

〈基本原則を適用す るにあたって中央銀行の責務 〉

各々の基本原則 の内容 を簡単に説明 しよう。

原則1は 、システムの規則や手続 が法的有効性 を有 し、かつその効果が予見可能であるこ

とを求 めてお り、 自国お よび他 国の関係法か ら生 じる リス クを検討す る必要 がある。具体

的には、契約 法、倒産法、銀行法、独 占禁止法、消費者保護法等の必要に応 じた改正や新

規立法、約款 ・規則 の整備を出来 るだけ行 うと共に、完全 な法的確実性を実現できない分

野につ いてはそれ を特定 し、法律意見書を取得す ることが推奨 されている。具体例 として
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は、倒産法にゼロ ・ア ワー ・ルール63を採用 していた欧州諸国が、同ルールによって一旦完

了 した決済を巻 き戻 さざるを得な くなるリス クを回避 するために同ルールを改正 したほか、

クロスボーダーの取引における法的不確実性 を除去す る試み として1996年 のUNCITRAL

電子商取引モデル法や1998年 のEUフ ァイナ リティ指令 を挙げている。 日本においては、

決済システムの法的有効性を確認す る法律意見書 の取得は行われている64ものの、立法にっ

いては既に述べたように取組みが遅れている。

原則IIは 、システムの規則 ・手続の明確化 を求めてお り、解説部分で主要部分の公表 も要

求 している。 日本ではシステムの規則 ・手続の明確化は以前か ら取 り組んでお り65、公表 に

っいても決済 システムに関す る多 くの情報66が 日本銀行 ホームペー ジか ら入手できる(後

述)な ど近年進展が見 られるが、依然 日銀ネ ッ トや外為円決済システムの規則が決済シス

テムの参加者以外には公表 されていない67な ど問題が残 る。

原則 皿は、信用 リスクと流動性 リス クの適切 な管理を求めている。決済システムの リス ク

管理策 としてDINS決 済、RIGS決 済、ハイブ リッ ド決済等を紹介 している。前述 したよ

うに 日本ではハイブ リッ ド決済等で後れを取っているが、これまで も鋭意取 り組 んできた68。

原則IVは 、決済 日に最低1回 ファイナルな決済を行 うことを求め、この最低基準を超 える

ことを目標 と している。 日本は、決済 日の終了時点に1回 だけ提供 しているので最低基準

を満たす にす ぎず、 日中に何度 もファイナ リテ ィのある決済が提供 され る仕組 み(ハ イ ブ

リッ ド決済、オフセ ッテ ィング決済)を 採用す る欧米 に比べて遅れ ている。 このため、現

在 こ うした決済の仕組みへの移行に向けた検討 が進 められている69。

原則Vは 、ランファル シー基準4項 と同 じ内容で、マルチラテラル ・ネ ッティング決済 を

63こ のルールが資金決済システムに適用 された場合
、倒産が生 じた当 日の午前零時(ゼ ロ

アワー)以 降、倒産 した参加者が行った全ての支払が無効 となるため、一旦完了 したRTGS
やネ ッティング決済を巻 き戻す必要が出てきて しま う。一旦、巻 き戻す とシステ ミック ・

リスクが発生 しやす くなるため、大いに懸念 されていた。
64詳 しくは全国銀行協会事務委員会(2001)7頁(全 銀システム)

、15頁(外 為 円決済シ
ステム)、23頁(東 京手形交換所)参 照。
65詳 しくは全国銀行協会事務委員会(2001)7頁(全 銀 システム)

、15-16頁(外 為円決済
システム)、23頁(東 京手形交換所)参 照。なお、各々のシステムについて、システム障害

や大規模災害が発生 した場合や、加盟銀行が破綻 した場合の取扱いについて も予め定め ら

れている。
66例 えば、国債決済についてであるが、詳細なディスクロージャー資料 として 日本銀行

(1997d)参 照。
67シ ステム提供 している外為 円決済システム分 を含 め

、 日銀ネッ ト関連の規則は対外秘の

扱い となってい る。一方、全銀システムに関す る内国為替決済規則 は、東京 ・大手町の全銀

協銀行図書館にて閲覧可能(巻 末 に添付)。 しか し、アメリカのCHIPSで はインターネ ッ

トで規則 をダウンロー ド可能なのに比べる と依然入手困難 といえよう。
68詳 しくは全国銀行協会事務委員会(2001)8頁(全 銀システム)

、16頁(外 為円決済シ
ステム)、23・25頁(東 京手形交換所)参 照。
69詳 しくは全国銀行協会事務委員会(2001)8-9頁(全 銀システム)

、16-17頁(外 為 円決
済システム)、25頁(東 京手形交換所)参 照。
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行 うシステムが満たすべ き最低基準 とされ、それ を上回 る基準(上 述 のランファルシー ・

プ ラス基準)を 満たすこ とが望ま しい とされている。現在、 日本の全銀システム と外為 円

決済システムではこの最低基準をク リア し、現在はランファル シー ・プラス基準 を満たす

べ く、検討 ・対応が進め られている70。

原則VIは 、決済に利用 される資産は安全な資産であることを求めている。実 際、全銀 シス

テムや東京手形交換所は 日本銀行の当座勘定 を利用 して決済を行 ってお り、外為 円決済 シ

ステムも加盟銀行 間のネ ッ トの支払債務 を決済す る場合に 日本銀行に対する請求権を利用

している。一方、図表1 .で述べた ような資金決済システムの階層構造において、直接参加

者 にぶ ら下がって決済 を行 う間接参加者の場合(準 コア ・システム)、 中央銀行ではな く直

接参加者に対す る資産(請 求権)で しかないた め、直接参加者が倒産 した場合(信 用 リス

ク)や 一時的に支払不能 になった場合(流 動性 リスク)、間接参加者への支払が予定通 り行

われない可能性がある。一方で、すべての間接参加者 に中央銀行 口座 を保有 させ て直接 参

加者 にす ることは、間接保有者 の決済に係 るコス トを高め、中央銀行決済システ ムの安全

性 を損な う恐れがあることから望ましくない。従って、個々の参加者 における適切な リス

ク管理 を促す必要が出て くる。 日本 でも 日本銀行を中心に適切な リス ク管理に向けた注意

喚起が行われてきた。

原則VJIは、決済システムが国際標準化機構(ISO:InternationalStandardOrganisation)

等 の国際標準 ・業界標準 に従 ったセキュ リティ水準を確保す ると共に、適切な危機管理計

画 を備 えることを求めている。この点について 日本は進んでお り71、セキュ リテ ィ ・レベル

が高 く事故率が諸外国に比べて顕著に低 いほか、地震対策や コンピュータ西暦Y2K問 題 対

策において危機管理体制が強化 された。

原則冊は、決済システムの利用者に とっての利便性や経済全体 にとっての効率性 を要求 し

てお り、その中で参加者 に対する課金水準(利 用 コス ト)を 適切に定 めることも要求 して

い る。 この点は 日本でも比較的意識 され てお り72、例 えば外為 円決済 システムの利用料 は、

利用度に応 じた コス ト回収の原則 に基づいて決 め られ る。 これに対 して 日銀ネ ッ トでは、

インフラ整備に要す る費用(シ ステム開発 ・維 持コス ト等)は 日銀ネ ッ トが 「金融市場の

基盤 とな る社会的インフラであ り、技術革新等外部環境の変化に応 じてその安全性 ・効率

性の向上のための投資を行 ってい くこ とは、 中央銀行の本来的な仕事であると考 えられ る

か ら」基本的に 日本銀行が負担 し、「参加者 は、書面べ一スで利用す る場合 と比較 して、事

務負担軽減や処理時間短縮 といった メ リッ トを享受す ることができる」ため、参加銀行か

らはオンライン利用 に伴 う受益部分に対応す る コス ト(対 外接続費用、回線使用料)を 基

70詳 しくは全国銀行協会事務委員会(2001)9頁(全 銀システム)
、17頁(外 為円決済 シ

ステム)、25-26頁(東 京手形交換所)お よび 日本銀行(2002)23頁 参照
。

71詳 しくは全国銀行協会事務委員会(2001)10頁(全 銀システム)
、18頁(外 為 円決済シ

ステム)、26頁(東 京手形交換所)参 照。
72詳 しくは全国銀行協会事務委員会(2001)10・11頁(全 銀 システム)

、18頁(外 為 円決済
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本料金や度数料金の形で回収 している73。

原則IXは 、決済 システムの リス ク対策が確保 され る範囲で参加者間の競争を促す参加基 準

を公表することを求めている。 日本 の揚合、 日本銀行 当座預金決済 システムの参加者 は、

日本銀行法第1条 にい う日本銀行の 目的に照 らして 日本銀行が公表 された基準74(「 日本銀

行 の当座預金取引または貸出取引の相手方に関す る選考基準」 と 「当座 預金取引の相手方

に関す る選考基準細 目」)に よって選定 してお り、資金決済や証券決済の主要な担い手(銀

行や証券会社等)、 短期金融市場取引の主要な仲介者(短 資会社等) 、一定の要件を満たす

決済システムの運営主体な どに限 られている。また、民間決済 システムも各々参加基準 を

定め、銀行等の金融機関に参加を認 めてい る75。一方、第4章 で検討す るように、金融機 関

以外の決済サー ビス業者 による為替決済への参加 は、中央銀行 ・清算機関の直接 ・間接参

加者 としてのみな らず、銀行にぶ ら下がって決済することす ら銀行法2条2項2号 の規 定

により認 められていない点で問題がある。

原則Xは 、システムの組織運営(ガ バナ ンス)の 透明性や アカ ウンタビリティ確保 を求め

た ものである。 日本 においてもシステムの組織運営が民主的かつ円滑に行える体制を備 え

ている76ほか、全国銀行協会連合会(全 銀協)や 日本銀行のホームペー ジや刊行物による広

報活動が進展 してい る。

こうしてみてみると、原則に照 らした 日本の課題の中心はやは り法整備 に関す る原則1に

あ り、法的 リスクを除去す るため、98年 のEUフ ァイナ リティ指令(後 述)な どを参考 に

してファイナ リティの所在やマルチラテ ラル ・ネ ッティングの有効性 を立法で明確に して

お く必要がある。

一方
、基本原則 を適用す るに当たっての中央銀行の責務 としては、①決済システムに関す

る中央銀行の 目標設定 と役割 ・主要政策の公表(責 務A) 、②中央銀行の 自ら運営す る決済

システ ムが基本原則を満たす こと(責 務B) 、③ 中央銀行が自ら運営 しない決済システムに

は基本原則に適合す るようオーバーサイ ト77を行 うこと(責 務C) 、④ 中央銀行は国内外の

システ ム)、26-27頁(東 京手形交換所)参 照。
73日 本銀行(2002)15頁 参照。この点は第2章 で決済システムの効率 性との関係で再び議

論す る。
74日 本銀行ホームページ(http:〃www .boj.or.jp)で 入手可能。なお、同 じく日本銀行が運

営す る国債振替決済制度について も公表 された基準により参加者 を日本銀行が選定 してい

る。
75詳 しくは全国銀行協会事務委員会(2001)11頁(全 銀システム)

、18・19頁(外 為円決
済 システム)、27頁(東 京手形交換所)参 照。
76詳 しくは全国銀行協会事務委員会(2001)11頁(全 銀システム)

、19頁(外 為円決済 シ
ステム)、27頁(東 京手形交換所)参 照。
77通 常の監督(supervision)と は異な り

、決済システムの参加者である個々の金融機関に

対 してではなく、各決済システムに対 して、その安定性や効率性を満たすべ く監督す るこ

と。
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オ ー ス トラ リア: オース トラ リア準備銀行が決済 システムの安全性 ・効率性 にっ

1998年 決済システム法 いて輝制権限(罰 則の施行を含む)を 有 し、各決済システ ムか

らの情報の徴求、参加基準 ・規則の制定、紛争時の調停等 を行

うことがで き る と規定。

カナダ: カナダ中央銀行 はクリア リング ・システムをオーバーサイ トす

1996年 支払決済法 る権限を持ち、必要な情報 を徴求 した り監査を行 った り指令 を

発することができると規定。

EU諸 国: 欧州中央銀行と経済通貨統合の第3段 階に参加する各中央銀行

欧州中央銀行システム並 で構成 され るユー ロシステムが決済 システ ムの円滑な運営 を

びに欧州中央銀行法 職務 とし、欧州 中央銀行は規則 を制 定できると規定。

南 アフ リカ共和国: 南アフ リカ準備銀行に、決済システ ム運営主体である南アフ リ

1998年 全国決済 システム 力決済 協会 とそ の参加者 の活動 をオ ーバーサイ トす る権 限 を

法 付 与。

関係 当局 と決 済 システ ム政 策で 協力 すべ き こ と(責 務D78)が 規 定 され てい る。何 れ も 日本

銀 行 は満 た してい るが、責務Aに 関 して は コア ・プ リン シプル が 中央銀行 法 に明記す る方

法 を提案 して い るほか、責務Cに 関 して も決 済 システ ム のオー バ ーサイ トに法 的根拠 を与

え る こ と(図 表7参 照)を 提案 して い るの に対 し、 日本 にお け る法整 備 の検討 は進 ん で い

ない。

図表7法 的根拠 を持 つ 決済 シス テ ムのオー バー サ イ トの例79

これ ら諸国 のオー バー一サイ ト立法 の うち 、終 章 で検討 す る立法 提案 に参考 に なるの がカ ナ

ダ の例 で ある。BIS(2001a)80に よ る と、 「カナ ダ では1996年 の支 払決 済法81に よ り、 カ

ナ ダ中央銀行(以 下 、カ ナ ダ 中銀)に シス テ ミッ ク・リス ク を もた ら し得 る ク リア リン グ ・

決 済 シス テ ム に対 してオ ーバ ーサ イ トを行 う責 務 を正 式 に与 えて い る。 カナ ダ中銀 は 、 オ

ー バー サ イ トの対 象 シス テムや そ の参 加者 に対 し
、オ ーバ ー サ イ トの作 業 に必要 な全 て の

情 報 を提供 す るよ う求 め る こ とが で き る。 カナ ダ 中央銀 行 総裁 は、対 象 シス テ ムの運 営 に

お いて システ ミッ ク・リス クを引 き起 こす潜 在 的な可 能性 が あ る と考 える場合 、大蔵 大 臣 が

そ の よ うにす る こ とが公 共 の利益 にか な うと同意 す るこ とを条 件 に 、 当該 シス テ ムを 同 法

に基づ き同 中銀 の継続 的 なオーバ ー サイ トの対象 とす る旨指 定す るこ とが でき る82。指 定 を

78ラ ン フ ァル シー 基 準(BIS(1990))の パ ー トDも ネ ッテ ィ ング決 済 システ ム に関 して

中央銀 行 間の協 調 的オー バー サイ トに関す る原則 を規 定 して い る。
79詳 しくはBIS(2001a)参 照

。
80以 下 、 日本銀 行 仮訳93-94頁 か らの 引用。
81正 式名 はPay皿entClearingandSettlementAct(1996年7月31日 に発効)

。 法文 は
ht:〃lois'ustice.cca!en∠P-4.4187089.htmlか ら入 手可 能。

82第4条1項 参 照。 法文 は、WheretheGovernoroftheBankisoftheopinionthata

clearingandsettlementsystemmaybeoperatedinsuchamannerastoposea

systemicrisk,theGovernormay,iftheMinisterisoftheopinionthatitisinthepublic

interesttodoso,designatetheclearingandsettlementsystemasaclearingand

settlementsystemthatissubjecttothisPart.
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受 け た 場 合 、 そ の シ ス テ ム は 、 シ ス テ ミ ッ ク ・リス ク を 管 理 す る メ カ ニ ズ ム を 有 す る こ と を

カ ナ ダ 中 銀 に 納 得 さ せ る 必 要 が あ る 。 ま た 、 シ ス テ ム の 指 定 は 、 ネ ッ テ ィ ン グ の 取 極 め や

決 済 の 規 則 の 運 用 を よ り確 実 な も の と し 、 他 の 法 律 に よ っ て そ の 効 力 が 損 な わ れ な い よ う

一 定 の 保 護 を 与 え る83
。 カ ナ ダ 中 銀 は 、指 定 さ れ た シ ス テ ム の 運 営 に つ い て 当 該 シ ス テ ム や

そ の 参 加 者 と 協 定 を 締 結 す る こ と が で き る ほ か 、 全 て の 指 定 シ ス テ ム に 対 し て 監 査 を 行 う

こ と が で き る 。 指 定 さ れ た シ ス テ ム は 、 シ ス テ ム や 規 則 に つ い て 重 大 な 変 更 を 実 施 す る 場

合 は カ ナ ダ 中 銀 に 事 前 に 連 絡 す る 必 要 炉 あ る 。 総 裁 は 、 シ ス テ ミ ッ ク ・リス ク の 管 理 が 不 適

切 で あ る と 判 断 し た 極 端 な 状 況 下 で は 、 シ ス テ ム も し く は 参 加 者 に 対 し て 指 令 を 発 出 す る

83第8条 参 照
。 法 文 は 、

(1)NotwithstandinganythinginanystatuteorotherlawofCanadaoraprovince
,(

a)thesettlementrulesofadesignatedclearingandsettlementsystemarevalidand

arebindingontheclearinghouse,theparticipants ,acentralcounter-partyandthe

Bankandanyactionmaybetakenorpaymentmadeinaccordancewiththesettlement

rules;

(b)theobligationofaparticipant,aclearinghouseoracentralcounter-partytomake

paymenttoaparticipantandtherightofaparticipant,aclearinghouseoracentral

counter-partytoreceivepay皿entfromaparticipantaclearinghouseoracentral

counter-partyshallbenettedandanetsettlementorclose-outamountshallbe

determinedinaccordancewiththesettlementrules ,iftheysoprovide;and

(c)wherethesettlementrulesofadesignatedclearingandsettlementsystemprovide

thatthesettlementofapaymentobligationthroughanentrytoorapaymentoutofan

accountofaparticipant,aclearinghouseoracentralcounter-partyattheBankisfinal

andirrevocable,theentryorpaymentshallnotberequiredtobereversed
,repaidorset

aside.

(2)Anentrytoorapaymentoutoftheaccountofaparticipant,aclearinghouseora

centralcounter・partyattheBanktosettleapaymentDbligationinadesignated

clearingandsettlementsystemshallnotbethesubjectofanyprovisionororderthat

operatesasastayofthatactivity.

(3)Therightsandremediesofaparticipant,aclearinghouse ,acentralcounter-party

ortheBankinrespectofcollateralgraBtedtoitassecurityforapay血entorthe

performanceofanobligationincurredinadesignatedclearingandsettlementsystem

maynotbethesubjectofanystayprovisionororderaffectingtheabilityofcreditorsto

exerciserightsandremedieswithrespecttothecollateral .

(4)Notwithstandingthatallorpartoftheadministration.oroperationofadesignated

clearingandsettlementsystemisconductedoutsideCanadaorthatitssettlement

rulesaregovernedbythelawsofafc)reignjurisdiction
,where血anyjudicial

proceedingsinCanadaacourtdeterminesthattherightsandobligationsofanyperson

arisingoutoforinconnectionwiththeoperationofthedesignatedclearingand

settlementsystemaregovernedinwholeorinpartbyCanadianlaw
,theprovisionsof

thissectionshallbeappliedtotheextentthattheCanadianlawappliesindetermining

thoserightsandobligations.

(5)Inthissection,"settlementrules"meanstherules,howeverestablished ,that

providethebasisonwhichpaymentobligationsarecalculated,nettedorsettledand

includesrulesforthetakingofactionintheeventthataparticipantisunableorlikely

tobecomeunabletomeetitsobligationstotheclearinghouse
,acentralcounter-party

ortheotherparticipants.
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ことができる」(下 線筆者)と あ り、中央銀行がオーバーサイ ト対象 となる決済システム を

指定す る結果、当該システムのネ ッテ ィング等の第三者効や 、倒産法等の遡及効か らの保

護 が法的に与えられる作 りになってい る。終章で検討す る決済システムの立法提案 にお い

ては、決済システムにおけるファイナ リテ ィやネ ッテ ィングの有効性 を立法で明確化す る

内容 となるが、一 口に決済システム と言って もどこまで指すか、を考える際、カナダの1996

年支払決済法が採用 したオーバーサイ ト実行者 としての中央銀行 の 「指定」で絞 りをか け

るのは有効なアプローチと考え られ る。

二.日 本銀行等のオーバーサイ ト

決済システムのオーバーサイ トについて、日本銀行は最近 になって 自らの立場を纏めた レ

ポー ト(日 本銀行(2002))を 発表 した。これ によれ ば、 日本銀行 は、銀行券や 日本銀行 当

座預金を用いた資金決済システム(日 本銀行当座預金決済 システム)を 自ら提供す ると共

に、金融システムの安定確保 とい う中央銀行 の使命 を果たすため、 日本銀行以外の民聞が

提供する資金決済システムの安全性 と効率性 に 目配 りし、必 要が あればその改善 に向けた

働きかけ(オ ーバーサイ ト)を 行 っている図。オーバーサイ トの基本的手段は決済 システム

の運 営主体に働きかけた り、モニ タリングを行 った り、各種会合において意見表明を行 う

「道義的説得」であるが、 日本銀行 の当座預金 を用いて決済 を行 う内国為替制度(全 銀 シ

ステム)、 外国為替 円決済制度(外 為 円決済システム) 、手形交換制度などでは各 々の規則

改正に際 し、 日本銀行が承認 ・協議のかたちで関与す る仕組 み となっている。 オーバーサ

イ トの基準は資金決済に関す るコア ・プ リンシプル(BIS(2001a))で あ り、対象 となる民

間決済システムは内国為替制度(全 銀 システム)、 外国為替 円決済制度(外 為 円決済システ

ム)、 東京手形交換所である。なお、CLSシ ステムの ようなクロスボーダーの決済 システム

についても必要に応 じてオーバーサイ トを施す ほか、証券 の決済についてもその対価 であ 一

る資金の決済 と密接 な関連を有 している場合が多いことか ら、「一国の決済全体が安全で

効率的に行 われ ることを確保す る とい う観点か らは、証券決 済システム もその活動の対象

とす る」 としてい る。

しか し、日本銀行のオーバーサイ トの法的根拠は明らかでな く、日本銀行法第1条2項 に

い う日本銀行の 目的である 「金融機関間の資金決済の円滑の確保 を通 じた金融システムの

安定」に照 らして中央銀行の 目的か ら解釈的に導いた ものである。BISの コア ・プ リンシ

プル(BIS(2001a))は 、 「オーバーサイ トを実行する能力を持っべき」とした上で、法的根

拠 を持つ決済システムのオーバーサイ トの例(オ ース トラ リアの1998年 決済システム法、

カナ ダの1996年 支払決済法、EUの 欧州中央銀行 システム並びに欧州中央銀行法な ど)を

具体 的に紹介 している(図 表7参 照)が 、 日本 においてはオーバーサイ トを実態面では有

84日 本銀行のオーバーサイ トの具体例 としては
、1998年12月 の外国為替 円決済制度、お

よび2001年1月 の内国為替決済制度の リスク管理策 の抜本的見直 しがある。詳 しくは、日
本銀行(2002)参 照。
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効 に果 たしているものの、法制面ではその根拠が明 らかでない。私見では、 この点にっい

ても可能な限 り立法によって明確化 した方が、オーバーサイ トが過少 もしくは過剰 に陥 る

事態を防ぎ、規制のアカ ウンタビリティを高める上で望ま しい と考える。

一方
、決済システムの参加者である金融機関に対 しては、日本銀行法と約定 に基づ く考査

や 日々の金融政策上のモニ タ リングがあるほか、金融庁 の検査や業界団体(全 銀協)の モ

ニタ リングも存在す る。

ホ.モ ニタリングの空 白地帯

決済システムやその参加者のモニ タリングについては、コア ・システムや準 コア ・システ

ムでは銀行監督 を通 じた一応の体制が出来てい るが、銀行以外 の決済サービス業者 による

周辺システムについては、決済システムの安全な運行や決済参加者 の経営 の健全性 に対す

る規制 当局のモニタ リングは及んでお らず、いわゆる 「地下銀行」のような犯罪絡みの決

済サー ビス業者 も存在す る。

このため、銀行法2条2項2号 は為替決済業務を銀行 に独 占させ、周辺 システムを刑事上

違法 として取 り締まっている。 しか し、最近の決済サー ビス業者 の中には、コンビニの公

共料金収納代行サー ビスのよ うに決済サー ビス として既に事実 上広 く認知 されてい るもの

もあ り、これ らが取締ま り対象 とな るか否 かは不明瞭である。 また、決済サー ビス業者 に

ついてはモニタ リング体制が不備 であるため、 このまま放置 してお くと、周辺 システムで

生 じた リスクが コア ・システムや準 コア ・システムに波及す る可能性 がある。既存 の銀行

監督体制を前提 とすれ ば、貸出先 に対す る銀行 のモニタ リングを規制 当局が間接 的にモニ

タ リングす る仕組 みだ けが存在 しているが、周辺システムは多 くの消費者 を対象 とするこ

とが多いた め、安全性の劣 る決済手殺 を消費者 に広 く提供 して決済システム全体 に対す る

信認が低下する リス クに対処できるよう決済スキーム 自体をモニ タリングできる体制 を整

える必要があろ う。 しか し、 日本銀行や金融庁 が様々な決済サー ビス業者の決済スキーム

を全てモニ タリングす るこ とは現実 には困難である。

決済サー ビス業者 の適法性 を明確化 しよ うとすれば、 「為替業務 は、銀行の排他的業務 で

ある」 とい う現行制度の うち、①判例 ・通説上広範 に定義 され ている 「為替業務」の範囲

を限定的に立法 して周辺 システムのモニ タリングを別途構築す るか、②イ ンターネ ッ ト専

業銀行 など 「銀行」への参入基準を大幅に緩和 し、決済サー ビス業者 を銀行 に して しま う

か、の何れかが選択肢になろ う(第4章 参照)。

(2)日 本の資金決済システム

日本の主要な決済システム85と しては、資金ではRTGSを 採用す る日銀ネ ッ ト、DTNS

を採用す る外為円決済システム、全銀システム、手形交換制度、証券では国債 の登録制度 ・

85詳 しくはGeva ,G.(2001)参 照。
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振替決済制度、株式の保管振替制度、社債 のJBネ ッ トが挙 げられる(図 表8参 照) 。

支払Payment

資金 決 済

図表8日 本の決済システムの概観

清算Cleari皿9 最 終 決済Settlement

現 金 受払

1手 形 ・小切手

カー ド

「振麗 金

1外為関係支払

証券決済

銀行

手 形 交 換 制 度 一→

内国為替制度

(全銀システム)

→

国為替円決済制度 一→一
日銀ネッ トの直接参加

日銀当座預金振替

(日銀ネ ッ ト利用)

証 券 と資.の 同時而

現物証券

渡(DVP)

国 債

国債登録制

国債振替決済制度

(日銀ネット利 )

社債等 一 一〉 責券決済ネ ッ トワー ク

一 一 一 一 一 一 一 〉 1証券 取 引 捌.～_____う 〉

社債等登録制度

株 式 → 証券保管振替制度

全銀 システムは決済件数が多い割に決済金額が小 さく、外為 円決済システムは決済件数が

少ない割に決済金額の大きい特徴がある(図 表9参 照)。 以下、決済 システムの改革の動き

を中心に簡単に概略を説 明 しよ う。
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図表9日 本 の主な決済 システムの決済件数 ・金額(2001年 中)86

決済システム名 決済件数(万 件)決 済金額(兆 円)

.日銀ネ ッ ト(当 預系)2.177 .4
内国為替決済制度(全 銀システム)495 .99 .9

外国為替円決済制度(外 為 円決済システム)3.928 .0
手形交換制度(東 京手形交換所)29 .02.6

国債登録制度 ・国際振替決済制度1 .242.4

株式保管振替制度14 .72.4
JBネ ッ ト0 .060.3

イ.日 銀ネ ッ ト

日銀ネ ッ ト(正 式名は 日本銀行金融ネ ッ トワークシステ ム)は 、日本銀行が運営す る決 済

システムで、1988年10月 以降、順次対象業務 を拡大 し、現在 は資金決済のほか国債等 の

決済 も行ってい る(図 表10参 照)。 資金決済を行 う日銀ネ ッ トを 日銀ネ ッ ト当預系システ

ムと呼び、2000年3月 末現在で409の 金融機関が、日本銀行に開設 している当座預金 口座

間の資金振替を通 じて様々な取引にかかる資金決済 を行 う。2001年 中の 日銀ネッ トにおけ

る一 日平均資金決済件数は2.1万 件 、同決済金額は77 .4兆 円 となっている。

従来は、即時処理(RTGS)と 時点処理(DTNS)の2っ の方式か ら1つ を選択できるシ

ステムであったが、時点処理 の利用が圧倒的でシステ ミック ・リスクが大 きいほか、RTGS

レポー ト等の影響 もあって各国中央銀行がRTGSシ ステムを採用 した87ため
、2001年1月

か ら時点処理を廃止 し、即時処理 ののみが利用可能 となった(こ れ を「RTGS化 」と呼ぶ関)
。

86日 本銀行(2002)32頁 による
。 なお、国債登録制度 か ら下は証券決済システムである。

87欧 州諸国では、通貨統合や欧州中央銀行の成立と共 に、各国の決済システムをRTGS方

式で リンクす るTARGETが1999年 か ら稼動開始す るのに先立って、 リンク元 となる各々
の決済システムがRTGSに 移行 した。また、韓国、香港、オース トラ リア等でも欧州の動

きに倣 ってグローバル ・スタンダー ドに追随する 目的で相次いでRTGSに 移行 したため、
将来、アジア版TARGETが 設立 されたような場合にはRTGSに 移行 しないとバスに乗 り

遅れ るとい う　_,.念が 日本国内で高まった。
88RTGS化 への移行の経緯やその決済 リスク削減効果等 については

、 日本銀行 「RIGS一
半年間の経験 と評価」 日本銀行 ホームページ(ht〃www .boi.or.i)参 照。

36



図表10日 銀 ネ ッ トの全 体像89

89出 典 は 日本 銀 行 く金融研 究所 、(2000)78頁
.
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即時処理の下では、清算機関 ごとに 「受 け皿 口座」を開設 した上で、外為 円決済システム

の場合は14時30分 、全銀システムの揚合は16時15分 にgo、運営主体からの通知に基づ

いて 日本銀行が 「負け先」(支 払超過先)か ら支払超過額 を引落 とし、これを受け皿 口座 に
一旦プール しておいて全ての引落終了を確認 した時点にな

って受 け皿 口座か ら 「勝 ち先」

(受取超過先)へ 受取超過額 を払出すかたちで決済を行 う。 このようなシステムでは、時

点処理 に比べて差引計算を伴 わない分、必要 となる手持ち資金(日 中流動性)が 多 くな る

ため、 日本銀行は円滑な資金決済 を可能 とする 目的で、資金が不足す る金融機 関に対 し、

予め差 し入れ させた担保 の範囲内で、供与 当日に返済 され る限 り無料91で 日中流動性 を供与

(日中当座貸越)し ている。

なお、CLS(後 述)に よる外為取引の決済 リスク削減努力 を中央銀行の側 か ら支援す る 目

的で、2002年5月 よ り日銀ネ ッ ト(当 預系)の 稼働時間 を午後5時 から原則 として午後7

時まで延長 し、各国中央銀行間における決済サー ビス提供 時間帯の重な りを拡大 した。 ま

た、ネ ッ トワーク技術や電文 フォーマ ッ トの標準化な どの進展に積極的に対応す るた め、

2002年1月 に 日銀ネッ トのネ ッ トワークインフラの高度化 に関する提案 を日銀ネ ッ ト利用

先 に対 して行い、同年3月 に利用先の意見を踏まえて高度化 を実現す ることになった。

ロ.外 為円決済システム

次に、外為円決済システム92であるが、これは社団法人東京銀行協会(東 銀 協)が 運営主

体 とな り、外 国為替売買やユー ロ円取引な どに伴 う円資金の受払いを集中決済する1980年

10月 に発足 したシステムである(図 表 ユ1参 照)。外為 円決済システムの事務処理(支 払指

図の交換、交換尻の算出、決済)は 当初手形交換用のシステムを利用 していたが、1989年

3月 以降は 日本銀行に委託 され、 日銀ネ ッ トによってオ ンライ ン処理されている。2001年

11月 時点で直接システムに参加す る加盟銀行が40 、加盟銀 行を通 じて間接参加 している決

済制度事務委託銀行が204存 在す る。2001年 中の決済件数は3 .9万 件、決済金額は:1

兆 円である。支払指図の交換に よって生 じる加盟銀行間の貸借(交 換尻)は 日銀ネ ッ トに

おいて計算 の上、外国為替 円決済制度規則によ り日本銀行 に設けた東銀協 の当座勘定 と各

加盟銀行の当座勘定との間で1日1回 午後2時30分 に決済 される。

外為決済 リスク削減の必要性 が認識 され、上述の 「ランファル シー基準」に合致 させ る目

的か ら、米国のCHIPSを モデル として1998年12月 か ら新 システムに移行 した
。新シス

テムでは、従来採用 していたマルチ ラテ ラル(多 数 当事者 間)・ ネ ッティングの法的有効性

に疑義 が残 る(詳 しくは後述)た め、加 盟銀行間のマルチ ラテ ラルな債権債務関係 をセ ン

goそ の他 、金融先物取引円資金決済が12時 に、手形交換の決済が12時30分 に行われ る。
91金 融機 関が 日中当座貸越 をその 日の終業時点までに返済できない場合には

、公定歩合+
6%の 懲罰的な延滞利息が課せ られ る。

92正 式名は外国為替 円決済システムで
、外 国為替円決済制度 を支えるコンピュータ ・シス

テムを指す。外為円決済システムは、慣用的に外国為替 円決済制度を指す こともあるため
、
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トラル ・カ ウンターパーテ ィー(東 銀 協)と のバイラテラル(二 当事者間)な 債権債務 関

係 に置 き換 えた上 でバイ ラテラル ・ネ ッティング行 うことで、有効性を確保 した。 また、

決済 リスク対策93と して、従来設定 していたネ ッ ト受取限度額 に加 えて仕向超過 限度額制度

を新たに導入 し(詳 しくは後述)、損失分担ルールを変更す ると共に、DTNSに 加 えてRTGS

に よる支払指図の処理 も選択できるよ うにした。

また、新聞報道94に よる と、2003年 にも国内銀行の うち最大手2行 が同時に経営破綻 し

ても決済が保 てる 「ランファル シー+ユ 」基準を満たす予定であ り、同時に1日 に1回 し

か処理 しない時点決済を数分毎 に行 うハイブ リッ ド決済を導入す る予定である。

図表11外 為円決済 システムの概要95

本稿 で も両者 を特 に 区別 せず 同義 と して取 り扱 う。

93決 済 リス ク対 策 の詳細 は、全 国銀 行 協会事 務 委員会(2001)12・19頁 参 照。
94日 本経 済新 聞2002年11月5日 号5面 参 照。
95出 典 は 日本銀行(2000)<金 融研 究 所>69頁

。
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ハ.全 銀 システム

ー方
、全銀システム96は、国内の振込 ・送金等を行 う決済システムで、やは り東銀協 が運

営主体 となって1973年1月 に発足 した。日銀ネ ットや外為円決済システムが主に金融機 関

間の多額(大 口)の 資金取引な どを決済す るのに対 し、全銀 システムは主に顧客間の小額

(小 口)の 資金決済を行っている(図 表12参 照)。2001年11月 現在、全銀システム加盟

銀行 は2023行 で、2001年 中の決済件数は495 .9万 件、決済金額は9.9兆 円である。

図表12全 銀 システムの概要97

96正 式名は全国銀行データ通信システムで
、内国為替決済制度を支えるコンピュー タ ・シ

ステムの ことである。決済システムとしての制度名 は本来、内国為替決済制度であ り、全
銀システムはそれを支えるコンピュー タ ・システムを指すが、慣用的には内国為替決済制
度のことも全銀 システムと呼ぶことが多いため、本稿でも両者 を特 に区別せず、同義 と し
て取 り扱 う。
97出 典は 日本銀行〈金融研究所 〉(2000)68頁

.
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為替取引によって生 じる加盟金融機関間の貸借は、全銀センターにおいて計算 の上、内国

為替決済規則 に基づ き、 日本銀行 に設 けた東銀協の当座勘定 と各加盟金融機 関の当座勘 定

との間で1日1回(午 後4時15分)決 済 され る。

2001年1月 の 日銀ネ ッ トのRTGS化 に伴い、全銀 システムは 「ランファル シー基準」に

適合 した決済システムとす るために、①新為替決済制 度に移行 し、②保証行責任方式を導

入 した。新為替決済制度 とは、セン トラル ・カ ウンターパーテ ィーを従来の 日本銀行 か ら

東銀協に改めることによ りシステムの 自律性 を高めることに狙 いがある98。従来の全銀 シス

テムは、運営主体 の要望 により、加盟銀行間の決済が できな くなった場合 に 日本銀行が 一

時的に立替払いを行 うことで当 日の決済を完了 させ るシステムであったが、 こうした決 済

のあり方 については民間決済システムの 自律性 を歪め るものとして 日本銀行や海外決済 シ

ステム監督当局か ら改善を求められていたた め、その流れ に対応 して 日本銀行の立替払 い

を廃止 した ものである。債務不履行が発生 した場合に備 えて、加盟銀行は 日本銀行に予 め

担保 を差 し入れてきたが、新為替決済制度では東銀 協に対 して担保を差 し入れることにな

る。 しか し近年 、加盟銀行から担保負担の軽減 を求める声が高まってい ることか ら、保証

行責任方式 を新たに導入 し、担保負担の一部 または全部に代 えて、他の加盟銀行か ら債務

保証 を受けることで代替できるよ うになった。

二.小 括

このよ うに、日本においては近年、RTGSレ ポー トや ランファル シー基準、海外諸国の改

革の動きな どを参考に決済システム改革が相 次いだが、皮肉にもRTGS決 済よ りも進んだ

基準 としてハイブ リッ ド決済やオフセ ッテ ィング決済が欧米で主流にな り、ランファル シ
ー基準作成のモデル となったアメ リカのCHIPSも2001年1月 か ら抜本的にシステム変 更

されたため、 グローバル ・ス タンダー ドの最先端に準 えたつも りがグローバル ・スタンダ

ー ドの変更(コ ア ・プ リンシプル制定)時 期 と重な
って一周遅れ の古いモデル となって し

まった。従って、今後システムの制度改革 を行 う上では時代を先取 りしたシステム構 築 が

必要になろ う。

また、日本の決済システムは、短期金融市場 の決済 と各決済システムの最終決済を担 う日

銀ネッ ト、外 国為替 の決 済を司る外為 円決済 システム、内国為替の決済を司る全銀システ

ム(こ の他 、手形 ・小切手の決済を司る手形交換 も存在)と い うように決済対象毎に役割

分担が明確化 され てきた。 このため、欧米の よ うな決済システム間の競争に よる決済 シス

テム改革が進まず、内国為替の大 口資金決済は、小 口資金決済 を主に扱 う全銀システム を

通 じて処理せ ざるを得ない とい う非効率を来た していた。 しか し、度重なる外為法改正に

よって、もはや外 国為替資金 と内国為替資金の決済システムを分離す る必要はなくなった

た め、そ もそ も決済金額が非常に大 きい外為 円決済 システムを外国為替だ けでな く内国為

98決 済 リスク対策の詳細 は
、全国銀行協会事務委員会(2001)4-11頁 参照。
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替 も扱 う大 口資 金ハ イブ リッ ド決 済 システ ム と して編 成 し直 す こ とで 資金決 済 の効 率性 を

高 める こ とが検 討 され て い る。

(3)主 要 国の 資金決 済 システ ム

こ こで は、 中央銀 行 が運 営す るア メ リカのFedwireとEUのTARGET 、お よび民 間決 済

シス テ ムで あ るア メ リカのCHIPS、 ユ ー ロ銀行 協会(EBA)のEuro1 、 ドイ ツのEAF(現

在 はRTGSPIus)、 フランス のPNSに つ いて 、決済 シ ステ ム改革 の動 きを中心 に見 てい こ

う99。各 国決済 システム の業務 内容 を対 比す る と、中央 銀行 の 決済 シス テム は 日本で は概 ね

日銀 ネ ッ トに該 当 し、民 間決 済 シス テ ム は概 ね外 為 円決 済 シス テ ムに該 当す る。 但 し、 主

要 国 の民 間決 済 シ ステム は大 口の 国 内取 引 も扱 う場 合 があ るが 、 この部 分 は 日本 で は全 銀

シス テム が扱 っ てい る。 また 、全銀 シス テ ム が扱 う小 口の国 内 取 引は、例 えば アメ リカ で

は小 切 手 の交 換 システ ムが この役 割 を担 ってい る。 な お、外 国為 替 に伴 う決 済 リス ク削 減

のた めに設立 され たCLS銀 行 につ い て も若 干 付言す る。

イ.中 央銀 行 の運営す る主 要 国の決 済 シス テ ム

まず 、ア メ リカ のFedwire(FederalReserve'sWiretransfersystem)100は 、ア メ リカ連

邦 準備制 度(FederalReserveSystem、 略称Fed)が 運営す る資金 決済 システ ムで 日本 の

日銀 ネ ッ トに相 当 し、RTGS決 済 を行 う。米 国内で の資金 取 引の決 済 を主 にFedwire 、外

国為替 な どの ドル決 済 を主 にCHIPSが 扱 うが 、両者 が競 合 してい る部分 も大 き く、 日本 と

は異 な り手数 料 や安全性 な どで競 合 関係 にあ る(こ の た め、後 述す るCHIPSで は 改革 が相

次 い でい る)。 また 、Fedwireの 日中 当座 貸越 は、有担 保 ・無料 で提供 され る 日銀 ネ ッ トと

は異 な り、無 担保 ・有料 で提供 され る。 決 済 リス ク対策 として は、1997年12月 か ら、 従

来 は8時30分 か ら18時30分 の10時 間 で あった稼働 時 間 を繰 り上 げ、0時30分 か ら18

時30分 と して稼働 時 間 を18時 間 に延 長 した こ とが 挙 げ られ る。 これ は、 欧州や 目本 な ど

主 要 国の決 済 システ ムの稼働 時 間 とFedwireの 稼 働 時 間 との重複 時 間帯 を作 るこ とに よっ

て ドル と他 の通 貨 を同 じ時間帯 で 決済 で き る よ うにす る(同 時 に決 済す るこ とで決 済 リス

クが生 じる原 因 とな る ラグ を消滅 させ る)こ とで 時差 とい うラグ に伴 う外 為 決済 の リス ク

(ヘル シ ュ タ ッ ト ・リス ク)を 削減 す る こ とを 目的 と した もので あ る(こ の 目的 に資 す る

た め、日本銀 行 も前述 の ご と く2002年5月 よ り稼 働 時 間を午 後5時 か ら午後7時 ま で延 長

した)。

な お 、 異 な る 通 貨 同 士 を 同 時 に 決 済 す る こ と を 同 時 決 済(PVP:Paymentversus

Payment)と 呼 んで 即時決 済(RTGS)と 区別 してい る。 これ は、ラ グを解 消す る とい う機

能 は 両者 とも等 しい もの の、 同時決 済 は異 な る シス テム 問(例 えば 日銀 ネ ッ トとFedwire)

の決 済 を対象 と し、即時 決済 は 同 じシス テ ム 内(例 えばFedwire)の 決 済 のみ を対 象 とす

99よ り詳 しくは 、Geva,B.(2001)お よびEuropeanMonetaryInstitute(1996)参 照。
100よ り詳 しくは、U.S.GeneralAccountingOffice(1997)参 照 。
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る点 で異 な るた め に、別 の用 語 を用 い た もので あ る。 ヘル シ ュ タ ッ ト ・リス ク削減 を巡 っ

てはBISや 各 国 中央銀 行 、業界 団体 等 で検 討が進 め られて きたが 、そ の 中で は、世 界 の主

要銀 行20が 集 ま って1995年 に発 足 したG・20(Groupof20)を 中心 に検討 が進 み 、17力 国

65金 融 機 関 が 出資 して2002年9月 か ら稼 動 して い るCLS(ContinuousLinked

Settlement)が 最 も注 目され てい る。 これ は 、外 国為替 取 引 にお ける受 渡決 済 と買受 決 済

の 同時決 済(PVP)を 連続 的 に行 う仕 組 み で あ り、参 加者 の最 終 的 なポ ジシ ョンは、各 国

中央銀 行 の 当座 預金振 替 に よ り参加 者 とCLSの 間 で決済 され る。 これ に よ り、外為 取 引 に

伴 う信 用 リス クが大 幅 に削減 で き る ほか 、オペ レー シ ョナ ル ・リス ク等 の削 減効 果 も期 待

で きる。CLSの 稼動 開始 後 は、CLSの 決 済 対象 通貨(現 在 は米 ドル 、カナ ダ ドル 、豪 ドル 、

英 ポ ン ド、ユ ー ロ、ス イス フラン、 日本 円の7通 貨。今 後 拡大 予 定)間 の決済 につ い て は

ネ ッテ ィング決済 よ りもCLS決 済 を利 用 し、決 済対 象外 の通貨(ア ジア諸 国 の通 貨 な ど)

との決済 につ い て は逆 にネ ッテ ィ ン グ決 済 の利用 が 拡大 す る とみ られ てい る101。 東京 外 国

為 替 市場 委員会 は 、2002年9月6日 に 「CLS導 入 にあ た って の諸考察 」 を公 表 し、CLS

決 済 と非CLS決 済 の 区分 管理 の必 要性 な ど実務 上 の問題 点 を纏 めた。 また 、個別 金 融機 関

は 、① 社 内 シ ス テ ム を高度 化 し リアル タイ ム で リス ク量 を把 握 で き る よ うに した り、 ②

SWIFT102を 利用 して入 出金 情 報 を リアル タイ ムで管 理 した り、③ 日本 時 間帯 に ドル資 金 の

入 金確認 を受 け る こ とを可 能 とす る海 外 金融機 関の サ ー ビス を利用 す る とい った方 策 を 検

討 ・実施 して い る103。

次 に 、EUのTARGET(Trans-EuropeanAutomatedReal・Ti皿eGrosssettlement

ExpressTrans艶r)で あ るが 、 これ は欧州 中央銀行(ECB)が 運 営す るRTGSシ ステ ムで
、

1999年1月 か らEU域 内15か 国の 中央銀 行 のRTGSシ ス テ ム を リンク してユ ー ロの ク ロ

ス ボー ダー決 済 を行 って い る(欧 州 の 中央 銀行 シス テ ムのRIGS化 は従来 日米 に比べ て 遅

れ ていた が、TARGETに リン クす る必 要 性 か ら1996・1998年 にか けて相次 いでRTGS化

した)。TARGETは ユー ロ圏 内 の全 て の金 融機 関が利 用 で き、ユー ロ決 済 システ ム と して は

ユ ー ロ銀 行協 会(EBA)の 運 営す るEuro1 、 ドイ ツのEAF、 フ ランスのPNSな ど と競 合

してい る。 この た め、後述 す るEAFやPNSな どでは 改革 が相 次い でい る。TARGETに お

い て も担保 を提 供す るこ とに よ り 日中流動 性 が供給 され る。

101中 島 真志 ・宿輪 純一(2000)224頁 参 照
。

102よ り具体 的に は、SWIFTが 提 供す るNostroAccountInformationサ ー ビス で あ る

SWIFT・NAISの こ と。SWIFTと はSocietyfc)rWorldwidelnterl)ankFinancial

Telecommunicationで 、1973年5月 に欧米15力 国の239の 銀 行 に よ り設 立 され た非 営利

法 人(本 部 はベル ギー)。 参加 金 融機 関間 の 国際金 融 取 引に 関す る銀 行 間付替 ・顧客 送金 等

の通 信 サー ビス を コン ピュー タ と通信 回線 を用 い たデ ー タ通信 シス テ ムに よ り行 ってお り、
2001年7月31日 現在 で193力 国、7233の 金 融機 関 で利用 され て い る。金 融情 報 システ ム
セ ンター(2001)参 照。

103日 本 銀 行 「第4回 決 済 システ ム フォー ラムの議 事 の概 要 」2002年7月19日(日 本銀 行
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ロ.民 間 の運 営す る決 済 システ ム

ー方
、民間 が運営 す る決 済 シス テ ムは ど うで あ ろ うか。

まず 、 ア メ リカ のCHIPS(ClearingHouseInterbankPaymentsSystem)104は 、CHIPS

参 加70銀 行 が株 主 とな るCHIPSCo(ClearingHouseInterbankPaymentsCompany

L.L.C)が 運営 し、貿易 ・外 為 ・証 券取 引等 を 中心 とす る大 口の 国際 ドル 取 引 を主 に決済 す

る仕 組 み であ る。 しか し、 国際 ドル 取 引 にFedwireを 使 うこ とも可能 で あ り、CHIPSは

Fedwireが 主 に扱 う国 内取 引の決 済 に も用 い られ るた め、Fedwireと の競 合 が増加 して い

る。 中央銀行 の運 営す るFedwireに 比べ れ ば、 民間決 済 システ ム の決済 リス クは ど うして

も大 き くなるた め、CHIPSで は1980年 代 か ら仕 向超過 限度 額 制度(後 述)や 損 失 分担 ル

ール な どの一 連 の リス ク管理 策 の導入 に積 極 的で
、1990年 に 「ラ ンフ ァル シー基 準」、1997

年 には 「ラン ファル シー ・プ ラス」 基準 を達成 した。2001年1月 か らは、r従来 行 って きた

1日1回 の 時 点決 済 を 改 め 、 日中に 連 続 的 に フ ァイ ナ リテ ィ の あ る決 済 を行 う仕 組 み

(CHIPSFinality)を 導入 して オ フセ ッテ ィ ング決 済 を実 現 し、 「コア ・プ リン シプル 」第

IV原 則 が 求 め る 「決 済 日当 日中に フ ァイ ナ リテ ィの あ る決 済 を 迅速 に提供 」す る仕組 み を

十分 満 た して い る。

次 に、Euro1は ユ ー ロ銀 行 協会(.,:EuroBankingAssociation)傘 下のEBACIearing

が運 営す るマ ル チ ラテ ラル ・ネ ッテ ィ ング を行 うネ ッ ト決 済 システ ムで、主 に クロス ボ ー

ダー のユー ロ決 済 を行 う(前 身 はECU(EuropeanCurrencyUnit)の ネ ッ ト決 済 システ ム)。

この システ ムで は1日1回 の 時点決 済 を採用 してい る。 ドイ ツ法 に基づ き 「各参加 銀 行 は

常 にネ ッ ト・べ 一 スで の債 権債務 のみ を有す る」とい う 「単一債務 構 成(SingleObligation

Structure)」 と呼 ばれ る法律 構成 を採 用 してい る。Euro1で の決 済処理 が行 われ る と、マ

ル チ ラテ ラル ・ネ ッテ ィ ン グの結 果 得 られ た 各参 加銀 行 の他 の参加 銀 行全体 に対す るネ ッ

ト与信(勝 ち)・ 受信(負 け)額 のポ ジ シ ョンのみが 法 的な債権(勝 ちポ ジシ ョンの場 合)

また は債務(負 けポ ジ シ ョン)と な り、ネ ッテ ィ ン グ前 にお け る個別 の支払指 図 の総 額 債

権や 同債 務 を負 うこ とは ない とされ てい る105。

また 、 ドイ ツのEAF(EuroAccessFrankfurt)は 、 ドイ ツのヘ ッセ ン中央銀 行 が運 営す る

決済 シス テム で時点 ネ ッ ト決 済(DTNS)を 採用 してい たが 、1996年3月 以 降 、ハ イブ リ

ッ ド決 済 に移 行 した。 こ こで は、バ イ ラテ ラル お よびマル チ ラテ ラル のネ ッテ ィン グを頻

繁(例 えば20分 毎)に 実施 して決 済 を完 了 させ るこ とで 、DTNSで あ りなが らRTGSに

近 い安全 性 を持 っ ハイ ブ リッ ド決 済 を実 現 した。1998年1月 か らは、海外 に所在 す る金 融

機 関がEAFに 直接 参加 す る リモ ー ト・ア クセ ス を認 め、日本 か らも参加 してい る。その後 、

ドイ ツ のブ ンデ スバ ンク(中 央銀 行)は 、ユー ロ導入 に よ りEAFの 決済量 が半減 し、CI.S

ホー ムペ ー ジht:〃wwwbo'.or.ilset!setO207b .htm)参 照。
104よ り詳 しくは 、U.S.GeneralAccountingOffice(1997)参 照。
105中島真志 ・宿 輪純 一(2000)169頁 参照
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銀行 の稼動 によって更に決済量の減少が見込まれることか ら、決済システムの利便性 を高

めて自国決済 システムの利用を増加 させ るため、DTNSで あるEAFとRIGSで あるELS

(EuroLinkSyste皿)を 統合 し、流動性(手 元の資金量)管 理 を行い易いよ う必要に応 じて

DTNSモ ー ドとRTGSモ ー ドを選択でき るイ ンテグレイテ ッ ド・システムを構築 した。 こ

れが2001年11月 か ら稼動 しているRTGSPIusで ある。RTGSPIusで は、オフセ ッテ ィ

ング決済 と呼ばれ る決済 を採用 し、必要 なカバー資金(流 動性)が あればその段階で連続

的にRTGS決 済を行 う。また、ブンデスバ ンクロ座やユー ロ域内の各国中央銀行 口座 との

間に流動性ブ リッジを設け、 これ ら口座 との問で即座 に資金の出入れ(流 動性 のシフ ト)

が可能 なように している。オフセ ッテ ィング決済では、必要なカバー資金がない間は決 済

が止ま るため、RTGSPIusで はオ フセ ッテ ィング決済以外 にRTGS決 済の仕組みも併置 し、

RTGSを 「ExpressPayment(緊 急支払)」、オフセ ッティング決済 を 「LimitPayment(リ ミ

ッ ト支払)」 と呼んでいる106。

フランスのPNS(ParisNetSettlement)は 、銀行間決済センター(CRI:Centraledes

ReglementsInterbancaires)が 運営す る時点ネ ッ ト決済 システムで、1999年4月 か ら日中

に連続的にネ ッ ト決済を行 うハイブ リッ ド決済 システムに移行 した。EAFと 同様に リモー

ト・ア クセスを認 めている。 フランスにおいて もインテグ レイテ ッ ド化 が進み、DTNSで

あるPNSとRTGSで あるTBFと の問に流動性ブ リッジを作ってPIS(ParisIntegrated

System)と 称 し、1日 に何回でも流動性のシフ トが行 えるよ うに している。

この ように近年、欧米では様々な決済システ ム改革が行 われている。 ドイツや フランスで

は欧州統合 により、元か ら存在す るシステムの生き残 りをかけたシステム改革が進行 中で

ある。一方、欧米では第3章 で検討す るよ うにUCC4A編 、EU指 令お よび関連立法によっ

て、決 済に伴 うファイナ リテ ィやマル チラテラル ・ネ ッティング契約 の第三者(倒 産管財

人等)に 対す る法的有効性が確保 され てい るが 、 日本法の下では有効性 に疑問が持たれ る

状況 にある。

第2節 決済 とは何か

決済 システムの制度的構造は第1節 で述べたので、以下では法的構造 について考えるこ と

としよ う。今 日、経済発展や金融敢引の拡大に伴 って決済の件数 ・金額が飛躍的に増加 し、

コンピュー ター技術の導入や取引の多様化(証 券決済の発達な ど)に よ り決済の仕組み も

著 しく多様化 ・複雑化 している。 この結果、 「決済」を厳密に定義することは必ず しも容易

ではな くな り、論者 によって様 々な定義 が試み られてきた。従 って、決済システムの法的

106流 動性管理 に対するニーズの高ま りか らLimitPaymentへ の選好が高まってお り
、約

90%がLimitPaymentを 選考 してお り。ExpressPay皿entは 約10%に 留まっている。オ
フセ ッティング決済はRTGS比 べて決済時間が多少遅れる可能性 があるため、本当に緊急

性が必要な決済はRIGS決 済に回 してい る。宿輪純一 ・久保 田隆(2002)37頁 参照。
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課題 を考える前提 として、まず決済 とは何 かを巡 る議論を整理 したいio7。

(1)決 済の定義 とその多様性

日本銀行 の折谷氏108は 「商品の売買な ど経済活動に伴 って生 じる債権 ・債務 を、対価の支

払をもって解消す ること」 と定義 したが、これをもとに全銀 協の箕輪氏109は決済対象、決

済手段、決済方法の3段 階に分けてよ り詳細 な定義付 けを行 った。す なわち、決済 とは 「①

企業 ・個人・国などの経済主体問の売買取引等 によって発生す る債権 ・債務(売 買取引の場合

は、売 り手の代金受取債権 と買い手の代金支払債務)を 、②その債権・債務 と同等 の経済的

価値 を有す る何 らかのモ ノ(通 常は現金通貨または預金通貨)を 、③債務者(買 い手)か

ら債権者(売 り手)へ 移転 させ ることによって、両者 の間の貸借関係 を終了 させ ること」

を指す とし、①が決済対象、②が決済手段、③が決済方法に対応する とした。 ここで③ の

決済方法は文字 どお りに読むと相殺 による決済 を含んでいないが、 「ごく例外的に、相殺 の

場合には、相殺 された部分 については価値の移転が発 生す るこ とな く決済が完了す る場合

がある」 として例外的に含 めている。箕輪氏の定義を出発点に、決済対象、決済手段、決

済方法についてもう少 し詳 しく検討 してみよ う。

イ.決 済対象

①の決済対象に関す る箕輪氏の定義をみ ると、折谷氏が 「経済活動に伴って生 じる債権 ・

債務」 としたのに加 えて 「商品やサー ビスの売 買取引に基づ くものだけではな く、法律 に

基づいて発生する債権 ・債務、あるいは 当事者 間の契約や合意に基づ く債権債務」(具 体 的

には 「税金や年金掛け金の納付、年金や利子・配当金の支払、贈与に基づ く金銭の支払な ど」)

も含 めている。 このよ うに定義す ると、法律や契約 に基づ く弁 済行為 は全て決済に含まれ

る。

しか し、決済=弁 済 なのか とい うとそ うではなく、箕輪氏 も認めるよ うに、「現在 では、

決済 は経済発展を支 える重 要なインフラス トラクチュアの一部であるとの認識 が一般化 し、

その合理化 ・効率化 の推進や顧客の利便性の向上はもとよ り、決済システムの安定性の確保

や リスクの削減、金髄 システムや金融政策への影響 といった問題 にっいても活発に議論が

行われている」。従って、弁済 とは異な り、①経済金融活動の基盤 をなすシステムを構成す

ること、②その効率性 ・安全性が求 められ ること、が新たな要素 として加わって くる。

ロ.決 済方法:ペ イメン ト、ク リア リング、セ トルメン ト

次に、箕輪氏の定義では 「債務者(買 い手)か ら債権者(売 り手)へ 移転 させ るこ とによ

って、両者の間の貸借 関係 を終了 させ るこ と」が決済方 法であったが、この移転のプ ロセ

107な お、銀行の決済機能に関す る経済学的理解 にっき、吉田暁(2002)3-13頁 参照。
108折 谷吉治(1986)4頁 参照。
109箕 輪重則(1994)2-19頁 参照。
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ス と貸借関係終了について、決済のシステム としての側面に着 目し、決済概念を金融決済

において継続 して生 じる3局 面に分解 して定義する試みが行 われている。

す な わち、① 現金 ・小切 手 の受渡 し、振 込 ・送金 な どの支払行 為 で あ るペ イ メン ト

(payment)、 ②ペイメン トに係 る債権債務 を差 引計算(ネ ッテ ィング)等 により整理 して、

実際の資金または証券の受渡額を確定す るク リア リング(clearing) 、③決済対象で ある資

金 または証券を最終的に受 け渡すセ トルメン ト(settlement)と い う3段 階に分解す るわけ

である。 この場合、例 えば、現金 を支払 った場合のペイメン トは同時にセ トルメン トで も

ある。 また、銀行振込の場合な らば、受取人に支払 った受信銀行のペイメン トは、銀行 間

で債権債務 を差引計算処理す るク リア リングを経て最終的に決済するセ トルメン トを終 え

るまでは、送信銀行か ら受信銀行への支払行為であるペイ メン トを得 られず、一種 の与信

状態 に置かれ てい る。一方、通常の相殺決済ではク リア リング→セ トル メン ト→ペイメ ン

トの順 に3局 面が引き続 いて表れ る。 このよ うに3局 面に分けることで、①セ トル メン ト

されたペイメン トなのか、セ トル メン トされていないペイメン トなのか、② クリア リング

かセ トルメン トか、を明確 に区分できるため、リスクの所在 を明らかにす ることが出来る。

例 えば、セ トル メン トされ ていないペイメ ン トは焦 げ付 く恐れ があ り、 クリア リングの段

階な らばまだグロスの債権債務が消滅 していないことが分かる訳である。 このことを図表

13の 設例 をもとに確 かめてみ よ う。

図表13国 内送金の場合 における3段 階の決済

日銀ネ ッ ト

今 ④最終決済(セ トルメン ト)

全銀システム:③ 清算(ク リアリング)

_一 ンレ＼
A銀 行B銀 行

①支払(ペ イメン ト)/丶 傑 払(ペ イメン ト)

送金人P受 取人Q

例えば国内送金の揚合、朝9時30分 に送金人Pが 、B銀 行に預金 口座 を持つ受取人Qに

対 して、現金10万 円をA銀 行に振 り込んで送金依頼 した とす る。これが①の支払であるが、

日本では全銀システムを通 じて銀行間の送金情報は瞬時に伝わるのでB銀 行 は朝9時32分

にはB銀 行の受取人Qの 預金 口座 に10万 円が振 り込まれた とす る。これが②の支払である。

銀行 にとっては、④の最終決済が行われた後で受取人 に資金解放す る方が直ちに支払 う場

合に比べて リスクがなくて済むメ リッ トがあるが、 日本では顧客サー ビスのために即座 に

資金解放 され るのが一般 的である。すなわち、②の時点では送金人 と受取人の間の送金は

完了 したが、A銀 行 とB銀 行の債権債務関係 は解消 してお らず、B銀 行はA銀 行に10万 円

貸 した状態 になっている。銀行同士はこの種の取引を多数行っているため、全銀 システム
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を通 じて1日 の貸借 を纏 めて計 算す る必 要が あ る。 そ こで 、全銀 システ ム では各参 加銀 行

のネ ッ ト与信(勝 ち)・ 受信(負 け)・ 額 の計算 を終 え(こ れ が③ の清算) 、16時15分 に負

け銀 行 か ら負 け額 を一斉 に引落 して 日銀 ネ ッ トに ある 「受 け皿 口座 」にい った んプー ル し、

全 ての 引落 の終 了 を確 認 した後 で勝 ち銀 行 に勝 ち額 を一斉 に入 金 す る。 これ が④ の最 終 決

済 で、銀行 間 の債 権債 務 が完全 に確 定 し、 フ ァイ ナ リテ ィの ある決済 とな る。

ペイ メ ン ト、ク リア リン グ、セ トル メン トの3者 の定義 につ いて は、論者 に よ って 多少 異

な って くるもの の、概 ね 一致 して い る。 まず 、 ペイ メ ン トにつ い ては 、 中島真 志 ・宿輪 純

一(2000)110が 銀 行 間資金 決 済 シス テム に限 定 して 「支払指 図 を送付 し
、受 け取 るプ ロセ

ス 」 と して資金振 替 の支払 指 図を念頭 に置 き、BIS(1993b)111が 「thepayer'stransferof

amoneyclaimonapartyacceptabletothepayee .Typically,claimstaketheformof

banknotesordepositbalancesheldatafinancialinstitutionor.atacentralbank .」 と し

て紙 幣 の支払 や通 常 の 口座 振 替 お よび銀 行 問 口座振 替 を想 定 してお り、概 ね 一致す る。 リ

ス クの所在 を明 らか にす る上 で は債務 履 行 の受 渡、 振 込 、支払 、支 払 指 図の伝 達等 の行 為

とみ るのが有用 で あ ろ う。

次 に ク リア リン グは、 中島真 志 ・宿 輪純 一(2000)が 「セ トル メン トのた めに取 り交 わ

された 多 くの支払 指 図 を集 計 して 、最終 的に受 け取 るべ き、 あ るい は支払 うべ き差額(決

済 尻)を 算 出す る こと」、BIS(1993b)が 「theprocessoftransmitting,reconcilingandin

somecasesconfirmingpaymentordersorsecuritytransferinstructionspriorto

settlement,possibly.includingnettingofinstructionsandtheestablishmentoffinal

positionsforsettlement.Inthecontextofsecuritiesmarketsthisprocessisoften

referredtoasclearance.Sometimesthetermsareused(血precisely)toinclude

settlement.」 、日本銀 行(1989)は 対 象 を銀行 間の資金 決 済 に限 った上で 「銀 行 間 で支払 指

図 を多 角 的 に交換 し、各銀 行 の支 払額 と受取 額 の差 額(勝 ち負 け尻 、 ネ ッ ト尻)を 計 算 す

る こ と」 としてお り、 この 点で は 「情 報伝 達」 に重 点 を置 くBIS(1993b)と 「差 額 計算 」

に重 点 を置 く中島真 志 ・宿 輪純 一(2000)、 日銀(1989)で 多少 異 な るもの の、決 済情報 伝 達

プ ロセ ス の 中で債 権債 務 の差 引計算 を行 う(決 済尻 の算 出)が 、最終 決 済は まだ済 ん で い

ない こ とが共通認識 とな って い る。

最後 に、セ トル メ ン トは 、 中島真志 ・宿 輪 純 一(2000)が 「ク リア リン グで計算 され た

決 済尻 の金 額 を受 払 い し、 フ ァイ ナ リテ ィ(決 済 の取 消 しが ない こ と)を もって支 払 を行

うこ と」、BIS(1993b)が 「anactthatdischargesobligationsinrespectoffundsor

securitiestransfersbetweentwoormoreparties .」、 日本銀 行(1989)が 「参加 銀 行 間 の

資 金 の貸借 関係(勝 ち負 け尻)を 中央銀 行 の 当座預 金 の振 替 で決 済す るこ と によ り、一 連

の支 払 ・決済 が最終 的 に完 了す る こ と」 としてお り、 これ も定義 に よって扱 う範 囲が若 干 異

な って くる もの の、 決済 の最終段 階 に該 当 し、 ここで債 権債務 関係 が解 消す る点 が共 通 す

110以 下、 中島真志 ・宿 輪純 一(2000)5・6頁 参 照。
111以 下、BIS(1993b)531-545頁 のGlossary部 分参照 。
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ると考え られ る。

ハ。 ファイナ リテ ィ

セ トルメン トとよく似た概念にファイナ リティ(決 済完了性、支払完了性)と い う言葉 が

ある。 これ は、取消不能で無条件(irrevocableandunconditional112)な 決済 を指 し、デ フ

ォル ト・リスクのない決済 と考え られてい る。 日本法によれ ば、ファイナ リティは、決済手

段を提供すれば金銭債務の弁済提供の効果が法的に生 じること(民 法492条)と 捉え られ、

①一般的・強制的通用力 を有する法貨であるか(日 本銀行法46条2項 、紙幣類似証券取締

法1条 、通貨の単位及び貨幣の発行等に関す る法律7条)、 ②契約 ・約款によ り代物弁済 と

しての効力が与え られているか(民 法482条)、 ③当該手段をもって弁済に充て うるこ とが

慣習(法)と して認 められているこ とによ り、弁済提供の効力が確定的に成立 し、その効

力が覆 され ることのないことを指す113。 この うち②や③については、ある程度決済を機 能

的に捉 える余地を残 してお り、外貨や証券な どの金融商品による決済 も円貨(法 貨)と 同

様に支払い効果を認める趣 旨と考 えられ る(外 貨などの決済手段の性格 については後述。

なお、決済主体に関 しては、決済 とほぼ内容が重な る為替114について、 これを銀行に限る

公法的規制が残存 しているが、この点の考察は第四章に譲る)。

しか し、このファイナ リティは、誰 に対する どの程度の ファイナ リティかによってその意

味合いが変 わ り得 る概念であ り、上記のファイナ リテ ィは中央銀行間の決済が完了 したた

め銀行間の債権債務が確定 したこ とをもって、決済 システム参加者間のファイナ リテ ィを

指 しているに過 ぎない。中央銀行に よって一旦決済 された後 であって も、遡及効 を認 める

倒産法や消費者保護法によって取引が有効 に取消 され た場合 、第三者 に対す るファイナ リ

テ ィを有す るとは言 えない。しか し、決済システムにお ける決済の安全性確保のた めには、

決済システ ムの規則上のファイナ リティが第三者 に対 しても対抗できる必要があ り、そ の

ことを立法 によって明確化する必要がある。残念 なが ら 日本にはそ うした立法がな く、第

三者 に対す るファイナ リテ ィの所在 は不明確であるが、海外では既 にファイナ リティに関

する立法がな されている例 もある。例えば、1998年5月 に制定 されたEUフ ァイナ リティ

指令(正 式名は98/26/ECoftheEuropeanParliamentandtheCouncilof19may19980n

settlementfinalityinpaymentandsettlementsystems ,OfficialJournalL166,

11!06!1998p.0045・0050)で は、資金決済お よび証券決済に係 る支払指図に法的強制力を付

与 して第三者に対抗できることや遡及効が生 じない ことを明 らかに してお り(3条1項 、5

条、7条)、EU各 国はこれ に対応 した国内法 を整備 している。

112BIS(1993b)538頁 参照。
113岩 原紳作(1999)552・553頁 参照。
114但 し、支払 目的のない送金は為替ではあるが決済ではな く、相殺は決済ではあるが為替

ではない。
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▽EU指 令の主 な関連条文115

第3条

1項 支払指図とネ ッテ ィングは法的強制力を有 し、参加者 に対す る倒産手続 に

おいても支払指 図が倒産手続 開始前 にシステムに受け付け られた場合 は、

その効力を第三者 に対抗できる。

第5条

支払指図は、システムの規則が定 める時点以降、システムの参加者 または第三

者 によって取 り消されてはならない。

第7条

倒産手続 は、その手続 開始以前においてシステムへの参加か ら生 じた、ない し

それに関連 した参加者 の権利義務 関係 にっ いて、遡及的に効力 を有 してはなら

ない。

二.決 済手段

箕輪氏の定義では、決済手段を主 に通貨(現 金通貨 と預金通貨)と 考えてお り、通貨では

なく 「対価」 と定義 した折谷氏 よ りも対象は狭 まっている。 さらに、岡部教授116は 「支払

い(payment)、 あるいは より厳格なニュアンスを持 って 同様の意味で用 い られ ることが多

い決済(settlement)と は、債務者 か ら債権者に通貨(マ ネー)を 移転 させ ることによって、

債権、債務関係を消滅 させ ることを指す」 と定義 し、決済手段を通貨に限定 している。

しか し、決済は通貨だけでな く金融商品(特 に証券や先物等)の 受渡 しを意味す る場合も

増 えてきてい る。例えば、金融実務 法務 に関す る代表 的な辞典である金融実務大辞典(2000

年、金融財政事情研究会)は 「証券 ・為替な どの市場で は、過去 に交わされた売買約定に基

づき、証券 な どの受渡を行 うと同時に、資金の決済 を行 うことをさし、受渡 しと同 じ意味

に使われるのが普通である」 として証券の受渡 しを決済に含めているほか、 さらに 「為替

や債券 の先物取引や株式の信用取引などの場合は、反対売買を行 うことによって、差金(売

買損益 と考 えてもよい)の 決済が行われ る」 とし、先物等の金融資産 を反対売買す る決済

方法 も決済に含めている。 このよ うに決済手段や決済方法は、教科書流の 「通貨の移転」

か ら拡張 し、実務上は様々な決済対象や決済方法を含 めるかたちに拡大 してきている。

この よ うに考 えると、決済手段 は折谷氏の定義に立ち返 り、対象を明定せず に 「対価」も

しくは 「価値」とした方が正確 であ り、決済方法は相殺や差金決済を考慮す ると対価の 「支

払」ではな く 「移転」をもって債権債務 関係 を解消す ることとした方が正確である。 この

よ うに決済とい う言葉は多義的で ある。

ホ.経 済学的アプローチ と法学的アプローチの相違

115BIS(2001a)の 日本銀行仮訳参照
。

116岡 部光明(1999)124頁 参照。
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しか し、決済の機能面に着 目して 「債権債務 を価値の移転 をもって解消すること」と定義

してみても従来の法的文脈 に当てはめればあま り有用な定義にはな らない
。何故な らば、

①決済対象が資金(カ ネ:円 貨)で あるか非資金(モ ノ:外 貨 ・証券等の金融資産)で あ

るか、②決済方法が支払 であるか相殺であるかその他考 え得るあらゆる仕組みであるか
、

③決済対象が資金(円 貨)で あった としてもその手段が現金か銀行 口座振替か手形 ・小切

手か、 とい う相違 は法律構成の相違 をもたらし、何れ を取るかによって結論が全 く異 なっ

て くるか らである。

イ ギ リスの著名な法学者Mann,EA .は 「経済学者はマネー として機能するものは全てマ

ネー と捉 えるが、そ うした見方 は一般 に法律家には受け入れ難い」117と書いたが
、このこ

とは、欧米は もとよ り日本法の文脈で も全 く同様 に当てはまる。決済や資金(マ ネー)の

定義 について、経済学的アプローチの下では同 じ機能 を果 たす ものをすべて決済な り資金

で あると明快 に定義付けることができるが、法学的アプ ローチでは機能が同 じだか らとい

って根拠法を無視 して一括 りに扱 うことは不可能である。法学的アプ ローチは、例えばA

がBに 対 して支払債務を負 う場合、支払手段 として①法的な強制通用力を持っ法貨(Legal

Tender:紙 幣、貨幣)と ②預金通貨を用いた各種決済手段(FiduciaryMoney:手 形 ・小切

手、振込・引落、クレジッ トカー ド)を 異なる法律関係で捉 えるのである118。更に資金決済

と証券決済 も異な る根拠法に基づいて法律構成す る。 これ ら法学的アプロー チの特徴にっ

いて、まず資金決済 と証券決済の法的相違か らみていこ う
。

へ 資金決済の 日本法的理解

日本法における資金決済の理解 について、日本銀行 「電子マネーに関す る勉強会」(以 下
、

勉強会)119は 以下のように整理す る。

まず 、金銭債務の弁済については、民法402条1項 前段が 「債権 ノ目的物力金銭ナル ト

キハ債務者ハ其選択二従 ヒ各種逸 婁ヲ以テ弁済 ヲ為スコ トヲ得」(下 線筆者)と しているが
、

ここでい う金銭債務の 目的は現金通貨 とい う有体物の所有権の移転にあるのではなく
、現

金通貨 に含まれた一定の金銭的価値 を債権者に移転す るこ とにあると考えられ る。そ こで、

勉強会 は金銭債務を 「価値単位(円 、銭等の価値尺度)に 則 って表示 された一定の価値 を

目的 とし、それに相応す る支払単位(円 のよ うに物理的に トレースできるかたちで存在 し、

法的にその帰属を語 り得 る価値)の 給付 によって消滅す る債務」 と定義 している
。一方 、

要物契約 である消費貸借契約(民 法587条)の 契約成立時にお ける金銭の交付の ように支

払単位 の移転が金銭債務 の弁済以外 の場合 に行 われ ることもある。 このため勉強会 は、 こ

117Mann ,F.A.(1982)5頁 参照。
118欧 州諸 国においても全 く同 じことが言える

。詳 しくはMalaguti,M.C.(1997)11-61頁
参照。
119日 本銀行く電子マネーに関す る勉強会 〉(1997)33頁 以下

、 「付2:私 法上の金銭の一
般理論 に よる電子マネーの法的分析」参照。
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うした場合を含 めて支払単位 の移転 を総称 する概念として 「決済」を用いてい る。

次 に、「決済=支 払単位の移転」を実現す るためには、「通貨媒体」(価 値を物理的 に トレ

ースす ることが可能な媒体)と 「通貨手段」(支 払単位 の移転 を可能 とする方法)が 必要で

あるか ら、勉強会 はこれ らを組み合 わせて 「決済方法」 とい う法的仕組みを構成す る。 こ

れを具体的にみると、銀行券や貨幣 とい った現金通貨は法律 により支払単位 が組み込まれ

た法定の通貨媒体であ り、支払単位 の帰属 は通貨媒体である有体動産(金 属や紙)の 所 有

権 の帰属 によって具体化 され、通貨媒体 の占有権の移転による所有権 の移転が通貨手段 と

なる。この場合、通貨媒体 と通貨手段の両機能 が同じく有体動産によって担われる。一方、

銀行振込 ・振替、手形 ・小切手、ク レジ ッ トカー ド等 は、それ 自体が通貨媒体の機能 を担 う

ことはなく、通貨媒体に組み込まれた支払単位 を移転す る通貨手段 の機能を担ってい る。

この ように決済方法において、通貨媒体 としての機能を担 うものと通貨手段 としての機 能

を担 うものがあることか ら、両者 を区別 して扱 う必要性が生 じるのである。 では、現金 通

貨以外のものに通貨媒体性を認 めることは出来 るだろ うか。勉 強会は債権(預 金通貨)が

通貨媒体 となる要件 として、①直接の処分可能性(現 金通貨を媒介 としない入金記帳に よ

る固有の移転方法の存在)と ②入金記帳が原則 としてそれ以前 の債務者=弁 済者 と銀行お

よび銀行間の関係 か ら生 じるあ らゆる問題か ら遮断 されていること(無 因性120)を 挙げて

い る。預金通貨を用 いた各種決済手段は、債務者 の預金通貨の消滅(引 落記帳)と 債権者

の預金通貨の成立(入 金記帳)に よって金銭債務が弁済 される際、振込 ・振替、小切手、デ

ビッ トカー ド、クレジッ トカー ド、プ リペイ ドカー ドの何れ も債務者 の支払指図が預金通

貨の移転の前提 となってお り、支払指 図を受けた銀行(債 務者 の 口座 を有す る銀行)は 債

務者 の受任者 として指示 された相手に一定金額 を支払 う義務 を負 うと共に、銀行は この支

払によって債務者 に対す る預金契約上の債務 を有効 に弁済 した ことになる点で共通す る。

また、無因性 にっいて判例121は、当事者 の合意がなくても銀行の 自己宛小切手の交付 は金

銭債務 の有効な弁済の提供 になるとしてい る。 しかし、それ以外の部分は不明である。

このため私見では、EUフ ァイナ リテ ィ指令に倣って 日本でもファイナ リテ ィに関す る立

法を行 うことで、銀行小切手以外の各種決済手段の 「無因性」 を明確化 し、更に現金 を含

めた全ての決済手段を倒産法等 の遡及効か ら守ることが必要 と考 える。

ト.証 券決済の 日本法的理解

伝統 的には決済 といえば資金決済が 中心であったが、証券取引の拡大に伴い、証券決済 と

い う言葉 も一般化 し、銀行振込等の決済手段 に加 えて投資信託 なども現金 と同様の機能 を

担いつっ ある。そ こで、決済の法的理解 の範囲で証券決済についても考えてみたい。

120民 法上の債権譲渡のよ うに意思表示だけで権利帰属が決った り
、権利者の個別的な抗弁

関係が付着 していった り、権利 内容 の修正 を債権者債務者 の私的 自治 に委ねて しま うこと

のないこ とをい う。
121最 判 昭和37年9月21日 民集16巻9号2041頁

。
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証券決済は、DVPは もとより最終的には資金決済 され るが、証券決済(有 価証券法理)

と資金決済(金 銭債権法理)が 異なるルールで処理 され ることは、利用者 に とっては突 然

ルールが変更 される点で混乱を来す。 このため、資金 も証券 も同 じ決済機能 を持つ ものは

なるべ く統一的なルールで処理す ることが望ましい。その際、証券決済を円滑にするには、

そのペーパー レス化に伴い、個性 ある 「紙Jに 頼る有価証券法理 を拡張す る必要があ り、

資金決済を円滑にするには権利 の 「無因性」 を導 く必要がある。

社債 ・株式については、 「紙」 の問題は社債等振替法の制定や近い将来 に実現が見込 まれ

る株式保管振替法の改正で ク リアす るもの と考 えられ るが、紙 を前提 としない 「有価証券

法理」において抽象性 ・無因性が如何 に根拠付け られ るかは今後の課題である。1っ の方

向性 として、決済の安全性 ・効率性確保 とい う政策 目的 に立ち、ファイナ リテ ィ立法を証

券分野で も実現することが考えられ る。 より難 しい問題 として資金決済に多 く用い られ る

有価証券である手形 ・小切手があるが、 これ は但別取引の決済手段でもあるため、権利 の ・

個別性 が排 除できず 「紙」 と文言性 を必要 とし、原因関係上の抗弁の排除 にも限界 がある

とい う難 しい問題 を抱えている。 しか し、「紙」が権利 を特定す る機能を電子データの送信

によって代替 し得 る仕組み(電 子署名等)を システム内に義務付 けることに よってク リア

できる122とい う考え方も出来 よう。

橡川助教授123は、「流通を促進す る必要があるか ら、民法では実現できない流通保護のた

めの法理が選び取 られ ると考 えるのであれば、権利の流通 を促進す ることが必要 とされ許

容 されるべき事情 を探 ることで、 その事情を共通に している一群 の権利 に、伝統的な有価

証券法理の保護を共有 させ る基礎 とし得 る」 とした上で、 「私法上の権利が財産的価値 を帯

びて流通するとき、将来実現 され る利益に現在の価格が対価 として支払われて譲渡 され る。

対価 を支払 う側(す なわち権利 を取得する者)は 、期待 され る将来の利益が実現 しない と

い うリスクを合理的に評価 ・計算 できなければ、客観的な価値の算定ができない。そのた

めには、買い手が負担す るリスクを、買い手の計算機 能に相応 しい範囲で確 定 してお かね

ばな らない。そのためには、取 り引き され る私法上の権利 を、権利発生時の当事者間の人

的な関係か ら切 り離 して、抽象化 してお く必要がある。 しか し、その抽象化 の内容 ・程度

は、権利 の対象、流通 目的、買い手(取 得者)の リスク負担能力をど う想定す るのかに よ

って異なる。それ は有価証'法 が決 めるのではなく、その権利を流通 させ価値 を与 える

一 。有価証券法は、それぞれの証券 に

価値を与 えている仕掛けに適合す るような権利 内容の抽象化の内容 ・程度が どうい うもの

か を定 めることを任務 とす る。(下 線筆者)」 と主張す るが、 これは有価証券法以外 に証券

122既 に全銀協において電子化 されたデータに よる支払呈示 を行 う電子手形交換所を可能

とするチェック ・トランケーションの導入が検討 され、平成16年8月 を 目処 に実現予定。
これに対応 して1879年 に大阪に設立以来長い歴史を有 してきた手形交換所(現 在全 国に

400ヶ 所)は 廃止 される。 日本経済新 聞2002年9月22日 号参照。
123橡 川泰史 「有価証券の流通における電子化 ・無券化 と有価証券法」 日本私法学会ワー ク
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市場流通 に関 して 嘸 因性、抽象性」を認 める法の必要性 を説いた とも考え られ 、終章 で

私が提案す るよ うな 日本銀行等の審査をク リア した安全性 の高い決済 システムにおけるフ

ァイナ リティ立法の必要性 を裏付 けるもの とも考え られる。

(2)決 済の多様化に対す る法的対応

既に述べたよ うに同 じ機能を果たす決済であって も、①決済対象が資金(カ ネ:円 貨)で

あ るか非資金(モ ノ:外 貨 ・証券等の金融資産)で あるか、②決済方法が支払であるか相

殺 であるかその他 考え得 るあ らゆる仕組みであるか 、③決済対象が資金(円 貨)で あった

としてもその手殺が現金か銀行 口座振替か手形 ・小切手か、に よって法的性格が変わって

くるが、 これ らはなるべ く統一的に処理 され ることが望ましい。

これ ら3点 の うち、②は当然であるか ら第3章 や第4章 でネ ッティングや為替決済の法

的性格を考 える上で念頭 に置 くこととし、本節では主に①のカネ とモ ノの法的効果の相違

を取 り上げて 「決済を統一的に理解す る法的試 み」の解釈論上および立法論 上の可能性 を

探 り、次節では③のカネ(マ ネー、円貨資金)の 決済手段による法的効果 の相違を取 り上

げて 「決済を機 能面か ら統一的に理解す る」経済学的理解 と比較することとす る。経済 学

的に考 えれ ば、円貨であれ外貨であれ有価証券であれ同 じ決済機能を持つ決済手段は、そ

の役割 を統一的に理解することが一般的である。 しか し、法学的に考 えると円貨 も外貨 も

有価証券も各々法的な要件 ・効果が異なって しま うのが一般的であるため、その役割 を統

一的に理解す ることが困難なのが実情である
。 そこで、統一的理解の可能性 をまず は解釈

論、それが不可能ならば立法論の順に探 ろ うと思 う。

イ.カ ネ とモ ノを巡る立法論 と解釈論

そこで、決済対象が資金(カ ネ:円 貨)で あるか非資金(モ ノ:外 貨 ・証券等の金融資産)

であるかによる相違について、「対価 の移転」(決 済)を 振込(預 金の振替)に よる場合(「 口

座保有者は口座管理者(銀 行)に 金銭債権 を持っ」と構成)と 証券振替決済に よる揚合(「 口

座保有者は混蔵 寄託 された証券 の共有持分を持つ」 と構成)で 比較 してみよ う。 両者 は、

権利者Aの 口座 の引落記帳 と権利者Bの 口座の増額記帳を行 う点で双方 とも経済学的には

「対価 の移転」 とい う機能を持つが、法的には①預金振替決済ではAが 有す る預金債権 と

Bが 取得す る預金債権は別個の債権であって各々消滅 ・成立す るため、権利移転の対抗要件

は問題にならないのに対し、②証券振替決済ではAが 有する証券上の権利 とBが 取得する

証券上の権利は どちらも同 じ発行者 に対する同一の債権であるため、権利移転の対抗要件

が問題 になって くる。いわばカネは債権的に扱 われ るのに対 し、モ ノは物権 的に扱 われ る

傾 向にあ り、 「物権 は債権 を破 る」 とい う法の一般原則 に従い、カネよ りもモ ノの方が所有

権の保護 に厚い。

ショッ・プ(於:一 橋大学)2002年10月13日 配布資料参照。
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こうした法律上の問題点について 日本銀行 の本多氏124は、①預金以外 の金融資産を資金決

済手段 として使 うことが実現可能 になってきていること(例:投 信 による決済)、 ② キャ ッ

シュレス化、ペーパー レス化等に よりカネもモ ノも有体物 か ら離れ て観念上の存在にな っ

てお り(例:電 子証券)、 ③証券等の取引の活発化に伴い、モ ノの流動性が非常に高まって

きたことに鑑 み、 「情報技術 の進展に よって、カネ とモノの相対化」現象が生 じていると し、

カネ による決済が中心の世界 を前提 に作 られた従来の法律 を固定的に考 えることは適切 で

な く、情報技術の進展に対す る金融法制のあ り方を柔軟に考えてい くべき と主張す る。 本

多氏は上記対抗要件の要否について 「現行法の解釈 としてはそ の とお りとしても、今後 の

法制のあ り方を考 える上では、それを固定的に考えるこ とは適 当でない とい うことがで き

る125」としてい るので、本多氏の考え方は決済の多様化に対応 した立法論を志 向す るもの

と言 えよう。また、財産法における立法論 を視野に入れた債権 ・物権の再構築論126は2002

年度 日本私法学会のシンポジウムのテーマ ともなっている。

これ に対 し、モ ノとカネの相対化 に関する解釈論 も出 され ている。すなわち、倒産 した銀

行 と金銭取引を行 っていた相手方 を常に一般債権者 と考 える(カ ネの権利者 として扱 う)

のではなく、英米に倣って一定 の条件下で取戻 しを認 める(モ ノの権利者 として扱 う)試

みである。なお、アメリカでは、統一商法典(UCC)第2編105条 で金銭であってもそれ

が支払手段 として用い られるのではな く取引対象 となってい る揚合は物品に該当するとい

う立法を行 ってお り、実際に売主の取戻権を認 めた判例127が ある。イ ギ リスで も、信託法

理 を用いて資金 を専用 口座 に受託 した信託財産 とみて取戻 しを肯定す る見解128が 出されて

い る。 目を 日本 に転 じると、立法は存在 しないが、通説 とは言 えないものの有力な解釈論

が存在する。そ うした例 としては、古 くは学説 ・判例 に対抗 し、金銭的価値 に物権的な返

還請求権 を認める解釈論 を主張 した四宮教授129の 「物権 的価値返還請求権」論 に始ま り、

最近でも有力に主張 されている。

例 えば、神 田教授130は、通貨を対象 とす る為替取引や先物取引等の金融取引において 「通

貨はカネではな くモノとして取引対象そのもの とされてい るのであって、このような場合
r

に 当該 通貨 につ い て一定 の条 件 下 で取 戻権 を肯 定で き る よ うな 法理 論 が検討 され るべ き で

あ る」 と して 「国際 的な 送金 取 引 にお い て、 中 間に介在 した コル レス銀 行 が資金 を受 け取

った直 後 に倒 産 した よ うな場合 、少 な くとも問題 とな った取 引 と送 金額 が特定 で きる限 り、

当該 資 金 を倒産 した銀行 の一般 債権 者 のた めの財 団に属 す る と解 す るのは必ず しも妥 当 と

14本 多 正樹(2001a)100頁 参 照。
15本 多 正 樹(2001a)105頁 参照 。
16加 藤 雅信 ・樋 口範雄 ・太 田勝 造 ・瀬 川信 久 ・松本 恒雄(2002)参 照

。
1271nreKoreag ,ControleetRevisionS.A.,961F.2d341(2ndCir.1992)
18Clayton ,BanksasExpressandResultingTrusteesofCustoエner'sMoneys[1992】5

JIBL183,at184.

129四 宮和 夫(1975)参 照 。
130神 田秀樹(1992)参 照 。
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はいえない」 とす る。その際、公示が必要か否 かが問題 になるが、神 田教授 によれば 「現

行法の下では、例 えば動産についての所有権留保には何 ら公示性がな く、当事者間で一言

そ う決めれば対第三者効 が認 められ るこ とにかんがみ る と、その ような公示性 を要求す る

必要性 は必ず しもない と考えられ る」 とす る。

これに対 し、岩原教授131も、外国為替資金について 「送信人は振込依頼人か ら託 された資

金 を受信銀行 に送 り届 けるだけであって、いわば信託的 に資金を預かっていると考 えれば、

為替資金は送信銀行の他の債権者 に対す る責任財産の対象外になる、とす る考 え方 もあ り

えよう。このよ うな考え方 は、委託者 と問屋の関係において委託者 に帰属する特定財産は、

問屋 の一般債権者に対す る一般的担保 を構成 しない とす る判例 ・多数説にも通 じるもので

ある」 とするものの、 「為替資金は金銭であって特定性 に欠けるが、為替債権について優先

弁済の効力を認める立法論は成 り立ちえよ う」 として神 田説に比べ ると トー ンは落 とした

解釈論(む しろ立法論)を 行っている。

また、解釈論の可能性について比較的多 く論 じている森 下助教授132は、 「同 じ金銭取引で

あっても、倒産 した銀行の取引相手方に対 して一定の条件で金銭的価値の取戻 しを認 めて

良い場合がある」 として、誰に価値が帰属 しているかの判断基準を信託法理ではなく契約

法理 に基づいた上で、その要件を検討 した。それに よる と、金銭的価値の取戻 しを認 める

上で必要になる特定性については、まず第一段階 として 「必ず しも専用 口座 が用い られ て

いる必要はな」 く、 「合理的に価値 を トレースできるな らば、価値 の取戻 しを認めて よい」

として広 く取 った上で、第二段階の特定性要件 として 「その価値を具体的に体現す るもの、

即 ち、倒産銀行が有す る債権や物が特 定 されていない場合には、やは り一般財産 に先 取特

権を認 めて しま うこ とになって しまい、価値 の取戻 しは認 め られない」 と絞 りをかけてい

る。一方、第三者 との関係では、「動産 については即時取得 とい う制度が存在す るが、価値

の帰属 を考 えるに際 しても当該価値 が倒産銀行 に帰属 しない ことにっいて善意 ・無過失で

当該価値 を取得 した者 については同様の保護 を与える必要がある」 とし、一般債権者 との

関係では、「日本 法上の取戻権 とい う制度 は、一般債権者 と特定の財産について権利 を有す

る者 との関係では特定の財産 について権利 を有す るものを保護する、 とい う価値判断を前

提 とした ものである。そ うであれ ば、(中 略)倒 産 とい う段階に至 ったか らといって、一般

債権者 の保護を理 由に特別の考慮 を行 う必要はない」 とす る。 この結果、「特定性 と即時取

得の考 え方が第三者や一般債権者 との関係 を調整す るための道具 として用い られること と

なる」 としてい る。

ロ.私 見

教科書流に言えば、物権法定主義に従い、物権は法律で規定 され る必要があるから、契約

自由の原則 の範囲内で規定 される金銭債権はやは り債権で しかない。但 し、解釈論 によっ

131岩 原紳作(1988)第3回 の10-11頁 参照
。

132森 下哲朗(2001)参 照。
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て債権を物権的 な権利 として強化 できないか、 とい うのが ここでの問題意識 である。私 見

では、 こうした解釈論の可能性は否定できない ものの、解釈論のみに よって先取特権 ない

し取戻権 を認 めることは、第三者 ない し一般債権者 の実質的保護 に欠 けるこ とから、公宗

に関する何 らかの立法が必要 と考 える。すなわち、多 くの解釈論 は①金銭信託 と構成す る

か、② 「通貨がカネではな くモノ として取引対象その もの とされている」 ことか ら、そ の

取引媒体 としての機 能に着 目し、当初 の権利 内容を 「カネである通貨 に対する金銭債権 」

か ら 「モ ノである通貨の価値に対す る物権 または物権 的権利」 に読み替 えて解釈 し直す試

みである。① は信託法理を用いることで対応可能であるが、公示性の要件を満たす ことが

困難であることか ら、岩原教授は為替債権等の場合には立法を要す ると考えてお り、私 も

同感である。② については金銭的価値 に対す る権利 を想定 した上で神 田教授は公示性要件

を不要 とし、森下助教授は2段 階の公示性要件を想定 している。 これ らは金銭的価値 の具

体的態様によって判断も異なろうが、一般 に、第三者ない し一般債権者か らすれば、通常

は金銭債権 とされ る対象物がカネなのかモ ノなのかを判別する手段に乏 しく、これ らを保

護 し得 る特定性要件 は相当程度厳格 にな らざるを得ない。実際、森下助教授 も第二段階の

特定性要件 を満 たす ことは困難な場合が多い と指摘133した上で、 「保護を徹底すべ く、先取

特権者 どしての地位 を認 めるべきであるとの立法論は別途行い得 ることは言 うまで もない

し、今後、そ うした議論が行われてい く必要性 がある」 としている。 また、第三者保護要

件が即時取得の善意 ・無過失に求め られることに鑑みると、公示が十分であれば常に悪意か

過失 となって第三者 は取得できず、公示が不十分であれ ば善意か無過失 となって第三者 が

取得できる、 とい うことにな り、公示要件 と即時取得要件 は実質的に殆 ど変わ らないまま

権利移転が行 われて しま う。する と、公示要件 を満たす システムを考案することが 「モ ノ

である通貨の価値 に対す る物権または物権的権利」を主張す る当事者 の権利保護に とって

も望ま しい ことになる。

このよ うに、決済手段 を機能面か ら統一的に捉えて立法を試み る動きが進行中であるもの

の、現行法はカネ(債 権)と モ ノ(物 権)の 法律 関係 が別 体系 に組み込まれているので、

カネ(金 銭債権)と して法律構成 されてきた資金(円 貨)決 済 とモ ノ(外 貨、有価証券)

として法律構成 されてきた外貨決済や証券決済 を統一的な枠組みで捉 え直す ことは困難 で

あろう。経済学的な考 え方 に従い、同 じ機能 を有す るものであれば同様に法解釈できるの

だ とすれ ば、資金 と同様 の決済機能 を有 しZい る証券について も同 じ扱 い(カ ネかモ ノに

統一)を すべきであるが、両者 をカネ として統一 しよ うとす る動きはあま り見 られない134。
一方

、モ ノとして統一 しようとすれば、物権法 定主義 により従来カネ とされた部分を法律

133例 として振込取引 とシンジケー トローン取 引を挙げてい る
。振込取引の場合、「振込取

引における振込依頼人から提供 された資金」の 「金銭的価値に対応する仕 向銀行の財産 を、

例えば仕向銀行が他の銀行に有する債権な どのかたちで特定す ることができない場合が多

い」 としている。

134証 券の ようにモノとして物権的保護 が与え られた ものをカネ として統一 した として も
、
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で物権に組み込む必要がある。

一方
、外貨については外 国為替取引では円貨 との相殺 が頻繁に行われるが、相殺を規律す

る民法505条 によれば、相殺には対立す る債権が同種の 目的を有す る必要があ り、カネで

ある円貨 とモ ノである外貨は同種 の 目的の債権 とは言 えないので民法上相殺 し得ない と一

般的に考 えられている。 このため、法律 と判例 に基づいて円に換算 した上での円貨同士 の

相殺 を行ってい る。すなわち、民法403条(円 貨選択権)を 介在 させ ることで外貨債務 に

っいては円貨の選択が可能になる。一方、外貨債権にっいては判例(最 小判昭和50年7月

15日 民集29巻6号1029頁)が 「外国の通貨をもって債権額が指定 された金銭債権 は、い

わゆる任意債権であ り、債権者は、債務者 に対 し、外国の通貨又は 日本 の通貨のいずれ に

よって請求す ることも出来 る」 としている135ので、や は り円貨の選択が可能である。従 っ

て、円貨 と外貨の相殺は、外貨 を円貨に換算 した上で同種性 を確保す ることで可能になる。

しか し、円貨で決済 しよ うと外貨 で決済 しよ うと資金決済機能は同一 なので、経済学的理

解 に従えば本来は同じくカネ同士 として扱 うべ きであ り、法学において もそ うした解釈 論

も存在する136。円貨や外貨を巡る議論で悩ま しいのは、相殺の局面では円貨も外貨 もカネ

であるとし、前述の取戻 しの局面では円貨 も外貨もモ ノである とい うように、局面や機 能

に応 じた解釈論が提示 され ることはそれ な りに意味があるが、法律が機能(相 殺 か取戻 し

か)で はなく手段(円 貨か外貨か)に 着 目して一旦要件 ・効果 を構築 した以上、本来 の規

定を機能的な解釈で如何様にも曲げていくのは法の予見可能性 を低め、決 して望 ましい こ

とではない。や は り機能的な解釈論は立法論 と結びっいて初めて意味 を持つのであ り、必

要であれば手段 に着 目した法律の作 りを機能 に着 目した ものに立法で変えていくべきで あ

権利保護がその分手薄になるため、メ リッ トが少ないか らであろ う。
135田 尾桃二 「昭和50年 度最高裁判所判例解説」法曹会333頁 では

、実際問題 として、仮

に債権者が外 国通貨のまま請求 して外国通貨の給付判決を得ても、執行の際には債務者 に

当該外国通貨がなければ円貨で満足 を受けざるを得 ないため、大部分 の外貨再建 の請求は

円貨によってな されている、 とされている。従 って、請求段階で債権者に円貨選択権 を認

めた としても殊更 に債務者 を不利益に扱 うことにはな らず、債権者の円貨選択権 を認 めた

最高裁判例は妥当と考え られ る。また、石黒一憲(1983)172頁 以下も 「継続的な円安基

調において債権者が外貨建債権 にっき外貨での請求を行 えば、債務者は民法403条 に基づ

き円による支払を求めるであろ う。逆に継続的な円高 の状況下では外貨建債権 を有す る債

権者が 円による請求をした とき、代用給付権は債権者 には認 め られないか らとして、 この

場合にも債務者 を有利に扱 うべきなのか否か。 民法403条 が内国債務者 の保護 とい うよ う

な特殊 な要請を要件化 しているな らばともか く、そ うでない以上、この種の武器は債権者 ・

債務者 いずれにも与えるべきではないか」 とす る。筆者 も同感である。
136澤 木敬郎 ・石黒一憲(1986)82頁 参照。 ここでは、特定国通貨現実支払特約や債権準

拠法の有無に関わ らず、 日本での履行請求においては広 く円に換算 した上での相殺主張を

認 めるべきであるほか、 さらにそれ を越 えて直截に 日本法上異種通貨間相殺を認めてい く
べ きで あるとする。これ はすなわち、外貨を相殺の局面ではモノでな くカネ として解釈す
べ きとい う議論であると理解できる。実際、石黒教授 は相殺 の局面では、外貨 をモ ノでは

なくカネ と構成す ることで、民法505条 の法定相殺 の要件である債権の同種 性をクリアす

る解釈論 をその後展開されている。
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る。

実際、手段に着 目した法律の作 りによる機能面での矛盾は、もはや同 じ円貨内部にも現れ

てお り、現金か 口座振替か小切手か といった手段の相違によってや は り法的効果が異なっ

て しま う。そ こで次節では、円資金(マ ネー)に っいて更に経済学的な機能 中心の捉 え方

と法学的な手段 中心の捉え方を比較する。

第3節 マネーを巡 る経済学的理解 と法学的理解:フ ァイナ リティ立法の必要性

資金決済システムは、読んで字の如 く資金すなわちマネー(MOIley)を 決済対象 とす るが、

このマネーに対す る考察 は、経済学では伝 統的 に取 り組んできたものの、法学では必ず し

もあま り深い検討 はな されて来なかった。 さらに、法学における取扱いが経 済学的分析 の

結果 と必ず しも整合的でない場面 も散見 され る。そこで以下、①経済学的分析 に基づ くマ

ネーに関す る理解、②法的分析 に基づ くマネーに関す る理解 を示 し、③今後 の検討課題 を

明 らかに したい。なお、マネーに関す る言葉 は、あま り厳密な区別な しに通貨 または現金、

あるいは金銭 と呼び替え られることも多い。従 って、以下では これ らに関す る考察を適宜

参照 していきたい。

(1)通 貨に関す る経済学的理解

本稿で検討す る通貨については、経済学は伝統的に貨幣論 の領域の中で取 り扱 ってきた。

そこで、経済学の教科書的な説明137に従 い、マネー=貨 幣の内容 ・機能 ・定義を見てみ よ

う。

まず、貨幣 とは何かについては、金本位制 を採用 していた時代 とその後の時代 との間で考

え方が大きく異なってい る。すなわち、かっては貨幣それ 自体 に価値があるもの(金 な ど

の貴金属)を 指 し、貨幣価値 も素材 となる金属 の価値によって定ま ると信 じられてお り、

制度的にも銀行券は一定量の貴金属 との交換が約束 されている(兌 換紙幣 と呼ばれ る)限

りにお い て貨 幣 と して の価 値 を保 証 され て い る にす ぎ なか った 。 これ を 金 属 主義

(metallism)と 呼ぶ。 しか し、第一次大戦 とその後の世界恐慌 を境 として先進諸国で銀行

券 と金 との交換が停止 され(金 との兌換が約束 され ていない銀行券 とい うことで不換紙幣

と呼ばれ る)、 第2次 大戦後のブ レ トン ・ウッズ体制 も1971年 のニ クソンシ ョックによっ

て米 ドル と金 との兌換が停止 されるに至 り、それ まで固定相場制の もとで米 ドル と一定の

交換比率 を保 っていた各国通貨は、直接的にも間接 的にも金属価値の裏付 けを失い、金属

主義 の下では貨幣 とは言 えな くなって しまった。だが、それにもかかわ らず、現代社会 で

は こうした不換紙幣が貨幣 としての機能 を十分果た してお り、金属主義 はもはや絶対 的な

ものではな く、「貨幣 としての機能 を果たす もの」こそが貨幣であって、素材 は特に問わな

い とい う名 目主義(nominalism)が 一般的な考 え方 として受け入れ られてい る。

137以 下の記述は、藤原賢哉 ・家森信善編(1998)第2章 西垣鳴人教授執筆部分参照。
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そ こで、貨幣の主要な機能をみると、①交換手段 もしくは決済手段、②価値尺度もしくは

計算単位 、③価値貯蔵手段、④繰延べ支払手段な どが挙 げられ、①②③ を貨幣の本源 的機

能、④を貨幣の派生的機能 とい う。そ して、 「決済 とい う言葉には貨幣の受渡 しによって取

引を完了 させ ること、あるいは貨幣の受渡 しによって債権債務 関係を清算す ることの2つ

の意味がある」138が、前者が①に、後者が④に対応 しているので、若干 の説明を加 えよう。

まず、①の 「交換手段 もしくは決済手段」の場合、貨幣は財 ・サー ビスの仲 立ちをす る交

換手段 として機 能 し、貨幣がない場合(物 々交換)よ りも取引効率が良い。物 々交換では、

取引主体 とその相手方が互いに供給 し合 うものが各々相手方の需要を満たす場合(欲 求 の

二重符合doublecoincidenceofwants)に しか取引が成立 しないのに対 し、貨幣を使 えば、

取引主体が相手の需要物 を供給 出来な くて も、あるいは相手が取引主体の需要物を供給 出

来な くても、貨幣 さえ受け取っておけば別 の機 会にその貨幣を用いて取引できるので、そ

の場 での取引は成立す るか らである。 この揚合、貨幣は本来の需要物の代わ りに供給 また

は需要対象 とな り、「貨幣の受渡 しによって取引を完了 させる」決済手段 としての役割を果

た している。

次に④の 「繰延べ支払手段」の場合、決済の2番 目の役割である 「貨幣の受渡 しによって

債権債務関係 を清算す る」ために、まず(金 銭)債 権債務関係 を結ぶ必要がある。 これ を

実態面か ら捉 えると、現在行われ るべき貨幣の授受を将来に繰 り延べることを意味 し、 こ

れ を可能にするためには、将来 支払われ るべき金額(元 本および利子支払分)を 表示す る'

機 能が貨幣になければならない。 この 「繰延べ支払手段」 としての貨幣機能があるため、

金銭や金融商品の価値や価格 を表示す るこ とが 出来 る。

こ うした機 能を有す る貨幣 として実際に想定 され てい るものの うち、最 も狭義の貨 幣

(M1)と しては、現金通貨(銀 行券、補助貨幣)と 預金通貨(普 通預金、当座預金な どの

商業銀行における要求払預金)が あ り、 これに準通貨(定 期性預金や貯蓄性預金)を 加 え

た ものが広義の貨幣(M2)と 呼ばれ、 日銀のマネーサプライ(あ る時点において存在 して

いる貨幣数量)の 指標 とされるのがM2+CD(譲 渡性預金)で ある
。ただし、決済 とい う

側面か らは、M2+CDの 中に郵便貯金、中小企業金融専門機 関(信 用金庫、信用組合等)

や農林漁業協同組合の預金等、商業銀行の預金 と同様の決済機 能を有す る部分が含まれ て

お らず、問題 として指摘 されている。

これ ら経済学的理解に基づ くマネーの特質を纏めると、①名 目主義によ り貴金属 との兌換

性は不要であること、②決済手段、価値尺度、価 値貯蔵 手段等の機能 を有す ること、③具

体的には銀行券、補助貨幣、銀行 の要求払預金等を指す こと、が言 えよう。

(2)マ ネーに関する法学的理解

経済学 と比べると、法学ではマネーを機能面か ら統一的かっ整合的に定義す ることは行わ

138藤 原 賢哉 ・家森信善(1998)12-14頁 参照
。
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れていない。なお、 円貨を 日本国内で用いる場合は基本的には 日本法が適用 され るが、外

貨を用いる場合や 円貨を 日本国外 で用いる場合には外国法 の適用 も想定 され る。 しか し、

以 下では外国法の適用がある場合 は除外 し、 日本法が用い られ る円貨を 日本 国内で用い る

場合の取扱いを中心に考 えることとす る。

イ.マ ネーに対する捉 え方

まず、法学ではマネーを金銭 と呼ぶ場合が多い。金銭の定義を巡っては、経 済学において

金属主義 と名 目主義 とい う2っ の考 え方が見 られたの と同 じように、①法律 が強制通用力

を付 した ものを金銭 とす るアプ ローチ(金 銭 を銀行券 と貨幣に限定)と ②強制通用力が な

くて も取引上交換の道具 として流通す る 「自由貨幣」の存在 を認 めるアプローチ(金 銭 に

銀行預金 を含めるアプローチ)と い う2つ の考え方がかつて存在 し、明治27年 の民法402

条1項139制 定を巡って争われた。 しか し、この議論は① 自由貨幣の範囲が明 らかでな く
、9

②仮に 自由通貨であるとしても民法402条 の通貨は強制通用力を持つと考え られ たため
、

結果 としての法的効果が変わらず、さほど議論の実益はない140。また、日本銀行の古市民141

は、法律学では如何なる場合 も 「金銭=通 貨e強 制通用力を付 されたもの」 と定義す る訳

ではな く、 「そもそ も金銭 とは何 かを大上段か ら論 じるのではなく、個別具体的な問題にお

いて金銭 とは何かを検討す るといったアプ ローチの方が適 当」だ として
、現行法上強制通

用力が付与されている銀行券 ・貨幣 と、他の支払手段である銀行振込等を比較 してい る
。実

際、法律学では経済学 と異な り、マネーサ プライの測定 といった単一 目的ではな く、条文

ごとに様 々な異なるシチュエー ションを扱 う(例:金 銭債務の給付 ・履行形態
、金銭消費

貸借や金銭消費寄託の要物性)た め、古市氏のアプローチが適当と考 えられ る。

ロ.現 金 と銀行振込の法的相違 と機能的解釈

次 に、現金(銀 行券お よび貨幣)と 銀行振込 との共通点 ・相違点を見てみ よ う142。現金 は

法律によって強制通用力 を付 されてい る143が、銀行振込についてはそ うではない。強制通

用力の裏付 けがな くても、多数 の取引当事者が合意すれば、支払手段 として人 々に広 く受

け入れ られ る可能性があるが、合意がない揚合 には弁済による債務 の消滅時期や匿名性等

の点で、現金 とそれ以外 の支払手段 との間には相違点がある。

139民 法402条1項:債 権 ノ目的物力金銭ナル トキハ債務者ハ其選択二従 ヒ各種 ノ通貨 ヲ以

テ弁済ヲ為ス コ トヲ得但特種ノ通貨 ノ給付ヲ以テ債権 ノ目的 ト為シタル トキハ 此限二在 ラ

ス

140古 市 峰 子(1995)104-107頁 参照
。

141古 市 峰子(1995)108頁 参照
。

142以 下 、古市峰 子(1995)参 照。
143日 本 銀 行(2002)5頁 に よれ ば

、強 制通 用力 とは、 「当事者 間 に特別 の取 り決 めがな い

限 り、 日本銀 行券 を用 いて支 払 を行 った 場合 、相 手 はそ の受取 りを拒絶 す る こ とが で きな

い とい う性質 」 を指す 。 日本銀 行 法46条2項 お よび貨 幣法7条 参照
。
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すなわち、現金による金銭債務 の履行 には、①債権者 の明示的な同意がなくとも有効な弁

済の提供 とされ る点、②現金の交付 時に金銭債務 の消滅あるい は債務 不履行責任 からの免

責が生 じる点、③ ファイナ リティがある点、に特徴があるが、それ以外 の支払手段の場合

は必ず しもそ うではない。 ここでい うファイナ リティは、①当事者間の債権債務関係が終

了す ること(当 事者間の完結性)、 ②一旦受取れ ば、事後的に第三者か ら所有権や それ以前

の原因関係に基づいて返還請求 され る惧れがない とい うこと(対 第三者完結性) 、③銀行間

にお ける追加的な資金決済が必要ではな く、支払 自体が完結 していること(資 金決済完 了

性)、 ④支払指図ない し支払のための行為が撤回不能になること(支 払指図の撤回不能性)

の4局 面 として現れ、現金 は①、③ 、④ を一応 満たしているが、② については例えば消費

者敢引などで取消に基づ く返還請求が認 め られ る場合があ り、第三者 との関係で完全 に有

効 とは言えない。 しか し、それで もモ ノ(物 権)と 比べ ると取戻権が認 められないな ど第

三者 の所有権が制 限されてお り、通常の債権 と比べても原因関係か ら隔絶 されるため、②

のファイナ リテ ィもある程度は満た している といえよう。
一方、銀行振込についてみてみる と、①振込 により金銭債務が消滅す るか どうかは国連国

際商取引法委員会(UNCITRAL)に おける一連 の議論の 中で各国の法政策の問題 とされ144、一

日本 では債権者の同意がない場合は振込 による弁済の効力を原貝1」として否定する解釈145が

144岩 原紳作 ・藤下健 「『国際振込に関す るUNCITRALモ デル法』の逐条解説」
、金融法研

究資料編(8)別 冊、金融法学会(1992年)、 藤 下健 「国際振込に関す るモデル法について

の審議(上)(下)一 国連 国際商取 引法委員会第24会 期 の報告」金融法務事情1301・1302

号(1991年)、 藤下健 「国際振込に関す るモデル法についての審議一国連国際商取引法委員

会第25会 期の報告」金融法務事情1332号(1992年)参 照。古市(1995年)112頁 によ

れば、「当初は、『①別段の合意なき限 り、金銭債務の支払いは振込によ り行 うことができ

る、② その場合、被仕向銀行が支払指 図をacceptanceし た時に、債務はその限度で弁済 さ
れ る』 との規定を入れ ることも検討 されていた。つま り、ここでは振込による原因債務 の

消滅 には債権者の同意を要 しないと考 えられていたのである。 しか しながら、 この草案 に

対 しては、大陸系諸国を中心に強い異論が出された。その理 由としては、振込により金銭

債務が弁済 されるか否かは各国の政策の問題 であ り、銀行預金 に法貨の地位 を与えるかの

よ うな規定は各国通貨主権への侵害 にな りかねない、②モデル ・ローは、原因関係 と離れ
た抽象 的行為 としての振込を規律す るものに止めるべきで、原因関係 の弁済時期、範 囲等
は、別途、各国の民商法等によ り決定すべき問題である、 といった点が挙げ られている。

そこで、『各国法で振込 による弁済が禁 じられておらず、かっ振込に よる弁済につき当事者

間の合意がある場合に限って、弁済の効果や時期を規定 しておいてはどうか』 との妥協案

が受 け入れ られかけた。 しか しなが ら、なお強い反対があ り、最終的には、各国がモデル
法に基づいて国内法を作ろ うとする際の起草上の参考 として脚注にその趣 旨が記載 され る

ことになった」。
145後 藤紀一(1986)参 照

。 後藤教授によれば、「銀行振込には、銀行倒産、銀行の手続 ミ
ス、被仕向銀行による相殺、第三者 による預金債権の差押等受取人にとっては現金払いに

はない不利益が伴 うので振込依頼人た る債務者 は受取人の同意な くして振込による効力 を

主張 し得 ない」、「振込は代物弁済 とみるほかはない」 とす る。但 し、「債権者がすでに振込
を受 けることができる 口座を有 してお り、その債権額が巨額であって現金 による支払いに

危険が伴 う場合であって、かっ振込による方法が当該事情の下で債権者 に格別の不利益が
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有力であること、②被仕 向銀行が振込通知を受信後、受 取人の預金 口座 に入金記帳 した時

点で受取人の預金が成立す ると共 に原 因債権が消滅す ると考え られていること、③ ファイ

ナ リテ ィは現金 と比較す る と低い こと、が指摘できる。 こ うしてみ ると、少 なくとも① と

③ は現金 と異なるが、現金 と機能的に同視 し得 る解釈論 も可能であるとすれ ば、決済 シス

テムの リスク対策上の政策意図を反映 して、立法によって現金 と同じ扱いを確保する議論

も成 り立つ。そ こで以下、上記3つ の要素について具体的に検討 しよ う。

まず、①について関連す る判例 をみてみると、郵便為替146、振替貯金払出証書147につ い

て現金 と同一視で きることを理 由に債務の本 旨に従った弁済の提供に 当た るとしてい るほ

か、預金証書や貯金通帳 の交付 について も預金等の受領 に必要な印章を押捺す るなど現金

化の確実性が与え られていれば有効な弁済 とされ る148。強制通用力がな くても弁済を有効

とす る趣 旨は、古市氏149が い うように 「少な くともク レジッ トリスクが想定 しにくい(あ

るいは極 めて低い)も のが振 出した小切手等 にっいて は現金 と同様 の 『弁済の提供』の効

果 を認 める趣 旨と理解す ることがで き」 る。従って、解釈論上 は債権者 の同意がない場合

は振込による弁済の効力を原則 として否定す る解釈 が有力であるが、支払方 法 として銀行

振込が広 く利用 されている現状等か ら、債権者 の同意 がない揚合でも振込による預金債権

の成立によ り原因債務 は消滅す るとの解釈論 も成 り立ち得 よう。資金決済システ ムの取 引

安全の保護を考えると、振込 によって金銭債務 が消滅す ることを明定すること(振 込への

フ ァイナ リテ ィの付与)が リスク対策上望ま しく、解釈論では原因債務消滅 の結果 を多数

説 としては支持 され にくい状況 下では、公共政策的見地か ら、銀行振込に現金 と同じ弁済

効力 を付与する立法を行 うことが望 ましい と考えられ る。

次に② であるが、後藤教授150は、「銀行壅込には、銀行倒産、銀行の手続 ミス、被仕 向銀

行 による相殺、第三者 による預金債権の差押等受取人 にとっては現金払いにはない不利 益

が伴 うので振込依頼 人たる債務者は受取人 の同意 な くして振込に よる効力 を主張 し得 な

い」た め、「振込 は代物弁済 とみるほかはない」 とす る一方 、「債権者がすでに振込 を受 け

ることができる口座 を有 してお り、その債権額が巨額であって現金による支払いに危険が

伴 う場合であって、かつ振込 による方法が当該事情 の下で債権者に格別 の不利益がない揚

合」に債権者が振込による弁済の効力 を否定す ることは信義則違反 ない し権利濫用 に該 当

す るとし、被仕向銀行が振込通知を受信後、受 取人の預金 口座に入金記帳 した時点で受取

人の預金が成立す ると共に原因債権が消滅す ると考えている。これに対 し、古市氏151は 「こ

ない場合」に債権者が振込による弁済の効力 を否定す ることは信義則違反ない し権利濫用

に該 当す るとしている。 、
146大 審 院判決大正8年7月15日(民 録25巻1331頁)

147大 審 院判決大正9年2月28日(民 録26巻158頁)

148大 審院判決大正15年9月30日(民 集5巻698頁)

149古 市峰子(1995)118頁 参照
。

150後 藤 紀一(1986)参 照。
151古 市峰子(1995)114頁 参照。
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れ は 日本 における内国為替制度を前提 とした解釈 であ り、銀行振込(credittransfer)が 常

にそ うした性質であるとは考えられない ことに留意す る必要がある。被仕向銀行は仕 向銀

行か ら資金を受取 らない限 り預金は成立 しない とか、預金は成立 して も受取人に資金解放

しない とい う制度 も十分 ありうる。 その場合、資金解放 され るまでは原因債務は消滅 しな

い と考 えるのが 自然であろ う」 とした上で、「債務者の入金 と同時に債権者の預金 口座への

入金記帳あるいは被仕 向銀行の資金受領等が生 じるシステムでない限 り、履行行為(入 金)

の時点では金銭債務は消滅 しない とい うことになる。すなわち、現金給付の場合 と比べて

金銭債務 の消滅時期が遅れ ることになる」 と結論付 けている。 さらに、内国為替制度(全

銀 システム)で 被仕向銀行が為替通知 を受取 った時点で金銭債務が消滅する取極めを行 っ

ていることについては、 「こうした取極 めを可能 とす る背景 には、 内国為替制度では銀行 間

の決済 に 日本銀行の立替払いとい うバ ッファーがあ り、被仕 向銀行 は先に支払 った として

も、 とりあえず流動性 を確保 しうる面があることは留意を要する」 としている。

この点、2001年1月 以降、内国為替制度は 日本銀行 の立替払いを外 して銀行間で立替払

いを行 う仕組みを導入 したため、 日本銀行が理論上無際限に資金供給 できるのに比べ ると、

ランファルシー基準に従 ってせいぜい最大規模 の銀行が1っ 支払不能 になった場合 まで し

か流動性 を確保できず、古市氏の解釈 に従えば後藤説の前提が崩れた可能性がある。 もっ

とも、私見では、①新 しい全銀 システムの下での支払保証 も既 にランファルシー基準を満

た し、近い将来、最大2行 の支払不能に対応できるランファル シー ・プラス基準にも適合的

な保証水準 を確保す る見通 しであ ること、② 日本銀行 が制度上 自動的に支払保証 をしな く

なっただけであ り、全銀 システムが自ら支払不能をカバーできない事態 に陥れば、 日本銀

行が最後の貸 し手(LLR)機 能を発揮するのは当然であること、を考慮すれば、仮に100%

流動性が確保 されていなくても後藤説の前提 を成 り立たせて良い と考 える。

さらに③ については、古市氏は現金に比べ るとファイナ リティが劣 る と考えている。まず 、

当事者間でみる と、現金 は支払時点で債務が消滅す るので支払完了性 があるのに対 し、銀

行振込では 「債務 の消滅は債務者 の振込依頼 よ り後の時点になる点で」、「現金に比べその

意味での支払完了性に劣 る」 と解 してい る(他 にも例 えば手形 ・小切手では、交付や利 用

時期に比べて後に来る資金解放時点で初 めて債務 が消滅す るので、同様に支払完結性 は低

くなる)。 次に、資金決済完了性 でも、「預金の成 立に より原因関係の債務は消滅 し、資金

解放は(中 略)通 常入金記帳 と同時に行 われるが、銀行間で追加的な資金決済が必要で は

ある。 したがって、銀行振込 の場合 も追加的な資金決済の不要 とい う意味での支払完了性

は劣 ると考えられる」。 また、銀行振込(EFT)に おける支払指図は、 「弁済すれば債務 は

その時点 で消滅す るか ら、撤回は不可能であ る」現金 と異なって、「それが実行 され るまで

は撤回可能 とい うこともあ りうる」ため、撤回不能性 も低い。

しか し、③ における古市氏の比較 はやや ミス リーディングであ り、実態面か らみ ると必ず

しも現金 に比べて ファイナ リティが劣 る とは言 い切れ ない。まず、当事者 間の完結性 につ

いては、現金を手渡 しす る場合 と隔地者間の送金方法である銀行振込 の場合 を比べること
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に無理があり、同じ隔地者 間の送金方法である郵便局の現金書留 と銀行振込 を比較する と、

郵便局での書留依頼 も銀行での振込依頼 もその時点では何れ も債務が消滅せず、有効 な弁

済がな された時点で消滅す る点では現金 も銀行振込も同 じであ る。次に、資金決済完了性

も、古市氏は、銀行振込では振込人 と受取人の関係で は預金成 立 と同時に支払が完了す る

ので現金 と似 ているが、銀行間の追加的な資金決済が必要 な点 が違 うとす るが、 この相 違

点は本質的な相違 といえるであろ うか。 この場合、銀行 間の資金決済は、通常は振込人 と

依頼人 との関係 にまで影響 を与 えず、受取人の取引銀行が倒産 しない限 り、受取人が確 実

な弁済 を受けることに変わ りはない。 また、銀行振込は銀行 を介在 し、現金 は手渡 しだけ

を想定 して比較するのはや は り不 自然であ り、銀行間の資金決済を問題にす るのであれば、

現金の場合は 日本銀行 の発券窓 口で毎 日日本銀行 と銀行の問で貸借があ り、預金振替の場

合 は 日本銀行の当座預金の中で毎 日銀行間の付替を行 ってお り、何れ も追加的な帳簿処理

が行われ る点に も留意す る必要が あろ う。 さらに、撤回不能性 について も、現金であって

も、債権者の不当利得 を主張することである程度 「撤回」ない し原状回復 は可能で あるし、

EFTも 理論上は支払指図が実行 されるまで撤 回可能だ としても、実際問題 として、通常の

ATMで 振込送金すれば直ちに実行 され るため、現金で支払 う場合 と同様 に撤回可能な時間

的余裕 はない とも考 えられ る。

ハ.フ ァイナ リテ ィ立法の必要性

こ うしてみると、現金(銀 行券、補助貨幣)と 銀行振込は、経済的機能が等 しいだけでな

く、法的機能も等 しく解釈す ることは不可能ではない。また、経済的機能の等 しい決済手

段 の弁済効力や ファイナ リテ ィの所在 を統一的 に処理す ることが出来 た方が、様々な資金

決済手段を統一的に処理す ることができて資金決済が効率化す る(例 えば、現金や銀行預

金や手形 ・小切手を同一のシステムで同様 に取 り扱 うシステム構築が可能である上、資金

と証券の同時決済 〈DVP>の 場合に取引当事者 に とって途 中で取引ルールが変わる不都合

を避 けられ る)ほ か、決済手段のユーザーに とって も同 じ機能 を有するもの とい う期待 を

保護 され る点で取 引安全保護 に資する(例 えば、通 常の送金取引で銀行振込による弁済効

力 を受取人から否認 されたな らば、送金人に相 当程度の混乱を来た し、取引の安全を害す

るであろう)。従 って、法的機能 も等 しく取 り扱 う方が望 ましく、解釈 もしくは立法でその

取 り扱 いを確 立する必要がある。

しか し、現状では、債権者(受 取人)の 同意がない場合の振込による弁済の効力を原則 と

して否定するのが有力説であ り、振込の ファイナ リテ ィは現金 に比べてが劣 ると一般 的に

考 えられているため、上記 の機能的解釈 を決済 システム政策上 の見地か ら普及 させ るには

立法による必要がある。 また、被仕 向銀行が振 込通知 を受信後、受取人の預金 口座に入金

記帳 した時点で受取人の預金が成 立する と共に原因債権が消滅す るとい う有力説について

も、近年の改革後の決済 システムを前提 として もなお成 り立っ のか否かについて解釈 が確

立 していないため、やは り何 らかの立法によって取扱いを明確 にすることが必要であろ う。

65



さらに、対第三者 ファイナ リティにっいては、既 にみたように(第1章 第2節(1)ハ.

参照)、 現金や 中央銀行預金であって も十分確保 されてお らず、消費者保護法や倒産法等 の

遡及効によって法的効力を取 り消 される可能性が ある。 これは第2章 で検討す るRTGSや

DVP、PVPな どの決済 リスク対策 によって も防ぎきれ ない リスクであ り、遡及効で取 り消

された部分を除いて新た に決済をや り直す となると、決済システムの参加者 によっては、

予期せぬ事態 に対応で きるだけの資金準備がなかった り(流 動性 リスク)、それ によって支

払不能 となった り(信 用 リス ク)す る惧れ があ り、それが広範に生 じれ ばシステ ミック ・

リスクを顕現化 しかねない。このため、決済を安全かっ円滑に機能 させ るには、EUフ ァイ

ナ リティ指令 な どの欧米諸国の例に倣い、この部分について も立法を行い、決済システム

参加者の発す る 「支払指図は、決済システ ムの規則 が定める時点以降、決済 システムの参

加者 または第三者 によって取 り消 されてはな らない」(EUフ ァイナ リティ指令第5条)と

いった明文の規定を置 くべきである。

では、同じ機能 を有す る資金決済手段 として どこまでを含 めた ら良いであろ うか。上記解

釈論では現金(円 貨)と 銀行振込に限定 して考 えたが、立法まで視野に入れ るのであれば、

広 く資金決済および証券決済の安全性 ・効率性に寄与する範囲で、同じ経済的機能 を有す

る外貨や手形 ・小切手、有価証券 も含 めて、決済 システムにおける決済手段 として幅広 く

認知 されている金融商品であれば、弁済の効力、原因債権の消滅 、ファイナ リティを等 し

く認 めて良い と考える。す なわち、資金 と証券のDVP決 済のように取引の途中で権利 を有

す る金融商品が変わる(例:現 金→国債、国債→現金)場 合 、取引当事者の権利義務 内容

がそれに伴って変化す るのでは取引安全 を害 し、決済 システ ム運営にも影響 を与 える可能

性が高いため、等 しく決済機能 を果 たす決済手段 としての金融商品に限 り、そ の機能 に即

して権利義務内容 を同 じくす る必要がある。

こうした機能的解釈は、個々の金融商品の根拠法に基づ く従来の法廨釈論 とは一線 を画す

ものであるが、本章第2節 、第3節 で検討 した よ うに法理論的に不可能なものではなく、

少数なが ら神 田教授な どの有力説 も幾っか提示 され てい る。 しか し、立法を伴 わない解釈

を積み上げると取引当事者の予見可能性 を低 め、却 って取引安全を害するほか、決済 シス

テム以外の通常の取引においても機能的解釈 を立法で取 り込む とすれば、物権 と債権の2

大システムか ら構成 され る現行法体系を根本か ら崩 して しま う危険性がある。従って、決

済システムにおける為替決済保護 の政策 目的に適 う限 りで限定的な立法 を行 うべきであ り、

その中で資金決済 と証券決済をその内容に含 める必 要がある。実際、EUフ ァイナ リティ指

令 も資金決済 と証券決済の双方を対象 としてい るほか、 日本 の証券決済を巡 る議論にも本

稿の資金決済を巡 る議論 と同様 に本指令を参照 して立法すべ きとい うものがみ られ る(道

垣内説。第3章 第3節(4)参 照)。

そこで終章では、この双方 を対象 とする立法のあ り方 を考えることとする。
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第2章 資金決済システムの リスク対策

資金決済システムにお ける リス ク(決 済 リス ク)の 所在 とその対策については、1990年

代初頭時点で既に体系的理解が示 されていた152が、その後現在に至るまで、 リスク対策の

グローバル ・スタンダー ドが1990年 代後半にDINSか らRTGSへ と変容 し、更に2000

年代 に入 るとハイブ リッ ド決済、オフセ ッティング決済の導入へ と進化 したため、新たな

論点が付加 されるに至った。そこで本章では、様 々な制度や実務上の課題 を紹介 しっっ、

現時点における資金決済システムの基本的な理解 を整理す る。

第1節 決済 リス クの所在

(1)決 済 リスクとその分類

一般 に決済 リスクは 「決済が実行 されないために損失 を被 る リスク」153を指 し
、全ての商

取引について想定できるが、銀行は企業や個人間の決済 を集 中して処理するため、最終的

には 「銀行対銀行」の決済 リスクが量的に重要な意味を持つ。そ こで、本稿 では、一般的

な理解 に従い、決済においてその約定か ら契約 の完了、相手銀行か ら顧客への支払 ・受渡

を経て銀行問の最終的な決済完了までに何 らかの事清で決済が予定通 り行われないために

損失 を被 る リスクを決済 リスクと呼ぶ。

決済 リスクは、その原因や性質によ り、信用 リスク、流動性 リスク、システ ミック ・リス

クに分類 され、 リーガル ・リスク、オペ レー シ ョナル ・リス クを含 める場合 もある観。信

用 リスクとは 「取引の一方 の当事者が財務状況の悪化等で決済不履行 になった場合、相手

方当事者 が損害を被 るリスク」、流動性 リスク とは 「決済時点で信用 リスクの顕現化や コン

ピュー タの故障等か ら、一方 の当事者の決済不履行が判明し、相手方が別途資金等を手当

て しよ うとした場合に、時間的制約 が原 因となって高 コス トの調達を余儀なくされ、最悪

の場合 当該当事者 も決済を履行できなくなるリスク」、システミック ・リスク とは 「決済の

過程で生 じる与信 ・受信関係、すなわち未決済残高の存在 を通 じて信用 リスクや流動性 リ

スクが相対の取引当事者 のみならず、他のシステム参加者 に次々と波及 し、決済システ ム

152例 えば
、 日本銀行(1992)な ど。

153中 島真志 ・宿輪純一(2000)13頁 以下参照
。

嗣 決済 リスクは
、金融機関にとっての リスクの現れ方に着 目して、元本 リス ク、価格変動

リスク、流動性 リス クと分類 され る場合 もある。 この場合、元本 リスクとは 「取 引額全体

(元本額)に ついて、最終的な回収不能な損害を こうむるリスク」、価格変動 リスク とは 「資

金や証券 を予定通 りに受 け取れないために、これ を改めて市場で手当てす ることが必要 に

なった場合に、市場価格 の変動に よ り、当初 の契約 よ りも高い コス トの支払 を余儀 な くさ

れ るリス ク」、流動性 リスクとは 「資金を予定 した時刻に受け取れないなどの理由により、
代替資金 を調達す る必要 に迫 られ た ものの、必要な資金の調達が困難 となる リスク」を指

す。
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信用 リスク 取引の一方の当事者が財務状況 の悪化等で決済不履行にな

った場合、相手方 当事者 が損害 を被 るリスク。不履行当事

者は、金融債務 を将来の如何なる時点においても完全 には

履行す ることができない。

流動性 リスク 決済時点で信用 リスクの顕現化や コンピュー タの故障等か

ら、一方 の当事者 の決済不履行が判明し、相手方が別途資

金等 を手当て しようとした揚合に、時間的制約が原 因とな

って高 コス トの調達を余儀 なくされ、最悪の場合当該当事

者 も決済を履行 できなくなる リス ク。不履行当事者は金融

債務 を将来 の時点では履行できる可能性があるが、予定通

りには履行できない。

リ ー ガ ル ・ リ ス ク (支払不能の銀行が発生 した場合 の対応ルールが不確実で

ある場合等)十 分 に整備 されていない法制度や法的不確実

性 が信用 リスクや流動性 リスクを引き起 こし、または悪化

させ るリスク。

オペ レー シ ョナル ・リス ク 事務 ミスやコン ピュー タ ・システムの障害な どによって決

済ができなくなる リス ク。信用 リスクや流動性 リス クを引

き起 こし、または悪化 させ る。広義には不正事件の発生や

評判 の低 下、災害などによって決済不能が生 じる リス クを

含 める。

シス テ ミック ・リス ク 決済の過程で生 じる与信 ・受信関係、すなわち未決済残高

の存在 を通 じて信用 リス クや流動性 リスクが相対 の取引当

事者 のみな らず、他のシステム参加者に次々 と波及 し、決

済システム全体が機能麻痺に陥る リスク

全体が機能麻痺 に陥るリスク」 を指す155。また、 リーガル ・リスクとは 「(支払不能の銀行

が発生 した場合の対応ルールが不確実である揚合等)十 分に整備 されていない法制度や法

的不確実性が信用 リスクや流動性 リスクを引き起 こし、または悪 化させ るリス ク」、オペ レ
ーシ ョナル ・リスクとは狭義 には 「事務 ミスや コン ピ

ュー タ ・システムの障害な どによっ

て決済ができなくなる リスク」、広義には 「不正事件 の発生や評判の低下、災害な どによっ

て決済不能が生 じるリス クを含 める」156(図 表14参 照)。

図表14決 済 リスクの分類

信用 リスクにおいては金融債務を現在お よび将来の如何なる時点でも完全に受け取 るこ

とができないが、流動性 リスクにおいては将来時点では受 け取る可能性があるものの決済

時点では受け取ることができない。また、法的 リス クやオペ レーショナル ・リスクはこれ

らの リス クを惹起 し、悪化 させ る原 因となる157。但 し、信用 リスクや流動性 リスクが存在

155日 本銀行(1992)参 照
。

156中 島真志 ・宿輪純一(2000)16 -19頁 参照。
157こ のオペ レーシ ョナル ・リスクと りわけ コン ピュー タ・システムの障害に絡む部分は決

済システムに とって無視 できない リスクであ り、法的課題 も少なくない。巻末参考資料参

照。
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ヘ ル シュ タ ッ ト事件 ドイツ連邦監督局は、外為市場で活発に活動 していたケルンの小

(1974年6月) 規模銀行であるヘル シュタッ ト銀行の銀行免許を取消 し、決済シス

テム運行終了後の営業時 問内に解散を命令 した。一方、閉鎖発表以

前 にその取引先は、期 日到来 の直物 と先渡取引に係 る独マル クを ド

イ ツの決済システ ムを通 じてヘルシュタッ ト銀行に取消不能の形

で先払い していた。これ は支店やコル レス銀行 を経 由して、同 日後

刻ニュー ヨークで受取予定であった米 ドル を見合いに行われた も

ので あ る。 しか し、ヘ ル シ ュ タ ッ ト銀行 のニ ュー ヨー クにお ける コ

ル レス銀行は、ヘルシュタッ ト銀行の業務停止時点でヘルシュタッ

した り増減す る事実だけでは、決済 システム参加銀行各 自の リスク管理を徹底すれ ば良い

ことであって、決済システムの リスク対策が各国中央銀行や政府 の大きな関心を集 める理

由にはならない。中央銀行等が決済 リス クに大 きな関心を寄せ る理 由は、これ らの信用 リ

ス クや流動性 リスクが金融決済システム全体 を麻痺 させるシステ ミック ・リスクに発展す

る恐れがあるからである。また、システ ミック ・リスクは通常、 リスク発生原因を特定す

るこ とが困難 で、かつ短時間に瞬時に波及す る可能性があ り、 自行だけでな くシステム内

の他 の参加者 の対応 にも影響 され るため、個々の銀行の リスク管理だけでは到底対処 し切

れ ないか らで ある。

(2)決 済 リスク顕現化の例

決済 リス クが実際に発言 した例 としては、ヘルシュタッ ト事件(1974年6月)、BONY

事件(1985年11月)、BCCI事 件(1991年7月)な ど様々なケースがある鄲(図 表15参

照)。

例えば、ヘルシュタッ ト事件では、 ドイ ツの小規模銀行であったヘル シュタッ ト銀行が外

為デ ィー リングの失敗によ り破綻(ブ ンデスバ ンクによる銀行免許取消、清算命令)す る

と同行に対 してマル クを売 り米 ドル を受け取 る外為取引を行 っていた銀行は、マル クを ド

イ ツの決済システムによって支払った後 に同行が閉鎖 されたため、外為取引の時差 に伴い

まだ開いていなかったニュー ヨークの決済システムで米 ドルを受け取ることが出来 なかっ

た。 こ うした決済不履行により、多数 の銀行が損失を被 り、国際金融市場に大 きな混乱が

生 じた。 この後、「外為取引において、時差に伴い、銀行が売渡通貨を支払 ったにもかかわ

らず、買入通貨を受け取れ ないために損失 を被る リス ク」をヘル シュタッ ト・リスクと呼

ぶ よ うになった

また、BONY事 件はコンピュー タ・システム障害による危機 の発生例であるが、これが広

範に生 じた場合にはシステ ミック・リス クに発展する危険性が高い159。

図表15決 済 リスク顕現化 の具体例

158以 下
、BIS(1996a)お よび 中島真志 ・宿輪純一(2000)19-21頁 参照。

159巻 末参考資料では
、危機管理法制 との関係で コン ピュータ2000年 問題(Y2K)を 紹介

している。
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BONY事 件

(1985年11.A)

BCCI事 件

(1991年7月)

ベ ア リングス事件

(1995年2月)

ト銀行 口座か らの米 ドルの払出しを停止 した。この結果、取引先は

先 に支払 った独マル クの全額にっき、損失を被った(信 用 リスクや

流動性 リスクの顕現化)ほ か、ヘル シュタッ ト銀行 との先渡取引に

代替す る別の取引と新たに契約 を結ぶ ことを余儀な くされて損失

を被った。

BankofNewYork(BONY)は 、証券ディー ラーのために証券の受

渡や資金決済を行っていたが、ある日システム トラブルにより証券

決済の指示の送信が不能にな り、証券の受取(資 金の支払)が 一方

的に嵩み、ニュー ヨー ク連邦準備銀行のBONY口 座 に巨額の赤残

が生 じた(オ ペ レーシ ョナル ・リスクの顕現化)。 この赤残を埋 め

るた め、ニュー ヨーク連邦準備銀行か ら300億 ドルの 日中与信 と

230億 ドルのオーバーナイ ト貸 出を受けることで危機 を回避 した。

中東系多 国籍銀行のBCCIが 破綻 した結果、BCCIと 外為取引を

行 っていた英国の金融機関Aと 日本の銀行Bが 損失 を被 った(信

用 リスク)。Aは ロン ドンのBCCIと 行った ドル1ポ ン ドの外為取 引

をBCCI倒 産 日に決済す る予定であったが、Aに よるポン ドの支払

は予定通 り行われた ものの、BCCIか らの ドルの支払は ドルの決済

システムであるCHIPSに おいてBCCIがA銀 行に設定 した相対与

信 限度額(後 述)に 抵触 したため、送信 に遅れが発生。その後、BCCI

が倒産 し、結局Aは 取引元本相 当額の損失 を被った。一方、Bは

BCCI倒 産 日を決済期 日とする ドル1円 の外為取引において、Bは 外

為 円決済システムを通 じて東京 のBCCIに 円を支払済みであった

ものの、米 ドル決済が行われ る前 にニュー ヨーク州にあるBCCI

資産 が凍結 されたことか ら、結局Bも 元本相当額の損失を被った。

この問題 はCHIPSの リスク削減策が却って裏 目に出た事件である

ほか、国際取引では破綻銀行の全取引を全関係システムが決済終了

した後で清算手続 を行 うことは困難であることを関係者 に認識 さ

せた。

英国のベア リングス社が破綻 した際、A銀 行は24日(金)に ベ ア

リングス社へのECUの 支払金 を27日(月)付 けで コル レス銀行

に支払指図を発 していた。26日(日)に ベア リシグス社 に管財人

が任命 された事実を知 ったA銀 行 は、支払指図を取消そ うとした

が、ECUク リア リングの規則上認 められず、損失 を被 った(A銀

行 は27日 に負 けポジションであったが、他の銀行か ら別途資金を

借入れ ることでECU決 済における当 日の最終決済を無事完了す る

ことが出来た)。 ・

(3)決 済 リスクの大 きさ

これ らの決済 リスクは、最終的に決済 され るまでの時間差(ラ グ)が 大きいほど発生率が

高ま り、取引金額が大 きいほどリスク自体 も大 きくなることか ら、決済 リスクの大 きさ(発

生可能性)は この ラグと取引金額 との積 に比例す ると考え られる。 これ を未決済残高 もし

くはエクスポー ジャー と呼んでいる(図 表16参 照)。
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図表16決 済 リス ク のエ クスポー ジャー・

金

額

例 えば、9:00に 振込依頼人aの 依頼 を受 けたA銀 行が、受取人bの 口座 のあるB銀 行に

対 して全銀システムを利用 して為替電文を送信 し、B銀 行は即座 に為替電文 を受信 して受

取人 口座に入金 した とする(図 表17参 照)。

その場合、銀行間で最終的な資金決済が行 われる(A銀 行の 日銀 当座預金を引き落 とし、

B銀 行の 日銀当座預金に入金する)の は当 日の午後4時15分 であるため、この間B銀 行は

7時 間15分 にわた ってA銀 行 に対 して一種の与信を行 っていることになる。従って、仮に

A銀 行が倒産す るなど何 らかの理由で銀行間資金決済が予定通 り行われなけれ ば、B銀 行

は損失 を被 るばか りか一時的に流動性不足を起こ して第三者への支払 に支障をきたす可能

性がある。

図表17全 銀 システムの振込 における決済エ クスポージャー

振込依頼 為替電文送信 銀行間資金決済

A銀 行 ●一一 ● 一 一一一一レ ●

(仕向銀行)A行 日銀当預引落

為替電文受信B行 日銀当預入金

B銀 行 ▼ ▼

(被仕 向銀行)● ● ●

受取人 口座入金

金額

なお、決済には、①1つ のシステムの中で単純に資金決済され る 「単純型決済」と②資金

と他の金融資産(外 貨、証券等)と の交換が別 々のシステムの問で行われる 「価値交換型

決済」が存在 し、本稿が検討対象 とする銀行間の資金決済においては、前者の典型 が内国

為替決済、後者の典型が外 国為替決済 となる。前者 の場合、支払指図発出時点 と最終的な

資金決済時点 とのラグが決済 リスクの源泉 とな り、後者 の場合、資金の支払 時点 と外貨 の

引渡時点 との(各 国の決済 システム運営時間の時差 により生 じる)ラ グが決済 リス クを生
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み出す もととなる。前者 については既 に全銀 システムの例 で見たとお り比較的単純である

が、後者 の外為決済につ いては前者のラグに加 えて ドル引渡 を受ける時点で時差によるラ

グが加 わる。すなわち、2通 貨の最終的な受渡は通常、決済 日に日本 とアメリカで別々に行

われ るため、時差の関係で円の受渡は ドルの受渡に先行す ることにな り、外為特有のラグ

が生 じるのである。

外為決済におけるエクスポージャーの性格 をもう少 し詳 しく見てみよ う。例 えば 目本のA

銀行 とアメ リカのB銀 行が 日本 円 と米 ドルを交換する取引を考える。通常は円は外為円決

済システムで、 ドルはCHIPSで 決済 され るので、決済システムはこれ らを利用す るもの と

考えることとしよう。

まず、取引は約定によって開始 し、約定後にB銀 行 に問題が生 じ、契約が履行 されなく

なった場合でも、支払指図が取消不能 となる時点までであれば取消可能な状態 といえ、A銀

行 は支払指図をまだ発 出 していないか一方的に取消す ことが可能なので、この時点では市

場で価格が変動することに伴 う市場 リスクこそあるものの、取引額 に相当するエクスポー

ジャーは発生 していない。外為決済 リス クが発生す るのは売渡通貨の支払指図を一方的に

取消せな くなる時点である。 この時点以降は、全銀 システムの例でみた単純決済型 と同 じ

決済 リスクを元本金額分だけ負 うことになる。 ここか ら決済システムの最終的な決済期 限、

すなわちB銀 行はA銀 行が外為 円決済システムに円貨 を払い込むまで、A銀 行 はB銀 行 が

CHIPSに 米 ドルを払い込むまでエ クスポージャーが存続する。 日米間では冬時間で14時

間の時差があ り、円貨払込の方が どうして も早 くなるため、外為円決済制度の円決済 ・受

渡確定時点とCHIPSの ドル決済 ・受渡確定時点 とは相互の決済時点を調整 して もやは り数

時間程度のラグが残 る160(図 表18参 照)。

160一 方
、日銀ネ ッ トとFedwireに おいては、双方が稼働時間を延長 し合 うことにより決済

時間が数時間オーバーラ ップ しているため、時間帯を選んで決済すればPVPが 可能である。

また、このオーバーラップ部分 を利用 した外為決済システムとして、2002年9月 か らCLS

(第1章 第1節(3)イ.参 照)が 稼動 している。
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図表18円 ・ドル交換取引におけるエクスポージャー

契約交渉 取消不能時 円決済 ドル決済

A銀 行 ◆ 一一→ 一 〒一レ● 一

(円売懶)

円受渡↓ 闘
B銀 行 ◆ 一一一一→ひ 一 一 〇 一

(ドル売・円買)α 期間 β期間

しか し、実際には数時間程度では止 まらない。支払通貨の支払指図が取消不能になった時

点か ら受取通貨の入金が確認 できるまで、現在 の取引慣行上は約3日 間かかるため、外為

にかかる決済 リスクの存続期間はその分継続す るほか、3日 以上存続す る場合 もある161。こ

れは、各決済システムにはカッ トオフ ・タイム(支 払指図の送信 ・取消の締切時間)が 設

け られているが、外為取引は件数 が多いため、カ ッ トオ フ ・タイムに合わせて余裕 を持 っ

て支払指図を送信する必要がある一方、実際に資金を受領 してか ら行内での リコンサイル

(受領確認)を 完了す るまでに時間がかかるほか、米 ドル決済 を米銀等に委託 している場

合にはこれに委託銀行での作業時間が加 わるためである。このように、買入れ通貨の最終

的な受領 を確認する レコンサイルまでは事務 ミス等に伴 うリスクが存続 してお り、外為決

済 リスクも先払い側(上 記A銀 行な ど)に 特有の ものとは言 えず、上記B鈕 行において も

円の受取確認がなされない まま米 ドルの支払指図の取消不能 時間を迎えて しまい、結果的

にB銀 行が リスクを負 う揚合 が想定できる。

第2節 決済システムの安全性 と効率性

本稿 では決済システムの安全性によ り多 くの重点を置いた分析 を行 っているが、決済サー

ビスの社会的コス トは1国 のGDPの3%に も及ぶ決 して無視 できない規模であり162
、決済

システムの効率性 も無視で きない。 しか し、決済 リスク対策 の重要性が強調 され るほ どに

は、決済 の効率性 との兼ね合いで どの程度安全性が求 められ るか、について、金融論 の教

161中 島真志 ・宿輪純一(2000)23頁 参照
。

162佐 藤節也(1998)124頁 参照
。
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科書にはあま り書かれていない。そ こで、決 済 リスク対策 を論 じる前 に、①決済システ ム

の料金設定と②決済システムにお ける安全性 と効率性の トレー ドオフの2点 について考察

す る。

(1)決 済システムの料金設定

決済システムの効率 性を考 える際、まず決済システムの開発 ・運営コス ト回収 のた めの料

金設定が適切な レベルに設定 されていることが必要になる。決済システムの開発や システ

ム運営には多大なコス トがかかる163ため、その回収 に当たっては、受益者である参加者 が

杢来負担す る必要がある。実際、 日本の外為 円決済システム も 「参加銀行に対す る請求は、

その利用度に応 じたコス ト回収の原則 に基づいている164」。

佐藤節也(1998)に よれ ば、決済システムによる料金設定の考 え方 として、①投下 され

たシステム開発 コス ト165および運営 コス ト166の部分的な回収 を図 るよ うな料金設定 とす る

(partialcostrecovery)、 ②その全額 につ き回収 を図るよ うな料金設定 とす る(fullcost

recovery)、 ③将来のシステム追加やア ップグレー ドを見越 してコス ト総額を上回る回収 を

図るための料金設定 とする(plannedgrowthcostrecovery)等167に 大別 され、中央銀行が

運営す るシステムについては、決済システム分野への民間か らの競争的参入 を妨げること

がない よう低す ぎる料金設定を行わないことが留意点 とされ る。

決済システムの料金設定は、一般 に① システム参加費用、②年間利用料、③一件当た りの

利用料、④ア ドホ ックな料金に大別 され るiss。システム参加費用 は、取引件数 の少ない利

用者 がな るべ くシステムに直接 アクセス しないよ うにする手立て となると共に、システム

開発費用負担の一部を利用者 に転嫁す るメカニズム として機 能 し、年間利用料は、取引件

数の多い参加者 に割 引料金を適用 した り、最低利用料金 を設定する等の措置 により、シス ー

テム利用 のイ ンセンティブを高めるメカニズム として機能 している。一件 当た りの利用料

は、決済 口座一 口座 当た りの維持 コス トやバ ッチー本 当た りの処理コス トといった固定費

をカバーする部分 と、取引件数 に反比例す る一件 当た りの処理コス トであるコス ト変動費

163米 国の場合
、決済に要する取引 コス トは平均取引金額の5%前 後であるとする試算 もあ

る。佐藤節也(1998)114-116頁 参照。
164全 国銀行協会事務委員会(2001)18頁 参照

。
165サ イ ト建設費(施 設

、安全設備、通信設備)、 コンピュー タ設備費、アプ リケーシ ョン・
システム費(デ ザイン、開発、テス ト)、管理のための人件費等。
1θ6決済サー ビス提供に係 るシステム運営

、維持 ・補修 、顧客サポー ト、その他管理費用で、
.具 体的 には施設 リース費用、設備賃貸費、減価償却費、人件費、各種管理費、税金等が含

まれ る。
167そ の他

、佐藤節也(1998)116-117頁 によれば、 「新興経済国においては、決済 システ

ム開発 当初の数年間の決済件数 が比較的少数 に止まることか ら、システム利用を促進す る
上で利用料金をコス ト回収に必要な レベル よ りも意図的に低 く設定す るケース(under

recoverypricing)も ある」。
168佐 藤節也(1998)116 -124頁 参照

。
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をカバーする部分 とに分けて算出す る二分割料金体系(two・partpricing)で 算出 され る こ

とが通常であ り、システム運営コス トを全額回収 しつっ、個別ユーザーの取引件数の多寡

に応 じて利用料金 を差別化す るメカニズムとして機能 してい る。なお、ア ドホックな料 金

はソフ トウェア ・アップグレー ド等 、規定の料金体系に含まれ ない顧客サー ビスのコス トを

カバーする。

一方、決済システムが公共インフラである以上、公的な決済 システムの開発 コス トは政府

や中央銀行 も負担すべきである。従 って、中央銀行 の運営す る決済システムの揚合 は民 問

の決済システム とは異な り、中央銀行が開発 コス トの一部 または全部 を負担す る揚合が あ

る。実際、日本銀行(2002)15頁 は、 日本銀行が提供す る決済サー ビスの利用料金決定基

準にっいて以下のように 自らほぼ全面的にコス トを負担する方針 を明確 にしている。

「まず、日本銀行が当座預金決済サー ビスや国債決済サー ビスを提供す るに当た り
、

そのイ ンフラ整備 に要す る費用(シ ステム開発 ・維持 にかか る費用等)は 基本的に 日

本銀行が負担すべきものと考 えている。 これは、金融機関間の資金決済や国債決済を

処理す るために 日本銀行が提供す る決済システムは、金融市場の基盤 となる社会的イ

ンフラであ り、技術革新等外部環境の変化 に応 じて169その安全性 ・効率性の向上のた

めの投資を行ってい くことは、中央銀行の本来的な仕事であると考えられるか らで あ

る。 もっとも、そ うしたサー ビスを 日銀ネ ッ トを通 じてオ ンラインで利用す る参加者

は、書面べ一スで利用する場合 と比較 して、事務負担軽減や処理時間短縮 といったメ

リッ トを享受す ることができる。このため、日銀ネ ッ トを利用 してアクセスす る場合

には、オンライン利用に伴 う受益部分に対応す るコス ト、すなわち大概接続費用や回

線使用料 を、それぞれ基本料金および度数料金の形で回収 している。」

このよ うに日本銀行がシステム開発 ・運営コス トを全面的 に負担 し、オンライ ン利用 に伴

う若干のコス トのみ を日銀ネッ ト参加者 に負担 させることにはメ リッ トとデメ リッ トが存

在 し得 る。メ リッ トは、参加者に とって 日銀 ネッ トのよ うな安全 なシステムを利用 し易 く

なることであ り、決済 リスクの認識が不足 している参加者が コス トの削減だけを 目的 に安

全性 の劣 る決済システムを選好す る危険 を排除できる。 また、参加者である銀行の破綻 は

その銀行 の預金者 にも多大な影響を与えるた め、こ うした政策 は預金者保護に も寄与す る

であろ う。一方、デメリッ トは、全銀システムなどの民間システムが将来的に 日銀ネ ッ ト

の営業分野に競争 的に参入 し、アメ ソカのFedwireとCHIPSの よ うな競合が生 じる場合 、

既 に安全かっ コス トの安 い効率的な システムが独 占的に供給 されているため、民間参入 の

可能性を排除す る点である。現状は 日銀ネ ッ トと民間決済システムの問には業務分野の棲

169シ ステムの開発 コス トは技術進歩によ
って も変わ り得 る。例えば、 日本では10年 前に

は既 にRTGSシ ステムが安全性確保 において望ま しいことが認識 されていたが、全ての取
引をRTGSで 処理するにはシステム開発 コス トが嵩むほか、参加銀行の資金管理 コス トも

嵩む ことから、日銀ネ ッ トでは長 らくRTGSモ ー ドとDTNSモ ー ドを選択できるシステム

を提供 し、実際にはDTNSモ ー ドが圧倒的 に多 く利用 されてきた。RTGSシ ステ ムの広範
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み分 けが事実上存在す るため、デ メ リッ トは顕在化 していないが、将来的には欧米 に倣 っ

て決済システム間の競合を活発化 させて 自己改革 を促す政策 を採 る可能性もあ り、その揚

合 には 日銀ネ ッ トの価格設定 もよ り参加者の利用料負担を高める方向の改革が求められ よ

う。

(2)安 全性 と効率性の トレー ドオ フ

決済システムの構築においては、一定水準の安全性や効率性 を備 えるシステ ムであれ ば、

それ以上、安全性 を追求す るとそのための コス ト(例:担 保負担)が 嵩んで効率性が劣 り

(例:取 引費用 の増加)、 効率性 を追求す る と安全性 に係 る措置を軽減(例:無 担保化)す

るため安全性 が低下す る場合が多い。この ように安全性 と効率性は一般に トレー ドオフ関

係にある。

仮に同じ業務分野について、安全であるが割高な決済 システム(例:中 央銀行システム)

と安全性は劣 るが割安な決済システム(例:民 間システム)が 存在 した場合、決済システ

ム参加者の リスク認識 が十分に高 く、決済システム以外の リスク要因を捨象 して考 えれ ば、

参加者 は取引に応 じて決済システムを使い分 ける筈である。従 って、仮に市場が完全で、

リスク認識が高い合理的参加者Xが 、金額Lの 決済 につき、デフォル トが発生す る確率が

p、1単 位当た りの取引コス トがrの 決済システムAと 、デフォル ト発生確率がq(<q)、1

単位 当た りの取引コス トがs(>r)の 決済 システムBの 二者択一を迫 られた場合(デ フォル

トが発生 した場合には金額Lを 必ず100%損 失す ると仮定)、

決済システムAに 係 るコス トの期待値はpL+(1・p)・0+rL=(p+r)L、

決済システムBに 係 るコス トの期待値 はqL+(1・q)・0+sL=(q+s)L

にな り、どちらも同 じ 「決済の完了」 とい う便益が得 られるな らば、p+rかq+sの 何れか

コス トの低い方 を選好す ると考えられる。

しか し、実際には参加者の リス ク認識 は必ず しも高 くなく、潜在的な可能性 を加味 した

p+rとq+sを 比べるのではな く、 目先の取引 コス ト、すなわちrくsの 比較だけで決済シス

テムAを 選択 し、結果的に安全性 を犠牲にす る可能性が高い。また、情報の非対称性 から

仮に参加者の リスク認識が高くて もデフォル ト確率のpやqを 予測す ることは困難である。
一方

、取引コス トの中に リスク・プ レミアムが反映 されているとすれば、リス ク愛好者(risk

lover)の 参加者 であればr<sの 比較だけで決済 システムAを 選択することが合理的 とも考

えられ るが、①pやqと 同様にrやsに リスク・プ レミアムを正確に反映す ることは不可能

であるほか、②決済システムは参加者相互の債権債務が密接 に関係 しあっているため、1参

加者 の取った リスクが顕現化すれ ば、 リスク回避者(riskaverter)で ある他 の参加者や預

金者 にも外部効果(外 部 不経済)が 及ぶた め、決済 システム全体の安全対策が公共的課題

になってくる。実際、BIS(2001a)170は 、

な採用が可能になったのはコンピュータ技術の飛躍的 に進展 したここ数年のことである。
170BIS(2001a)第2章 の2

.2参 照。

76



「決済システムの安全性 と効率 性とい う目標は、市揚 メカニズムだけでは必ず しも十

分に達成 されない惧れがある。なぜな ら、システムの運営者や参加者は全ての リス ク

とコス トを負担す るとは限 らないからで ある。運営者や参加者 は、自分 自身や他の参

加者が破綻す る リスクや、他の参加者 に負担 させるコス トを最小化す るための十分 な

イ ンセ ンティブを持っていないであろ う。」

としているほか、それ以外の要因 として、

「さらに、決済システムの制度的な構造が効率的な設計や運営を促す十分なイ ンセ ン

ティブ と仕組みを与えない場合 もある。また、規模 の経済や参入障壁 といった経済的

要因は、決済システムや決済サー ビスの提供 における競争 を制限する要因となる可能

性がある。実際、決済システム提供者の数が非常に限 られているか、単一の提供者一

一その場合、通常は中央銀行であるが しか存在 しない国が多い。」

と指摘 してお り、 日本のように決済システム同士が業務分野を棲 み分けて 「独 占」 してい

る状況下では市場メカニズムが有効 に機能せず、公共政策的観点か ら決済システムの安全

対策を図る必要がある。現在 の独 占状態を前提 とした公共政策 としては、前項で検討 した

「安全性の高い 日銀ネ ッ トが目先の コス トである利用料を低廉 に抑える点」は合理 性を持

つのであろう。

一般 に
、日本の ように市場メカニズムの十分に働かない状況下では、決済システムの改革

に伴 う膨大なコス トは、厳密なコス ト・ベネ フィッ ト分析試算 によって決定され るのではな

く、参加者の リスク認識や国際金融情勢等 の様 々な要因か ら中央銀行や民間決済システ ム

提供者が政策判断するのが通例である。例 えば、2001年1月 か らの 日銀ネ ッ トのRTGS化

で 日本銀行は多大なコス トを負担 したが、 これは安全性のベネ フィッ トをコス トと正確 に

試算 した結果の産物ではな く、欧米やアジア諸国が相次いでRTGS化 したことや金融 ビッ

グバンの目玉の ユつ として注 目されたこと等か ら、 日本銀行が政策判断 として採用 を決 め、

市場参加者へのコンサルテーション171を経て決定 した ものである。

第3節 決済 リスクへの対応策 とその課題

第1飾 で検討 した決済 リスクの理解 に立てば、決済 リスクへの対応策 としては、①エ クス

ポージャーの削減によ り、決済不履行 の可能性を減 らす ことと(事 前策) 、②決済 リス クが

顕現化 した場合の備 えを万全に してお くこと(事 後策)の2つ が想定できる。

(1)事 前策

まず、事前策について見てみ よう。決済 リスクを削減するには、決済エ クスポージャーの

削減、す なわち①決済金額 と②決済所要時間(ラ グ)を 削減す ることが重要である。決済

金額を削減する具体策 としては、①与信 ・受信限度額(キ ャップ)の 設定、②ネ ッティン

171日 本銀行(1996)参 照
。
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グの導入があり、ラグを縮減す る対策 としては、①決済の迅速化、②RTGS決 済・ハイブ リ

ッ ド決済 ・オフセ ッティング決済 の導入、③資金 と他の金融資産(外 貨、証券等)と の間

の同時決済(PVI)、DVP)の 導入が挙げ られ る(図 表19参 照) 。

図表19決 済 リスクへの対応策

A:決 済金額削減 ↓

A.決 済金額を削減する対策

イ.与 信 ・受信限度額(キ ャップ)の 設定

決済金額の削減策 としては、まず反対取引の有無 に関わらず取引金額そのものに限界を付

す る 「与信 ・受信限度額(キ ャップ)の 設定」が ある。これ は、決済システムの参加者が

決済の過程で生 じる与信に対 して予め相対でネ ッ ト与信限度額を設けた り(相 対ネ ッ ト与

信限度額方式)、他の参加者全体 との問で 自己の負 うネ ッ ト与信 ・受信額に限度を設ける(仕

向超過 限度額方式)対 策で、様々な決済システムにおいて採用 され ている。相対ネ ッ ト与

信限度額方式は、他のある決済システム参加行 か ら仕 向け られ る額か らその参加行 に仕向

ける額 を差引いた額を一定額以下に制限す ることでエ クスポー ジャーを削減す る方式で、

ここでの限度額は相対で設定され、 日中いっで も変更可能で ある。 アメ リカのCHIPS172が

2001年1月 のCHIPSFinality導 入(後 述)ま で採用 していたほか、 日本の外為円決済シ

ステム173で採用 され ている(全 銀システムは仕 向超過限度額のみ174)が 、同時に以下のよ

172CHIPSは1984年10月 か ら
、他の参加者の各々に対 し、相対のネッ ト受取限度額 に上

限を設定 し(BilateralCreditLimit)、1986年 には各参加行がCHIPSに 仕 向けることので

きる支払指図の合計額 に上限(cap)を 設定(capは 、ある参加行が他の参加行か ら設定 さ

れているネ ッ ト受取限度額の合計の5%)し ていた(SenderNetDebitCap)。 中島真志 ・

宿輪純一(2000)84頁 参照。
173外 為 円決済システムは

、従来任意に適用 され るネ ッ ト受取限度額 のみを有 していたが、

1998年12Aよ りネ ッ ト受取限度額の設定 を義務付 けると共に、新たに仕 向超過 限度額を

新設 した。ネ ッ ト受取限度額 とは、相手銀行か ら受 け取る支払指図の合計額(相 手行 に対

す る債権額)か ら、当該相手行に支払 う支払指図の合計額(相 手行に対す る債務額)を 控

除 した金額にかか る限度額で、各加盟銀行 は、他 の加盟銀行に対 して個別にネ ッ ト受取限

度額を設定することに より(設 定できる上 限額は差 し入れた担保額か ら一定の算式によっ

て算出され る)、 他の加盟行各行に対す る未決済残高 を一定限度以内に抑制できる。 また、
ある加 盟銀行が破綻 した場合には、破綻 した加盟銀行が決済すべき金額 を、各加盟銀行が

設定 したネ ッ ト受取限度額に比例 して負担す る義務 を負 うた め、 リスク管理上のインセ ン

ティブを高められ る仕組み となっている。一方、仕 向超過限度額は、ある加盟行が他の加
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うな一定の限界 も存在する。

まず、第一に決済の効率性維持の観点によるもので、限度額 を低 く設定すれ ば為替取引量

に制約が加わ り、ネ ッ ト決済システム本来 のメ リッ トである為替取引の大量処理が阻害 さ

れ る恐れがあるため、角 を矯めて牛 を殺す ことのないよう一定の限界を付する必要が出て

くる。 第二に、銀行の顧客対応上の観点 によるもので、例 えば全銀システムを利用 して為

替業務 を行 う銀行でオンライン通信時間中に限度額超過が発生 した場合、当該銀行の発信

電文はエ ラー扱 いとなる。 この場合、被仕 向の入金により限度内に収まって大 した混乱 も

なく対応できれ ば問題ないが、万が一長時間にわたって限度額超過 の状態が続いた場合、

その銀行の営業店窓 口は顧客対応上相当な混乱を来すであろ うし、銀行 の限度額管理に過

失があった結果送金が遅延 し損害を被った として、振込依頼人が銀行に対 して送金遅延の

賠償責任 を問 う恐れもある175。その際、限度額 の設定 とい う銀行間の リスク管理の問題が

銀行 とは直接関係のない顧客にiを 与 えるわけで、社会の納得 を得 る上で もキャップを

引き下げることには限界が伴 う。 なお、全銀 システムでは、この事態に備えて一定の条件

下に銀行からの申請によって一時的に限度額の変更を認める運用を行っている。加盟銀行

は自行の為替 の動 きや大 口振込予約状況等か ら限度額超過 を事前に予測可能な場合は、事

前に申請することによって限度額を変更できるほか、オンライ ン通信時間中に大 口の振込

依頼の集 中等予期せぬ事態が発生 した場合にも一時的に引き上げることができる176。これ

らの措置は、仕向超過額管理運用委員会の内部審査を受 けるものの、運用次第では リスク

管理 が尻抜けになる危険性 も有 している。

また、図表11のBCCI事 件で示 した よ うに、 リスク対策である筈のCHIPSに おける相

対受信 限度額制度の存在によって送金指図が滞 る結果、相手方が リスクを被るケースもあ

盟行か ら設定 されているネ ッ ト受取限度額 の合計に一定の基準率(1992年2月 以降5%)

を乗 じて算出 され、 日中一定である。支払指図がネッ ト受取限度額や仕 向超過 限度額に抵

触 した場合、事務の円滑化 に資するため、直ちにエ ラー とはせず、 日銀ネ ッ トにお ける伝
送保 留機能を利用 して一定 間隔毎に限度額チェックを繰 り返 し、限度額 内に収 まれば支払

指図の処理を行 う。また、午前11時 までに1日 の支払指図の うち件数で65%以 上、金額で
55%以 上を送信する紳士協定を定め、各加盟行 くが資金を受 け取るまで支払わないため決

済が廻 らない 「す くみ」の発生 を抑止 している。詳 しくは中島真志 ・宿輪純一(2000)243・244

頁、全国銀行協会事務委員会(2001)16頁 参照。
174全 銀 システムについては

、1990年7月 か ら仕 向超過額管理制度(全 銀 システムに対す

る各加盟銀行の仕向超過額(仕 向額 一受取額)に 一定の限界 を設けるこ とにより、未決済
残高を抑制する制度)を 設けている。この仕 向超過限度額は1994年1月 以降は 自己申告で

設定 され、事後的な損失分担ルール との関係で申告額に見合 った担保 をセン トラル ・カ ウ

ンターパーティー(東 京銀行協会)に 差 し入れてきた。2001年 か らは、この担保方式に代
わって保証行責任方式が導入 され、仕向超過 限度額 と同額の担保 ・保証 を東京銀行協会 に

差 し入れ ることとなった。全国銀行協会事務委員会(2001)6、8頁 参照。
175な お

、 日本は採用 していないが、国際振込に関するUNCITRALモ デル法17条1項 に

よれば、受信銀行はた とえ無過失で も受取人に遅延利息を払い戻 さなければな らない
。岩

原紳作 ・藤下健(1992)95-100頁 参照。
176箕 輪重則(1990)19頁 参照

。

79



り、制度 の設計に当たっては注意が必要である。

ロ.ネ ッティングの導入

次 に、見合い状態にある反対取引がある場合 に双方をネ ッ トアウ トして取引金額 を減少 さ

せ る 「ネ ッティング」 と呼ばれる対策がある。ネ ッテ ィングには概 ね3種 類 ある(図 表20

参照)が 、決済金額を縮減す る上で重要なのは 「オブ リゲーション ・ネッテ ィング」 と曄

ばれ るものである。

図表20ネ ッティングの種類

〆

これは、同一の取引当事者間で取引対象、履行期等が等 しい取引が複数行われる場合、取

引発生 の都度その債権債務 をネ ッ トア ウ トし、これ を新たな1本 の残額債権債務 に置 き換

える対策である。決済システムには、決済が完了す るまで グロスの個別債権債務が残存す

る場合(支 払時点で初 めてネ ッ トア ウ トす るペイメン ト・ネ ッティング)が あるが、 これ

では決済完了時点まで未決済残高 もグロス金額で存在す ることになるため、決済が完了 し

なかった場合の リスクも大 きい。 一方、オブ リゲーシ ョン ・ネ ッテ ィングは取引の都度、

同一取引当事者間の取引対象や履行期等が同じ債権債務 をネ ッ トア ウ トし、新たな ユ本の

残高債権に置 き換 えるた め、未決済残高をネ ッ トベースにまで削減でき、その分、決済の

手数や ミスの生 じる可能性 を縮減できる。 こうした対策は、外為取引やデ リバティブ取引

のよ うな反復的 ・重複的取引の場合 に特 に導入効果が大きい177。未だペイメン ト・ネ ッテ

177例 えば
、日に履行期を同 じくす る300の 銀行間先物外国為替取引を12通 貨で行 う場合、

合計600の 受払がオブ リゲーシ ョン ・ネ ッティングによって最大わずか12の 受払ですむ ご
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ペ イ メ ン ト ・ネ ッティ ン グ 履行期を同じくす る複数 の債権 ・債務を有す る決済

システム参加者がいる場合、履行期が到来 して履行 を行

う際 に、互いの債権 ・債務 を差引 し、その差額のみの履

行 を行 うこととする取極 めを指す。

日本においては、債務の履行方法を当事者間合意で

定 めたものと考 えられるので有効であるが、履行期が到

来す るまで債権 ・債務 は元のままであるた め、履行期 ま

でに相手方が倒産 した場合 には相手方に対す る債権は

履行 されない リスクが大きい。

オブ リゲーシ ョン ・ネ ッテ ィ ング 同一の取引当事者間で取引対象、履行期等が等 しい

取引が複数行われる場合、取引発生の都度その債権債務

をネ ッ トア ウ トし、これを新たな1本 の残額債権債務 に

置き換 える取極め(本 文参照)。

ノベーシ ョン ・ネ ッティングともい う。
一括清 算(ク ローズ ア ウ ト・ネ ッ

テ イン グ)

決済システム参加者に対す る倒産 申立て等、一定事、
由が生 じた場合 に、通貨や受渡 日の異なる全債権債務 を
一括 して決済 し

、履行期 の到来 した1通 貨の債権に置き

換 えるネ ッティング契約(本 文参照)。



イングを採用 している決済システム も多いため、オブ リゲーシ ョン ・ネ ッテ ィング導入 に

向けて新たな決済スキームを構築す る必要があろ う。なお、ネ ッティングには 「一括清算

(ク ローズア ウ ト・ネ ッティング)」 と呼ばれ る重要な類型があ り、決済システム参加者 に

対する倒産 申立て等、一定事由が生 じた場合に、通貨や受渡 日の異なる全債権債務 を一括

して決済 し、履行期の到来 した1通 貨の債権 に置き換 えるネ ッティング契約であ り、これ

についてはリスク対策の事後策 の中で検討する。オブ リゲー ション ・ネッティング と一括

清算は何れも取引金額を縮減す ることで未決済残高を削減す る効果 を有す る(図 表21 、22

参照)が 、ペイメン ト・ネ ッテ ィングは決済時点まで未決済残高は縮減 しない。

我が国の全銀システムや外為円決済 システムをみ ると、決済時点までグロスの個別債権債

務が残存す るペイメン ト・ネ ッテ ィングであ り178、取引の都度、同一取引当事者間の取引対

象や履行期等 が同 じ債権債務 をネ ッ トアウ トし、新たな残高債権 に置 き換えるオブ リゲー

ション・ネ ッティングは採用 していない。従って、未決済残高をネッ トベースまで削減 し、

決済の手間や ミスの生 じる可能性 を軽減す るとい う点ではオブ リゲーシ ョン・ネ ッティン

グに劣 り、支払時点で決済システム参加者の倒産等が生 じた場合にはネ ッ トベースでぽな

くグロスベースで損失 を被 って しま う。ペイメン ト・ネ ッティングは、法的 にみると、平時

においては債務の履行の方法を合意で定めたに過 ぎないので当然有効179であるが、決済時

点で初 めて処理を行 うため、それ までに決済システム参加者が倒産 した場合 においては倒

産管財人に対抗できない。すなわち、倒産後のネ ッ トアウ トは勿論、倒産時のネ ッ トア ウ

トも否認 され る可能性 がある。その結果、双方未履行 の債権 ・債務が残存 し、管財人の履

行選択権(破 産法59条 、会社更正法103条)に かか り、取引相手方は損失を被 る リスクが

ある)。 これ に対 してオブ リゲー ション ・ネ ッテ ィングは、取引成立の都度、債権債務をネ

ッ トア ウ トして確定す る段階交互計算であるため、決済システム参加者 の倒産前に既 にネ

ッ トアウ トされているので倒産管財人 にも対抗できる。

とか ら、単純に考えれば決済の手間に掛か るリスク発生の可能性を98%も 削減できる。
178例 えば

、全銀 システムを規律す る内国為替決済規則10条 は、「(東京銀行協会が取得 し

た債権債務は)決 済開始時刻に対 当額で相殺 されたもの とす る」 として、ペイメン ト・ネ
ッティングであることを示 している。
179神 田秀樹(1994)9頁 参照

。
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図表21ネ ッティングによる取引金額 の圧縮

簒

債

務

図表22ネ ッテ ィングの概念

摘要:一 レAに 対するBの 債権、+Aに 対す るBの 債務

支払 日5日10日15日

/;fir引A≡≡ 墨 辮 鱗 瞭
)羅

≡≡ ≡≡ 茎 儺 編 喉 務纐9・)隻 嘱稀
15日 支払の債権債務 の 等 し い

一一一～ 一一レ(債 権総額100 、債務 債 摩 債 務一 一一一～ 一一レ 総額
60)を 不 ッ ト

アウ ト

三獄 支響 日10p5px#bの錨 壷

イン グ 。
一一 一一一 一一一一一 一一 一 一 レ15日 支払 の債権40支 払 日 の

違 う 部 分一括 清 算 支払 日4日(Aが 支払 不能)
も ネ ッ ト

A→B欝 鷺 蹤 ネットアウトし'ア ウト
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ペイメン ト・ネ ッティングにせ よオブ リゲーション・ネ ッテ ィングにせ よ、ネ ッティング導

入 に当たっては、マルチラテラルなネ ッティング・スキームを構築す る際に伴 う法的有効性

確保 の課題がある。

ネ ッテ ィングは2当 事者間で行 うバイ ラテラル ・ネ ッテ ィングと3以 上の多数当事者間で

行 うマルチラテ ラル ・ネ ッティングがあるが、決済 システムに取 り込む場合、ネ ッ トア ウ

トし得 る金額か ら考える と一般 にマルチラテラル ・ネ ッテ ィングの方が望ましい。 この場

合、清算機 関(セ ン トラル ・カ ウンターパーテ ィー)を 置 いて新債権債務 の当事者 とす る

場合 と置かずに何 らかの基準に従って既存の当事者に帰属 させる場合が想定できるが、セ

ン トラル ・カ ウンターパーティーを伴わないマルチラテ ラル ・ネ ッティングにおいては法

的有効性が疑問視 されている。

そこでまず、マルチラテ ラル ・ネ ッティングの仕組 みについて具体的に見てみよう180。図

表23で 、仮 にAがBに3万 円払 う、BがCに2万 円払 う、CがDに4万 円払 う、DがAに

5万 円払 う、 とい う4つ の取引(=8つ の債権 ・債務)が あった とす ると、AとB 、Bと

C、CとD、DとAの 問でバイラテラル ・ネ ッティングを行 ったとしても、AとB 、Bと

C、CとD、DとAの 間には、それぞれ1っ しか取引がないため、 もとの債権 ・債務が再

び現れるに過 ぎない。一方 、マルチラテラル ・ネ ッティングでは、誰へ支払い、誰か ら受

け取 るかを問わず、その人 の総支払額 と総受取額 とを差引 くため、Aは 新たに2万 円の受

取 り債権をもつ。 同様 にBは1万 円の受取 り債権、Cは2万 円の支払債務、Dは1万 円の

支払債務 をもつ ことになる。

しか し、この例で新たに創 出されたAの 債権2万 円、Bの 債権1万 円、Cの 債務2万 円、

Dの 債務1万 円が、それぞれ誰 に対す る債務債権か とい う点 は不明確で、様々な当事者 間

のや りとりの差額 として出てきた債権 ・債務のため、「誰 に対する」債権 ・債務かは特定で

きない。欧米諸国のように、このよ うなマルチラテラル ・ネ ッティングを立法で有効 とし

ている国 もある(後 述)が 、 日本 においては特別の立法はな く、解釈上はこうしたマルチ

ラテラル ・ネ ッティングの法的有効性 には疑 問が呈され ている181。マルチラテ ラル ・ネ ッ

テ ィングはネ ッ トア ウ ト後の支払いが正常になされなかった場合の処理が実務 的に難 しい

ため、損失分担のあ り方が不適切な場合 には、ある参加者 の決済不能が他の参加者 に悪影

響 を及 ぼす可能性 を高め、システ ミック ・リスクを増大 させ るようなリスクのシフ トや集

中をもた らす可能性がある。従 って、損失分担 が リス ク対策上望ま しい ものであるの と共

に、法的有効性 も十分確保 されてい る必要がある。

180本 設例につき
、青木周平(2001)参 照。

181例 えば
、久保 田隆(1993b)9頁 、石黒一憲 ・貝瀬幸雄 ・佐藤鉄男 ・弥永真生 ・真船秀

郎 ・土橋哲朗(1995)362頁(弥 永真生教授執筆部分)、 青木周平(2001)な ど。
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図表23

出典:青 木周平(2001)

そ こで・全銀システムや外為円決済制度 では、最近になって このセン トラル ・カ ウンター
ノ

パーテ ィーを導入 し、マルチラテ ラル ・ネ ッテ ィングの法的有効性確保 を果た した。清算機

関 とは、A-B、B-Cと いった全ての取引の間に介在 し、全 ての取引にお ける一方の当

事者 となる。その上でXと の間でバイ ラテ ラル ・ネ ッテ ィングを行 うと、結果的に 「誰に

対す る債権 ・債務 か」が明確 になる上に、マルチラテ ラル ・ネ ッテ ィングと同様 の効果が

得 られ る(図 表24参 照)。

図表24、

セ ントラル ・カウンター パ ーティー(驪)の 役 割

出典:青 木周 平(2001)
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次にネ ッティングの法的有効 性にっいて簡単に説明 しよ う(詳 しくは第3章 で検討す る)。

決済システム参加者が倒産 した場合、その参加者 の倒産管財人 に対 してネ ッティングの有

効性 を主張できない と決済の効力が否定 され、組戻 され る法的 リスクが残 るが、この揚合、

倒産管財人はネ ッティング契約 の当事者ではないので契約 内容 には拘束 されない。従 って、

契約準拠 法ではな く法廷地法が適用 され、約 定相殺で はな く法定相殺 の効力が争われ る可

能性が高 く、法務スタッフが契約内容を工夫 してもリスクは防げない。

ネッテ ィング決済は、日本の決済システムでは 「相殺 」と法律構成 されるのが普通(例:

内国為替決済決則10条)な ので、倒産法の定 める相殺制限にかかるか否かが法的有効性 を

判断す る鍵 とな る。さて、ネッティングには前述の如 く、2当 事者 間で行 うバイラテラル ・

ネ ッテ ィングと3当 事者間以上で行 うマルチ ラテラル ・ネ ッテ ィングの2種 類存在 し、前

者は判例(最 大判昭45年6月24日 民集24巻6号587頁)・ 法条(破 産104・ 会社更生163

条の相殺制限等プに照 らして有効 と解 されているが、後者 は解釈上有効性 に疑問が持 たれ

ている(後 述)。 決済 システムで行 うネ ッテ ィングは、セン トラル ・カ ウンターパーテ ィー

を置 くネ ッテ ィング(外 為 円決済 システム、全銀 システム等)と 置かないネ ッティングの

2つ があ り、前者 は当事者 間のマルチラテラルな債権債務関係 を当事者 とセン トラル ・カ

ウンターパーティーのバイラテラルな関係 に変 えたバイラテラル ・ネ ッティングであ り、

後者は純粋なマルチラテラル ・ネ ッテ ィングである。

純粋なマルチラテラル ・ネ ッテ ィングの場合、相殺 を規定する民法505条 が3当 事者 間

以上の法定相殺を認めない趣 旨と解 され るので、一旦2当 事者 間に債権債務を置換 える必

要がある。 しか し、倒産時に置換 えを行 うと倒産銀行 の一般債権者 の利益を害す る違法 な

債権譲渡 とみなされ、倒産管財人に否認 され る可能性が高い。 この否認権は厄介 で、マル

チ ラテラル ・ネ ッテ ィングにおいても相殺制 限に係 らない とす る解釈論(後 述する新堂説)

もあるが、法定相殺の範 囲内で も債権者 間の実質的公平確保 のために必要ならば否認 でき

るとい う学説 ・判例も有力なため、結局 日本法上の有効性には疑問が残る。

98年12月 に外為円決済システムがマルチラテラル ・ネ ッティングを止めたので一見 関

係がなさそ うに見 えるが、海外のマルチ ラテ ラル ・ネ ッテ ィングに 日本の銀行が参加 して

倒産 した場合、その国のネ ッティング決済の効果 が管財人所在地=日 本 の法廷で否認 され

る リスクがまだ残 されてい る。 グローバル ・スタンダー ドであるランファルシー基準第1

項 「全ての関係国法の下での確固た るネ ッテ ィングの法的根拠の確保」を果たす上では、

本来98年5月 のEUフ ァイナ リティ指令(98126/EC、 前出)を 参考に 日本法の整備を図る

べきであろう。

85



B.決 済所要時間(ラ グ)を 削減する対策

イ.決 済の迅速化 の課題

DTNS(時 点決済 システム)は 取引慣行や決 済の効率性確保 、システム技術水準の限界等

か ら、大小の差 はあれ決済に至 るまでのラグを有 してきた。 このため、 このラグの短縮 を

図って決済を迅速化 させ ることが未決済残 高削減の観点か ら望ま しい。そ こで、金融機 関

の支払 と民問決済システムにおけるク リア リングの間に生 じるラグを、決済システムのエ

レク トロニクス化推進や決済慣行の改善によって縮小す る対策 が決済の 「迅速化」である
。

この迅速化は、次 に述べるRTGS決 済やハイブ リッ ド決済、オフセ ッティング決済を含む

広い概念であるが、RTGS決 済等は金融機 関の支払、民間決済システムのクリア リング、

中央銀行決済システムのセ トル メン トの間に生 じるラグを縮小 よりは解消 していこ うとす

る新 しい試みであるため、次項で論 じることとし、本項ではそれ以前の未だ多 くの民間決

済システムが取 り組んでいる通常の 「決済の迅速化」について検討す る。

決済の迅速化 は以前か ら様々なかたちで実施 されてきてお り、例 えば 日本の全銀 システム

は、1993年3月 に、当初翌営業 日午後1時 に銀行間資金決済を行 っていたのを同 日中の午

後5時 時点にまで早めた。 この背景には、翌 日決済だと、①未決済残高が翌 日9時 ～13時

分だけ余計に積み上がる、②資金繰 り把握の観点か らは、当時既 に同 日決済 となっていた

外為円決済制度、 日銀ネ ッ トと翌 目決済の全銀 システムが併存 し、個々の金融機 関は取引

先が どの決済手段 を利用するか を事前には把握できないため、 日銀 当座預金 の残高管理 が

適確 に行 えない182、③翌 日決済 によ り、 自己資本比率規制上 リス クアセ ッ トとなる 「未決

済為替貸」や 「未 決済為替借」が積み上 が り、機生態小銀行 の資産運用幅が制約 され る、

④ リスクが高い分 、それだけ全銀 システ ムの損失発生 に備 えた担保負担 も大き くなる、 と

いったデメ リッ トがあった。 しか し当初は、①交換尻負超銀行 となる地銀が資産運用上の

メ リッ トが減殺 される として反対 していたほか、② 日本銀行 の営業時間を延長する問題 、

③システム技術開発上の問題か ら同 日決済の実現はなかなか進展 しなかったが、93年 時点

で漸 く適ったわけである。

なお 、証券(国 債、社債、株式)決 済でも同様の改革 が見 られ る。従来、日本では国債 の

決済に 「5・10日決済」(月 の5、10、15、20、25、30日 に決済す る方式)を 採用 していた

が、これ を 「ロー リング決済」(取 引約定 日か らn営 業 日後 〈T+n>に 決済す る方式)に

改めた。 この ロー リング決済ではnの 数値 が小 さいほ ど決済は迅速化 し、ラグが縮小す る。

これは、89年3月 、国際的な賢人グループであ るG30が 纏めた証券決済に関する勧告183の

中で 「ロー リング決済を全ての市場で採用 し、最終決済 日をT+3と する」とされ たのを受

けたものである。現在では各国市場 で決 済の迅速化が進展 し、例 えば株式 ・社債 をみ ると

日米英仏はT+3、 独韓台香がT+2を 達成 してお り、国債 は 日仏がT+3 、独韓台香がT+2、

182日 本銀行(1989)18頁 参照
。

183原 文はBIS(1992)のA皿ex1に 掲載
。解説は 日本銀行(1995)参 照。
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米英がT+1を 達成 している184。

しか し、RTGS決 済ではなくDTNS決 済である限 り、決済 リス クが完全に消 え去るわ け

ではない。

ロ.決 済のRTGS化 の課題

今 日、資金決済については、このラグを縮小ではなく解消す ることで未決済残高をな くす

即時グロス決済(RTGS:RealTimeGrossSettlement)を 中央銀行による銀行間決済に導

入する動 きが主流である。 日本でも2001年1月 か ら日銀ネ ッ トが 「RTGS化 」185された。

民間決済 システムが各銀行 の受払尻 を算 出し、これ を元に中央銀行の当座預金決済で最終

的な決済を行 う場合を見てみよう(他 に、民間システムを利用せずに直接 中央銀行のRTGS

ベースの 当座預金決済を利用す ることも考え られ るが
、通常は民間システムを利用す るの

が一般 的である)。 この場合、中央銀行に民間決済システムの 「受け皿 口座」 を設け
、一定

の時間帯を目処に受払尻がネッ ト支払超 の銀行が各々ネ ッ ト支払額を 「受 け皿 口座」 に振

り替える。全ての支払を終 えると、今度 はネ ッ ト受取超の銀行 に対 し、「受け皿 口座」か ら

の払出 しを行 う。 これによ り、支払・受取 と民間決済システムのクリア リング
、中央銀行の

セ トルメン トを同時に行 う決済 を実現でき、ラグは消滅す る。

RTGSはDTNSに 比べると決済の処理コス トが高 く、資金効率 も悪い。 だが、取消不能

となった約定 ・支払時と決済完了時が同一のため、ラグが生 じない。 この結果、 どれだ け

金額が大きくて もRTGSシ ステムには未決済残高が生 じない。 したがって、 リスク削減 と

い う意味では画期的である。 さらに、システ ミック ・リスク との関係でもDTNSに 比べる

と格段 に リス ク耐性が高い。DTNSシ ステムでは、ネ ッ ト支払額を有するシステム参加者

が全て支払を終えないとネ ッ ト受取額の分配が出来ず、決済が滞 って しま う。仮 に参加銀

行の1つ でも支払不履行 となった場合、他 の参加者は共 同で損失を分担す ることにな る
。

他方、RTGSで は、敢引は1件 ごとに独立 してお り、ある参加銀行が支払不能 となっても、

それ と直接取 引している相手方以外 には影響 が及 ばない。従 って、支払不履行が他に波及

す る可能性の低 さとい う点でシステ ミック ・リスクは相対的に小 さい。

以上、DTNSは 資金効率が良いものの リスク耐性が低 く、RTGSは 資金効率が悪いもの

の リスク耐性が高いとい う一応の図式が出来 るに至った。 しか し、事態はそれ よりもやや

複雑 である。DTNSの 下では、担保供出負担や損失分担ルールにより、直接 もしくは リス

クを勘案 したベースでは手持 ち資金の価値は下がって しま う。従って リスク対策を施 した

DTNSに お ける資金効率は必ず しも高 くはない。 さらに、RTGSに おけるリスクも銀行間

決済システムだけみると高 くはないが、各々の銀行 内部をみ ると今まで以上に資金 の効率

捌 詳 しくは
、三國谷勝範(2002)21頁 参照。

185日 銀ネ ッ トについては従来か らRTGSモ ー ドと時点モー ドを併存 させ ていたが
、実際に

は時点モー ドの方が圧倒的に多 く利用 されていたため、時点モー ドを廃止 しRTGSモ ー ド ー
に一本化す ると共に、併せて 日中当座貸越 を実施 して 日中赤残の発生に備えている。
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的な管理に気を配 らない限 り、手元資金が不足 して流動性 リスクを起 こしやすい状況にな

っている。

こうしたRTGSの 下で必要 となる 日中の資金(日 中流動性)は 、銀行 間市場か ら常に調

達できるとは限らない。む しろ調達困難 なケース も多い。 このため、各国の中央銀行で は、

銀行の 目中流動性不足に対応するため、一定の条件下で 日中当座貸越や 日中レポにより直

接流動性を供給 してお り、 日本銀行 も担保 を見合 いに無利子の 日中流動性を供与 してい る。

しか し、この対策 も条件 の緩 さ加減によっては銀行のモラルハザー ドを惹起す る危険性 を

有 している。

このよ うに効率性の向上 とリスクの削減は階層的な トレー ドオフ関係 にあることが多い。

しか し、双方の関係はシステムを取 り巻 く市場環境(市 揚 の厚みや市場慣習など)と も有

機的に連関 してお り、例 えば、銀行間の 日中流動性不足を起きに くくす るため、取引種類

ご との決済時間をある程度ば らす慣行が確立すれば、 日中流動性確保 のための負担は相 当

程度 削減 され よ う。また、システム提供者(こ こでは中央銀行)と して も、例えば、送金

為替が早い時間、に行われ るよう朝方入力料金 を夕方入力料金 よ りも低 く設定 した り、「振

替待 ち行列」(queue)機 能を設け、支払指 図を入力 した時に入力に要す る資金残高が不足

す る場合、新たな入金によって残高不足が解消す る段階まで決済を保留す るようにす る

(例:ス イス、韓国)こ とで、こうした慣行を後押 しすることも出来る。つま り 「RTGS

化」の課題はシステム構築後、市場取引慣行をDTNSに 適合的な現状か ら、RTGSに 適合

的な ものに如何に変え られ るかにあるm。

日本 に 目を向ける と、96年12月 の 日本銀行 のペーパー(日 本銀行(1996))は 、DTNS

を擶 すると① システ ミック ・リスクの懸念、②国際間RTGSリ ン蠣 想(例:㎜GET)

のよ うなイノベーシ ョンに乗 り遅れ る危惧 があ り、③2001年 期 限の 日本版 ビッグバ ン構想

への対応 も必要であることな どか ら、DTNSを 廃止 してRTGSに1本 化す る 「RTGS化 」

を市場参加者 に提案 している。 これに賛同を得た後、 日本銀行は所要のシステム開発 を、

市揚参加者はRTGSに 適合的な慣行作 りを鋭意続 げた。但 し、queueシ ステムについては、

日本銀行(1997c)は 「未決済残高が積み上が りかねない仕組み であるほか、 日本銀行が 日

中流動性 を供与することか らその必要性が乏 しい と考え られ るため、採用を見送 ることと」

(12頁)し た。一方、コール取引期間の延長や コール取引のネッテ ィング(差 額決済)導

入等、市場関係者 による努力で 日中流動性が不足 しに くい市場慣行 を作 ることはもとよ り

最 も大切であるが、そのよ うな努力によって も解消 しない 日中の資金不足に対応す るため、

日本銀行 は 「決済の潤滑油」 として適格担保 の当座貸越187を 日中に限って無料で提供す る

こととした憫。

186こ の点
、 日本銀行(1996、1997b、1997c)、 河村小百合(1998)、 小野順(1997)も 同

様 の主張をしている。
187中 央銀行が担保 を元に銀行に資金 を貸 し出す こと

。
鵬 すなわち

、 日中一時的に銀行が中央銀行 に預 けた 口座 の残高がマイナスになる 「日中赤
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ハ.ハ イブ リッ ド決済、オ フセ ッティング決済への課題

近年、欧米における決済システム間の競争 の激化 を通 じて、RTGSの 安全性 とDTNSの

効率性 を共に兼ね備えた仕組み作 りが行われ るよ うになった。 これはハイブ リッ ド決済 と

呼ばれ 、RTGSと の接続 によって 日中ファイナ リテ ィを持たせ、決済サイクル を著 しく短

縮 させ る(例 えば20分 おき)こ とによって決済 リスクを削減 させ 、必要 となる流動性 も激

減 させ る仕組み189である。時点ネッ ト(DTNS)決 済では、ファイナ リテ ィが付与 され る中

央銀行の最終決済は一 日一回夕刻に行われているが、ハイブ リッ ド決済ではファイナ リテ

ィが付与 され る中央銀行の最終決済 を一 日複数回行な う。DTNS決 済では、朝の営業開始

時間か ら決済終了時間までをラグとする未決済残高が積み上が るが、ハイブ リッ ド決済で

はその ラグが短 くなるので決済 リス クが削減 され る。アメリカのCHIPSな ど、システムに

よっては、複数回の決済が連続的(Continuous)」 に行われてお り、RTGSに 近づいた決済

が可能 になっている。現在、米国のCHIPS、 カナ ダのL▽TS、 フランスのPNS 、 ドイツの

EAF(現 在 はRTGSPIusと してオ フセ ッティング決済に移行)が ハイブ リッ ド決済を導

入済みである。例 えば ドイツでは、ヘ ッセ ン州 中央銀行が運営するEAFが1996年3月 に

20分 毎にネ ッティングを実施す るハイブ リッ ド決済を導入 した。1999年1月 か らのユー ロ

導入 に伴 い、流動性管理の利便性 を向上 させ るため、ユー ロを扱 うRTGSシ ステムである

ELS口 座 との間で残高 を増減できるよ うに し、現在は統合 してRTGSPIusと い うオフセ ッ

ティング決済システムが成立 している。また、アメ リカのCHIPSで は、2001年1月 か ら

CHIPSFinalityと 呼ばれ る全 く新 しいシステムを導入 し、従来 は1日1回 の時点決済であ

ったものを、取引量が多いため独のEAFよ うに20分 毎 とはせず、数分毎に連続的なマ ッ

チ ングを行っている。 このシステムはニュー ヨー ク連邦準備銀行(FEDNY)の 特別 口座 に

資金を保有 し、その金額内で決済を行ってお り、従来採用 して きたネッ ト受取限度額や仕

向超過 限度額等の管理 は最早行わなくなった。更にフランスも同様 のシステムを導入 して

お り、 日本もこれ らに倣 ったハイブ リッ ド決済の導入 を検討 している。

一方
、コア・プ リンシプル基本原則IVは 、「システムは、決済 日にファイナ リテ ィのある決

済を迅速に提供すべきである。 ファイナ リテ ィのある決済は 日中に提供 され ることが望ま

しく、少 なくとも決済 日の終了時までには提供 され るべきである」 としてお り、ハイブ リ

ッ ド決済が望ま しく、現在 日本が行っている1日1回 の時点決済 は最低 目標 とされている。

このため、 日本でも近い将来、外為 円決済システムのハイブ リッ ド化 を実現すべ く全 国銀

行協会大 口決済システム検討部会 において導入に向けた検討が行われている190。その中で

残」を容認 した。
189宿 輪純一(2002)参 照

。
1go日 本経済新聞2001年6月4日 朝刊に よれば

、全国銀行協会は外 国為替市場での売買に

伴 う円資金決済制度 について、現在 は毎営業 日に1回 午後2時 半に集 中決済 しているのを

2004年 に受払を数件づっ纏めて数分おきに連続的 に決済を行 う 「ハイブ リッ ドシステム」
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は、欧米のよ うに取扱い金額に応 じた決済システムが存在 し、決済システム相互間の競争

がみ られ るの とは異な り、 日本の決済システムは旧外為法の影響で外国為替 と内国為替 と

いった役割分担が明確であったために競争が行われて こなかった点も問題 とされてお り
、

全銀システムを小 口資金のネッ ト決済 システムへ、外為 円決済制度 を大 口資金のハイブ リ

ッ ド決済システムへ再編成す ることが提案 されている191。すなわち、全銀 システムは現在

と比べて取扱い金額が低額化す るのでその分決済 リスク(取 引金額)が 減少す ると共 に担

保負担(後 述参照)が 減 り、外為円決済制度はハイブ リッ ド化す るのでやは り決済 リス ク

(ラ グ)が 減少す ると共に担保負担(後 述参照)が 減少できる。

この ようにハイブ リッ ド化 によって既存の決済 リス ク対策概念 はかな り変わ り得 るもの

と考 えられるが、ネ ッ ト決済に纏わる法的 リスクは依然残存す る。 このため、最近にな っ

て欧州では、オフセ ッティング(OffSetting)決 済 と呼ばれ る決済手法が登場 してい る
。

これはDTNS決 済を連続的に何回も行 うDTNSか らRTGSへ のアプローチ(ハ イブ リッ

ド決済)と は逆に、RTGS決 済を連続的に何回も行 うRTGSか らDTNSへ のアプローチ(オ

フセ ッティング決済)で あ り、全ての支払指 図をネ ッ ト決済のよ うに相互に見合い に し
、

決済 を行 うだけのカバー 資金が十分 であれ ば直ち に最終決 済 され る。現在 、 ドイ ツの

RTGSPIusが オフセ ッテ ィング決済を導入 している

法的 リスクの差 をみるために、マルチラテラルな取引を念頭 にネ ッテイ ングとRTGSの

相違を考えてみよ う192。AがBに30、BがCに20、CがDに40 、DがAに50支 払 う取

引を想定すると(図 表25参 照)、 ネ ッテイングは各参加者のポジションを計算 した上であ

る時点で決済するが、RTGSは 各参加者が必要な流動性 を保有するか 日中当座貸越 を受 け

れば債権債務 を即時に決済できる。

図表25マ ル チラテラル ・ネ ッテ ィングとマルチラテラル ・RTGSの 相違点

く原取引〉 〈ネ ッティング〉 〈RTGS>

A:+20(=50-30)例 えばAに30当 座貸越、Cが20

B:+10(=30-20)自 己保有、Dが10自 己保有な ら

C:-20(ニ20・40) .即 座 に支払が成立 し、Aも 即座 に

D:・10(=40-50)受 取か ら借入分30を 返却可能。

ジシ ョンを計算 して時点決済 く→ ・当座貸越 と自己保有分で即時決済

RIGSの 世界では、倒産す る間 もなく支払弁済が完了 し、相殺 も置換 えも伴わない。従

って、法律問題の発生する余地がないまま法的関係 は終了する。オ フセ ッティング決済 は、

に抜本的に変更す る予定。また、 日本経済新聞2002年11月5日 朝刊によれ ばこれを 「来

年(2003年)に も導入す る」 とされている。
191宿 輪純一(2002)参 照

。
192以 下

、宿輪純一 ・久保 田隆(2002)参 照。 ・
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債権債務がバイ ラテラルに見合い状態にあれ ば同額部分は即時決済 されて1本 の差額債権

のみが残 る点 でバイラテ ラル ・ネ ッテ ィングと同じ効果を持つ上、マルチラテラルな関係

では参加者が必要なカバー資金を持った段階でマルチラテ ラル ・RTGSと 同 じ決済にな る

(詳 しい相違 は後述)。 従って、こうした仕組みを世界各国が採用す る限 り、 日本は もとよ

り世界各地のあ らゆる法律の下で法的 リスクの大部分はな くなる。残 る僅 かな法的課題 は、

倒産法 ・消費者保護法等 による取引の取消規定が遡及的に適用 され る場合(こ の問題 は

RTGS決 済の下でも存在す る)く らいであ り、それを防ぐには ファイナ リティ(支 払完 了

性)の 所在について前記EUフ ァイナ リティ指令 を参考 に立法化す ることが必要であろ う。

しか し、オフセッティング決済ではカバー資金が不足すれば決済が止 まって しま う。 こ

のため、 ドイツのRTGSPIusで は、オ フセ ッテ ィングの決済メカニズムの他にも、即時の

決済手法 としてRTGSの 決済メカニズム も残 してお り、RTGSをExpressPayment(緊 急

支払)、 オ フセ ッテ ィング決済をLimitPayment(リ ミッ ト支払)と 呼んでいる。実務上は

カバー資金を節約 して流動性管理に当てるため、LimitPaymentへ の選好が高まってお り、

この結果、オ フセ ッティング決済はRTGS比 べて決済時間が多少遅れ る可能性がある
。

問題 はこの遅れを どのように評価す るかである。必要 な流動性が確保 され るまでの間は決

済 を行わずに放置 し、流動性が確保 された段階でRTGS決 済 を行 っているので、ここで放

置 している部分はま さにペイメン ト・ネ ッテ ィングと類似の もの と考えられる193。従 って、

決済時点で参加者の倒産等 が生 じた場合 には、未決済部分は双方未履行の双務契約 として

残存 しているため、倒産管財人の履行選択権(チ ェリー ・ピッキング)の 対象 とな り、グ

ロスベースで損失 を被 るリスクが残る と考えられ る。

二.決 済 の同時化の課題'

外貨 と円貨、証券 と資金を互いに交換 して決済す る場合、それ に伴 う決済 リスクをな くす

ためには 同時 に決済す る必 要がある。外貨 と円貨 の同時決 済をPVP(Paymentversus'

Pay皿ent)・ 証券 と資金の同時決済をDVP(DeliveryversusPayment)194と 呼ぶ。円資金 同

士を同時に決済す る場合は、中央銀行のRTGSシ ステムのよ うに1つ のシステム内で終了

することが多いのでRTGSと 呼ばれ るが、これ らがRTGSと 呼ばれない理由は異なるシス

,テ ム間での同時決済だか らである。PVPは 例 えば、円 とドルの外貨交換取引において時差 、

に伴 う決済時間のズ レを消滅すべ く、円 と ドルの交換決済を 「同時履行」 させ る対策で あ

る。また、DVPと は、証券決済システ ムにおける証券の受渡 しと資金決済システ ムにおけ

る資金 の支払を 「同時履行」させる対策である。

そもそ もDVPやPVPは 、「証券 と資金」、 「通貨 と通貨」を交換す る際に生 じる 「取 りは

ぐれ リスク」(各 々 「デ リバ リー ・リス ク」や 「ヘル シュタッ ト・リスク」 と呼ばれ る)を 防

193但 し
、必要な流動性が確保 された部分はRTGS決 済 され て縮減 している

194証 券決済に関するG30勧 告は 「DVPを 全ての証券決済に採用す ること
」を定めてお り、

主要先進国では対応済みである。
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ぐため、「同時履行」を条件 とす る決済を行 うものである。DVPやPVPは 個別取引で も利

用で きるし、決済システムの中で考 えることも出来 る。個別 取引では、受渡が同時履行 を

条件付け られていた り、第三者 が保証 していれば、 リスクは常にゼ ロである。本稿が対象

とする外為資金決済 との関わ りが深いPVPの 場合、実務的 な対応策 としては、①第三者へ

預金す ることで特定性 を確保 し、取戻権が生 じるよう期待す る方法や②契約条項の中に 「先

履行 した分を受取った者 は自己が債務を履行す るまで は相手方のために信託 として保有す

る」 などと書き込む方法が考 えられてお り195、これ らが現実に機 能 し易い よう金融実務が

効率的に運用 されることが望ま しい。

一方
、決済システムの中で考えた場合、RTGSシ ステムと結合すれ ば(IRTGS・DVP」 や

「RTGS・PVP」)、 ここでの受払が最終決済となるが、DVPやPVPで 紐付けされた決済だ

と日中流動性 が十分確保 されない とRTGS決 済が滞る危険性があることや、RTGSシ ステ

ムが未発達であることか ら、当面はDTNSシ ステム と結合す る例も考えられ る(「DTNS・

DVP」 や 「DTNS・PVP」)。 この場合、最終的な決済は ともか く、資金を出 した銀行は証券

を取得 し、証券を出した銀行 は資金 を取得す ることか ら、少な くとも互いに担保 を取得 し

たかたちとな り、 リスクを削減できる。 、

DVPや..の 実現は、決済システムのルールや市場慣行を変更す ることで可能 となるが、

その課題 は、複数国のルールが相互に影響 し合 うPVPの 方が、クロスボーダー・システム

でない限 り1国 内部 のルールだけが関与す るDVPよ りも多い。外為決済 システムのPVP

を完全に行 うには、各国の外為 システムが24時 間RTGS決 済である必要があるが、現段階

では不可能である。そのため、PVP実 現に近づけるための方策 として、①各国協調に基づ

く外為慣行 同士の調和や②各国決済システム運営時間の重複化、③外為契約 の取消不能時

刻に関する法律上 ・オペ レー シ ョン上 ・決済システムのルール上の国際的な統一が考え ら

れる。その他、仮 にある決済 システ ムを用いて通貨を受取 った場合で も、時差等の関係 で

受取 を後刻まで確認できなければ当該受取主体には依然主観 的な リスクが残存 してお り、

これ に対す る対策 も必要である。

PVP(お よびRTGS・PVP)に ついては、前述の如 く2002年9月 か らC】£ がスター トし

た。 これ は、CLS銀 行を設立 して各参加者が様々な通貨の 口座を開設 し、参加者間の外為

取引にかかる各通貨の決済 を、断続的にCLS銀 行の行 内振替 によって行 うもので、その際、

交換 される双方の通貨につきCLS銀 行が当座貸越を行い、両者 を関連付けて同時に決済す

るので、取 りは ぐれ リス クがなくなる。

(2)事 後策

決済システム参加者の一部 に支払不能が生 じた場合、これ を補 って決済 システムを円滑に

運営す るには、①予め損失分担ルール(一 括清算ネ ッティングを含む)を 定めてお くか、

195神 田秀樹(1992)参 照
。
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②予 め担保を徴求 しておくことが考 えられる。 これ らは安全性 に優れるRTGS決 済を採用

する 日銀ネ ッ トよ りも、効率性に重点のあるDTNS決 済を採用す る全銀システムや外為 円

決済 システムにおいて重要性が高い。① については実効性 の確保が疑問視 され る場合が あ

るほか、②については決済 リスクに応 じた担保負担 を提供す ることが決済参加銀行 の流動

性管理や経営 を圧迫す る点が課題 となる。そこで、全銀 システムや外為円決済 システム の

事後策 を説明 した後、事後策の課題 を考えよう。

イ.事 後策の具体例

まず、1998年12月 以降、外為 円決済システム196においては、交換尻(決 済時点)で 最大

の支払債務を負 う加盟銀行が支払不能 となった場合で も当日の決済を迅速に完了す るため

に、 ロスシェア ・ルール(損 失分担ルール)と 担保 スキーム、流動性ス キームを備 えてい

る。まず、ロスシェア ・ルールは、交換尻不払銀 行を除 く加盟銀行が交換尻不払額にっい

て、交換尻不払銀行に設定 したネ ッ ト受取限度額(前 述)の シェアに応 じて負担す る取極

めを指 し、この負担金額を決済完了分担金 とい う。次に、担保スキームは、交換尻不払銀

行が生 じた場合に決済完了分担金の拠出が確実に行われ ることを保証す る目的で、東京銀

行協会(東 銀 協)に 対 し、加盟銀行 が最大ネ ッ ト受取限度額 の5%相 当額の担保を予め差

入れてお く仕組みである。 さらに、流動性スキー ムとは、交換尻不払銀行が発生 した場合

で、決済完了分担金 を流動性不足のために支払 えない場合、東銀協は当該支払を翌営業 日

の午後2時 まで猶予 し、予め選定 した流動性供給銀行か ら当該加盟銀行の決済完了分担金

相当の流動性供給 を受 けて決済を完了させ る仕組 みを指す。

一方
、2001年1月 以降、全銀 システム197において も、決済 リスク対策 として、各加盟銀

行は仕 向超過 限度 額(前 述)と 同額 の担保 ・保証 を東銀協に予 め差入れ、資金決済が出来

な くなった場合に備 えている。 この担保 は国債 な ど東銀協が認める金融商品で供与 され 、

担保 に代 えて他の銀行から保証を受 けることもで きる。その場合、保証供与 を行 う銀行 は

保証供与金額上位2行 分の保証供与額相 当額 の担保差入れが義務付け られている。仮 に決

済資金の不払が生 じた場合 には、当 日中に決済 を完了 させ るため、東銀 協が流動性供給契

約を予め締結 している流動性供給銀行(一 定の基準により20行 が選定 され、20行 全体 の供

給枠は2兆 円)か ら資金供給を受け、その資金で不払金額に充当 し、決済を完了させ る。

その上で後 日、流動性供給銀行に対 し、東銀 協が担保処分や保証実行で回収 した資金を も

って返済す る仕組み となっている。

口.事 後策の課題

一般に、民間のDTNS決 済システムにおいて決済不履行が生 じた場合、損失を参加者間

でタイム リーに補填 して決済を確実 に完了すれば、決済 リス クの波及を遮断できる。現在、

196以 下
、全国銀行協会事務委員会(2001)13-17頁 参照。

197以 下
、全国銀行協会事務委員会(2001)6・9頁 参照。n
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損失 を最初に補填する主体 として は、中央銀行(か つての全銀 システムの場合)と 決済 シ

ステム参加銀行(外 為円決済制度、CHIPS及 び現在の全銀 システムの場合)が あ り、前者

では決済が迅速 ・確実に終了す るメ リッ トの反面、民間システム としての自立性 が不十分

でモ ラルハザー ドを招きかねないデメ リッ トを有す るのに対 し、後者は決済の迅速 ・確実

性 に限界があるものの参加行の リスク認識を高める効果がある。

この点、全銀 システムでは2001年1月 より従来行ってきた 目本銀行による立替払 いを廃

止 し、それに代わる新たな流動性供給 ・損失分担 ・担保ルール(前 述)を 導入 した。 この

背景 には、支払不能銀行が発生 した場合 に備 えて、 当該銀行が予め 日本銀行に差入れてい

る担保(当 時は仕 向超過限度額の65%相 当。それ以前は100%相 当)の 供 出負担 が極 めて

重い ことや、仕向超過限度額等、 ランファル シー基準を満たす一定の リスク管理メカニズ

ムを既 に導入済(90年7月)で あるものの、国内外か ら民間決済システムとしての 自律性

が十分でない点に対する懸念が寄せ られたことが挙げ られ る198。このため、1997年 当時、

最先端の リスク管理モデル として国際的に認知 されている米 国のCHIPSを モデル とした

リスク管理策が導入 された。CHIPSで は、defaulter'spay方 式(担 保の徴求)とsurvivor's

pay方 式(損 失分担ルール)を 併用 し、ランファル シー基準 に基づく 「最大のエ クスポー ジ

ャーを有する先が支払不能 に陥って も当 日の決済がタイム リーに行われ得 ること」 とい う

要件 をク リア した上で、更に 「最大2行 以上」が債務不履行 した揚合で も当 日決済 を円滑

に完了できる とい う 「ランファルシー ・プ ラス」基準を満たすな ど、 よりリスク耐性 を強め

ていたが、これに倣って新 しい システムを導入 した。

やや皮肉なのは、そのCHIPSに おいて、他の参加銀行 の負担が大きいこと、複数 の最大

債務者へ の対応を リスク管理上の 目標 とし続 けることには無理があること等の理由か ら、

2001年 に既に述べたCHIPSFinalityに 移行 したため、こ うした 日本 の改革が時代遅れに

なった点である。また、カナダの大 口民間決済システムであるLOTS(LargeValueTransfbr

System)で は、1996年7月 に支払決済法(PaymentClearingandSettlementAct:第1

章第1節(1)ハ.参 照)が 制定 され、マル チラテ ラル ・ネ ッティングの法的有効性を確

保す ると共に、不払銀行 が発生 した場合 の損失分担 にカナダ中央銀行が参加することが可

能 とな り、最終決済をカナ ダ中央銀 行が保証す る仕組 みを導入 した。 この動きは、 日本銀

行が従来行ってきた立替払い方式 と類似 しているとも言える。

さて、民間決済システムにおけるsurvivor'spay方 式 とdefaulter'spay方 式をどう組み

合わせ るべきかは、各々の決済システムを取 り巻 く市場環境 に依存するため、各 システ ム

毎に考 えてい く必要がある。その際、担保 スキーム採用の場合は、当該金融市揚において、

担保有価証券の調達お よび迅速な流動化 の可能性、参加銀行 の収益性への配慮が必要 にな

198日 本銀行は導入以来
、 日本銀行 による立替払いの廃止を求めてきた。全国銀行協会連合

会 ・東京銀行協会(1974)お よび 日本銀行(2002)参 照。 また、筆者の 日銀在籍(1990-

1998)中 もBIS会 議 の場 において各国代表か ら口頭で 日本銀行の立替払いに対す る懸念の

声を数多 く聞いている。
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り、損失分担スキーム採用の場合 は、参加銀行の財務基盤、負担供与の迅速 ・確実性を確保

す ることが重要である。 これ らは市場整備や各参加銀 行へのモニタ リング、決済システ ム

の リスク管理策の強化 によってある程度は克服可能である。 しか し、損失が巨額に上 った

り、 リス クが瞬時 に連鎖反応す る場合な どには、迅速な流動性供給が可能な中央銀行の関

与がやは り不可避 になる(例:1985年 のBONY事 件 く図表11参 照〉。 同事件 はゴンピュ

ーター・システムのダウンにより
、証券を他行に送付するメッセージを発信 出来 なくなった

結果、資金の支払が一方的に嵩み、巨額の赤残 が発生。NY連 銀 か ら230億 ドル(同 行の 自

己資本 の23倍)に 上 る貸 出を受けることでやっと危機 を脱 した)。 従って、民間決済シス

テムの 自律性 を高めつつ も、中央銀行は密接に関与 してい く必要があろ う。
一方

、担保証券については、倒産手続の効力が及 ばず、破綻 した参加者 の債務を決済シス

テム内で清算す ることが出来 るよ うにす るために、そのことを立法によって明確化す るこ

とも必要である。 この点に関しては、1998年 のEUフ ァイナ リテ ィ指令が参考になろ う。

▽担保 証券に関するEU指 令 の内容

第9.1条

以下に定める権利は、決済システムの参加者、EU加 盟 国中央銀行 または将来の

欧州 中央銀行の取引相手 に対す る倒産手続 の影響 を受 けない。 こうした権利 を

満たすため、当該担保証券は処分す ることができる。

①決済 システムに関連 して差入れ られる担保証券 に対する当該参加者の権利

②EU加 盟国の中央銀行または将来の欧州 中央銀行に差入れ られ る担保 証券 に'

対す るこれ ら中央銀行の権利

さらに、損失分担ルールの一種 として、一括清算の ようなネ ッティング決済の契約 の 「法

的有効性の確保」 も問題 になる。 「一括清算契約」 とは、倒産 申立て等の一定事 由が発生 し

た場合、通貨や受渡 日の異なる全債権債務 を一括 して決済 し、履行期 の到来 した1通 貨の

債権に置 き換えるネ ッテ ィング契約 をい う。オブ リゲーシ ョン・ネ ッテ ィングは講学上の

「段階交互計算」 とされ有効 と解釈 されていたが、一括清算 については有効性が必ず しも

明 白とは言 えない状況にあった。 また、第三者 がネ ッティング契約の有効性 を争 う場合 、

第三者 の居住地の法が適用 され る可能性 がある。仮にその法がネ ッティング契約 の有効性

を認 めない場合 、こうした契約 の効果は否認 され る可能性があるため、ネッティング契約

の有効性 を明 らかにす る立法は国際的にも求 め られてお り、主要国では既に相次いで立法

化 を完了 していた。そ こで、 日本で もこの点 を立法で明確化 し、取引 当事者 の予見可能性

を高めるため、1998年6月 に 「金融機関が行 う特定金融取引の一括清算 に関す る法律」(平

成10年 法律第108号 、略称 「一括清算法」)が 成立 した。

仮に決済 システムがオブ リゲーシ ョン・ネ ッテ ィングや一括清算を採用 した揚合、法的に

有効なのであろ うか。一括清算法は、「金融機 関等を当事者 の一方 とす るデ リバテ ィブ取引

L
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等 において合意 に基づいて行われる一括清算ネ ッティングに破産法および会社更正法上の

双方未履行契約 についての管財 人の履行 ・解除選択権(破 産法59条 、会社更正法103条)

の適用がないことを明確 にしたもの199」で、ISDA等 のマス ターアグ リーメン トを念頭 に置

いてお り、決済システムを直接 の対象 とは してお らず、資金決済システムの場合は従来 の

相殺法理 を援用 した法律構成になってはいるが、一括清算法の制定 により、資金決済シス

テムにおける同様の処理に対 して も有効 と解 され る可能性が高 くなったもの と考えられ る

200
。 しか し、決済システムにおいては、金融機 関間の決済の安全性確保 とい う公共的な 目

的に照 らして、そこで行われるネ ッティングの法的有効性を立法によって明確化 してお く

必要性が高い。特 にマルチ ラテラル ・ネ ッテ ィングは、ネ ッ トアウ ト後の支払いが正常に

な されなかった場合の処理が難 しく、損失分担のあ り方が不適切な場合 には、ある参加者

の決済不能が他 の参加者に悪影響を及ぼす可能性 を高め、システ ミック ・リスクを増大 さ

せ るような リスクのシフ トや集 中をもた らす可能性 があるため、制度的 ・法的な リスク安

全対策 を十分に行 ってお く必要がある。

最近になって同様 の見解 が現れつつ ある。藤 田助教授201は、「ネ ッティングは、金融取引

におけるカウンター ・パーティ ・リスクに対処す る手法であ り、一括清算法はその効力 を げ

確認す るものである。 しか し、一括清算 法の制定で金融取引におけるカ ウンター ・パーテ

ィ ・リスクに対処するための措置 につい ての法的問題 がすべて解消 されたわけではない。

その中で もっとも大きい と思われ るのは、清算機 関を通 じた決済の安定性の保護である。

現在 、金融デ リバティブの多 くは清算機 関(取 引所を兼ねる ことも多い)を 通 じて決済 さ

れてい るが、参加者の一部が倒産 した場合 には、アカ ウン トの移管を始 め清算機関は さま

ざまな措置を とることになる。 このような措置の法的な有効性 にっいては、実はいろい ろ

と疑念がないわけではない。諸外国には、清算機 関(取 引所 が兼ねるこ ともある)を 通 じ

た金融取引の決済について、その安定性 を図るために特別な法的保護 を与えるものが少 な

くない(一 番徹底 しているのは、認可清算機 関による 自律的な処理を一般倒産法に優先 さ

せ るイギ リスの1989年 会社法第8編 である)」 としている。

なお、藤田助教授の指摘す る第8編(AmendmentsoftheFinancialServicesAct1986)

よ りも、む しろ1989年 会社法(theCompaniesAct1989)第7編 の方が特定のネ ッティ

ング契約 に特別の保護 を与 える明確 な規定である202。セ ン トラル ・カ ウンターパーティー

を伴 う国際的なマルチラテラル ・ネ ッティング・スキームであるECHO(ExchangeClearing

199神 田秀樹(1998)18頁 参照
。

200本 法律 は全3条 の短 いもので
、有効 とされる取引内容 は省令に委任 されてお り、実際に

第三者保護に抜か りはないか、国際的な案件に どこまで適用 され るのか等検討すべき課題

も残 っている。
201藤 田友敬 「組織法か らみた金融システム改革諸法」 日本私法学会シンポジ ウム資料(平

成14年10月14日)参 照。
2021989年 会社法(theCompani

esAct1989)第7編 については、久保 田隆(1993b)11
-12頁 参照

。
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HouseLtd.)は 、本編 に基づいて、倒産手続上の優先的取扱いを認められてい る(159条)

ほか 、相殺制限 を緩 めて清算開始後の破産者 によるネ ッテ ィング債務 の支払 も有効 と し

(163条)、 偏頗行為等による制限も緩和 し(165条)、 外国倒産命令や外国管財人の執行が

第7章 の規定に反する場合には、英国裁判所はこれ を承認 し得 ない(183条)と されている

一方
、イギ リス金融サー ビス庁(FSA)の 規制 も受けている(171条)。

いずれ にせ よ、藤 田助教授の疑念 は私見も共有す るところであ り、マルチラテ ラル ・ネ ッ

ティングの法的有効性は典型例 と言 え、決済 システムにおいてはやは り特別な保護 立法が

必要な時期に来ていると考 えられ る。藤 田助教授 も 「国際的な取引所 ・清算機 関間の競争

や狭長の動きの高まる中、清算機 関における決済の安定 のためには何が必要で、どの範 囲

で倒 産法上特別 に扱 う必要があるかを、正面から議論す る方 向に踏み出す ことを検討すべ

き時期 にきてい るのではないか と思われ る」、 「金融取引の決済の安定 とい う観点か らは、

倒産 法上の問題以外にもさまざまな問題がある。清算機 関の参加者が決済 リス クを削減 さ

せるよ うなイ ンセ ンテ ィブを与える仕組みを考える必要がある」 としているが、こうした

問題意識 は本稿 と同様のものと考 えられる。

なお、セ ン トラル ・カ ウンターパーティー を伴 うネ ッティングは、伴わないネ ッテ ィング

よりも法的有効性が確保 しやすいが、イギ リスの1989年 会社法は、セン トラル ・カ ウンタ

ーパーテ ィー 自体がsham(仮 装取引)だ として否認 され るリスクを明文化 により明示的に

除去で きる点にメ リッ トがある。但 し、現在 の 日本 においては、セ ン トラル ・カ ウンター

パーテ ィーを伴わないマルチラテ ラル ・ネ ッテ ィング対策 の方がよ り喫緊の課題であるた

め、本稿ではそ うしたニーズに対応 できるEUフ ァイナ リティ指令の方を主に参照 して分

析を進 めることとする。
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第3章 国際 的なマル チ ラテ ラル ・ネ ッテ ィン

グの法 的検討

第1節 本章の 目的 と問題背景

日本の金融機関の 「リモー ト・アクセス」の増加 に伴 って 日本法が国際取 引に適用 され る

可能性 が高まる結果、各国の外為資金決済システ ムにおける 「マルチラテラル ・ネ ッテ ィン

グ」の法的安 定性 は揺 らぎつっ ある。.

リモー ト・アクセス とは、A国 の資金決済システムに対 し、A国 内の参加者が参加す るだ

けでなく、B国 内に所在する参加者がA国 内の拠点を通 じずに直接国外か ら参加す るこ と

を認 める新 しい措置で、1998年 か ら ドイツ、1999年 か らイ ギリスが採用 したほかフランス

も採用 してお り、各国に広が りつっある203。一方、決済システムにおいては、決 済金頡 の

清算方法 として参加者 間のマルチラテラル・ネ ッティングが採用 されているこ とが多い。

前述の如 くネ ッティングとは、取引相手や決済システム参加者 との問で債権債務 をネ ッ ト

アウ ト(相 殺)し 、差額分のみを決済する方法 を指 し、これが2当 事者間で行われ る場合

はバイ ラテラル・ネッテ ィング、3当 事者間以上の多数 当事者問で行われる場合はマルチ ラ

テラル ・ネ ッテ ィングとい う。なお、マルチ ラテ ラル ・ネ ッティングにはセン トラル ・カウン

ターパーティーを置 くもの と置かない ものの2種 類 が存在 し、セン トラル ・カ ウンターパー

テ ィーを置 くものは多数 当事者 間の関係 をセ ン トラル ・カ ウンターパーティー との2当 事

者間の関係に置 き換える事実上のバイラテラル ・ネ ッティングであるのに対 し、セ ン トラ

ル ・カ ウンターパーテ ィーを置かないものはいわば多数 当事者間相殺 と同様 の ものと考 え

られ る。そこで以下、マル チラテ ラル ・ネッティングについては、特に断 らない限 りセ ン ト

ラル ・カ ウンターパーテ ィー を置かないマルチラテ ラル ・ネ ッティングを念頭 に置 くことと

す る。

さて、ネ ッティングを行 うことによ り、決済金額が縮減 され ることを通 じて参加者の手元

資金や事務処理 コス トが節約 され、取引の効率化 に繋がるメ リッ トが見込める。 しか し、

ネ ッティング契約 は、倒産時に行われ ると、契約 当事者以外の第三者(特 に管財人)の 利

益を害 し、各国倒産法上の相殺制限規定に抵触す る可能性があるため、1990年 のランファ

ルシー報告書以来、BISの 支払決済システム委員会(CPSS)等 を通 じてネ ッティングの法

的有効性を国際的に確保すべ く各国が立法等必要 な措置を講 じるべきと説かれてきた。そ

の結果 、バイラテ ラル ・ネ ッテ ィングについては、2当事者間相殺 に関す る民法505条 と1970

年の最 高裁判例(昭 和45年6月24日 民集24巻6号587頁)を 援用す る有効性解釈(前

203な お
、 日本で も国債振替決済制度の間接参加者 にっいて外国からの直接参加 を承認 して

お り、一種の リモー ト・アクセスを認 めている。受入基準については 日本銀行ホームページ
ー(一)参 照

。
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田・神 田204等)が 確立 し、1998年 には一括清算法205が制定 され るな ど一定の成果 をみた。

しか し、セン トラル・カ ウンターパーティー を置かないマルチ ラテ ラル ・ネ ッティングにっ

いては特 に法的措置が講 じられてお らず、法解釈上 も法的有効性を否定す る説(岩 原教 授

206
、久保 田隆207、弥永教授208、 日本銀行209等)と 肯定す る説(新 堂教授210)が 分かれてお

り、否定する説が多数 となっていて法的安定性がいまだ不確 実な状況にある。

このため、日本の外国為替 円決済制度(外 為円決済制度)で は、最近になってマルチラテ

ラル ・ネ ッティングに関する制度改正 を行 った。すなわち、従来は加盟銀行間の支払指図を
一括 して差引計算 し

、各銀行 ごとに受払尻を算出 した上で、ネ ッ ト額 を決済す る 「セ ン ト

ラル・カ ウンターパーテ ィーを置かないマルチ ラテ ラル ・ネ ッテ ィング」を採用 してぎたが、

1998年12月 より東京銀行協会 をセン トラル・カウンターパ ーテ ィー とし、加盟銀行間の債

権債務関係を加盟銀行 と東京銀行 協会 との2当 事者 間の債権債務に置換 えた上でバイ ラテ

ラル ・ネ ッティングを行 う 「セン トラル ・カ ウンターパーテ ィーを置 くマルチ ラテラル・ネ ッ

テ ィング」に代えることで法的有効性 を確保 した211。この ように 日本法上マルチラテ ラル ・

204前 田庸 ・神田秀樹'(1990)参 照
。

20598年6月 に制定された 「金融機 関等が行 う特定金融取引の一括清算に関す る法律」(平

成10年 法律第108号)の こと。一括清算法について は、神 田秀樹(1998)参 照。
206岩 原紳作(1988)12A5日 号10 -11頁 参照。岩原教授によると 「相殺によ り同 じ目的

を達 しようとす ると、差押え、破産宣告、更生手続 開始決定後 に、決済参加行間で債権譲

渡 をして相殺することを認 めることになって しま う」ため、マルチラテラル ・ネ ッテ ィン

グの第三者効 はバイラテ ラル ・ネ ッテ ィングに比べて問題 が多 く、 「集団的決済における各

参加行の為替債権には強い関連性が認め られ、決済 システムにお ける為替債権 は特別 に法

的に保護 され る必要があるとい う政策判断をすれば、それ を認 める立法的手当てをすべ き
一 ことになろう」とされ る。

207久 保 田隆(1993b)6 ・14頁参照。久保 田によると、債権譲渡 して相殺す るな らば、「債

権相互 の対立性を要件 とする破産法98条 による相殺規定を援用で きず、銀行間合意のみに

基づ く債権譲渡では一般債権者 の利益 を害するがゆえに否認 され るおそれがある」。
208石 黒一憲 ・貝瀬幸雄 ・佐藤鉄男 ・弥永真生 ・真船秀郎 ・土橋哲朗(1995)362頁(弥 永

真生教授執筆部分)参 照。弥永教授 によれば 「わが国の民法の解釈 としては、三者間相殺

は認 められない以上、参加者間で合意に基づいて債権債務の置換えを行 う必要が生ず る。.
しか し、破産 申立時または更生手続開始 申立時後になされ る債権債務の置換えは無効であ

る し、申立時になされ る債権債務の置換えも、倒産者の一般債権者を害するもの として、
否認 の対象 となる可能性が高い」。
209日 本銀行(2001年)208 ・211頁(青 木周平氏執筆部分)参 照。 ここでは 「国によっては、
このよ うなマルチラテラル ・ネ ッティングを法的に有効 としている所 もあるようだが、 日
本 を含 め多 くの場合、このようなマルチラテラル ・ネ ッテ ィングの法的な有効性 には疑問

があるとされている」 としてい る。
21°新堂幸司 「多数当事者間のネ

ッティング(上)(下)」 金融法務事情1996年9月15日 号

19-23頁 、10月5日 号19-24頁 参照。
211全 国銀行協会事務委員会(2001)参 照

。全銀協は 「わが国においては、マルチラテラル ・

ネ ッテ ィングを有効 とす る法律が存在 しないため、全銀 システムや外為 円決済システムで

は加盟銀行間の債権 ・債務 をセン トラル ・カ ウンターパーテ ィー との間のバイラテラル ・

ネ ッテ ィングに置 き換える方法を とっている」 としている。
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ネ ッテ ィングの法的有効性 が必ず しも十分でないことは、国際的なマルチラテラル ・ネ ッテ

ィングの有効性 を考える上でも大きな影響を及ぼ している。例 えば、既にEUや 米国では、

EU指 令やUCC4Aマ ルチラテラル ・ネ ッティングの有効性 が立法によって確保 されている

が、このような国のマルチラテ ラル ・ネ ッティングに 日本の銀行が現地拠点を通 じてな らば

ともか く(但 し、この場合 でも日本法の介入が あり得 る212)、直接参加(リ モー ト・アクセ

ス)し たような場合213、その銀行が倒産す る と日本で倒産手続 が開始 され、 日本法に基づ

いてマルチラテラル・ネ ッテ ィングの効果が否認 され る事態がかな りの確率で想定 し得る。

す ると、 コア ・プ リンシプルの原則1に 従 って、ネ ッティングの法的有効性 が確保 されて

いない 日本の銀行の参加 を制限す る海外 の決済システ ムが出てこない とも限 らず 、競争 上

不利益を被る可能性 も出てこよう。その意味で、マルチ ラテラル・ネ ッティングの有効性 を

確保する必要性 を国際的文脈で検討 し直す必要がある。

この問題を考えるに当た り、本章では、(1)国 際的なマルチラテ ラル・ネ ッテ ィングの問

題状況 を整理 した上で設例 を設け、(2)主 要各国お よび 日本における法的状況 を検討 し、

(3)具 体的 な立法提案 の方向性 にっいて考察 したい。

第2節 問題状況

(1)問 題の所在

ドイ ツのヘ ッセ ン州中央銀行が運営する外 国為替決済 システムにEAF(EuroAccess

Frankfurt)が ある(即 時決済システムであるELS(EuroLinkSystem)と 統合 し、現在

はRTGSPlusと 呼ばれ る)。このシステムは、イギ リスのCHAPS-Euro 、フランスのPNS

と共に、海外か らの直接参加(リ モー ト・ア クセス)を 認 めてい る。 これ ら3者 の うち、

CHAPS・Euroは 即時 グロス決済(RTGS)を 採用 しているが、EAFとPNSに ついては本

稿でい うマルチラテラル ・ネ ッテ ィングを採用 してい る。一方、同 じくマルチ ラテ ラル ・ネ

ッティングを採用す るシステムであっても、アメ リカのCHIPSで は参加者 を外銀 の場合は

米 国内 の支店 ・現地 法人 か ニ ュー ヨー ク州 法(EdgeAct)上 の国際金 融 法人(Edge

corporation)に 限ってお り(CHIPS規 則19条)、 リモー ト・アクセスは採用 していない。

EU諸 国が リモー ト・アクセスを採用す る背景には、1999年1月 か らのユー ロ導入に伴

い、マルクや フランなど従来か ら存在 した各国別通貨の資金決済システムが生 き残 りをか ㌧

けて、参加者を広 くEU諸 国を中心に国外に求 めた結果 である。 ちなみにEU諸 国にお け

るマルチ ラテラル ・ネ ッテ ィングの法的有効性 は、EUフ ァイナ リティ指令(98/26/EC)及

びそれ をEU諸 国が国内法化することによって確保 されている(後 述参照)。なお、EUフ

212現 地拠点であって も
、例えば債権者の多数 が 日本人である場合が想定でき、 こ うした場

合には 日本で倒産手続が開始 され、 日本法が適用 され る可能性 を免れ ないであろ う。
2!3既 に東京三菱銀行 とみず ほ銀行(旧 日本興業銀行)の2行 が リモー トアクセスを行 って

いる。 中島真志・宿輪純一(2000)171頁 参照。
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アイナ リティ指令には、準拠法 を決済 システム規律法に一義的に定める規定 が置かれ てい

る(8条 、後述参照)。

さて、EAFが2001年10月 まで採用 していたマルチラテラル・ネ ッテ ィングは、 日本 の

外為円決済制度のよ うに1日1回 決済を行 うのではな く、これ を頻繁(20分 毎)に 行 うハ

イブ リッ ド・システムであ り、従来 のネ ッティング決済 よ りも早期 に債権債務 関係が確定 し

(ファイナ リティの早期確保)、 リス ク回避 に繋がるため、現在最 も優れた リス ク対策の1

っ214と考 えられている。フランスのPNSも 同様の決済 を行っている。なお、米国のCHIPS

においてはEAFよ りも取扱量が多 く20分 間隔ではその 日の決済が終了できないため
、仕

組みはEAFを 参考 とした ものの数分おきの連続的な決済に している215。ハイブ リッ ド・シ

ステムの もとでは、従来 のネ ッテ ィング決済 よ りも未 決済残高が積み上がらない点で メ リ

ッ トが あるが、仮に20分 おきに決済を行 うとした場合でも、その間の未決済残高は積み上

が り、ネ ッティングの効果が否定 された場合の影響 は全世界 に及び得 る。なお、EAFは2001

年11月 よ りRTGSPIusに 移行 してハイブ リッ ド決済か らオフセ ッティング決済に移行 し

た216た め、現在の ドイツの資金決 済システムにおいては本章で検討す る問題状況 は解決 さ

れてい る。 もっ とも、ペイメン ト・ネ ッテ ィングにまつわる新たな問題点を生み 出してい る

ことは前述の とお りである。また、アメ リカ、フランスなど、短いインターバルではある

もののセ ン トラル ・カ ウンターパーティーを伴わないマルチ ラテ ラル ・ネ ッテ ィングを伴 う

ハイブ リッ ド決済を行 う海外のシステムは多数存在す るため、同様 の問題が今後 も起 こ り

得 る。従って、本章の検討事項は今なお有効 と考え られ る。

さて、 日本のA銀 行が リモー ト・アクセスによ り、EU諸 国内のX国 にある決済システム

に参加 し、このシステムはマルチラテ ラル ・ネ ッティングを採用 していたとす る。 この揚合、

A銀 行がX国 法人aを 通 じてマルチラテラル ・ネッティングに参加 したのであれば、aを 巡

る法律 関係 に 日本法が介在する余地は少ない。但 し、それで も日本が倒産銀行 の資産の 中

心地で あるとか大多数の債権者 が 日本に居住 している等の密接関連性を示す事情があれ ば、

日本法が介在することは言 うまで もない。 しか し、Aが リモー ト・アクセスによって直接参

加する結果、Aを 巡る法律関係に絡んで 日本法がX国 の決済システムにまで介入する余地

は高まる。やがてA銀 行が倒産 し、Aの 管財人Pは 日本で倒産手続を開始 した としよう
。

その場合 、Pは マルチラテラル・ネ ッティングによって縮減 した債権ではなく、 もとの債権

214BIS(2001a)の コア・プ リンシプル基本原則IVは
、「システムは、決済 日にファイナル

な決済を迅速に提供すべ きである。 ファイナルな決済は、 日中に提供 されることが望ま し

く、少 な くとも決済 日の終了時までには提供 され るべきである。」 とした上で、その解説部
分で 「決済 日の終了時までにファイナルな決済を提供することは、最低基準である。多 く
の国において、 日中連続的にまたは頻繁に決済を行 うことによ り最低基準を上回るシステ

ムが存在す る。」 としてハイブ リッ ド・システムに言及 しているほか
、外為円決済システム

も2004年 のハ イブ リッ ド・システム導入に向けて検討中である。
215宿 輪純一(2002)6頁 参照

。
216RTGSPIusに っいては ・〃rl

udln/inxh参 照。
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額 を倒 産財団に組み入れ るべ きであるとしてマル チラテ ラル・ネ ッテ ィングの効果 を否認

しようとす る可能性があ る。その場合、少 なくとも①EU法 上マルチラテ ラル ・ネ ッティン

グの法的有効性は どこまで認 められ るか、②EU法 上有効に成立 したマルチラテラル ・ネ ッ

ティング契約 について、 日本法上否認 され る可能性はあるか、③ 日本法上マルチラテ ラル ・

ネ ッテ ィングの有効性 は どこまで認 められ るか、 とい う3つ の法律 問題が想定できる。

(2)問 題設定

これ らの問題 を考えるに当たって、簡単化 のために ドイツ法で規律 され る決済システムの

参加者 が4先 であるとし(4先 以上あったとしても法律関係 に大きな影響を与 えることはな

い)、 残 りの参加者をB(ド イ ツ法人)、C(フ ランス法人) 、D(ア メ リカ法人)と してマル

チラテラル・ネ ッティングを行 うとしよう。マルチ ラテラル ・ネ ッティングの細かな仕組 み

につ いては様 々なや り方が想定できる。

すなわち、元の取引が、AはCに 対 して40の 債権 を有 し、BはAに 対 して60の 債権 、

Dに 対 して5の 債権 を有 し、CはBに 対 して20の 債権、Dに 対 して10の 債権 を有 し、D

はAに 対 して20の 債権 を有するものとすれば217、各 自のポジシ ョンは、

A:40-60-20・=▲40(40の 債務超過の負 けポジシ ョン)

B:60+5-20ニ+45(45の 債権超過の勝ちポジシ ョン)

C:20十10-40=▲10(10の 債務超過 の負 けポジシ ョン)

D:20-10-5=+5(5の 債権超過 の勝 ちポジシ ョン)

とな り、各当事者 が倒産 しなければ、マルチラテラル ・ネ ッティングに従 って各ポジシ ョン

に基づ く受払が行 われ る。

さて、Aが 倒産 した場合、CがAに 対 して有 していた債務額40を 、BがAに 対 して有 し

ていた債権額60とDがAに 対 して有 していた債権額20で 按分 してネ ッテ ィングす ること

になる。すなわち、ネ ッティングによって縮減 され る債権額 は、

B:40x60/(60十20)=十30

D:40x20/(60十20)=十10

となることか ら、倒産債権 として負担すべき債権額 は、

B:60-30=十30

D:20-10=十10

この結果、B、C、Dの 各ポジシ ョンは、

B:十45-30=十15

C:▲ ユ0(不 変)

D:十5-10=▲5

となる。すなわち、BはCに 対 しZ10の 債権、Dに 対 して5の 債権 を持つかたちに変更 さ

217以 下
、新堂幸司(1996)の 設例 を若干変更 して使用 した。
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れ る。 これ らの 関係 を図解す る と図表26の よ うにな る。

図表26本 設例 にお け るマル チ ラテ ラル ・ネ ッテ ィン グ

〈ネ ッテ ィ ング前 〉 〈ネ ッテ ィ ング後 〉'

上記 設例 によれ ば、決 済 システ ムは ドイ ツ法 に服 して お り、この点 が最 も尊重 され るべ き

で は あ るが、決 済 システ ム参加者 以外 の第三者 との 関係 では 、Aは 日本 法、Bは ドイ ツ法 、

Cは フ ランス法 、Dは アメ リカ法 に則 して法 的有効性 を判 断 され る可 能性 を残 して い る。

また 、 ドイ ツの近 隣諸 国 とい う意 味 でイ ギ リスや イ タ リアな どEU諸 国の 法 も介 在す る余

地 が あ る。 そ こで、 まずEU法 お よび アメ リカ 法上マル チ ラテ ラル ・ネ ッテ ィ ングの有効 性

は どこ まで認 め られ るか(第3節)、 を見 た後 、EU法 上 有効 なネ ッテ ィン グが 日本法 の介

入 を受 ける可能性 は どの程度 あ るか(第4節)を 考 え、 さ らに 日本 法上マル チ ラテ ラル ・ネ

ッテ ィ ングの有効性 は どこまで認 め られ るか(第5節)に つ い て検討 を加 え る こと とす る。

第3節 法的状 況 と立法 の必要性

(1)EU法 ・米 国法上 マル チ ラテ ラル ・ネ ッテ ィ ングの有 効性 は どこま で認 め られ るか

イ.EUフ ァイ ナ リテ ィ指 令

EU諸 国のネ ッテ ィ ングの有効 性 は、1998年5月 に制定 され たEUフ ァイナ リテ ィ指令

(正式 名 は981261ECoftheEuropeanParliamentandtheCouncilof19may19980n

settlementfinalityinpaymentandsettlementsystems,OfficialJournalL166 ,

11106!1998p.0045・0050)に よって確 保 され てい る。本EU指 令 に よる と、資金 お よび証 券

決済 システ ムのネ ッテ ィ ングが倒 産 法 上第 三者 か ら保護 され(3条1項)、 遡 及 効 の適 用 を

受 けず(3条2項 、7条)、 支 払指 図 は決済 システ ム の規 則 が定 め る受 付時 点か らフ ァイ ナ

ル にな る(3条3項 、5条)。

▽EU指 令 の 主 な関連 条文218厂

第3条

2項 支 払指 図 とネ ッテ ィ ングは法 的強 制力 を有 し、参加 者 に対す る倒 産手 続 に

218BIS(2001a)の 日本銀 行仮訳 参 照
。
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国 名 国内法化 に伴って制定 もしくは改正 した規則 ・法律

イギ リス TheFinancialMarketsandInsolvency(SettlementFinality)

Regulations1999,No.29790f2.11.1999
フ ランス 銀 行法93条

2001年5月15日 法011420の30条

おい て も支 払指 図 が倒産 手続 開始 前 に システ ム に受 け付 け られ た揚 合 は、

その効力 を第三者 に対抗 で き る。

3項 倒 産手続 開始 前 に締 結 され た契約及 び 取 引 につ い ては、それ らを無 効 とす

るいか な る法 律 、政 令 、規則 や慣 行 に よっ て も、ネ ッテ ィン グの巻 き戻 し

を生 じさせ ない。

4項 システ ムに よ る支 払指 図 の受付 時点 は 、当該 システ ムの規則 に よ り定 め ら

れ る。システ ム を規 律す る法律 が支払指 図 の受 付 時点 につ いて 条件 を定 め

てい る場合 は 、 同規則 は そ うした条件 に沿 うものでな けれ ば な らない。

第5条

支払 指 図は、 シ ステ ム の規則 が定 め る時点 以 降、 システ ムの参加 者 また は第 三

者 に よって取 り消 され ては な らない。

第7条

倒 産手 続 は、そ の手 続 開 始以 前 にお いて シ ステ ムへ の 参加 か ら生 じた、 ない し

そ れ に関連 した 参加者 の権 利義 務 関係 にっ いて 、遡 及 的に効 力 を有 して は な ら

な い。

こ こでのネ ッテ ィ ングは1当 事者 以 上 に対 す る債権 債務 を1つ の ネ ッ ト債権 債務 に置換

える もの(conversion)と 定義 され219(2条)、 相 手方 が複数 の場 合にマル チ ラテ ラル ・ネ ッ

テ ィ ン グが 当然含 まれ る。 なお 、法 律構 成 は相殺(ネ ッ ト)な の か更改(置 換 え)な のか

無 名契 約 なの かが判然 としな いが 、set-off(相 殺)やnovation(更 改)と い う法律用 語 を

明示 的 に使 ってい ない こ とか ら、 ネ ッテ ィ ングの機 能 を有 す る もの で あれば相 殺 で あ ろ う

と更改 で あろ うと無名 契約 で あ ろ うと広 く許容 す る もの と考 え られ る。EU諸 国で は、1999

年12A11日 まで に本EU指 令 を国 内法化す るた めの法律 ・規 則 を発効 しなけれ ばな らな い

こ とに な ってお り(11条1項)、 この結 果 、EU各 国法上 も図表27の とお りマル チ ラテ ラ

ル ・ネ ッテ ィン グの法 的有効性 が確 保 され て い る。

図表27主 要 各 国に お け るEUフ ァイナ リテ ィ指 令 国内法化 の状 況220

219原 文 は
、(k)'netting'shallmeantheconversionintoonenetclaimoronenet

obligationofclaimsandobligationsresultingfromtransferorderswhichaparticipant

orparticipantseitherissueto,orreceivefrom ,oneormoreotherparticipantswith
resultthatonlyanetcla洫canbedemandedoranetobligationbeowed .
22° ・〃ur .u.inmm/inrnlmrkn/finlmnir・ ノ.

26imnl.hm照
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ドイツ 債 権 譲渡 法676条(676aAbs3&4,676dAbs2,676gAbslC)

GesetzzurAnderunginsolvenzrechtlicherand
KreditwesenrechtlicherVorschriften(8/12/1999 ,BGBI.1999Teil1
Nr.540f10/12/1999,p.2384)

イ タ リア Decretolegislativen.2100f12April2001(gazzettaufficiale

No.1300f7June2001)

ロ.米 国UCC4A編

米国では、50州 すべてにおいて、1989年 に制定 された資金振替に関する商取引ルール で

ある統一商法典(UCC:UniformCommercialCode)4A編 を採用 してお り、その4A・403

条(b)は マルチラテラル ・ネ ッティングの有効性 を正面か ら認める規定を置いている。

なお、ここでは 「相殺」(settingoff)と い う言葉 を使 ってはいるが、それ に伴 って他 の

相殺 に関す る規定を援用 しようとい うものではなく、 「本規定は、CHIPSに おけるマルチ

ラテ ラル ・ネ ッティングを扱 ってお り、(中 略)コ モ ンロー上、債務の相互性(皿utualityof

obligation)が ないのでマルチラテラル ・ネ ッテ ィングは無効であるとす るあ らゆる議論 を

無効足 らしめることを企図 したものである」(OfficialComment)。

▽UCC4A編403条(b)221

4A-403条(b)仕 向人 と受取銀行が、債務 にっいて参加者間でマルチラテラル ・

ネ ッテ ィングを行 う資金振替システムに参加 している場合、受取銀行は、

システムの規則 に基づ き決済が完 了 した時点にファイナル な支払を受 け

取る。資金振替システムを通 じて送信 した支払指図の金額 を支払 う仕向人

の債務 は、システムの規則が認 める限 り、受取銀行が資金決済 システムを

通 じて送信 した支払指 図によ り仕向人が受 け取る金額 と相殺す ることで

履行 され得 る。システムにおける各仕向人の各受取銀行 に対するネ ッ ト仕

向額 の合計は、システムの規則が認 める限 り、システムの他の参加者 によ

る仕 向人へのネ ッ ト仕向額の合 計 と相殺す ることで債務の履行が され た

とす ることができる。ネ ッ ト尻は、このパラグラフの第2文 で述べた相殺

が実行 された後 に算出される。

CHIPSで は従来、セ ン トラル ・カ ウンターパーテ ィー を有 しないマルチラテラル ・ネ ッテ

ィングを採用 し、1日1回 の時点決済を行 ってきたが、2001年1月 からCHIPSFinality

と呼ばれ る仕組み を新たに導入 し、 リアル タイムで連続的なマ ッチングを行い、ネ ッテ ィ

ングす るようになった。 このため、現在、ハイブ リッ ド・システムでは最 も優れた仕組み と

考え られ ている。UCC4A編 は1989年 当時のCHIC)Sを 念頭 に作 られているが、その適用

をCHIPSに 限るものではないため、 日本の外為円決済 システムのように従来 のCHIPS同

221訳 文 はBIS(2001a)の 日本銀行仮訳参照
。
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様 、時点決済を行 うマルチラテラル ・ネ ッティングであれば、米国法上 も有効 と解 されよ う。

ハ.小 括

このよ うにEU諸 国および米国においてマルチラテラル ・ネ ッティングの法的有効性 は立

法に よって確保 されてお り、決済 システムに対 して参加者B、C、Dに 関する本国法の介入

があった として も問題 はあま り生 じない。なお、アメ リカ法人Dの 管財人が隣国のカナ ダ

や同 じ英語圏の先進国で あるオー ス トラ リアに所在す る場合 も想 定で きるが、カナダで は

1996年 の支払決済法(PaymentClearingandSettlementAct、 前出)、 オース トラ リアで

は1998年 のPaymentSystemsandNettingAct222に よ り法的有効性が確保 されている。従

って、残 る主な障害は参加者Aに 関連す る 日本法の介入であると考えられる。

(2)EU法 上有効 なネ ッテ ィングが 日本法の介入を受ける可能性 はどの程度あるか

この問題は、①決済システムの規律法(ド イツ法)の 適用範囲は どこまでか、②Aが 倒産

した場合 に決 済システムのネッティングの準拠法に 日本法は どの程度介入 し得 るか、 とい

う2段 階で考 えられ る。

イ.決 済 システム規律法の適用範囲

まず、決済システムの規律法については、1995年 のEU倒 産条約(9条)が 、決済 シス

テムの当事者 の権利義務 に関す る倒産の効力は当該システムに適用 される締約国の法のみ

が規律す ると規定す るが、これは金融機関の倒産 には適用 され ない。 このため、1998年 の

EUフ ァイナ リティ指令(8条)に よ り、金融機関の場合で も、倒産手続は決済システムの

準拠法により海外参加者の母国倒産 法の抵触を受けないこと(8条)が 規定 された。その後、

2001年 に別 のEU指 令(Directiveonthereorganizationandwindingupofcredit

institutions,2001/24/EC,OJL125)出 され、その25条 にもネ ッテ ィングはネ ッティング

契約 の準拠法 のみによって規律 され る規定があるが、資金 ・証券決済 システ ムの枠組み が

関係す る場合にはEUフ ァイナ リテ ィ指令が優先適用 され る223。

▽EU指 令 にお ける準拠法に関す る規定

第8条

システムの参加者 に対 して倒産手続が開始 された場合、当該参加者のシス

テムにお ける活動か ら生 じる、ない しそれ に関連す る権利義務 関係 は、シ

ステムを規律す る法によ り決定 され る。

この結果、決済 システム規律法(ド イツ法)の 適用範 囲は少な くともEU諸 国内までは確

222Tyree
,A.andBeattyA.,(2000)109頁 参照。

223こ の点につき
、多 田望(2002)参 照。
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保 されているといえよう。なお、 この点、アメリカ もUCC4A編507条 で決済システム 自

体がシステム参加者の権利義務に関する単一の準拠法を定 めることを認 めている224。しか

し、EU域 外においては各国法が介入す る可能牲 は残 されてお り、 ドイツ法をどの程度尊重

するかについては各国国際私法上の扱いに任 され る。 そこで、次にAが 倒産 した場合、ネ

ッテ ィング契約 に 日本法が どの程度介入するかが重要になる。

ロ.ネ ッティング契約 に対する 日本法の介入

Aが 倒産 して 日本で倒産手続が開始 された場合、ネ ッティング契約 の有効性 は 日本の裁判

所で国際私法 に基づ く適用法に従 って判断 され る。そ こで、渉外事件 にお ける準拠法の扱

いを 日本の国際私法を中心に検討す る。 資金決済システムが採用す るマルチラテラル ・ネ ッ

ティングにおいては、法例7条 によ り契約準拠法(こ こでの決済システム規律法 としての

ドイ ツ法)が 最大限尊重 されるが、契約 当事者以外 の第三者 との関係では一般に法律上 の

規定が優先適用 され るひマルチラテラル ・ネ ッティングを通説 に従 って国際私法独 自の立場

か ら単位法律関係 に分解す ると、①相殺 に必要な債権債務 の見合い状態を作 り出すための

「債権譲渡」 と②見合い状態 を作 り出した後 、バイ ラテラル ・ネ ッティングを行 う 「相殺」

とに分解するのが一般的 と考えられ、倒産管財人Pと の関係 では③マルチラテラル ・ネ ッテ

ィングによる 「債権譲渡」や 「相殺 」に対す る 「否認 」 とい った3つ の法律 関係 に分解 で

き、各々の第三者効が問題になる。 その他、消費者保護等の強行法規の介入 も考 え られ る

が、本稿では最 も可能性の高い倒産の局面に限定す る。

設例に即 して具体的にみてみると以下のようにな る。すなわち、Aが 倒産 した場合、マル

チラテ ラル ・ネ ッティングにより、Bの 債権額60の うち30はCに 債権譲渡(債 権譲渡 の準

拠法を適用)、Dの 債権額20の うち10はCに 債権譲渡(債 権譲渡 の準拠法を適用)し て各々

相殺 し(①:相 殺の準拠法を適用)、 この合計40のCの 債権 をAの 債権40と 相殺 してゼ

ロとし(②:相 殺 の準拠法を適用) 、損失 をBが ▲30、Dが ▲10被 る。 これに対 して管財

人PはAのCに 対す る元の債権40の 返還を主張 し、上記① と②は倒産以後に生 じた倒産

財団に不利益 を及ぼす ものだ とし、否認の準拠法を適用 して否認す るわけである。

①債権譲渡の準拠法

債権譲渡の第三者効(債 務者 を含む)は 法例12条 に より債務者の住所地法による。 この

ため、Aの 債務 には 日本法が適用 され ることとなるか ら、BとDに よる債権譲渡には 日本

法の適用がある(図 表28参 照)。 す ると、 ドイツの決済システムであ りなが ら、債権譲渡

に際 しては 日本法上の対抗要件 を満 たす必要がある。 なお、仮 に 日本の決済 システムに リ

モー ト・アクセスを認 めた場合、外国からの直接参加者 が倒産 した場合、その管財人 に対 し

ては外国法に基づ く債権譲渡の対抗要件 を満た さない限 り対抗できない点に注意が必要 で

224こ の点につき
、詳 しくは野村美 明(2000)106頁 参照。

107



ある。

図表28法 例12条 による処理

◎:法 的安定性 が高いケース、 ×:法 的安定性が損なわれ る可能性が高いケース

このよ うな法例12条 の債務者住所地法主義 に対 しては、譲渡 され る債権の準拠法に よる

べきとす る債権準拠法説か らの立法論的な批判がな されてきた
。また、最近になって、1998

年に成立 した債権譲渡の対抗要件 に関す る民法の特例等に関す る法律(債 権譲渡特例法)

で簡易な公示方法(債 権譲渡の登記制度)が 創出 され たものの、証券化取引が国際的に行

われた揚合に同法をどの程度適用すべきか とい う文脈 の中で、改めて法例12条 の改正 も議

論 されている225。

決済 システム との関係では、個々の証券化取引 とは異な り、集団的・画一的 な大量処理が

必要 なことか ら、なるべ く全ての取引が決済システム規律法による必要がある。従 って、

国際的に整合性 の保 てるかたちで決済システ ムの準拠法を扱 う単行法を整備す るこ とが望

ま しい。

②相殺の準拠法

法定相殺の準拠法 については、明文 の規定はな く解釈 に任 されてお り、相殺 され る債権の

それぞれ の準拠法によ り共に相殺 が成 立 しなければな らない とする 「累積適用説」226が主

流であったが、受働債権の準拠法 に服すべ きとす る 「受働債権の準拠法説」227を主張す る

論者 も増加 しつつある。仮に累積適用す るな らばB・C間 の相殺 は ドイツ法 とフランス法、

D・C間 の相殺 はフランス法 とアメ リカ法、A・C問 の相殺は 日本法 とフランス法の各々共通

部分だけが適用 され、受働債権であれば ドイツ法、アメ リカ法、 日本法が適用 される。

しか し、国際的な決済システムにおけるマルチラテラル ・ネ ッティングで想定 されるよ う

な多国籍の多数 当事者間債権 を一括相殺す るような場合 には、累積適用説で あれ ば勿論 、

受働債権 の準拠法説によって も、複数 の準拠法を個々に適用す るので煩雑 にな り、累積適

用であれ ば準拠法同士が相互に背反す る規定を有 していれ ば相殺そのものが成立 しない点

で法的予 見可能 性や安定性 を欠 く結果 となる。従 って、石黒教授228が指摘するよ うに、 こ

225例 えば
、野村美明(2000)参 照。

226例 えば
、山田鐐一(1992)332-3頁 、櫻 田嘉章(2000)236頁 、溜池良夫(1999)390

頁参照。
227例 えば

、道垣内正人(2000)269-270頁 、折茂豊(1972)214頁 参照。
228石 黒一憲(1983)251 -252頁 参照

。なお、野村美明(2000)106頁 も 「「両当事者 の全

体的な取引関係の重点をなす法秩序を探求す る」 とい う方法はより直截的であると評価で

!:

債権者が日本在住 債権者がA国 在住
債務者が日本在住 ◎ 日本法の適用 ×日本法の適用

債務者がA国 在住 ×A国 法の適用 ◎A国 法の適用



のよ うな場合 にお いては、個々の債権は相殺 の問題 に関す る限 り、その個性 を喪失 してい

るか ら、包括的な相殺契約(す なわち決済システムの規則)が あればそれによ り、それが

なくとも両当事者の全体的な取引関係 の重点をなす法秩序 を探求 して、極力単一の準拠 法

(決済 システムの規律法)に よる規 制を考えるべ きであろ う。但 し、倒産のよ うな揚合 、

契約 当事者以外の第三者 に対 して準拠法合意の効果が どの程度及ぼ しうるかは明確 でな く、

少な くとも準拠法に関す る何 らかの公示 が必要であり、債権譲渡 と同様に、なるべ く全 て

の取引が決済システム規律法 によることを、国際的に整合性 の保 てるかたちで立法す る こ

とが望 ましい。

③否認 の準拠法

否認権については、Aの 倒産 時に倒産 手続が 日本で開始 された場合、管財人Pの 否認権

の準拠法が何法となるかについては、法廷地=日 本法 とす る見解が有力であるが、近年 は

債権準拠法eド イツ法 とす る見解 も一部 にみ られ る。

すなわち、①否認権は手続 の一体性 を重ん じる必要性か ら法廷地法に より229、債権準拠法

上否認 されない場合であって も倒産手続 開始国法上否認可能な場合には否認 を積極 的に認

めるべ きとす る通説(山 戸教授230な ど)231、 と、②否認権 が債権者取消権 と同様の権利 で

あるこ とに着 目し、債権準拠法 と詐 害行為の準拠法を累積的に適用す る通説 に従 い、法廷

地法を無条件 に適用するのではな く債権 準拠法上の規定 も参照すべきとする有力説(道 垣

内教授232な ど)233が ある。 こ うした対立に対 して河野教234は 、「従来の通説が加えていた

理 由付けは不十分であると考 えている。 とい うの も、従来 の見解 が強調する倒産処理 の手

続的側面 とそ の一体性 は、倒産処理の一面 しかとらえてお らず、倒産開始地法が適切な準

拠法たるか否かを抵触法的な観点か ら分析 していないか らである。 この意味で近時の有力

説の指摘は正鵠 を得ているとい えよ う。 しか し筆者(河 野教授)は この見解の主張に対 し

て、以下のような疑問を有 してい る」 として、有力説 では①個別法律 関係ごとに適用法規

が異な り得るので管財人が速やかに資産 を回収す る際の妨 げになる点、②国際的に分散 し

きる」 と主張する。
229「 手続は法廷地法による」 とい う国際私法の原則 に適 うほか

、利害関係人を一律 ・平等

に取 り扱 うことが可能なため、倒産処理手続 における一元的 ・画一的処理に適 う。
230山 戸嘉一(1964)893頁 参照

。
231通 説に対す る批判 としては

、否認権行使の要件・効果は純粋 な手続的事項 とは異なる実

体法的側 面があること、倒産手続開始国以外 の受益者は倒産手続開始国法の適用 を予定 し

ていない場合が多いこと、が指摘 されている。深μ」卓也(2001b)21頁 参照。
232澤 木敬郎 ・道垣内正人(2000)221 -222頁 参照

。
233有 力説に対する批判 としては

、否認対象行為の種類によっては当事者が任意に準拠法 を

選択できて しまい、否認権行使 を意 図的に回避できること、否認対象行為の範囲が倒産 手

続開始国法のそれよ りも広い場合 には倒産手続開始 国で認め られている以上の過大な保護

を外 国倒産手続に与えて しま うこと、が指摘 されている。深 山卓也(2001b)21-22頁 参

照。
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た資産を統一的なポ リシーの元で回収す るには否認権の準拠法 と手続法が同じ国の法で一

本化す る必要がある点、③管財人の行動 について総債権者の予測可能性を最大限満 たすの

はむ しろ倒産開始地法である点を指摘 し、倒産開始地法を基本的準拠法 とす る通説 に賛成

した上で、個別 問題毎に抵触法的利 益衡量に基づいた考察 と修正が必要である、 とす る。

仮にこの見解 が倒産手続開始国法 と否認対象行為 の準拠法の累積適用説をもた らす とすれ

ば、当事者に よる任意の準拠法選択 が可能になった り、最 も狭い否認 可能性 しか認 めない

人為的 な法の適用 となって手続開始 国法 と行為準拠法 の何れ も意図 しない結果を招 くこ と

のない ように注意す る必要があろ う235。

私見では、債権者代位権や債権者取消権における通説がこれ らを訴訟法上の制度ではな く

実体法上の制度 とみて債権の準拠法 によるべ きとしていることとの整合性を重視す る有力

説の見解 に一定の合理性 は認 めつつ も、やは り否認権は債権者取消権 よ りも手続的色彩の

強い倒産法秩序にお ける特別な権利であ り、手続 の一体性や便宜 に鑑み、倒産 開始地法を

基本 的準拠法 とす る通説の方が受 け入れ られ易いよ うに思われ る。実際、否認権ではない

ものの、それ よりも手続的性格が薄い債権者代位権についてす ら法廷地法によるべきとし

た下級審判例(東 地判昭和37年7月20日 下級 民集13巻7号1482頁)が あ り、実務上 は

否認権が実体 法ではなく手続法の一部 として構成 され て法廷地法が適用 され る可能性 が高

い。何れ にせ よ、各 国の裁判所が法廷地法 のみで否認権を判断す るか、累積適用で否認権

を判断す るか の相違はあっても倒産手続 開始国法の介入可能性 が何 らかの形で認 められ る

ため、ネ ッテ ィングの有効性を認 めない国で倒産手続が開始 されればれ国際的なネ ッテ ィ

ング契約 が否認 される リスクが残 る。

なお、平成12年11月21日(同 月29日 公布 、平成13年4月1日 施行)に 外国倒産処理

手続の承認援助手続 を創設する 「外国倒産処理手続の承認援助 に関する法律」(平 成12年

法律第129号)が 成立した。 この承認援助手続のもとで外国倒産処理手続に資す るよう否

認権行使 を認 める場合には、否認権 の要件及び効果を規律す る準拠法 を決定する必要が あ

るが、立法担 当者の法務省の深山氏嬲 によれば、否認権 の準拠法 に関す る 「いずれの説に

も難点があ り、否認権 の準拠法にっいて一義的に合理的な規律 を設けることは極めて困難

であることか ら、承認援助手続には、否認権 に関す る規定 は設 けない こととした」、「倒産

法部会の審議 においても、現時点で否認権 行使 に関す る明文 の規定を設けることは困難 で

あるとい う点 については認識の一致 をみてい る。 したがって、外 国管財人等がいかなる準

拠法に従い、いか なる要件 の下で否認権 を行使す ることができるか、その場合の効果 がい

かなるもの となるかは、これまで と同様 に解釈 にゆだね られている」。一方、UNCITR,AL

国際倒産 モデル法 も否認権の準拠法について各国のコンセ ンサスが得 られなかったた め、

否認権 の準拠法に関す る規定は設けていない。従 って、否認権に関す る限 り、決済 システ

脳 河野俊行(2001)148頁 参照

235深 山卓也(2001b)22頁 参照
。

236深 山卓也(2001b)22頁 参照
。
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ム規律法を適用す る立法の実現可能性は少ない と考 えられ る。

④小括

このよ うに、債権譲渡、相殺、否認 の3局 面において何れ も日本法の介入余地があ り、各 々

日本法サイ ドにおいて も様々な解釈論や 立法論が分立 している状況 にある。 こ うした中、

①決済システ ムや ネッテ ィングを単体 として準拠法を定めて しま うアプローチ と、②単位

法律関係 ごとに分 けて個別に法整備す るアプ ローチが想定で きるが、後者で は一般法に も

影響 を与 えるので調整が困難であろ う。従って、欧米がそ うであったよ うに前者のアプ ロ

ーチを採用す る優位性が高いと考 えられ る237
。 もっ とも、否認権 については立法 自体が困

難 と見込まれ るため、 日本の実体法上ネ ッテ ィングの法的有効性を明確化 してお く必要性

が残 る。

(3)日 本法上マルチラテラル ・ネ ッテ ィングはどこまで有効か

イ.ネ ッティングは相殺か否か

マル チラテラル ・ネ ッティングに従 って各ポジシ ョンに基づ く受払が行われ る場合、法的

には当事者間契約 に基づ く三者 間以上の多数 当事者間相殺 とも考 えられ るが、第三者 との

関係 な ど契約 の有効性が認 められない範囲では、法定相殺が2当 事者間に しか認め られ な

いことか ら、一旦何 らかの債権譲渡 を行 った うえで2当 事者間相殺(バ イラテ ラル ・ネ ッテ

ィング)を 行 うものと考 えるのが法的には馴染みやすい解釈 と考え られる。

バイ ラテ ラル・ネ ッティングについては、このよ うに、①民法505条 の法定相殺 によって

一括清算が予定す るの と同 じ効果 を導 くことが 出来 ることを示すアプローチ(新 堂教授238

ほか)の ほか、②取引の経済実態 に即 して、契約 の終了お よび損害賠償予約であるとす る

アプローチ(ア メ リカの立法、神 田教授239ほか)が ある。双方 の考え方 にはそれぞれメ リ

ッ トとデメ リッ トがあ り、①は 「法定相殺 は管財人の解除権 に優先 し、差押 えに対す る相

殺予約 の有効性が最大判(昭 和45年6月24日)で 確立 している240」メ リッ トがある反面、

237も っ とも
、否認権 については倒産手続開始 国法の介入を免れ ない可能性が残 るため、各

国の実体法上の有効性確保が最 も望まれ る。
238新 堂幸司(1992)

、新堂幸司 ・神 田秀樹 ・松下淳一 ・野本修 ・中村義行 ・渡辺彰 ・田中

輝夫 ・和仁亮裕(1994)参 照。
239神 田秀樹(1994)

、新堂幸司 ・神 田秀樹 ・松 下淳一 ・野本修 ・中村義行 ・渡辺彰 ・田中

輝夫 ・和仁亮裕(1994)参 照。
240決 済 システムにおけるネ ッティングの第三者効 に関 しては

、 日本では相殺の第三者効 の

問題 として最高裁昭和45年 大法廷判決を援用す るかたちで解釈論が展開されている。同判

決は、銀行の貸 出債権 と預金債権に関 し、両債権の弁済期の先後 を問わない無制限説 を採

用 しているが、学説の中では、弁済期の先後関係 も しくは相殺 の合理的期待 を第三者効 の

要件 とす る制限説 も有力である。 山田助教授 は、この制限説の うち、相殺 される債権同士

の牽連性に着 目し、イギ リス との比較で検討 している。すなわち、イギ リスでは伝統的に

牽連性 との関連で相殺制度が論 じられ、1970年 代以降は相殺 における両債権の牽連性 を「公
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「会社更生では162条1項 で相殺可能な債権債務 が限定 され る」デメ リッ トがあるのに対

し、②は 「経済的実態に近い上、管財人の解除権 の例外を認めた破産法61条 が存在す る」

メ リッ トがある反面、「会社校正手続 開始 を契約終了事由とすれば最三小判(昭 和57年3

月30日)に 違反する恐れがあるほか、破 産法61条 同様の規定が会社更正法には存在 しな

い」デメ リッ トがある241(図 表29参 照)。

図表29ネ ッティングに関す る解釈アプ ローチの利点 と課題

2っ のアプローチを比べ ると、相殺 アプローチの方が一括清算の有効性 を論 じ易いが、そ

の議論は 日本的文脈上 の最高裁判例に頼 らざるを得ないた め、神 田教授は 「破産法61条 類

似の規定 を明文で設けて全 ての取引関係 の清算を肯定す ることが望ま しい」 とし242、平成

10年 に成立 した一括清算法 も相殺 アプ ローチは採用せず、 どちらか と言えば契約終了アプ

ローチで規定 されている。また、ISDAの 商品ス ワップ部分については、民法505条 の債権

の同種性 を満た さないため、新堂意見書 において も相殺アプローチを放棄 し、契約終了ア

プローチを採用す る。

では、決済システムについてもネ ッティングの実態面に即 して、バイラテラル ・ネ ッティ

ングで主張された ように、一旦契約関係 を終了 し、算定 した各 ポジシ ョンに基づいて清算

する とい う法律構成を採用すべきとい う考え方(神 田教授243など)も 援用できるだろ うか。

私見では否定的である。 日本の決済 システムでは、ネ ッティングの法律構成 にっいて相殺

法理を用いて構築 してきた経緯 があ り、例えば、外為 円決済 システム と同様 の 「セン トラ

正」概念の視座によ り解釈す る方向性が確定 したが、相殺権の要件 ・効果を検討す る上で

はイギ リス法を参照 して牽連性の内容 を明 らかにすべ きとし、「この牽連性の要件の導入
は又、広い意味では、決済 システムにおける 「公正」概念の展開の一揚面 と位置づけるこ

とが可能であろう」、「市揚において 自生的に発生 してきた金融取引界のニーズを超 えて、
公正な決済システムを法 によって支援す るべきではないか」 としている。山田八千子 「イ
ギ リス法 における衡平法上の相殺 の構造(ユ)(2)一 牽連性要件を中心 として一」東洋法

学44巻1号 、46巻1号 、 日本私法学会研究報告要 旨(2002年10月13日)7-8頁 、 山
田八千子 「相殺における 「公正」概念の意義 一イギ リス法を手がか りに一」 日本私法学会

第2部 会報告 レジュメ(2002年10月13日)参 照。
241神 田秀樹(1994)11 ・13頁参照。
242神 田秀樹(1994)12頁 参照

。
243神 田秀樹(1994)12頁 参照

。
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利 点 課 題
相殺アプローチ ①法定相殺は管財人の解除権に ①会社更生手続では相殺できる

優先す る点。 範 囲が限定され る点。

②相殺予約の有効性が判例上確 ②いわゆる相殺とは中身が異な
立 してい る点。 る 点 。

契約終了アプローチ ①取引の経済的実体に即 してい ①会祉更生手続開始を契約終了
る 点 。 事 由とすることの可否。

②破産法61条 が存在す る点。 ②破産法61条 の類推適用範囲。



ル ・カ ウンターパーテ ィー を置 くマルチラテ ラル ・ネ ッティング」 を採用する全銀 システム

にっいては、内国為替決済規則10条 が、セン トラル・カウンターパーティー(東 京銀行 協

会)と 参加銀行(決 済金融機 関)と の間の債権債務関係 は決済開始時刻に対当額で相殺 さ

れる と規定 している。 このため、契約終 了アプ ローチは立法論 としてな らば有効 に機能 し

得るが、解釈論 として現行法上 どこまで有効性 が主張できるかを考 えると、判例の発達 し

てきた相殺や債権譲渡 を援用 しつつ解釈論 を積上 げる方が建設的 とい えよう。

仮にそ うだ とすると、マルチラテラル ・ネ ッティングの参加者 各 自の受取・支払額にっい

て、誰 の債権が誰 にいくら譲渡 されたかは事 前には必ず しも明 白ではないものの、マル チ

ラテラル ・ネ ッテ ィングによって支払時点に何 らかの債権譲渡があるものと考えられる。

ロ.マ ルチラテラル ・ネ ッテ ィングの法的有効性

マルチラテラル ・ネ ッテ ィングは、通常のネ ッテ ィング(バ イ ラテラル ・ネッテ ィング)を

相殺だ とすれば、三者間の法定相殺 を認めない民法505条 の理解 に立つ限 り、この前段階

に債権債務の置換 え、言葉 を換 えれば債権譲渡 とい うプ ロセスが加 わる。これを倒産法 と

の関係で見た揚合、債権譲渡が危機時期に行 われれ ば当然否認権の対象 となる244。なお、

仮に為替に一括清算法の適用を受 けたとしても、同法は否認権 を制 限す る立法ではないの

で一括清算 の対象 となる個々の取引は否認対象 とな り得 る。

相殺アプローチで行った場合、①相殺以前に行 う 「債権譲渡」が否認対象に当た らないこ

とを主張 した上で、② 「相殺」が倒産法上認 め られた相殺権 のe囲 内であることを主張す

る必要がある。資金決済 システムでは、銀行 の為替資金の1つ が否認 され組戻 され る とシ

ステ ミック・リスクを及ぼす危険性が想定 され る245ため、なるべ く① の債権譲渡を有効な範

囲に限定 しつつ② に引き寄せて有効性を導 くこととな る。そ うした有効性 を導 く解釈論 と

しては、ISDAの マルチー括清算条項 とい うマルチラテ ラル ・ネ ッティングスキームに関 し

て新堂教授が示 した見解246があ り、これ は最小判(平 成7年7 .月18日)を 援用 して相殺権

の範囲内 として有効性を主張 してい る。

新堂説では、 「ISDAマ スター契約上のマルチー括清算条項 による合意がな くとも、 日本

法上 同一 の結果が取得できるかど うかを吟味 し、それ が可能 であるこ とを論証することに

よって、マスター契約 におけるマルチー括清算条項に よる合意の 日本法上の有効性を論証

す るとい う方法を採用」 し、①マルチラテ ラル ・ネ ッテ ィングにお ける将来債権の停止条

件付譲渡が民法上有効か否 か、②停止条件付債権を譲 り受 けた者が債務者に対す る自己の

債務 と対当額です る相殺 を債務者 の管財人 に対抗 し得るかにつ き、検討 している247。この

244前 掲
、岩原紳作(1988)、 久保 田隆(1993b)等 を参照。

245但 し
、CLSな ど多 くの決済システムでは否認 された取引は除外 して扱 っている。

246新 堂幸司(1996)参 照
。

247具 体的には以下の とお り
。

上記譲渡が問題 になるケースにつ き、新堂教授 は以下の2っ の場面 を想定 している。 ま
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ず、マルチラテラル ・ネ ッティングの当事者 をA・B・Cと した場合、「あらか じめ 『A・B・

Cい ずれかにっいて支払停止等の事実が発生 した ときには、た とえばB倒 産の場合、その

倒産手続開始前の時点において、Cは 、AのBに 対する債権を譲 り受け、これ を自働債権

とし、C自 らのBに 対す る債務を受働債権 として相殺す る』とい う合意を しておいた場合、

そのよ うな合意に基づ くCに よる相殺 の効果をBの 管財人 に有効に主張できるか」 とい う

ケース(相 殺合意①)で ある。次に、マルチラテ ラル ・ネ ッティングの当事者 をA・B・C・

Dと した場合、 「た とえばBに 支払停止等の事 由が発生す ることを停止条件 として、AとD

はCに 譲渡すべき債権額 を算定す る。すなわち、倒産者Bに 対する債務総額40を 、AとD

とに、それぞれの倒産債権額 に応 じた割合で配分 される額 、すなわちAは60の うち30 、D
は20の うち10を 算定 し、それぞれCに 譲渡す る」 とい う扱いの後、相殺合意① と同様 の

債権譲渡 と相殺 を行 うケース(相 殺合意②)で ある。相殺合意①は債権譲渡 の相手先が特

定 され ているのに対 し、相殺合意② は特定 されてお らず、決済 システムにおけるマルチ ラ

テラル ・ネッティングにおいて よく見 られる形態 と考 えられ る。

新堂教授は、ここでの債権が 「当事者の1人 に支払停止等の一括清算事 由が発生 した と

い う停止条件が成就 した場合 には じめて発生 し、その額 ・履行期等が確定され る債権であ

る」ため、まず相殺合意① については、 「相殺合意等 をす る契約時点において、譲渡すべき

債権が特定 しているといえるのか、その ような債権の停止条件付譲渡ははた して有効なの

か」、Bが 承認すれば債権譲渡の対抗要件 の具備 として十分か、を検討 した。 この結果、特

定 陸にっいては一括清算による確定方法が明確 に定め られていれば良い とし、譲渡の有効

性要件 については債権発生の 「事実的基礎で足 りる」 とす る判例(最 二小判昭53・12・15

金融法務事情898号93頁)に 依拠 し、 「条件が成就 した場合 に債権が発生することは確実

である。その意味では 『債権発生の事実的基礎』は存在する と解せ られ るので、その譲渡

の有効性が肯定 されよ う」 としてい る。次に相殺合意②にお ける譲渡金額の割合配分合意

については、「各一括清算 の結果の最終残高債権 を基礎 に した単純な比例配分の計算 にっ

いての合意であって、将来債権たる最終残高債権 自体 の停止条件付譲渡の合意が有効 と解

され る限 り、その譲渡すべ き債権額 を決定す る方法にっいての合意のみが無効 とされ るい

われはない」 とした。

なお、対抗要件具備の方法については、「一定の条件のも とに将来発生すべき債権を譲渡

して、当該債権未成立の うちに債権譲渡の通知 をした場合、当該通知は有効であ り、これ
が確定 日付のある書面でな されれ ば第三者 にも対抗でき、条件成就 の際に再度通知す る必

要はない とす る判例がある(大 判昭9・12・8民 集13巻2261頁)」 ことか ら、「同判例を

前提 とすれば、本稿相殺合意時点 において、譲渡通知 をしておけば、債務者対抗要件 を具

備す るもの と考えられ、条件成就の際に再度通知す る必要はない。通知承諾について も同

様 と考え られる」 としている。

次に、倒産法上の問題 については、「停止条件付債権をAか ら譲 り受 けたCが 、Bに 対す

る 自己の債務 と対 当額です る相殺 を、Bの 管財人に対抗 しうるか」と解釈 した上で、関連条

文(破 産 法104条 、会社更生法163条)、 判例(最 三小判平7・7・18)、 学説を検討 し、

管財人に対抗できるとの結論 を導いている。

まず、条文 との関係 については、破産法104条3号 、会社更生法163条3号 によ り 「倒

産手続 の開始時までに債権譲渡が完成 している必要がある」が、「債権譲渡についての停止

条件は、支払等の事実の発生時点に設定されているか ら、倒産手続の開始時までに譲渡が

完成 していることは、明 らかであ り、同条項に抵触 しない ことも明 らかである」 とす る。

破産法104条4号 、会社更生法163条4号 との関係 では、 「債権譲渡の 『原因』が支払停止

等のあったことをCが 知 る前に存在する必要がある。一中略一契約締結 時に停止条件付譲

渡を行 うものであるか ら、 この停止条件付譲渡をもって同条項にい う債権譲渡 の 『原因』

と解す ることができるので、上記要件は満た されているといえよう」 としている。
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新堂教授の問題設定は、ネ ッティング債権者側か らみた法律構成 としては概ね首肯でき、

立法論 としては十分機能 し得る。

しか し、相殺権を逸脱 しない相殺であっても否認権は及ぶ。理論的には、 「相殺の禁止 の

規律 に漏れた場合で も否認 の対象は破産者ρ行為 に限 られないとい う立場では、否認 に よ

り倒産法秩序違反の効果が生 じこれ を排除す る必要があ り、これが否認 の要件 に適合すれ

ば否認するこ とが可能である」248。このた め、相殺権 が認め られても否認対象 となるこ と

が十分想定できる。 日本の判例は、破産債権者 の相殺権行使 自体は破産法72条 の否認権の

次に、判例 との関係 では、最三小判平7・7・18(日 通事件、金融法務事情1457号37

頁)と の関係 を検討 した。本件は、B運 送会社(近 畿運輸)がY運 送会社(日 通運輸)に

対 し積荷作業代金債権 を有 していた ところ、Bの 債権者(国)が この代金債権 を差 し押 さえ、

Yに その支払を請求 した事件である。Yの 子会社であるA(日 通商事)は 、Bに 対 して石油

売掛代金債権を有す ると共に、A・B間 で、①差押え等の場合にBは 期限の利益 を失い債務

の全てを支払 うこと、②AはBに 対する債権をAの 親会社であるYの 債務 と相殺できるこ

とを約 した相殺予約を結んでいた。そこで、Yは この相殺予約によ り売掛代金債権 と積荷作

業代金債権を対 当額で相殺 した後の残額のみをXに 支払ったのに対 し、Xは この相殺の効

力 を否定 して相殺分の作業代金の支払 を請求 した。第一審判決はXの 請求 を棄却、控訴審

はXの 請求を認容 し、上告審は原判決 を維持 した上、「相殺予約に基づ きAが した相殺が、

実質的 には、Yに 対す る債権譲渡 といえることをも考慮す ると、YはAがXの 差押 え後に

した右相殺 の意思表示 をもってXに 対抗す ることができない とした原審の判断は、是認す

ることができる」 とした。新堂教授 によると、 「判 旨は、相殺予約 のなかに債権譲渡予約が

含 まれ ていた としても、債権譲渡が完了 した時期 は、相殺 時すなわち差押え後であるか ら、

最大判 昭45・6・24(民 集24巻6号587頁 、金融法務事情584号4頁)の 趣 旨によ り、

相殺は認められない と解 した もの とみ られ る」 とした上で、本件マルチ ラテ ラル ・ネ ッテ

ィングの場合、 「債権譲渡の停止条件 を支払停止等倒産 開始前の事 由に設定 しているけれ

ども、これを差押 申立て時に設定すれば、差押 えの効力発生時にはすでにB・Y問 に債権 ・

債務の対立は存在 し、かつ、譲渡 についての債務者対抗要件 も備えていると解 されるか ら」、

相殺合意①② 「による相殺は、本判旨と矛盾す ることな く有効 とみ ることができる」 とし

ている。

さらに本判例に対す る学説(評 釈)と の関係では、「新美説が 『相殺 予約 が債務決済につ

いての特約 として とらえきれ るな らば、格別の公示方法を必要 とすることなく、対外的効

力 を認 めるべきである』とする点は、ISDAで 問題 にす るマルチー括清算条項が、三者間 さ

らに多数 当事者 間の簡易 ・迅速 ・公平な決済方法 として締結 されたものであることは明 ら

かであるので、同条項の対外的効力を直截に基礎づ ける説であるともいえよう。もっとも、

新美説は、相殺予約が決済方法についての特約 と認 められるためには、三者が巴型に債権

を有 している場合に限定 され るとするが、ISDAで 問題にするマルチー括清算条項が意味を

持っのは」そ うした場合に 「限 られるから、この点で も、新美説は本稿の支えになるもの

と高 く評価できる」 とする。倒産法 との関係では、既に指摘 した管財人側の否認権 に関す

る考察が抜けている点 に加 えて、 日通事件 に関す る学説が対 立してい る点が不確定要素 と

して残 ると思われ る。新堂教授は、相殺合意①②による相殺が 「日本法上有効であ り、管

財人に対抗できる旨を明 らかにす ることができた と考 える」 とするが、そ うした解釈論を

援用 した として も未だ通説 として確立 していない以上、や は り理想的には、資金決済シス

テムの安定性 を確保す るために法的有効性 を立法で明確化 し、否認権が及ぶ可能性 を封 じ

ることが望ま しい。
248斎 藤秀夫 ・麻上正信 ・林屋礼二(1999)460頁 参照

。
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対象 とな り得ないとす るもの(最 判昭和41年4月8日 民集20巻4号529頁 ほか)と 相殺

を否認できるとするもの(大 判昭和10年3月8日 民集14巻3号270頁 、最判平成2年11

月26日 判時1392号149頁 ほか)に 分かれてお り、た とえ相殺権の範囲内であるか ら有効

とす る解釈を有力に主張 した としても、マルチラテラル・ネ ッテ ィングの有効性 を否認 され

る リスクは依然残 って しま う。新堂説は・① の債権譲渡や②の相殺権 を管財 人が否認 でき

るか、 とい う管財人側か らみた法律構成には必ず しも答えていないが、 これ は倒産法 と民

法の法秩序の相違や 同じ倒産法に規定され る相殺権 と否認権 の間のバ ッティングを許 して

いる法制 自体 に起因す る問題点であろ う。 このため、やは り何 らかの立法的解決が望 ま し

い ことは言 うまでもない。

(4)小 括

以上みてきたように、欧州 の リモー ト・アクセスを採用す るマルチ ラテラル・ネッティング

に 日本 の銀行が参加 し倒産 した場合、抵触法 と実体法の両面で不都合な結果が生 じる可能

性 が高 く、その結果、 日本 の金融機 関が国際資金決済サー ビスか ら締め出され る危険性 が

想定 され る。

このため、日本 においては早急に決済システムに関す る立法を整備す る必要があろ う。立

法 に当たっては、同 じ大陸法の伝統を共有す るEUフ ァイナ リテ ィ指令 の内容 を日本法に

取 り込んだ単行法の制定によ り、欧州各国 と歩調を整 えるや り方が最 も簡易かっアカ ウン

タブルな方法である。EUフ ァイナ リティ指令は資金決済 と証券決済の双方 をカバーす るが、

証券決済について検討 した道垣内教授249も 「国際金融の世界では特に法的安定性 ・予測可能

性 の確保が重要であるとともに、シーム レスな法環境 を提供す ること自体にも価値がある。

そ うす ると、最終的には既述のEUデ ィレクテ ィブ(筆 者注:EUフ ァイナ リティ指令 のこ

と)と 歩調を合 わせるのが現実的で あろ う。 この問題 に限 らないが、 日本 として法環境の

整備 を急ぎ、透明性 の高い国際金融法秩序を実現 してい く必要がある」 としてい る。本稿

で も繰 り返 し述べたように、資金決済 と証券決済はDVP取 引に代表 されるように同 じルー

ルでシー ムレスに取引 した方が取引安全の保護に資する。従って、EUフ ァイナ リティ指令

が資金決済 と証券決済を同様 に対象 とす る点 も日本の立法において見習 うべ き点であろ う。

但 し、対象 となる決済 システムが無限定では一般 法秩序を乱す恐れがあるた め、規制 当局

による決済システムのモニ タリングを受 けることを条件 に絞 りをかけるカナダの1996年 支

払決済法(第1章 第1節(1)参 照)が 参考になる と思われる。 ここでは、カナダ大蔵 大

臣の同意 を条件 に、カナ ダ中央銀行総裁 が指定 した決済 システムについてオーバーサイ ト

が及ぶ と共に、ネ ッテ ィング等の規則が他の法律に よってその効力 を失 うことのない よう

に一定 の保護が与 えられ てお り、 日本において決済システムのオーバーサイ トを定める法

がない状況下では、コア・システムに限ってではあるがオーバーサイ トを整備す る効果 も望

249道 垣内正人(2002)122頁 参照
。
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める。

そこで、終章で再びこ うした点にっいて検討 した後、具体的な立法提案を提示す ることと

したい。
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第4章 決済 ビジネスの発展 と銀行法2条2項

2号

本 章では、周辺システムを正式に認知すべきか否 か、すなわち資金決済システムの担い手

として銀行以外の参入を認めるべ きか否かについて検討す る。資金決済 システムへの参入

にっいては、為替業務 を行 う決済サー ビス業者 のほかにも、清算機関への参入(1999年 に

公表 されたコア・プ リンシプルD(で も 「システムは、公正かっ開かれた形での参加が可能に

なるよ う客観的で公表 された参加基準を設けるべきで ある」 としている〉が問題 となる。

実際、 日本の資金決済 システムは欧米に比べ ると独 占状態にあり、それが自由競争による

リスク対策向上を阻んできた(第1、2章 参照)。 しか し、現暁 点でのより切実な問題 は、

清算機 関などの決済システム運営者 への参入問題 よ りも、銀行にぶ ら下がる形で様 々な決

済サー ビス業者が登場 し、新 しい ビジネスを発展 させ ていることに どう応 えるかであるた

め、本章ではこの点を検討する。

第1節 問題状況

電子マネ,.._250、デ ビッ ト・カー ド251、オ ンライン・エスクロ252、電子メール による送金サー

ビスな ど、新 しい決済手段 を提供す るビジネスが世界的に拡大 してい る。 これ ら新たな可

能性 を持つ決済 ビジネスに対 し、英米では銀行のみな らずそれ以外の業種か らも自由な参

入 を認 める253のに対 し、 日本では、銀行法2条2項2号 および4条1項 膨 によって為替業

250現 実に流通する貨幣価値 を裏付け とした電子的な価値 を保有す る情報で
、ICカ ー ド等

に貯蔵す るな どして決済手段 として利用可能なもの。
251買 い物を した場合

、代金 を即時 もしくは2-3日 後 に預金 口座か ら引落す ことで支払 を完

了できるカー ド。
252取 引の履行に際 し

、当事者 間合意に より、当事者が信頼 できる第三者(エ スクロ・エー

ジェン ト)を 介在 させ、エスクロ・エージェン トに対 し、当事者の一方が相手方に支払 うべ

き金額や 引渡すべき書類や物品を、相手方の契約債務 の履行を条件 に預託 し、エスクロ・エ
ー ジェン トが相手方の契約債務の履行確認後に

、預託者に支払 または引渡 を実施す ること

によ り、履行上の紛争の発生を予防する法的仕組みをエスクロとい うが、エスクロをイ ン

ターネ ッ ト活用により簡便に行えるように したものをい う。
〆253岩 原紳作(1999)547

・549頁 参照。アメ リカやイ ギ リスでは銀行の排他的業務 を預金受

入に限定 している(但 し、他にも預金受入可能な金融機関が存在す る)。 なお、アメ リカで

は決済システム運営業者を銀行 とは別の業種(paymentsystemprovider等)を 設けて取扱

っている。
脳 銀行法第2条

1項 この法律において 「銀行」 とは、第4条 第1項 の内閣総理大臣の免許を受けて銀行

業を営む者をい う。

2項 この法律において 「銀行業」 とは、次に掲げる行為のいずれ かを行 う営業をい う。

1号 預金又は定期積金の受入れ と資金の貸付 け又は手形の割引 とを併せ行 うこと。

2号 為替取引を行 うこと。
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務の取扱 いは銀行の排他的業務 として銀行のみ に限定 されてお り255、同規定の見直 しを求

める見解256が有力に主張 されてい る。

その一方で、仏独では為替業務 を銀行の排他 的業務に含めている257し、日本 の学説は、例

えば 「銀行法 は為替取引を銀行 の基本業務 としているが、それは銀行監督的見地よ り定め

られてい る。銀行業、それ ゆえ、銀行法上の 「為替取引」は大蔵大臣の免許 を受 けた者 で

なければ営む ことができない(銀 行法4条1項)。 したがって、銀行法上の為替取引概念 は

銀行監督的見地よ りその内容 が定め られ るべきである」嬲 とし、監督 当局は 「十分な信用

をもっ ものでなければ為替取 引の利用者 の保護 に欠けることになるので、隔地者間の資金

の媒 介のごとき重要な経済的機能 を行わせ るべきでない。 これが銀行法上独 立に為替取 引

を営業 とする者を銀行に限定するゆえん と解 され る」259とする。 さらに刑事判例上 も長 ら

く為替業務を銀行の排他的業務 として位置づけてきた260。

しか し、同規定の運用に関 しては、為替取引の定義(「 顧客から,隔 地者間で直接現金を

輸送せずに資金を移動す る仕組み を利用 して資金 を移動することを内容 とす る依頼 を受け

て,こ れを引き受けるこ と,又 は これ を引き受 けて遂行することをい うと解す るのが相 当

であ る261」、「為替取引とは、広 く隔地者間における資金 の移動を現金の輸送 を行 わずに実

現する仕組みをい うと解 され る262」)が広範なため、刑事判例上かな り積極的に適用 されて

しま う反面、例えば後述す るクレジッ ト・カー ド・サー ビスの ように為替取引の定義に該 当

す る可能性が あ りなが ら、銀行監督上は公然 と尻抜 けになっている部分があ る。いわゆる

「地下銀行263」のような犯罪絡みの決済サー ビス業者 も存在す るため、銀行法が為替決済

業務 を銀行に独 占させ、周辺 システムを刑事上違法 として取 り締まることには一定 の合理

性があ るが、他方、民事事件では銀行以外が どこまで為替決済業務 に従事で きるかは不明

であるほか、決済サー ビス業 として既に事実上広 く認知 されたものを法的に明確 に位置付

銀行法第4条1項

銀行業は、内閣総理大臣の免許を受けた者 でなけれ ば、営む ことがで きない。
255立 法主 旨は

、銀行法1条 のい う 「銀行の業務 の公共性 にかんがみ、信用を維持 し、預金

者等 の保護 を確保するとともに金融 の円滑を図る」ためと考えられる。
256岩 原紳作(1999)の ほか

、高月昭年(2002)18-22頁 など。
257岩 原紳作(1999)参 照

。 ドイツでは信用制度法(kreditwesengesetz)に よって振込 ・

振替取引や証券取引を含む広範 な業務 を銀行の排他的業務 とし、フランスでは1984年 銀行

法によ り資金移動の方法を含む支払業務(moyensdepaiement)の みを営む場合で も銀行

として規制対象 となる。
嬲 鈴木禄弥 ・竹 内昭夫編(1983)3頁(森 本滋教授執筆部分)参 照

。
259大 蔵省銀行局内金融法令研究会(1983)142頁 参照

。
260最 高裁平成13年3月12日 判決(刑 集55巻2号97頁)

、横浜地裁平成9年8月13日

判決(判 タ967号277頁 以下)な ど。
261前 掲最高裁平成13年3月12日 判決参照

。
262前 掲横浜地裁平成9年8月13日 判決参照

。
263正 規の海外送金システムでは旅券等で本人確認 を求め られ るために海外へ送金 しにく

い不法滞在者等が、不法就労賃金や不法収益金を本国へ送金するのに利用す る送金代行業。
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けないまま放置 してお くことは取引の安全を害す る。

この問題は第1章 で検討 したモニタ リングの空 白地帯 とも関連 してお り、銀行以外 の決 済

サー ビス業者 による周辺 システムが法的に明確な位置付けを持たない結果、規制当局 のモ

ニ タ リングも及ばない反面、周辺 システ ムで生 じた リスクが銀行システムに波及 し、 シス

テ ミック・リスクを引き起 こす可能性がある。現行制度上は、貸出先 に対する銀行のモニ タ

リングを規制 当局が間接 的にモニ タ リングす る程度がせいぜいであって、決済スキームや

決済 ビジネスの経営の健全性を直接細か くモニタ リングできる体制が整 っていない。従 っ

て、取引安全保護 を 目的 に決済サー ビス業 として明確 な法的位置づけを与えるな らば、同

時にモニ タリング体制も構築する必要があるが、様 々な決済サー ビス業者 を全て銀行 と同

じレベルでモニタ リングする体制 を整えることは、官庁問の権益争いやモニ タリング能力

の限界264に鑑みて現実にはあま り期待できそ うにない。

一方
、国内に限ってみれ ば、銀行業への参入 自体がインターネ ッ ト専業銀行の創設265に よ

って容易化 したことか ら、決済サー ビス業者が 「銀行」 の形態を取ることによって既存 の

モニ タリングに組み込まれれ ば同規定の問題 は緩和 してい くとも考え られる。他方、国際

的な文脈 に広 げて考 えてみる と、新 しい決済サー ビス の多 くがイ ンターネッ トを活用 して

お り、イ ンターネ ッ ト取引は容易 に国際化す ることか ら、外国(例:ア メ リカ)の 銀行以

外の決済 ビジネス提供主体が 日本 に向けて直接提供す るサー ビスについては、同規定に よ

る罰則が課 され る可能性 が拡大 してお り、同規定 を文字通 り運用すれ ば国際取引の発展 を

阻害す る危険性がある。

このよ うに、同規定を検討す るに当たっては、単に条文解釈に とどま らず、決済 ビジネス

環境 の変化 を踏まえた多角的な政策的検討が必要になる。そ こで、本稿 では、この問題 に

関す る既存の研究成果を整理 した上で、同規定の射程範 囲、最新の決済サー ビスへの適用

可能性お よび国際取引上の問題点を考 えることとしたい。

第2節 資金決済サー ビスの発展 と銀行法2条2項2号

(1)最 近の変化

近年 、資金決済サー ビスを巡る2っ の大きな変化 が始まっている。

佐々木史朗 ・伊藤亮吉(2002)53頁 参照。
264そ もそ もインターネッ ト上で自由に行われ る取引を全てモニターす ることは不可能で

ある し、仮に登録制等を採用 して個々にモニターできる体制を整えた として も、数が膨 大
であれ ば検査官の実地検査能力の及 ばない事態 も想定 され る。

.265金 融再生委員会 ・金融庁は、2000年8月3日 に 「異業種による銀行業参入等新たな形

態の銀行業に対す る免許審査 ・監督上の対応(運 用上の指針)」 を策定 し、通常の銀行に比
べて免許取得が容易なインターネ ッ ト専業銀行の営業を認 めた

。 しか し、イ ンターネ ッ ト

専業銀行の事業計画認可 に当た り、3年 以内に黒字転化 が条件付 けられているため、決済専
業では難 しく、その他信用貸付な どの付随業務を加 えた業務内容 を計画に盛 り込む ことを
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変化 の第一は、デ ビッ トカー ド、電子マネー 、ペイパルな ど新たに多様な決 済手段が、多

様 な主体 によって提供 されるようになってきたことである。従来の振込、小切手、現金等

の決済手毀は銀行や郵便局によって提供 され てきたが、これ ら新 しい決済手段の提供主体

はこれ らに限 られず、カー ド会社や運送会杜 など様々な主体に よって担 われ ている。 この

よ うに銀行以外の者が決済 ビジネスに直接参加す ることについては、銀行法2条2項2号

との関係が直接問題になろう。

変化 の第二は、イ ンターネ ッ ト専業銀行 を認 めた結果、銀行以外 の異業種か ら銀行業への

参入が容易に行われるよ うにな った ことである。 この結果、 ジャパンネ ッ ト銀行266、IYバ

ンク銀 行267、ソニー銀行268、イーバ ンク銀行269が相次いで設立 された。 これ ら一連の銀行

では、預金・貸出 といった伝統的な銀行業務 よ りも決済サー ビスの提供 を重視 している場合

が多い。 このように銀行以外の者が銀行になることを通 じて決済 ビジネ スに参加す るこ と

ができるようになった結果 、為替業務を銀行 に限定す る銀行法2条2項2号 の問題 は一見

緩和 したかにみえる。

しか し、インターネ ッ ト専業銀行を経由 しな くても銀行以外が為替業務を営む ことを認 め

るアメ リカ等の外国か ら提供 されるサー ビスにっいては依然銀行法2条2項2号 との関係

が問題 にな り得 る。

この ように、最近の変化 と銀行法2条2項2号 にい う為替業務の排他性の問題 とは深 く

関わっている。同規定の趣 旨については岩原教授が詳細に検討 されている270ので、まず 同

教授の説を紹介する。

(2)岩 原教授による整理

岩原教授 は、決済機能に関す る規制は当然な されるべきとの前提で考えるのではな く、決

済機 能を幾つかの要素に分 けて考えた上で、「それぞれについてそ もそ も規制が必要か、い

かなる規制が必要かについて、実態 に即 した木 目の細かい分析が必要」 とする。このため、

①銀行 と為替業務は どの ように結びっいてお り、決済システ ム保護 のためにはいかなる規

制が銀行 に必要か、②現状銀行以外 の者 が提供 している為替取引に対 し、規制 を及ぼす必

要性が あるか、③ あるとすればいかなる範囲で規制を及ぼすべきか、について順次考察を

加 えている。

まず、銀行 と為替業務の結びっ きにっいては、銀行草創期において為替業務(両 替商)が

強い られているとの実務サイ ドか らの批判 も聞かれ る。
266三 井住友銀行

、富士通、 日本生命、東京電力な どが出資 して2000年10月12日 に営業

開始。
267イ トー ヨーカ堂

、セブンイ レブンジャパ ンが出資 して2001年5月7日 に営業開始。
mソ ニー

、三井住友銀行、JPモ ルガンな どが出資 して2001年6月11日 に営業開始。
269伊 藤忠商事

、住友商事、三井海上火災、 日本テ レコムな どが出資 して2001年7月23

日に営業開始。
270岩 原紳作(1999)参 照

。
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中心で、金融仲介業務 は後から加わった ことに見 られ るごとく、為替業務は銀行の要 とな

る固有業務であ り、現行法上 も銀行 に対 してのみ為替業務権 限が広 く認 められている。す

なわち、銀行法上の銀行 とは、内閣総理大臣の免許を受 けて(銀 行法4条1項)、 預金等 の

受入 を行 うことを業 とす る者(銀 行法3条)、 または為替取引を行 う者(銀 行法2条1 ,2項)

を指 し、仮に資金貸付や手形割引を併せ行わな くて も銀行 に該 当す ることとなる。

岩原教授によれば、銀行のみに為替業務 を認 める理由は、①資金移動の途中で資金を預か

っている者の倒産によって受取人が資金 を受 け取れ なくなった り、送金人が送 った資金を

喪失する危険 を防 ぐため(隔 地者間の資金サー ビス提供者の受信機能に伴 う、同提供者 の

信用 リス クを原因 とす る利用者 の損失防止)、 お よび②同サービス提供者が適切に資金移動

を執行 し、決済システムが円滑に機能す るよ うに図るため、である とされ る。 もっとも最

近では、法貨や預金通貨以外の銀行以外 の者の扱 う決済手段 が生まれつっあるとともに、

銀行以外の者 の扱 う隔地者間の為替取引サー ビス も増 えつつ ある。 こうした事例 として、

岩原教授 はプ リペイ ド・カー ド、 トラベ ラーズ ・チェ ック、投資信託受益権、コンビニエ

ンス ・ス トアの収納代行、金融VANを 挙げ、立法的解決(「 前払式証票の規制等に関す る

法律」)の なされたプ リペイ ド・カー ドを除けば、いずれ も銀行の排他的業務 である 「為替

取引」 に該 当す る可能性があるとす る。

また、為替業務を銀行の排他的業務 とした上記の立法趣 旨に照 らせ ば、①資金サービス提

供者(例:ト ラベ ラーズ ・チェックの発行者 、ク レジ ッ ト・カー ド会社、支払代行サー ビ

スを提供するコンビニエ ンス ・ス トア、多機能流通VAN事 業者)の 倒産 リスク対策が立て

られていない点、②資金移動サー ビスが適切に執行 され るための規制(例:VAN事 業者に

よる決済情報処理の法規制)が 不足 している点に現状問題があるとされ る。 しか し、立法

論 としては、「電気 ・通信技術の発展によ り資金移動サー ビスの可能性は大きく広がってお

り、いろいろな主体がそれに参加 して競争す るこ とが望ま しいか ら」、 「資金移動サー ビス

は銀行 しか提供できない とい う規制を加 えるのではな く、資金移動取引に関する一般法 を

定めて、その中に私法的規定 も監督 法的規定 も含ま しめ、それ を銀行 にも銀行以外の資金

移動サー ビス提供者にも適用する方向が望 ま しい ように思われる」 と主張されている。

私見では、既 に広 く行われている取引について今更違法 として取 り締まるのは取引の安全

を害す るほか、仮 に行政側が違法状態を黙認 しても裁判所は法に従 って刑事責任 を課す可

能性があるとい うのでは問題が大 きいため、岩原教授の主張 され る資金移動取引一般法 を

実現可能性に配慮 して最小限の監督法的規定 のみで済ませ るな ど 「軽装備」な何 らかの形

で制定 し、これ らの資金決済サー ビスの法的基盤を明確化す る必要があると考 える。

第3節 銀行法2条2項2号 の検討

(1)「 為替取引」の射程範囲

考察に先立ち、最高裁平成13年3月12日 判決(以 下、最高裁ケース)と 平成9年8月
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13日 の横浜地裁判決(以 下、横浜地裁 ケース)の 具体的事案 をもとに、銀行の排他的業務

とされ る為替取引にはどこまで含まれ るか271、について整理 したい。

イ.判 例の事案

最高裁ケースでは、銀行業の免許 を持たない東京 の被告会社及び代表取締役Xが 、多数

の者 か ら手数料 を得て韓国内の指定銀行預金 口座や郵便貯金 口座へ の送金依頼を受 け、そ

の執行に当たって直接送金せずに韓国在住のYに ファクシ ミリで送金金額、送金先銀行名

お よび 口座名義人等を連絡 し、支払方 を指図 し、Yは この指図に基づ いて韓国内の銀行 に開

設 され ているXの 口座 の資金を用いて受取人名義の 口座に韓薗 ウォ ンで振込入金 した。X

は一審272、二審273を通 じて、①銀行法2条2項2号 の 「為替取引」 の意義は明確性 に欠 け

るので無免許で為替取引を行 う行為 を罰す る銀行法61条274は 憲法31条 の法定手続 の保 障

に反す ること275、②Xの 送金行為は、送金依頼人か ら受領 した現金を正規の銀行に現実に提

供 して送金を依頼 したのであって、送金手続 を代行 したに過 ぎず、銀行 との間では現金 の

移動 を伴っているから銀行法上の 「為替取引」に該当 しない こと、③銀行法違反の故意が

なかったこと、を主張 したがいずれ も理 由がないとされてXは 有罪 とされた。これに対 し、

最高裁 も上告を棄却 し、銀行法2条2項2号 にい う 「「為替取引を行 うこと」 とは、顧客か

ら、隔地者間で直接現金 を輸送せず に資金 を移動す る仕組み を利用 して資金を移動す る こ

とを内容 とす る依頼 を受 けて、 これ を引き受 けること、又はこれを引き受 けて遂行す るこ

とをい うと解するのが相当である」として、被告人の行為は銀行法2条2項2号 にい う 「為

替取引を行 うこと」に当たるので有罪 とした二審の判断を正当であると判示 した。

一方
、横浜地裁ケースでは、日本 で中国への複数 の送金依頼 を受けた被告人(中 国人)が 、

送金受領先電話番号や送金額等 を中国にいる共犯者 にファックスで送信 し、その共犯者 は

予め準備 しておいた資金か ら受取人 に 日本 円を交付、送金依頼人は被告人の取引銀行(三

和銀行横浜支店)に 送金額 と手数料 を振 込む、 とい う送金ス キームに従事 していたが、 こ

れ も 「広 く隔地者 間にお ける資金の移動 を現金 の輸送 を行わずに実現す る仕組 み」である

為替業務に該当し、違法 とされた。

これ ら2つ のケースは、①被告人が 日本人(最 高裁)か 外国人(横 浜地裁)か 、②受取人

に提供 したのは外貨(最 高裁)か 円貨(横 浜地裁)か 、とい う相違 はあるものの、判決文

を読む限 りこれ らの相違点は重要で なく、双方 とも①送金依頼人か ら外 国への送金の依頼

を 日本 で受 け、送金資金を受領 した点、②直接現金を外国国内に輸送せずに外国在住の共

271な お
、為替の捉え方を歴史的に検討 した ものとして、安信惇(1990)参 照。

272東 京地判平成11年10月12日 判決
。

273東 京高判平成12年5月25日 判決
。

274銀 行法第61条

第4条 第1項 の内閣総理大臣の免許 を受けないで銀行業を営んだ者は、3年以下の懲役若 し

くは300万 円以下の罰金に処 し、又 はこれを併科す る。
275二 審 で憲法37条1項 の 「公平な裁判所」違反 も追加

。
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犯者 に対 し送金先銀行 口座等を 日本 か ら連絡 して支払方 を指 図 した点、③外 国国内にあ る

銀行 口座の資金 を用いて外国の受取人に入金 させた点で共通 してお り、何れ も銀行法2条2

項2号 の 「為替取引」 に該 当す ると判示 された。

口.準 拠法の検討

両ケース とも国際取引の事案であるため、まず 日本法が準拠法 として適用 され る根拠か ら

見てみ よ う。 日本の刑 法1条1項 は 日本国内で行われた犯罪 につ き、何人に対 して も刑 法

の適用 があるとす るが、犯罪地が国内であるためには、実行行為 と結果 の一部が国内で生

ずれ ば足 りる276。銀行法の刑罰規定の適用範囲については、銀行法 自体 には定 めがないの

で 日本刑法を準用す ると考 えるな らば、送金依頼や支払 を日本で受 けた事実が 日本法適用

の根拠 となる。その点、最高裁ケース も横浜地裁ケー スも何れも①送金依頼人から外 国へ

の送金の依頼 を日本で受 け、送金資金を受領 した点、②直接 現金 を外国国内に輸送せず に

外国在住 の共犯者 に対 し送金先銀行 口座 等を 日本 か ら連絡 して支払方 を指図 した点、は 日

本で行われているか ら実行行為は 日本で行 われてお り、結果 の一部であ る送金資金 の受領

も日本で行われ ているため、 日本の刑事法が適用にな ることは言 うまでもない。

しか し、為替業務 とい うのは支払人 と受取人の一方通行 とい うのは通常あり得ず、支払人

と受取人が逆 のケースも想 定 し得 る。す ると、①送金依頼人か ら日本へ の送金の依頼 を外

国で受け、送金資金を受領 し、②直接現金を 日本国内に輸送せず に日本在住の共犯者 に対

し送金先銀行 口座等 を外国から連絡 して支払方を指 図 し、③ 日本国内に ある銀行 口座の資

金を用いて 日本の受取人に支払 った場合は どうなるのであろ うか。 さらに、 この外 国がア

メ リカの ように為替業務 を銀行に限定せず、 自由な参入 を認 める国であって、別途為替業

務取締法規を有 しない国であれば、その国の刑事法が適用 されれ ば違法 にはな らない。す

ると、 日本の刑事法は、実行行為がない ので不適用 となるのか、支払行為を実行行為 とみ

な して適用され るのか、何れだろ うか。仮に不適用で あれば、イ ンターネッ ト等を活用 し

て形式的に外国を迂回すれ ば事実上為替業務 を営む ことが可能になって しま う。他方、適

用があるとすれば、アメ リカのよ うに為替業務へ の自由な参入を認め る国の決済 ビジネ ス

が国際的に活動 しよ うとす ると予期せぬ刑罰 で取 り締 まられ ることになる。実際のところ

は、次項で検討す る 「為替取引」 の 「実行行為」の定義の広範 さに鑑み、支払行為 も実行

行為 とみなされ、外国か らの入金の場合で も銀行法上の刑罰規定が適用 され る可能性が高

い。

ハ.為 替取引の実行行為

為替の仕組みを利用 して資金を移動する過程では、複数の者 による複数の行為が包含 され

ている場合が多 く、為替取 引の実行行為が一連の行為の うちのどれ を指すのか(対 顧客取

276木 村光江(1997)18頁 参照
。
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引だけを指すか、銀行間取引や受取人に対す る支払 もその一部か)、 一連の行為の うちどの

行為 が行われた段階で無免許銀行業 の罪が成 立す るのか とい う点が問題にな るが、最高裁

判例の評釈をみる と 「為替取引は、送金為替においては基本的に対顧客取引、銀行間取引、

送金額支払か ら成立 し、これ らはいずれ も無免許銀行の罪 の実行行為 として位置づける こ

とができる」(佐 々木史朗 ・伊藤亮吉(2002))53頁)、 「本罪 は、対顧客取引が完了する こ

とにより既遂 となるが、その時点で は終 了せず、為替の全過程 が終了す るまでは継続 して

成立 し、その間に対顧客取引の内容 を実現す べく銀行間取引や受取人に対す る支払等が行

われた ときは、それ らの行為 も、本罪の実行行為たる 「為替 取引」の一部になると解す る

のが相 当」(平 木正洋(2002)131頁)な ど277、一様に為替取引の各段階を各々実行行為 と

解 している。従 って、上記準拠法の分析 にお いて支払行為のみ 日本で行った場合で も実行

行為 と解 され、 日本法が適用 される可能性が高い。

二.為 替取引の定義 と意義

為替取引につ いては、「広 く隔地者 聞における資金の移動 を現金 の輸送を行 わず に実現す

る仕組み」 として広範 に定義す ることが既に一般化 してお り、判例 もそれに従 ってい る。

従って、遠隔地にある自分の預金 口座に資金 を移動する行為や親か らの仕送 りな ども為替

に該 当す る278が、対価を得て業として行 うこ とが無免許銀行業務禁止規定による取締 りの

対象 となる。 また、両ケース ともファックスで為替の情報 を送信 しているが、ファックス

を使 った情報授受 はそれが単独 で行われれば勿論違法性 はないが、外 国での支払 と情報の

授受 を一体的に考 えることで為替の効果が発 生 しているため、銀行法2条2項2号 および

同4条1項 ならび に同61条 の取締 りの対象 とされて しま う。このため、結果的に資金の移

動に繋がる情報交換 を業 として行 えば、仮 に銀行 システムを一部利用 していよ うとも為替

取引に該当して しま う可能性がある。

なお、為替業務については情報機能 と清算機能を分離 し、前者 についてのみ 自由化すべ き

とい う主張がなされている279が、 このよ うな判例の下では為替業務の情報機能だけを独 立

して行 う場合 も違法と解 される可能性が高いm。 判例のよ うに、為替業務の情報機能だけ

を扱 った場合 にも取締 りの対象を広 げた結果、その法律構成が民事上、委任(例:銀 行振

込)で あろうが債権譲渡(例:デ ビッ トカー ド)で あろ うが代物弁済(例:ク レジッ トカ

ー ド)で あろ うが構 わずに
、外形上金銭的価値が移動す る仕組みであれ ば一律に適用 され

てしま う可能性が残 る点は問題である。また、横浜地裁ケースでは、送金金額を受 け取 る

タイ ミングが送金金額を支払 うタイ ミングよ りも先に来 るスキームなので、ファックス送

244そ の他
、金融法務事情1613号78-79頁 も同旨。

278小 山嘉明(1992)186頁 参照
。

279畑 山卓美(2001)14頁 参照
。畑山氏は決済の情報(情 流)に ついて 「銀行 中心主義を

見直す必要がある」 とされ る。
280高 月昭年(2001)20頁 参照

。
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信に よる 「為替業務」 を営む中国人被告が仮 に倒産 した場合 で も利用者保護 は常に図 られ

てお り、犯罪絡みの 「地下銀行」 としての要素が仮になけれ ば、銀行監督上の見地か らこ

れを取 り締まる合理的根拠 は疑わ しい ように思われる。

次に、無免許銀行業務禁止規定の保護法益を考えよ う。佐 々木教授 らはこれ を 「銀行 の金

融機 関 としての公 共的性格か ら担 うべ き信用秩序維持機 能」281と し、後藤教授 はこれを具

体化 し、決済システムの信用維持やただ乗 り防止(侵 害防止)と している282
。私見では、

後藤教授の見解の うち、信用維持の部分にっいては、 コア・システムの信認維持やシステ ミ

ック・リス ク防止 のためモニタ リングの空 白地帯であ る周辺 システムを違法化する とい う

意味で、賛否は ともか く一定の合理性 を認 めるものの、ただ乗 り防止 の部分については今

や合理性が少な くなったよ うに思われ る。後藤教授は、「た とえば二十回分 の振込委託をま

とめて1回 で済ませれば、銀行に支払 うべ き十九回分の国際振込手数料を免れるばか りで

な く、実際の送金者が隠 されて しま う。 これ はま さに、資金移動システムの侵害にほか な

らない」283とするが、こ うした取 引はまさに国際的なグループ企業同士が行 う企業間ネ ッ

ティングであ り、海外送金 の送金手数料 を節約す るために複数 の送金を相殺処理 した上 で

銀行送金 を行 うサービスとして頻繁 に行われ てお り、外為法上 も認 められている284。さら

に、後 に述べる相殺類似の取引であるか ら、為替取引に該当 しないとも考え られ る。また、

企業間ネ ッティングのよ うな仕組 みは、振込手数料を支払わないのでほなく、企業 内で工

夫を重ねるこ とに よって手数料を節約 してい るだけであ り、その原因は銀行が不当に高 い

振込手数料を徴収 してきたことにあるのだか ら、銀行法が銀行業育成 ・保護 のための産業政

策 目的を持っ と考 えるな らば別で あるが、金融が高度に発展 した現在では銀行 に対す る育

成・保護要請はあま り一般的ではな く、決済 システムの効率性確保の点か らはむ しろそ うし

た工夫 を積極的に認めることで銀行サー ビスを向上 させ るべ きである
。従って、保護法益

は決済 システムの安全性碑保であ り、決済システム政策 の面か らは効率性確保 にも十分配

慮す る必要があると考 える。す ると、最高裁ケース も横浜地裁 ケース もコア・システムの信

認 に悪影響を及ぼす よ うな事件 とは到底言 えないのであ り、実際には事案が 「地下銀行」

であ ると暗黙の判断を した上で取締 りの判断に至った ものと考え られ る。周辺 システムに

存在す る決済サー ビスは必ず しも地下銀行 ばか りではな く、社会的に既 に認知 されている

コンビニの公共料金収納代行サー ビスな どもあるのだか ら
、判例評釈 の議論 も今後はこ う

した存在 をも外形 だけで判断 して違法の網 を被せて良いのかを考えるべ きである
。 しか し、

為替取引の定義 を幅広 く解釈す る試みは既 に刑事判例上確立 してお り、最早、地下銀 行で

ない決済サー ビスの法的有効性 を明確化するには立法によるしかないであろ う。

281佐 々木史朗・伊藤亮吉(2002)52頁 参照
。

282後 藤紀一(2002)9頁 参照
。

283後 藤紀一(2002)9頁 参照
。

捌1998年4月 か ら施行 された外国為替及び外国貿易法(新 外為法)で は
、対外取引の支払自由

化 を進め、企業間のネ ッティング決済に従来課 していた許可制 を廃止 した
。
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一方
、解釈上為替取引に当た らない仕組みを考案す ることで銀行法2条2項2号 の適用

を逃れる可能性はないだろ うか。実は、そ うセた可能 性としては以下の3点 が指摘できる。

まず、決済ではあるが、為替取引には当た らない場合 として 「相殺」がある285。相殺 につ

いて銀行の排他的業務 とす る規制が必要 とされていない理 由は、相殺 の場合 には現実 に資

金が動 くわけではな く、それに携わる業者が資金 を預かる とい う受信行為や指図の執行行

為がないので、銀行 しか扱 えない とい う規制の必要がなかったため、 と考えられている286。

判例 の各事案 のよ うな決済サー ビスを地下銀行ではな く正 当なサー ビス として行っていた

場合、ファックスによる為替の情報機能 を 「相殺 」的要素の強い ものに近づけれ ば有効性

を導 くこ とが出来 よ う。判例の事案では現実 に資金が動いた り業者が資金を預かる受信行

為があるわけでない287ため、「指図の執行行為」 としてのファックス送信が問題 になった。

このため、本ケースでも指図を個別執行す るのではな く、相殺の帳簿管理を中心に決済金

額をア ドバイスす る業務 と中国における日本 円の交付業務 を分けて処理すれば違法性を免

れた可能性がある。

次に、「隔地者間」の資金移動が問題 になるため、隔地者 に当た らない範囲で資金移動 を

行 えば問題 とされ ない。従 って、例 えば隔地 ではな く同 じ場所に一旦集 まって受払をや り

とりするスキームが考 えられ る。但 し、何 をもって隔地者 間の取引とす るかは必ず しも明

確ではな く、資金移動取引の中で隔地者 間取引のみが銀行の排他的業務 とされ る根拠に も

問題が残 る288のが現状である。

さらに、 「現金の輸送」を伴 えば為替に該当 しない のだか ら、判例の事案 な らば被告人 が

外国にいる共犯者の元へ定期的に現金を持参す るスキームに しておけば、そもそも為替 の

問題 は生 じない。

しか し、実質的に 「地下銀行」的な取引であれば、民事上の法律構成 を多少変えた として

も刑事判例上はこれ を尊重せず、取締 りの対象 とな るであろ う。また、取結 り側に立てば、

為替取引の定義を迂回す る手の込んだ方法が利用 され ることも考えて、いかなる行為が禁

止 され るべき為替取引に該 当するかにっいて更なる検討 が必要になる289。私見では、地下

銀行取締 りを目的 とす るのであれば、銀行法 とい う業法 とは別 のかた ちで別途、・マネー ロ
ーンダ リング対策 の中で大 口の不法収益金 を取 り締ま

った り、入国管理行政や外為法の運

用の 中で不法滞在者の送金行為を禁ずる方が効果的 と考 えてお り、現在 のように銀行法 の

中で業態別規制 と地下銀 行取締 りを同時 に果たそ うとす ると、決済 ビジネスの成長機会 を

摘む副作用が拡大 して しま うよ うに思われ る。

285小 山嘉明(1992)186頁 参照
。商法上の交互計算 を含む。

286岩 原紳作(1999)558頁 参照
。

287送 金依頼人の資金を預か
って送金 したのではな く、被告の資金か ら受取人に支払った

m岩 原紳作(1999)560頁 参照
。

289後 藤紀一(2002)9頁 参照
。
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(2)最 近の決済サー ビスに関す る考察

さて、目を最近の決済サー ビスに転 じよ う。岩原教授の論文執筆後、デ ビッ トカー ド、オ

ンライン・エスクロ、ペイパル290といった新 しいサー ビスが登場 したが、これ らについて も

トラベラーズ ・チェック等 と同様 の問題 が生 じるのであろ うか。

まず、ペイパルの ような電子メール による送金サービスか ら考えてみ よう。このサー ビス

は、送金代金 を送金依頼者のクレジッ トカー ドに課金す る一方、送金依頼額 を受取人 のク

レジッ トカー ドに入金す るもので、 日本で もアメ リカの ようにク レジッ トカー ドに入金で

きるな らば291、銀行でなくて も簡単に提供 できるサー ビスではあるが、銀行以外の者が こ

のサー ビスを提供する と、為替 に関す る情報授受を行ってい る以上、免許を受けず に為 替

業務 を行 った として銀 行法違反に問われ る危険性が大きい292。このため、アメリカで営業

してい るペイパルは銀行 ではないが、 日本で営業す るペイパルはインターネ ッ ト専業銀行'

(イーバ ンク銀行)に よって提供 されている。高A教 授は、クレジ ッ トカー ド残高を交換

す る取引である電子メール送金は、判例が上述 のごとく為替取引を 「広 く隔地者間にお け

る資金の移動を現金の輸送を行わずに実現す る仕組み」 と解 してい る点 に準 えれば、 ク レ

ジッ トカー ド残高が 「資金」か否か とい う問題は残 るものの、ク レジ ッ トカー ドが決済手

段 として普遍的に利用 され る事実に着 目す るならばやは り資金 と考え られ、銀行の排他 的

業務 である為替取引に該 当してしま うと解す る293。なお、 クレジッ トカー ドにっいては、

岩原教授 も 「現金 を用 いない隔地者間の資金移動の方法、す なわち為替 取引 とみ ることも

可能」294と解 している。

次に、クレジッ トカー ドを用いた電子メール送金サー ビスが違法性が高いのであれば、デ

ビッ トカー ドを用いた配送 ・決済サー ビスは どうであろ うか。 これ は、運送業者が商品を配

送す る際、配達員 が携帯端末機 を使 って受取人のデ ビッ トカー ド(キ ャッシュカー ド)か

ら代金 引落を行 うものである。デ ビッ トカー ドは預金 口座振替 と直接 関係 しているので ク

レジッ トよりも 「資金」性 が高 く、配達員に よる代金 引落行為は銀行 の送金 システムの一

部 を代替 していることか ら、「広 く隔地者 間にお ける資金 の移動 を現金の輸送を行わず に

実現す る仕組み」である為替業務 に含まれ る可能性がない とは言えない。 もっとも、配 達

員が受け取 る手数料は送金手数料ではな く商品の配達手数料 であ り、集金代行ではあって

も為替 を 「業」 として行ったのではない として為替業務には入 らない可能性 も高い。

同じくオンライン・エスクロについて も問題 が生 じる。オ ンライン・エスクロは、当事者が

2goア メ リカで広 く使 われ ている電子 メール による送金サー ビス(h-)
。

日本ではイーバンクが提供h・ 〃 .nk'11r/flffhml)。
291日 本 のカー ド会社は現状

、入金サー ビスを提供 していないが、アメ リカなどの外国のカ
ー ド会社 のカー ドを利用 した場合 には

、 日本においてもクレジッ トカー ドへの入金が可能
である。
292高 月昭年(2001)19頁 参照

。
293高 月昭年(2001)19頁 参照

。
294岩 原紳作(1999)566 ・567頁参照。
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信頼できる第三者(エ スクロ・エー ジェン ト)に 対 し、当事者の一方が相手方に支払 うべ き

金額や引渡すべき書類や物品を、相手方の契約債務 の履行 を条件に預託 し、エスクロ・エ ー

ジェン トが相手方の契約債務の履行確認後に、預託者 に支払または引渡を実施するこ とに

よ り、履行上の紛争の発生を予防する法的仕組みをオンライ ン上で実現 したものであるが、

ここでのエスクロ・エージェン トは、オンラインであるために、現金ではなく金銭的価値 を

持っ クレジッ トカー ドやデ ビッ トカー ド等 を当事者 の一方 か ら預託 され、も う一方に対 し

て支払 を行っている。従 って、や は り為替業務 に含 まれて しま う可能性がある。 ここでの

手数料 も為替手数料ではな く保管手数料であるが、商品の配達手数料 とは違い、保管対象

に金銭的価値が含まれて しま う点が悩ま しい。エスクロ・エー ジェン トが銀行でない場合 、

銀行の排他的業務性 との関係で問題 になる可能性 もある。 このため、「事業会社がエスク ロ

ー決済業務を行なっても
、各銀行間が相互 に与信 ・受信取引関係で連結 している銀行 間決済

の場合 と異な り、いわゆるシステ ミック・リスクが惹起 され、取 り付け騒動が生 じるおそれ

等 は通 常考えがたい とも思われる。 したが って、一定 の資金移動取引にかぎ り、決済を利

用する顧客ことに一般大衆の財産保護 の見地か らのみ規制 がなされ る銀行法 より艷

資金移動取立法制が立法論 として検討 され る ことも考慮 され る余地があるとも思われ、 ま

た、その ことは近時の金融資本市場 自由化 の時流に合致す るものとも思われ る295(下 線 筆

者)」 といった立法論 も提示 されている。 ここで 「軽装備」 としてい る点は重要で、後述す

る電子マネー立法では法的安全性 を過度 に追求 した結果、法案成立そのものが行 き詰 まっ

た点に鑑みると、 当初か らあま り整 えた規制を考えるよ りは実現可能性 に照 らして出来 る

ところか ら徐々に規制体系を整えていく姿勢が重要 である。 なお、インターネ ッ ト・エスク

ロについては、出資法2条1項 、2項 の預 り金規制 に該当す る可能性 もあるm。

この ように、これ ら新 しいサー ビスについて も為替業務に該 当して しま う可能性があ り、

た とえ銀行監督当局が事実上サー ビスを放任 した としても、裁判所に持 ち込まれた場合 に

は刑事上違法 とされ る リスクが残 る。その揚合、既 に述べた よ うに、為替業務 に該当 しな

い と解釈す るには 「相殺」 に近づけた法律構成を模索する しかなかろ う。従って、新 しい

サー ビスを自由に競争 させて利用者 の便宜を向上 させ、 目本の決済サー ビスの国際競争力

を高めるべきと考えるな らば、銀行法2条2項2号 の ような行為主体を銀行のみに規制す

る法律 を改めて銀行以外のサー ビス提供者の参入を許 し、代 わ りに決済サー ビスに関す る

軽装備 の取引法や監督法 を定めることが必要 と考え られる。

(3)銀 行法2条2項2号 の国際的な適用可能性

電子 メールに よる送金 サー ビス業者 で、銀行 ではないアメ リカのペイパル社 のサー ビス

(本国アメリカでは勿論適法)を 日本の利用者が使 った場合 、銀行法2条2項2号 は適用

され るのであろ うか。横浜地裁のケースでは、送金情報収集 とファックス送信が 日本 国内

295堀 裕 ・六川浩明・藤池智則(2001)38頁 参照
。

m詳 しくは
、堀裕 ・六川浩明・藤池智則(2001)37-38頁 参照。
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にある揚合に適用があったことを考えると、インターネ ッ トで 日本 向けに宣伝 し、これ に

日本のユーザーがアクセス してきた場合(本 節(1)二.で 検討 した為替の 「情報機能」)

にも適用があるもの と考 えられる。 しか し、アメ リカのペイパル社は、現に 日本 を含む 多

くの外 国ユーザーに対 してサー ビスを提供 してお り297、もし裁 判所に持 ち込まれれば、銀

行法違反 で3年 以下の懲役若 しくは300万 円以下の罰金、又はその併科(銀 行法61条)を

課 される可能性が否定できない。 しか し、 日本 をは じめ世界30力 国以上の利用者 によって

ペイパル サー ビスが利用 されてい る中、 日本だけが今更これを取 り締ま るな らば、国際取

引の発展 を著 しく阻害す る恐れがある。従 って、銀行監督当局 はペイパル社の信用状態に

著 しい問題が発覚す るまでは事実上放任す るであろ う。す ると、 日本の銀行 以外の業者 が

外国か ら決済サー ビスを 日本のユーザー 向けに提供す ることが野放 しに行われ るなど、銀

行法2条2項2号 の脱法行為が公然 と行われて しま う可能性が懸念 され る。一方で、銀行

監督 当局が仮 に放任 して も、刑事裁判上は違法 とされ る リス クが高い。する と、こ うした

国際的なサー ビスが法的 リスク回避 のために 日本を営業範囲か ら除外す るこ とも考え られ、

日本のユーザーが高いサー ビスを受 けられず、その他 の国のサー ビスを享受す るユーザー

との間で取引条件 に差が生 じ、国際取引に多 くの弊害をもた らす事態が懸念 される。

この ように考えると、イ ンターネ ッ トの発 達によって取引が容易に国際化す る現代 にあっ

ては、銀行法2条2項2号 を維持 して為替業務の排他性を維持することは最早実務上困難

といえよう。

(4)立 法の方向性

イ.立 法 の理念

本章では、銀行の為替業務 の排他性 を定めた銀行法2条2項2号 について、①刑事判例

上相当広範囲に適用 され る可能性が あ り、相殺 を援用す る以外 には法律構成 上適用 を回避

す るこ とが困難であること、②最近新たに発展 してきた決済サービスや海外 か らの 日本 向

け決済サー ビスにも適用があ り、その発展の障害 にな り得 ること、を指摘 し、銀行以外 の

参入を許す立法が望ましい ことを指摘 した。

今後は岩原教授 が指摘 した ように決済サー ビス全体を規律す る一般法(決 済サー ビス法)

を制定す るこ とが必要であるが、実現可能性 に配慮 して必要最小限の監督法的規定に絞 っ

て速やかな立法的解決を図 り、決済サー ビスの更なる発展 に寄与す るこ とが必要である。

但 し、 ここでの一般法は、第3章 までに検討 してきた 日銀ネ ッ ト、外為 円決済システム、

全銀 システムのよ うな金融機関間のコア・システム に関す るファイナ リティやネ ッテ ィン

グ立法 とは異 な り、周辺 システムに関す る軽装備 のものであるため、別途立法され るべき

である。

297h〃lm!1 -lnlrワm=mrnln1-rlr参 照。
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立法においては、金融取引の自由化 を背景に、その主体を取 り締まる業態別規制(為 替 業

務 を銀行のみ排他 的に認可す るや り方)か ら、 自由な参入 ・退出を許 し、取引自体を規律

す るルールを明確 にす る規制(資 金移動サー ビス に関する一般 法を定め、銀行以外にも参

入の道を開 くや り方)に 移行すべ きであろ う。 こ うした発想 は、銀行 、証券、保険、信 託

といった業態間の相互参入 を認 めて競争 を促進 した金融システム改革や投資信託や証券化

等に関 して自由な参入 を認 め、利用者保護 についても横断的なルール作成 を企図す る最 近

の立法例298のほか、イ ギリスを範 として 「日本版金融サー ビス法」を 目指す金融サー ビス

法構想に もみ られ、金融サー ビス法の理念 と決済サー ビス法 の理念 には多いに共通点が あ

る299。

ロ.決 済サー ビス法整備 の現状

為替業務 を銀行以外 にも認めて統一的な決済サー ビス法 を作 ろ うとす る動きは、実務関係

者 の問で根強 いものの、証券関連の多 くの法案 とは異なって未だ金融サー ビス法構想 の 中

で明確 な位置付けがな されていない。 しか し、不十分 なが ら、金融サー ビス法構想でも決

済 ビジネスに関係する法整備の試みがな され てい る。そこで、私法的規定 と監督法的規定

298例 えば
、2000年5月 、投資信託 に関 しては 「投資信託及び投資法人に関する法律」(既

存の法を改正 して制定)、 証券化 に関 しては 「資産の流動化 に関す る法律」(既 存の法を改

正 して制定)、 消費者保護に関しては 「金融商品の販売等に関する法律」が成立 した。2
992000年6月27日 の金融審議会答 申 「21世 紀を支える金融の新 しい枠組みに

ついて」は、

現在 の問題点 について以下のよ うに指摘 している(括 弧内は筆者が付加)が 、 ここでの記

述を括弧 で示 した ように読み替えれば、新 しい決済 ビジネスに関 しても同様の主張が成 り

立っ もの と考 えられ る。

「従来 の我が国金融法制(為 替 に関する規制)は 、業者(銀 行)中 心の枠組みの下で、金

融商品・サー ビス(決 済 ビジネス)が 各関係業法(銀 行法2条2項2号)に よ り業態別 に縦

割 りで規制 される体系(プ リペイ ドカー ド等 を除けば銀行のみ に排他 的に適用 される体系

で、多 くの決済 ビジネスについては規制法が存在 しない状態)と なってお り、主 として、
業者(排 他的に銀行)に 対 して行為規制や健全性規制を行い、監督当局による監督 ・是正措

置を通 じて、円滑な金融取引と利用者保護を達成す る仕組み となっていた。 こうした仕組
みには、以下のような問題点がある と指摘 されてきた。

利用者保護 の立場か らみると、適用 され る業法が異なること(お よび適用 される業法が

ない場合 もあること)に より、規制内容 に不整合が生 じる恐れがあ り、その結果、金融商
品(決 済サー ビス)の 如何によって保護 の程度 に差が生 じることも予想 され る。また、業
法に基づ く行政当局の監督は、業者 に対す る制裁 ・抑止力 としては機能するが、利用者等の
私法上の救済 とい う面で不十分である。さらに、金融の 自由化や規制緩和の進展により様 々

な金融商品(決 済サー ビス)が 生み出され的確 な リスク説明が求め られ るなかで、特に、
業法の適用が無い場合 には利用者保護が十分に図られない。

業者 の立場か らみると、業法の枠組みを超 えた、新 しい商品 ・サー ビスについては、法律
関係が不明確 となる。 また、金融商品(決 済サー ビス)が 異なれば適用する業法 も異な り、
取扱主体 もそれに応 じて異なって くるとい う事情か ら、実質的に業態を超えた競争(銀 行

の為替業務に係 る恐れのある決済サービスへの参入や競争)が 阻害 され た り、金融商品(決
済 サー ビス)の 間の公正な競争が阻害 され るために、利用者利便 の向上にっなが らない恐

れ がある。」
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について法整備 の現状をみてみ よう。

まず 、私法的規定については、金融サー ビス法構想が 「一般民商法を強化す る取引ルール

の整備」 を求 めているが、新たに参入 してきた決済サー ビスの多 くは電子商取引に関係 し

てお り、既 にこの分野で金融サー ビス法の理念を体現するよ うな一般民商法を強化す る特

別法が出来つつ ある300。しかし、決済 ビジネスに直接 関係す る電子決済に関 しては、1997

年の大蔵省(当 時)の 電子マネー報告書301が公表 されて以来、電子マネーに関す る私法 的

関係 を規律す る立法を検討 している302ものの、多くの実務家が指摘す るところでは、法 的

安全性 を過度 に追求 した結果、法案成立 に向 けた コンセ ンサスが得 られな くな り、依然立

法化 の 目処が立っていない状況にある。銀行法2条2項2号 との関係に限って決済サー ビ

ス法を考えるな らば、私法的規定整備 にまで踏み込む と法案成立は難 しくなるであろ う
。

次に、監督法的規定についてみ ると、電子決済に関す る電子マネー報告書が、情報通信 技

術の発達 を背景 に した新 しいサー ビスであることに着 目し、「金融機 関以外の主体 も幅広

く参入できる制度整備 を行な うべき」 として一定の財政基盤や技術水準を満 たした企業 に

は登録制 など緩やかな形で参入を認 める方向性 を示 したものの、現実の立法化は一向に進

んでいない。 また、電子マネー報告書は、利用者保護 の面か ら電子マネーの発行会社が経

300例 えば
、2001年6月29日 に成立 した 「電子消費者契約及び電子承諾通知に関す る民法

の特例に関す る法律」(電 子契約法)は 、4条 でインターネ ッ トな どのコンピュー タ通信手

毅だけでな く、電話、テ レックス、及び ファクシミリを含 めた電気通信回線を用いた承諾

通知の発信一般 につき、民法526条 の発信主義の適用 を排除 し、承諾通知 の到着時 に承諾

の効力が発生す る旨定めた。これは、到達主義を定めた もので、アメ リカの統一電子取引

法(UniformElectronicTransactionAct;UETA300)やUNCITRALの 電子商取引モデル法

(ModelLawonElectronicCommerce)も 同 じく電子商取引について到達主義 を採用 して

いる。 また、電子契約法3条 は、イ ンターネ ッ ト上に事業者が ウェブサイ トを開設 して行

う消費者 向け電子商取引について、民法95条 の錯誤無効の規定を修正 し、クリックミス等

の誤作動によ り申込を行 う意図がないのに申込 を行った場合や誤った内容の申込を行った

場合に、操作 ミスにつき消費者の 「重過失」が あったか否かを問わず、契約の要素の錯誤

による契約無効が主張できる旨を定めている。その他、インフラ整備の一環 として2001年

4月1日 に 「電子署名及び認証業務 に関す る法律」が施行 されたほか、2000年 にも公証人

法 と民法施行令 の一部改正により法務大臣の指定を受 けた公証人が電子確定 日付の付与等

の電子公証業務 を行っている。
3011997年5月23日

、大蔵省が公表 した 「電子マネー及び電子決済 に関す る懇親会」報告

書。本報告書 は、電子マネーの普及に必要な環境整備 にっいて検討 し、以後立法の検討 に

入った。大蔵省は当初、法務省、通産省 な ど関係省庁 と調整の上、電子マネーの発行や取

引ルール を幅広 く定めた 「電子マネー法案(仮 称)」 を早ければ1998年 の通常国会 に提 出

する方 向で準備 を進めていた。
302電 子決済 ・電子マネーについて

、 日本国政府 の高度情報通信社会推進本部電子商取引等

検討部会報告書 「電子商取引等の推進に向けた 日本の取組み」2000年6月 は 「政府 として

は、この二つ の要請のバ ランスを取 りなが ら、当面、民間の動 きを見守 りつっ、この新た
な分野について必要最小限の法的環境整備 の検討 を行 ってい くべきである。具体的には、
今後、電子マネー ・電子決済にかかる公 正な取引ルール と利用者保護 のあ り方、電子マネ
ー発行体の適格性要件

、電子マネー発行体の破綻時の対応等 について、十分な検討 が行わ

れ る必要がある」 としている。
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営破綻 した際にも事前 に預 けた資金の安全性 を確保す るため、信用性の高い別 の企業な ど

による保証や信託な どの手法を使 うことを義務づ けるよう求め、行政に よる規制にっいて

は、金融 監督庁(当 時)な どの監督 当局が電子マネー会社に立入検査や監督命令ができ る

権限 を持つべ きとしたほか、業務や財産 についての情報開示制度を作る必要性を明記す る

など画期的な内容 となっているが 、これ も依然立法化 には至 らず、モニ タリングの空 白状

態が放置 され たままである。実際、2000年 に改正・改名 されて成立 した特定商取引法303や

2002年 に改正 された古物営業法304を除けば、決済サー ビス業者 に対するモニタ リング体 制

の整備はあま り進んでいない。モニ タリング体制 については、仮に決済 ビジネス毎に個 々

の官庁が規制体制をこれか ら整 えるのであれ ば従来の縦割 り行政の二の舞になって しま う.

ため、決済サー ビスー般 について横断的なモニタ リン グ体制 を整える必要があるが、同 じ

決済サー ビス取引について、銀行 、証券 、保険が参入すれば金融庁の管轄、 ノンバンクが

参入すれば経産省の管轄、郵政公社が参入すれば総務省の管轄、その他 どの官庁 も管轄 し

ていない領域が幅広 く存在する状況では、官庁問の権益争いか ら規制体系の再編 も進み難

く、あま りに多 くの参入業者 に対す る検 査官 の検査能力の限界もあって、なかなか実現は

難 しい。従って、決済サー ビス法案では法案成立が実現可能な内容 に絞 って立案す ること

が必要である。

なお、電子決済を含む電子金融サー ビスに関する金融庁の報告書305は、営業店舗 を持たな

いインターネ ッ ト専業銀行 について、① 口座 開設 時等の本人確認は顧客がネ ッ ト上で登録

した住所宛 に郵便物 を送付す る等の適切な措置 を講ずるべき0、 ②デ ィスクロージャー 書

類のホームペー ジへの表示 を求めるべ き307、③現金の払出・収受 を自ら行わず他 の業者 の

CD、ATM等 に依存 した場合でも銀行法の規制 目的である収益性 ・健全性確保や利用者保護

に直ちに問題があるとは言 えず、個別 の免許 申請等 を審査す る際に勘案すべ きm 、④顧 客

トラブル対応策 として電子メールだけでな く電話等で も苦情 を受け付 ける体制 を整 えるべ

303特 定商取引法11条 は
、ネッ ト通販 を含 めた通信販売における商品、役務等の広告 に一

定の法定事項を表示す る義務 を課 してお り、例えば返品条件 が記載義務に入 っているため、
インターネ ッ ト・エスクロの場合に返品条件 に関す る表示を しなかった場合は無期 限、無条
件に返品を受 け付ける義務 を負 う。また、特定商取引法14条 を受けた経済産業省 の省令16

条により、ネ ッ ト通販は 申込内容の確認 と訂正のた めの画面 を設けていない と措置命 令の

対象 となるほか、・特定商取引法13条 に基づき、消費者か らの注文を受注 した場合には遅滞

なく受注 した 旨(ま たは出来ない 旨)と 取引内容等を通知する義務がある。
304イ ンターネ ッ ト・エスクロに密接に関係す るインターネ ッ ト・オー クシ ョンの運営につ

き、警察庁への届け出義務などの規制を新規に設け、古物商がインターネ ッ ト等を通 じて

古物取引を行 う場合の方法につ き規定を設 けた。
305金 融サー ビスの電子取引等 と監督行政に関す る研究会(2000)参 照

。本報告書は、電子
金融取引の発展を促 し国際的な対応 も重視す るものであるが、銀行法2条2項2号 ついて

は直接扱 ってはいない。
0金 融サー ビスの電子取引等 と監督行政 に関する研究会(2000)36頁 参照

。
307金 融サー ビスの電子取引等 と監督行政に関す る研 究会(2000)37

・38頁参照。
308金 融サー ビスの電子取引等 と監督行政に関す る研究会(2000)38頁 参照

。
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きm、 ⑤ 固有業務や付随業務 に関する情報サイ トの運営は付随業務 に該 当すると解すべ き

31°
、⑥外国の金融サー ビス業者 に国内の営業拠点設置を義務付 けた り、外国保険会社 との

保険契約 の締結を許可制 としている現行法制 を見直す議論をすべ き311、といった提案 を行

ってお り、一部その趣 旨に基づいた運用が行 なわれている312。これは、次項で示すB案 を軸

に 「銀行」の枠内で法改正 を検討す る場合に参考になるもの と思われ る。

二.改 革に向けた選択肢

上記金融庁報告書313は、 「今後の電子 取引の適正な運営 と円滑な発展を図ってい く上では、

これ を利用者 にとって 「安心で便利 な」 もの とす ることが不可欠である。また、監督行 政

の対応が、電子取引の健全な発達 を阻害 した り、その普及度 を過度に‡制す るもの とな ら

ない ようにす るとともに、技術進歩の速 さや 予見可能性な どを勘案 し、一

監督行政 とな るよ う不断に見直す 軟性 も必要である と考 える(下 線部は報告書 どお り)」

としてお り、①利用者保護の確保、②電子取 引の発展促進 と過度な規制の排 除、③現状 に

即 した柔軟な対応 、を求 めてい るが、これ に鑑みれば、現状は銀行法による過度 な規制 が

決済サー ビス業者 を違法化 してい る点で② と③ に大きな問題が ある。 このため、①を確保

しっつ、②の趣 旨に適うよ う銀行法2条2項2号 の規定 を改め、①②③の趣 旨に合致す る

軽装備 な決済サー ビス法を制定す ることが必要である。

決済サー ビス法構築に向けては、「銀行」の枠外で構築するか 「銀行」 の枠 内で構築す る

かの大きく2つ の選択肢がある。す なわち、①判例 ・通説上広範に定義 され ている銀行法2

条2項2号 の為替取引の定義 を限定的に定義 し直 した上で、モニタリングを定める決済サ

ー ビス法を電子マネー報告書が想定 した よ うな重装備 なものではな く
、実現性 を十分考慮

した軽装備のものとして立案す るか(A案)、 ②イ ンターネ ッ ト専業銀行にみ られ るように

「銀行」への参入基準をある部分に限って大幅に簡素化 し、そこに決済サー ビス業者 を銀

行・として登録 させ ることで銀行 システ ムにおける既存のモニタ リング・システムに組み 込

むか(B案)、 の2つ である。 この うち、私見ではA案 を軸に検討すべき と考えてい る。

そ こでA案 について説明 しよ う。A案 では、既存 の取引主体に対する各々の官庁 のモニタ

リングはそのままに した うえで、銀行法の所管官庁 である金融庁が銀行法上の為替取引規

定を規制緩和す るのと引換 えに、決済サー ビス法を制定することを提案する。

具体的には、まず、銀行法の附則 に 「銀行法2条2項2号 にい う為替取引 とは、決済サー ビ

ス法に基づ く決済サー ビス業者 の行 う取 引を含 まない。但 し、不法の 目的で行なった取引

につ いてはこゐ限 りでない」 とい う趣 旨の条文 を加 えることで過度な規制 を緩和す る。 こ

309金 融サー ビスの電子取引等 と監督行政に関す る研究会(2000)39頁 参照
。

310金 融サー ビスの電子取引等 と監督行政に関す る研究会(2000)33頁 参照
。

311金 融サー ビスの電子取引等 と監督行政 に関する研究会(2000)26頁 参照
。

312金 融庁ホームページ(h〃f!
nllnlhm1)参 照。

313金 融サー ビスの電子取引等 と監督行政に関す る研究会(2000)2頁 参照
。
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こでい う決済サー ビス業者は登録 を受 けた業者に限られ るため、未登録 の業者は引続き銀

行法上の取締 り対象 となる。 なお、決済サー ビス業者 の国際的な取引を活発化 させ る上 で

は 「登録」よ り簡易な 「届 出」 も考 えられるが、現在、銀行 「免許」を得なければ100%違

法で ある部分 をある程度開放する以上、届出では不十分で正式な登録 を要求すべ きと考 え

る。 さて、銀行法 に基づ く許可制か ら決済サー ビス法に基づ く登録制 に移行 しても、別 途

地下銀行の取締 りは可能 であるし、む しろ地 下銀行取締 りは先 に延べた ように、マネー ロ
ーンダ リング対策や入国管理政策等 の中で取締法規 を充実 させれば良い

。

次に、決済サー ビス法 として、①決済サー ビス業者 は、銀行 のような免許制 ではな く、金

融庁への登録制を採用す ることで過度な規制 を排除 し、決済サー ビス取 引の発展 を促す 、

②決済サー ビス業者は、決済スキームや経営内容 にっ き、金融庁への報告義務 と利用者 に

対す るホームペー ジ上の詳細な開示義務 を負 う、③金融庁は、 自ら必要に応 じて決済サー

ビス業者 に対 する立入検査権を持つ と共に、必要であれば、決済サー ビス業者に対す る業

務改善命令や業務停止命令 も発動できる、 とい う内容 の新法 を制定すべきと考 える。

この うち②や③の部分は電子マネー立法 と同様の内容を含むが、銀行 法2条2項2号 の改正

と組み合わせ ることで各省庁の権限争いに伴 う成立の困難 さをクリア したい。すなわち、A

案は、規制を新たに構築 しようとした電子マネー法案 とは異な り、金融庁が既に専属的 に

規制 している銀行法上の為替業務の範囲を何 ら拡張せず、単に内部の仕切 りを1つ 新た に

設けて利用者保護 を促進 しただけであって、他省庁の規制に影響を及ぼす ものではない。

さらに、電子マネー法案 のように新たに私法的規定 を定める ものでもないため、精緻な体

系 を構築 しよ うとして失敗 した電子マネー法案 の轍を踏むこ ともなかろ う。 この ように必

要最小限の軽装備な規定を整えることは、金融庁 自身が本気で 「現実に即 した柔軟な対応」

を行 う気があれば、十分 に実現可能 と思われる。

そ こで、金融庁 自身のモニタ リングコス トを考えてみよ う。A案 を成立 させることで周辺

システムがモニタリングの空白地帯 から金融庁 の明確 なモニ タリング体制下に位置づ けら

れ る。 しか し、そこではコア・システムや準 コア ・システムの ような立入検査 が定期的に行

なわれ るわけではな く、オ フサイ ト・モニタリング(報 告書の徴求)を 基本 として、必要に

応 じてオンサイ ト・モニタリング(立 入検査)や 業務 改善命令等が行われるだけである。 こ

れ によ り、定期的なオンサイ ト・モニタ リングな どで多大なモニタ リング・コス トのかか る

「銀行」に比べて決済サー ビス業者 に対す るモニタ リング・コス トは大幅に下げることがで

きる。

一方
、このように銀行 よ りも軽装備なモニタ リング体制を敷いた として も、利用者保護策

はモニ タ リングの空 白地帯 を放置 している現状 に比べれば大幅にア ップす る上、金融庁が

現在 ホームページ上で行 っている電子金融対策314を参考 に利用者への注意喚起 を レベルア

ップ していけば十分な水準に達 しよ う。また、登録制 を採用することによ り、決済サー ビ

314h〃flnlln
.html参 照。
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ス業者 の業界 団体の組織化を促す こ とがで き、業界団体を通 じた利用者保護対策や 自主規

制 も期待 でき、ひいては他省庁のモニ タリング構築 の一助 ともなろ う。例 えば、インター

ネ ッ ト・エスクロの業界団体が出来れ ば、それ と密接に関わ る警察庁、経済産業省のモニ タ

リング構築においても十分寄与す ることが出来 ると思われ る。
一方

、B案 にっいては、インターネ ッ ト専業銀行は確 かに異業種か ら銀行 への参入基準 を

大幅に引き下げてお り315、この制度を利用 または応 用 した解決策は、銀行 に対す る現行 の

モニタ リング体制 を援用できるので一見現実的に見える。 しか し、金融庁 が決済サー ビス

業者 の多 くが参加する 「電子取引」 を発展 させ る政策 目的を持つ以上、 「銀 行」の枠内で決

済サー ビス業者を捕捉 しよ うとするアプ ローチは最早限界に来てい ると考える。

すなわち、銀行や郵便局な どの大規模装置産業が決済を独 占してきたマーケッ トにおいて、

決済 ビジネスへの新規参入業者が利益 を上げるには、決済+α の業務 が不可欠であるが、

この+α 部分 が却 って銀行の兼業規制にかかって しま う可能性がある。 この部分は銀行 法

の軽装備版 としてイ ンターネ ッ ト専業銀行 法ない し決 済サー ビス銀 行法を創設 して
、 「銀

行」の枠 中で兼業規制 を緩 めた り子会社参入 して もらうことも考 えられ るが、インターネ

ッ ト・エ スクロの ような運輸 ・倉庫業 と一体不可分の ビジネスまで銀行の付随業務 に含 めて

しま うことには無理があるように思われ る。 さらに今後、ITビ ジネスが変 革す る中で決済

サー ビスの外延が拡大 し、小売業等 の商業一般 にまで拡大 してい く可能性 も多いにある。

仮 にこれ らも銀行 に含 める形で 「銀行」概念を広げていくアプ ローチを取 るのであれ ば、

欧米諸国や 日本の歴史上、 「銀行(Ballk)は 商業(Commerce)と は異な る特別 の存在であ

る」 として商業 とは異なる規制体系を作 り上 げてきた営みそのものを大変革する必要性 が

生 じ、軽装備の決済サー ビス立法 どころの話 では収束せず、却 って法案成立が危ぶまれ る。

また、海外における銀行以外の決済サー ビス業者の 日本向けサービスが、A案 であれば直接

保護 され るのに対 し、B案 だ と一旦銀行 として組織 を再編成す る手間がかか る点は国際取引

を円滑に行 う上で大きな問題である316。さ らに、国際取引との関係 では外国監督 当局 との

協力に基づ く国際協調が必要であ り、国際決済銀行(BIS)等 の場で検討 が進んでいるが、

その際、 アメ リカ及び全世界 で既 に幅広 く提供 されているペイパルの よ うな銀行以外に よ

る決済サー ビスを違法化す るコンセ ンサスが形成 され ることは最早考 え られず、銀行以外

が決済サー ビスを提供す ることを許容す る国々が既 にある以上、B案 のような 「銀行」を経

由す る 日本独 自の規制方式が国際的 コンセンサスにな ることも考え難 い。従 って、国際協

調の観点か らもB案 よりはA案 の方が優れ てい ると考える。従って、私見では、A案 を軸に

検討す ることが望ましい と考える。

なお、 ドイツや フランスにおいては、 日本 と同様、為替業務 を銀行の排他的業務 とす る

315但 し
、一定期間内の黒字転換な どの収益性が問われ る。

316な お
、外国証券業者 に対する命令7条 の規定 についてではあるが、金融サー ビスの電子

取引等 と監督行政に関す る研究会(2000)28頁 も国際電子取引の発展を妨 げる過度 な規制

を検討すべきと指摘 してい る。
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規制 を存続 していることは前に述べた。では、日本 もこれ に倣 って銀行法2条2項2号 の規制

を存続す べきとの意見 も成 り立ち得 るが、私見では、EU統 合 によって決済システム間 で

課金水準や リスク対策を巡 る競争が激化 した欧州 と比べて も、 日本国内の送金為替手数 料

は依然規制に守 られて高騰 し、価格競争メカニズムが働いて来なかったため、為替取引 の
一部に競争原理を導入す るこ とは政策的にも重要 と考 える

。また、電子商取 引市場の育成

のためには、装置産業であるコア・システムや準 コア ・システムの為替取引にいきな り参入

させ ることは望み難 く、む しろ周辺 システム として 「ぶ ら下が り」を許すかたちで参入 コ

ス トを引 き下げる方 が望ま しい。一方、このよ うに自由な参入 を認 めても、決済サー ビス

業者 の取扱金額は銀行 と比較 して些 少であるため、決済 システムの信認 を揺 るがす事態 に

至る とは考え難 く、銀行法の規制 目的を損ね るこ とはないで あろう。 また、先 に述べた規

制の国際協調 の観点か らは、 ドイツや フランスにおいても今後 、為替業務を 「銀行」に限

定す るアプローチの有効性が問われて こよ う。

なお、インターネッ ト・エス クロな どの法的有効性を確保 す る上では出資法や運送法等 と

の関係で、これ らの各法律 において も登録を受けた決 済サー ビス業者 が保護 され る規定 を

置 く必要 があるが、終章では立法案 の骨子 を示す に止 め、これ らの規定については本稿 の

検討対象外 とす る。
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立法的課題 諸外国の立法例および法的状況
①支払指図の対 第三者 ファイナ リテ

ィの明確化

EU1998年 フ ァイナ リテ ィ指令3条 、5条

②マルチ ラテラル ・ネ ッティングの法

的有効性確保

EU1998年 ファイナ リティ指令3条 、7条

米1989年UCC4A編403条(b)

③決済 システムの準拠 法に関す る国

際統一ルールの形成

EU1998年 ファイナ リティ指令8条

④決済サービス業者の為替業務参入

の容認
銀行の排他的業務 につ き、英米 は狭 く、仏独 は広 く

取 る傾 向にある(詳 しくは岩原紳作(1999)参 照)

⑤中央銀行の決済システム監督権限

の法制化
豪1998年 決済システ ム法、カナダ1996年 支払決

済法な ど

⑥無権 限取引等 への消費者保護規定

(例:50ド ル ・ルール)の 導入

米1978年EFT法

⑦送金人に対する銀行の資金返還保

証責任の導入
国連1992年UNCITRAL国 際振込モデル法

終章 決済システム法整備 に向けた提言

終章では、これまでの議 論をもとに、決済システム法整備 に向けて、決済システム法 と決

済サー ビス法について、証券取引法等を参考 に具体的な立法案の骨子 を提案 したい。

第1節 資金決済システムの立法課題

これ まで、決済に関す る基本的な認識や機能的アプ ローチ と法的アプ ローチの相違、決済

リスクとその対策について、先行研究や実務状況 を整理 した後、国際的なマルチラテ ラル ・

ネ ッテ ィングや決済サー ビスの有効性を検討 してきた。 その結果、欧米では制度改革のみ

な らず法整備 も進 んでいる一方、 日本では制度改革への取組 みは熱心であるが、法整備 に

っいては、①実務家側の反対により立法化が頓挫 したEFT法 制上の課題(エ レバンが検討

した消費者保護 ・一般私法整備 に関する諸課題、序章参照)は もとより、②決済 システ ム

の安全性 を確保す る上で重要な支払指図のフ ァイナ リテ ィの所在やマルチラテラル ・ネ ッ

ティングの有効性について、明確化するための法的措置炉全 く取 られてお らず(第1
,2,3章

参照)、 ③中央銀行のオーバーサイ ト権限を裏付 ける法整備 も行われず(序 章参照) 、④ 電

子商取引 ・電子決済の発展 を妨げる既存の法規制(銀 行法2条2項2号 など)の 改正 も進

んでいない(第4章 参照)。 日本の主な立法課題 と諸外国の立法例は図表30の とお りであ

る。

図表30資 金決済システムの法整備にお ける主な立法的課題 と諸外国の立法例

本稿の主 な分析対象は①か ら⑤ まで。

国際化がますます進む金融取引にあっては、こうした法制整備 の遅れは単に自国の金融市

場発展 を妨げるだけでな く、既に法制整備 を終えた諸外 国の金融市場発展 を阻害する恐れ
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がある。例えば、序章で紹介 した資金返還保 証を巡 り、欧米 の振 込依頼人が 日本で損失 を

被 るリス ク(欧 米 の振込依頼人が外為円決済システムに円を振込む と資金返還保証が得 ら

れない一方、 日本の振込依頼人は欧米 のシステムに外貨を振込めば資金返還保証のメ リッ

トを享受できる)、 第3章 で指摘 した海外 の先進的なマルチラテラル ・ネ ッティングが 日本

法の下で否認 され るリスク、第4章 で指摘 した海外からイ ンターネ ッ トで提供 される新 し

い決済サー ビスが 日本法 の下で違法 と扱 われ る リス クがある。 コア ・プ リンシプルは、決

済 「システムは全 ての関係法の下で確 固 とした法的根拠を持つべき」(基 本原則1)と して

お り、 「基本原則 を用いて決済システムの安全性 と効率性を高 めるに当たって、中央銀行 は

他の中央銀行や 国内外の関係 当局 と協力すべ き」一(基本原則 を適用す るに当たっての中央

銀行の責務D)な のだか ら、 日本銀行 は自国が外国に与えている リス クを自覚 し、国際金

融 の安全性確保の観点か ら諸外国に協力 して資金決済 システムの法整備を進 めるべきで あ

り、そ うすることで 日本 の銀行の海外における信用度を高め、欧米諸国 との潜在 的な経 済

摩擦発生の リスクを回避す る自国のメリッ トにも繋がるであろ う。

一方
、証券決済 について も資金決済のコア ・プ リンシプル と同様 にBIS(2001c)「 証券

決済システムのた めの勧告」が存在 し、勧告1で 「証券決済システムは、関係法域にお い

て、確 固 とした、明確で透明な法的根拠 を持 つべきで ある」 としている。 しか し、 日本 に

おいて も証券決済については前述の如 く国際競争力強化 の観 点か ら法整備が進みつつあ り、

準拠法統一に向けた国際的な審議 も進 んでいる317。この理 由としては、①資金決済よ りも

証券決済の方が取 引に関与する当事者 が多 く、証券化 関連商 品の開発 上規制緩和が求め ら

れることもあって業界の関心が高い点、②有価証券法理の存在な ど法律関係 がより複雑で、

法的課題 がよ り多数存在す る点、③証券取引所同士の国際競争 が激 しく、各国が 自国証券

市場整備 にカ を注いでいる点が考え られ る。資金決済の場合、①為替業務を銀行に独 占さ

せてきたため、銀行内の一部の専 門部署以外 では関心が低 く、②IT化 で国際的な取引が飛

躍的に拡大 した最近 に至 るまで リーガル ・リスクがあま り深刻でなく、③決済システム同

士の国際競争か ら日本は免れていたため、遅れた もの と考 え られ る。 しか し、証券決済 は

売却や元利金支払等により最終的には資金決済 され るため、資金決済が円滑に行われな け

れば証券決済 は完 了 しない。従って、証券決済の整備 のためにも資金決済の法整備 を進 め

る必要がある。上記BIS(2001c)の 勧告1は 、その解説編 で資金決済 において も重要であ

った決済 ファイナ リテ ィやネ ッテ ィングを主要 な法的課題 として掲げてお り318、これ らは

資金決済 と同時に解決す ることが望ま しい。

317証 券決済については
、国債 ・社債等決済手段 ごとに清算機関が異なる状況 を改善す る法

(2002年6月 公布 〈2003年1月 施行 〉 「証券決済制度等の改革 による証券市揚の整備 の

ための関係法律の整備に関す る法律」)が 既に成 立 したほか、証券決済の準拠法ルールの国
際的統一化 に向けたハ ーグ国際私法会議 での検討 も行われてい る。
318そ の他 には

、取引の法的有効性(執 行可能性)、 カス トディアンの倒産等か らの顧客資

産の保護 、証券の不動化または無券面化、証券貸借等が挙 げられてお り、これ らの課題 も
日本にお ける検討 が進んでいる。例 えば、金融法委員会(2000)参 照。
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法的課題

ネ ッテ ィング 潜在 的に混乱を生 じさせ る倒産法か らネ ッテ ィングを保護。これ

によって システムの参加者が 日中に支払不能 となった場合で も、
決済 日の終了時 にネ ッ ト決 済 され る取引を清算人が原則巻戻す

ことができないようにす る。

支払指図 決済システムが支払指図を受け付けた時点か ら、倒産法の条項の

適用を受 けないこ ととす る。 これ により、送信機 関が支払指図の

処理が完了するまでに破綻 した場合で も、指図の処理が開始 され
た部分 についてはその完了を確保す る。

遡及効 倒産法の規定が遡及的に効力を持つ ことを禁 じる。

準拠法 倒産手続 の効力には一般 に決済 システムの規律法が適用 され る。
担保証券(証 券以外の金

銭等 も担保物であれば

適用になる)

担保 証券には倒産手続 の効力が及 ばない こととすることによ り、
担保証券 を破綻 した参加者 のシステ ムに対す る債務 の清算 に利

用す ることを確保す る。

第2節 資金決済システムの立法提案

このよ うに考えると、立法 に当たって参照すべき外国の立法例は、①多 くの国々で同様 に

採用 され ていて国際的な整合性 が高 く、②資金決 済にも証券決済にも適用できる一般性 を

備 えたものであることが望ま しい。そ うした観点に立つ と、EUに おける1998年 のファイ

ナ リティ指令が多 くのEU諸 国に採用 されているほか、UCC4A編 のよ うに銀行に限定せ

ず、資金決済 ・証券決済双方 に適用 される性格を持っ ため、 日本の今後 の立法 に当たって

参照す るに相応 しい。EU指 令は、資金 ・証券決済システムにおけるシステ ミック ・リスク

を除去するための法的対応を図ったもので、BIS(2001a)に よれば、図表31の ような特

徴を有 している。

図表31EUフ ァイナ リティ指令の特徴

そ こで、以下、EU指 令 を資金決済において国内法に取 り込む方法を具体的に考える。

最 も簡単な方法は、EU指 令 を取 り込んだ単行法を制定す ることである。EU指 令を 日本

の文脈 に当てはめて起案 したのが下記の案である。EU指 令 と内容的に異なる点は、カナ ダ

の1996年 支払決済法に倣 い、対象 となる決済システムを 日本銀行に特定 し、同時にオーバ
ーサイ ト権限 も盛 り込んだ ことである

。

▽資金 ・証券決済システム法の骨子(案)

第1条(目 的規定)

この法御 さ、国民経済の適切な運営及び金融システムの安定性確保に資する

ため、必要最小 限の調整 を行 うことによ り、資金 ・証券決済を円滑ならしめる

ことを 目的 とする。
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第2条(定 義)

① この法律において 「決済システ ム」 とは、参加者 間の資金または証券 の決 済

を一定 の標準化 された手順 に従 って組織的に処理す るための仕組みの うち、

日本銀行総裁の指定を受 けたものをい う。

② この法律において 「支払指図」 とは、ある参加者か ら他 の参加者 に対する資

金または証券の支払委託の うち、 口座振替 を伴 うものをい う。

③ この法律 において 「ネ ッティン グ」 とは、決済 システムにおける複数 の支払

指図に伴 う多数の債権債務 が1の 債権又 は1の 債務になることをい う。

④ この法律において 「決済担保 」 とは、決済システムに予 め差 し入れ られ る取

引証拠金その他 の証券等を さす。

第3条(日 本銀行)

① 日本銀行総裁 は、日本銀行法39条 に規定す る内閣総理大臣及び財務 大臣の認

可を受けて、本法の適用を受 ける決済 システムを指定 し、その健全かっ適切

な運営を確保す るため必要 があ ると認める ときは、決済システム運営主体 に

対 し、その業務又 は財産 の状況 に関 し、報告又 は資料 の提 出を求め るこ とが

できる。

② 日本銀行総裁 は、金融 システムの安定性確保のために必要があると認 める場

合には、日本銀行法39条 に規定する内閣総理大臣及び財務大臣の認可を受 け

て、決済システムの指定 を取消す ことができる。

第4条(支 払指図 とネ ッティング)

①決済 システムにおける支払指図 とネ ッティングは法的強制力 を有 し、決済シ

ステ ムの参加者 に対す る倒産手続において も、支払指図が倒産手続 開始 前に

決済 システムに受け付け られた場合は、その効力 を第三者に対抗できる。

②決済 システムにおいて倒産手続 開始前に締結 された契約及び取引については、

それ らを無効 とす るいかなる法律 、政令 、規則や慣行 によっても、ネ ッテ ィ

ングの巻き戻 しを生 じさせ ない。

③決済システムによる支払指図の受付時点は、当該決済システムの規則 によ り

定め られる。但 し、決済 システム を規律す る法律が支払指図の受付時点にっ

いて条件を定めている場合は、その限 りではない。

④参加者の発す る支払指図は、決済 システムの規則が定める時点以 降、決済 シ

ステムの参加者 または第三者によって取 り消 されてはならない。

⑤倒産手続は、その手続 開始以前 において決済システムへの参加 によって生 じ

た、 ない しそれに関連 した参加者 の権利義務 関係 について、遡及的 に効力 を

有 してはな らない。

⑥決済 システムに差 し入れ られ た決済担保 は、決済 システム参加者やその取引

相手 に対する倒産手続の影響を受けない。
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第5条(準 拠法)

決済システムの参加者 に対 して倒産手続が開始 された場合、当該参加者 の決

済システムにお ける活動か ら生 じる、ない しそれ に関連す る権利義務関係 は、

決済 システムを規律す る法によ り決定され る。

第6条(担 保証券)

決済 システムお よび 日本銀行に差入れ られ る担保証券は、決済システム、 同

参加者お よび 日本銀行の取引相手に対す る倒産手続の影響を受 けない。

なお、岩原紳作(1996)は 、倒産手続 における多数 当事者 間のオ ブ リゲー ション ・ネ ッ

ティングの法的有効性について、 「立法の仕方は色々検討 の余地があるが、資金決済システ

ムにおける多数 当事者間オブ リゲー シ ョン ・ネ ッテ ィングであれば、～中略～いわば他 の

全参加行 との問で多数当事者間の多角決済 を した決済尻だけを、各参加行の 日本銀行 に対

す る預金債権や債務 として差押えや倒産手続 の対象 とす るこ とが考えられよ う(金 融先物

取引法40条1項 参照)亅 としている。金融先物取引法の条文は、セン トラル ・カ ウンター

パーテ ィーである金融先物取引所が債権債務を取得す るかたちで書かれてお り(下 記参照)
、

全銀システムにお ける内国為替決済規則g条1項 も同様の書きぶ りであるため、こうした

立法 も一考に価 しよう。現 に、第2章 で検討 したイ ギリスの1989年 会社法第7編 は、セン

トラル ・カウンターパーテ ィーを伴 う決済システムを念頭 に置 いた書きぶ りとなってい る。

但 し、諸外国においてはセン トラル ・カ ウンターパーティー を有 しない決済システムも多

く、 日本 においてそ うした決済システムが将来的に参入 しよ うとする機 会を削ぐこ とは好

ま しくないた め、私見ではEU指 令に則 った一般的な書 きぶ りに した方が望ましい と考え

る。

▽金融先物取引法40条1項

金融先物取引所は、金融先物取引を円滑にす るため、定款の定めるところ

によ り、会員 に代わって当該会員の金融先物取引に基づ く債権又 は債務につ

いて、当該債権 を行使 し、若 しくは取得 し、又は当該債務を履行 し、若 しく

は引き受けることができる。

▽内国為替決済規則9条1項

協会(東 京銀行協会)は 、全銀システムを利用 した内国為替取引に関 し、

決済金融機 関が相手方決済金融機 関に対 して負担す る債務を免責的に引き

受け、同時に、当該債務 を免れた決済金融機 関に対 し、当該債務に対当す る

債権を取得する。
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第3節 決済サー ビス法の立法提案

一方
、第4章 で検討 した周辺 システムに関す る立法提案(A案)は 、銀行法2条2項2

号の 「為替取 引」の定義を限定解釈す る附則の導入 と、決済サー ビス法の2つ か ら成る。

これ を銀行法 と証券取引法を参考に骨子 を起案す ると以下のよ うになる。なお、出資法や

運送法等 と決 済サー ビス業者 との関係は、別途各法律 によ り法的有効性を明確化す る必 要

がある。

▽銀行法 の附則の骨子(案)

第1条 この法律は、平成○年 ○月○ 日か ら施行す る。

第2条 銀行法第二条第二項第二号 にい う為替取引 とは、決済サー ビス法に基づ く

決済サー ビス業者 の行 う取引を含 まない。但 し、不法の目的で行 なった取

引についてはこの限 りでない。

▽決済サービス法の骨子(案)

第1条(目 的)

この法律は、国民経済の適切 な運営及び利用者の保護 に資す るため、決済サー

ビスを公正な らしめ、且つ、決済サー ビスを円滑な らしめることを 目的とす る。

第2条(定 義)

① この法律において、 「決済サー ビス」とは、決済サー ビス業者が行な う為替取引

を指す。

② この法律において、「決済サー ビス業者」とは、第3条 の規定によ り内閣総理大

臣の登録を受 けた会社をい う。

第3条(決 済サー ビス)

①決済サー ビスを営む決済サー ビス業者 は内閣総理大臣への登録を要す。

②決済サー ビス業者 は、当該サー ビスの内容 に関 し、内閣総理大臣に対 して、内

閣府令 で定める以下の事項に関す る説明を記載 した届 出書を毎年度及び重大な

変更の都度提出 しなければならない。

一.決 済サー ビスの利用約款

二.決 済サー ビスの取引条件

三.決 済サー ビスの リス ク対策

四.決 済サー ビス業者の経営内容

五.そ の他 、内閣府令で定める事項

③決済サービス業者は、決 済サー ビスの利用者に対 し、内閣府令の定 めるところ

によ り、文書またはホームページ上で以下の事項を開示 しなければならない。
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一.決 済サー ビスの利用料お よび支払時期

二.決 済サー ビスの提供時期

三.決 済サー ビスの取消についての特約 に関す る事項

四.そ の他 、内閣府令で定 める事項

④第2項 、第3項 に違反若 しくは虚 偽の届 出または開示を行なった決済サー ビス

業者は、三年以下の懲役若 しくは三百万円以下の罰金 に処 し、又はこれ を併科

す る。

第4条(立 入検査権)

① 内閣総理大臣は、決済サービス業者の業務 の健全かつ適切な運営を確保するた

め必要がある と認めるときは、当該職員に当該決 済サービス業者の事務 所そ の

他 の施設 に立ち入 らせ、決済サー ビス業者 の業務若 しくは財産 の状況に関 し質

問させ、又 は決済サー ビス業者 の帳簿書類その他 の物件を検査 させ ることがで

きる。

②内閣総理大臣は、決済サー ビス業者の業務若 しくは財産の状況に照 らして、当

該決済サー ビス業者の業務の健全かつ適切 な運営を確保す るため必要が ある と

認 めるときは、措置を構ずべき事項及び期 限を示 して、当該銀行の経営の健全

性 を確保す るための改善計画の提出を求め、若 しくは提出された改善計画の変

更を命 じ、又はその必要の限度 において監督上必要な措置を命ずることがで き

る。

③内閣総理大臣は、決済サー ビス業者が法令 、定款若 しくは法令に基づ く内閣総

理大臣の処分に違反 した とき又は公益を害す る行為を した ときは、当該決済サ
ー ビス業者 に対 しその取締役若 しくは監査役 の解 任その他 監督上必要な措置を

命 じ、若 しくは決済サー ビス業者 の業務の全部若 しくは一部の停止を命 じるこ

とができる。

附則 と決済サー ビス法 の存在によ り、銀行以外が営む正当な決済サー ビスは明確に適法 と

位置づけ られ るほか、海外の同様の決済サー ビスも内閣総理大臣に登録 と届出を行な えば、

経営形態 を変えな くて も直接 日本市場に参入できる。一方、地下銀行に対 しては、第3条 第

3項 で現行銀行法 と同様の罰則規定を設けているほか、第3条 でオフサイ ト・モニタ リング

体制を整 え、第4条 第3項 で業務停止命令 を発動で きるため、現行銀行法よ りもむ しろ取締

り対策が レベル アップ している。

なお、第3条 の登録 には未登録 による罰則は敢 えて示 していないが、未登録であれば銀行

法の取締 り対象 となるほか、未登録 の事実 を利用者 に対 して金融庁が積極的に開示す るこ

とで効果的なモニ タリングが可能 になる と思われ る。 その際、既 に金融庁がホームペー ジ

144



上で設 けてい る電子金融対策319に倣い、金融庁のホームページ上で登録を受けた決済サー

ビス業者名を明示 し、未 登録業者 にっいては判明 した範囲で公表 した上で未登録者 と取 引

す る場合の リスクを示す ことで利用者意識 の徹底を図るものである。金融庁の現行 ホー ム

ペー ジの認知度や内容 の充実度 はあま り高 くないが、決済サー ビス法 を施行す る場合には、

金融庁ホームページにポー タルを設 けた り、消費者相談窓 口等への リンクを充実 させ るな

どの工夫が必要であろ う。

また、登録制度め導入 によって決済サー ビス業者 の範囲が確定すれ ば、業界団体を組織 さ

せて利用者か らの苦情 を受け付 ける機 関を設 けさせ、簡易な調停や仲裁な どの裁判外紛争

処理(ADR)機 能 を担わせ ることで利用者保護に資す る上、金融庁 自体がモニタリングに

従事できる リソースを拡大できると考 える。

第4節 結語

決済システムの リスク対策上、立法的課題 として重要な点を中心に考察 してきたが、リス

ク対策 自体は立法のみに よって解決 され るものではな く、規則や制度な どの当事者間契約

に従 った り、参加者の リスク認識 の向上や取引慣行 の改善によって解決できる部分 もある。

日本ではこうした立法以外の部分 は多少進みつっあるものの、やは り欧米に比べて決済 シ

ステムの立法的対応 がなかなか進 まない点が最 も顕著な問題点 となっている。

様々な金融取引に対応す る単行法 を続々 と整備す ることは、民商法の一般原則の例外を積

み上げて法の使い勝手 を悪 くす る嫌 味はあるが、同 じことを解釈論でや るな らば規定 に明

確 に書かれない分 、更に使い勝手が悪化す る。他方 、私法上ない し銀 行法上 の一般原則 自

体 を変えようとす ると議論が短期 には収束せず、取 引の発展 にっなが らない。従って、当

面は実現可能性 が確保 できる範囲で小幅 な修 正を行 う単行法 を整備す るアプローチ を採用

せ ざるを得ないが、取引発展に従 って一般原則変更の コンセ ンサスが出来た段階で、一般

原則 の変更 も併せて行な う必要があろ う。

以上、わが国の資金決済システムの法的課題 を公共政策的 ・法的立場か ら検討 し、2002年

末時点での決済 システム研究や実務上の成果 を整理 し、課題 を取 りま とめ、民商法、銀 行

法、国際私法、刑 法等多角的な法的検討 を行 った上で、コア・システムと周辺 システムにっ

いて各々立法に向けた提言 を行って きた。本稿が、決済システムに関与する多 くの実務家 ・

研究者へ の一助 となれば幸甚である。(2003年1月8日 脱稿)

以 上

319〃flnsi/n・hml参 照
。
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1.参 考 事 例:Y2K

本稿では検討対象 としなか ったが、国際的なオペ レー ショナル ・リスクがクローズア ップ

されたケースであるコンピュータ西暦2000年 問題(Y2K)に っき、米国の危機管理法制 と

の関係で紹介す る320。

第1節Y2Kの 概要

(1)Y2K問 題 の意義

1999年 前後において、コンピュータソフ ト・機器が2000年 以降の 日付に対応 していな

い場合にシステムが正常に機能 しないY2K問 題321が大 きな社会関心事 となった。Y2K問 題

の解決に当たっては、 日付対応プ ログラムを書きか えることが必要であ るが、機器の至 る

所 に埋 め込 まれたICチ ップ(embeddedchip)のY2K問 題対応まで視野に含 めると、時

間・費用・人的資源 を考慮すれば完全な対応 はほぼ不可能 と考 えられた322。また 、1個 所 で

2000年 問題が発生すればそこと取引関係 のある他所 にも影響が及び、ある銀行がY2K問

題への対応 を誤 ると、決済や取引の相互依存関係 を通 じて混乱が他 の金融機 関ひいて は金

融 システム全体 に波及す る(シ ステ ミック・リスクの顕在化)可 能性 がある323。さらに、高

度に情報化が進んだ現代社会においては、2000年 問題で悪影響 を被 る可能性 は一部の企業

間に止 まらず、広 く社会全体にまで及び324、それ は当然 に法律問題 を惹起す る。

幸いに してY2K問 題 は顕現化 しなかったため、本問題は現実のものとはならなかった。

しか し、 日本はそ もそも地震国であ り、一旦大規模地震が発生すれば金融システムを支 え

320以 下
、久保 田隆(1999b)参 照。

321Y2K問 題は
、典型的なケースでみると、 コンピュー タに 日付入力す る際、西暦4桁 を2

桁 で表記す る(例:1999年4月15日 →990415)た め、2000年1月1日 以降、年号を表

す部分が00と なって しまい、これをコンピュー タが1900年 と読み違 えることか ら、 日付

データが入力不能 となった り、期 間計算で異常処理 がな され た り、システムが停止す る等

の誤作動を起 こす問題 である。
322例 えば

、ラッセルW・ ローテン 「2000年 問題:国 際 ビジネス・法律上の危機」[第 一部]

2000年 問題の見通 し」国際商事法務Vol.26,No .9(1998)893頁 参照。
323日 本銀行(1998)1頁 参照

。なお、決 済システムの リス ク対策全般 については、久保 田

隆(1999a)参 照。
324工 場 の生産管理システム

、企業間の物流・決済・通信 システムばか りではなく、身近 な電

気、ガス、水道、銀行預金、電話、飛行機、電車、船、 自動車、エ レベーター、医療等 に

まで至 る大きな社会的影響が懸念 されてお り、ロシアや北朝鮮の核 ミサイル の誤発射す ら

危惧す る向きもあった。 「特集:西 暦2000年 問題、ラス ト300日 の攻防」 日経 コンピュー

タ464号(1999.3.1)参 照。 なお、Y2K問 題の影響をシミュレー トしたアメ リカのベス ト

セ ラー小説、ジェイ ソン・ケ リー(田 畑智道訳)「 パニ ックY2K」 集英社文庫(1999)も 参

考になる。
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るコン ピュータや発電設備の誤作動や作動停止を契機 に決済システ ムの運行 が止まる事 態

は容易に推察 され る。また、昨今 のみずほ銀行のATMト ラブルや東北 ・東京 ・中部電力 の

発電機 事故等 に見 る如 く、平時においても、大規模銀行 のシステム誤作動や停電の長期化

を通 じて、Y2K類 似 の大規模な コンピュー タ ・システムの トラブルがいつ惹起 されて もお

かしくない状況 にある。 こ うした トラブル対応は金融機関に限 られ るものではなく、コン

ピュー タを業務 に利用する凡そ全ての企業 にも影響を与えるだろう。

(2)Y2Kと 危機管理法制

そ もそも決済システムは、社会の安定や金融 システムに対する信認があって初 めて正常に

運行す るため、その基盤インフラとしてのコンピュー タが仮 に誤作動 を起 こした場合には、

適切 な事後処理 によって社会の安定化や金融 システ ムへの信認維持 が図 られ る必要があ る。

本参考事例は この部分に焦点を当て、 コン ピュー タ誤作動に対する危機 管理立法の必要性

にっいてY2Kに お けるアメ リカの法的対応 を紹介する。

一旦Y2Kの ようなコンピュー タの誤作動が生 じると
、一般企業にも様 々な法律問題 を惹

起す る。Y2Kを 巡っては、①Y2K問 題未対応 のシステムに関する保証義務、②Y2K問 題対

応状況 に関す る情報開示義務、③Y2K問 題対応を巡 る経営責任等を巡って数多 くの法律問

題が発生 した。 日本 ではそれが訴訟 にまで至 ったケースは数件のみで あるが、アメ リカで

はY2K問 題未対応 のシステムに関す る改修費用の請求等を巡ってY2Kの 主要な問題が発

生す る2000年1月1日 の5ヶ 月以上前か ら既 に70件 以上(う ち大部分が集 団訴訟)のY2K

問題 関連訴訟が提起 され、その後 も解決に費用や時間のかかる製造物責任(PL)に 関す る

集団訴訟 を中心に大幅に増加する と見込まれ た。訴訟 が濫発 されれば、既存の裁判制度で

は裁 く側 にITの 専門知識が不足 している上、費用(賠 償金、弁護士費用等)や 時間がかか

りす ぎるため、多 くの企業で負担に耐 え切れず法務倒産 を招 く恐れ325がある。 また、そ う

した事態 を放置すれ ば混乱が増長 し、社会的 コス トの適正配分 を損ね る可能性 もある。仮

にこ うした懸念が現実のもの となれば、社会不安か ら金融機 関への信認 も失 われ、決 済シ

ステムの正常な運行は損なわれ る点が懸念 され る。

そのため、訴訟大国アメ リカでは早 くか ら企業法務上 の検討 が多数な されてきた し、後述

一 す る よ うに迅速 な解 決 を 可能 とす る訴 訟 外 紛 争 処 理(ADR〈AlternativeDispute

Resolution>)手 続 を整備 した り、Y2K問 題訴訟の行 き過ぎを抑止す る法案 を検討す るな

どY2K問 題の法政策上の対応 にも積極的に取 り組んできた。然 るに 日本では、Y2K問 題を

巡 る法 的検討は法解釈 に関す る部分326が中心で法政策 に関す る部分327が少なかった。Y2K

325な お
、Y2K問 題に伴って多発す ると予測 され る企業倒産に対 しては、円滑な倒産処理を

可能 とす る法制整備 も重要であるが、その検討は本参考事例の対象外 とす る。
326一 般 的な法解釈論 としては

、例 えば、飯 田耕一郎 「2000年 問題 の法的責任(1)～(4)」m

No.656,658,659,660(1999)が ユーザー とベ ンダー に対する損害賠償請 求の基本的なケー

スについて 日本法上の検討 を力卩えている。 また、特定の業界に則 した法解釈論でみ ると、
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問題 の よ うなコンピュー タシステ ムの誤作動の影響 は事前に測定 し得 ないた め、アメ リカ

に単純 に右に倣 う必要はない。 しかし、法化社会が進む中、今後Y2K同 様 の問題 が起 きれ

ば 日本 でも訴訟が多発す る可能性がある。 また、Y2Kの ような国際的なコン ピュー タ ・シ

ステムの トラブルであれば、仮 に 日本 における問題の影響がアメ リカ よ り少ない場合で あ

っても、国際貿易 ・投資 ・金融取引等328をは じめ、 日本企業の在米拠点やアメ リカの企業 ・個

人 と取 引関係 にある日本企業がア メ リカにお ける紛争処理に巻 き込まれ る可能性 は高い。

その際、個別企業 としても、対アメ リカを意識 して予防法務 を進 めてお かなければ、同 じ

過失で あって もアメ リカ企業よ りも日本企業の法的ガー ドが弱い分、賠償金 をむ しり取 ら

れ る危険性が高い329。アメ リカにおけるY2K問 題 を巡る法的状況を参考事例 として捉え直

す ことは、今後生 じ得 る同様の大規模コンピュー タ誤作動事件に対す る公共政策上及び個

別企業の危機 管理上の対応 を考 える上で極 めて重要である。

以下、Y2K問 題 において、アメ リカにおける訴訟類型 と既 に発生 した訴訟例を紹介 した

後、訴訟外紛争処理(ADR)制 度 の動 向およびY2K問 題 の主要な関連立法(特 に訴訟対策

に関わる部分)に ついて紹介する。

社団法人情報サー ビス産業協会 「西暦2000年 問題:法 的問題Q&A」(1997.3)が ベ ンダ
ー企業 に約款等に即 した実務的なガイダンスを与えているほか

、玉上信 明 「『コンピュー タ

西暦2000年 問題』 と金融法務 」銀行法務21、559号(1999.3)、 濱 田俊郎 「銀行 ・信託業

務におけるコンピュー タ西暦2000年 問題」信託197号(1999.2)、 天野佳洋 「コンピュー

タ2000年 問題 と金融法務」金融法務事情1535号(1999.1.5)が 銀行 ・信託銀行の預金・為

替・金庫業務や株主等へのディスクロージャー等につき、約款その他 に基づ く具体的な検討

を行っている。また、監査人の立場 からは、日本公認会計士協会監査委員会報告第59号 「コ

ンピュー タ西暦2000年 問題 に係 る監査人 としての対応 について」(1998 .12.8)が 監査人の

責任範 囲を明確にする特約事項の文例な ど詳細 な法的指針を提示 してい る。
327法 政策全体に関する議論は少ないものの

、国際大学GLOCOMに おいて徐 々に検討 され
つつあ る。青柳武彦 「2000年 危機」2000年 問題講演会(1999年2月23日)記 録

(・ 〃1'1r'121111rm1)参 照。なお、個別分野毎の

法政策 については中小企業庁、国税庁等でい くつか動きがみ られた。
328こ れ ら国際取引では

、そ もそも英米法が準拠法 として指定 されてい るケースが多い。 な

お、国際金融取引の重要な部分を 占めるデ リバティブ取引において、相手方 の2000年 問題

に伴 う信用 リスクを回避す るための契約 ドラフテ ィングを検討 した論文 としてChristian

A.Johnson,"Year2000CreditRiskandDerivatives:InsulatingBanksFrom

CounterpartyMeltdown",TheBankingLawJournal,Vo1.115,No.9,pp.930-961 ,
Oct.1998が 有益である。
329例 えば

、Y2Kの 事例では海外か らの2000年 問題質問状が増えたが、無視すれば相手方

か ら取 引を打ち切 られ る危険がある一方、安易に答 えると法的 リス クを抱える危険があっ

た。 「2000年 問題の リスク回避へ企業間でや り取 り急増、情報公開怠れば取引打ち切 り?」

日経 ビジネス99年1月5日 号参照。 なお、質問状には2000年 問題発生時の損害の全額保

証を約する保証書が付 いている揚合が多 く、現に誤 ってサインをして返 して しまった事例

もある。
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第2節Y2K問 題に係 る訴訟類型 と訴訟動向

(1)Y2K問 題 を巡 る訴訟類型

Y2K問 題 を巡 る法律 問題 の難 しさは質(新 しさ)よ りもむ しろ量にあった。Y2K問 題 に

よって生 じる法律 問題 は、事案に よ り複雑 な技術的要素や新規立法の適用を含んだ として

も従来 の法的枠組 み、す な わち、①契約 関係 に基づ く責任(BreachofWarranty&

Contract〈 日本法でい う瑕疵担保責任や債務不履行責任 〉)、②不法行為(Torts)に 基づ く

責任(製 造物責任 を含む)、 ③証券取引法 ・会社法(特 に情報開示、役員の責任 に関す る部

分)等 に基づ く責任 の中で論 じ得 るケースが多 く、む しろ懸念材料 は、法律問題が非常に

広範囲に及び得るため様 々な訴訟類型が一気 に多発す る可能性 にある。なお、アメ リカ法

の規定内容は 当然 日本法 とは異なるが、訴訟類型 には類似 した部分が多 く日本法を考 える

上でも示唆的であるため、以下、 日本法上対応する部分の法律用語 を用いて解説す る。

Y2K問 題 を巡る代表的な訴訟類型 としては、①欠陥のあるコンピュー タチップを搭載 し

た機器 の製造業者 に対 して製造物責任法上の責任 を問 うPL訴 訟、②欠陥 ソフ トの製造業者

に対 して瑕疵担保責任 を問 う訴訟 、③ ソフ トウェア コンサルティングサー ビスを行った企

業 に対 し、過失を問 う訴訟、④Y2K問 題 に対応できないために契約上の義務 を履行できな

かった企業に対 し、損害賠償等を求める訴訟、⑤Y2K問 題に正 しく対応できなかった企業

の取締役や経営者に対 し、証券取引法 ・会社法上 の責任等 を問 う訴訟が想定 され330、集団訴

訟 も生 じた。 しか し、Y2K問 題 を巡 って法的紛争が発生するケースは上記類型だけにはと

どま らない。事案 によってはその他 の法的責任(州 法上の規制等 も含む)も 問い得 る上 、

原告 ・被告の範囲も相当広がって くる。例 えば、Y2K問 題の保険適用範囲を巡って保険会祉

と加入者が争 う訴訟、Y2K問 題 を起 こした企業の監査人に対す る投資家か らの訴訟、不備

なア ドバイスによ り企業 に損失を負わせた弁護士に対する当該企業か らの訴訟、Y2K問 題

を起 こ した国営・公営事業 に対す る利用者 か らの訴訟等 も実際に生 じた。また、集団訴訟 を

起 こされ る可能性の高い産業 としては、情報機器 ・ソフ トのベ ンダーや金融、保険を筆頭に、

通信、運輸、エネルギー、サー ビス、政府 等が考えられていた331。

(2)訴 訟例

実際に発生 した訴訟類型(図 表32参 照)を みると、 コンピュー タ機器 ・ソフ トウェアの

ベンダーに対 して費用等の請求を行 う集団訴訟が最 も多い
。その他、Y2K問 題への対応が

不十分な経営陣に対す る株主からの訴訟、 ソフ トウェアコンサルテ ィング業者 に対す る訴

訟、Y2K問 題保険の適用範囲に関す る訴訟 も提起 された。

330ヴ ィー トC .ペ ライノ 「2000年 問題:国 際 ビジネス・法律上の危機[第2部]2000年 問

題 の法律上の展望」国際商事法務Vbl.26,No.10(1998)参 照。
331よ り詳 しくは

、MichaelD.Scott,WarrenS.Reid,"TheYear2000ComputerCrisis‐

LawBusiness/Technology,"GlasserLegalWorks,April(1998)のChapter6参 照。
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図表32Y21(を 巡る主な訴訟例332

提訴時 被告名 訴訟 内容 結果

97年6月TEC・A皿ericaCo.(機 製品のY2K未 対応 に伴 う損 和解:被 告が26万 ド

械製造)害 賠償請求 ルを支払

同11月SBT(ソ フ トウェアベ 旧版 ソフ ト製品 の無償 修 正 和解:被 告が無償修 正

ンダー、以下SV)等 を求めた集 団訴訟 ソフ トを提供

98年4月MacolaInc.(SV)ソ フ ト製 品の無償修 正等 を 却下:被 告に契約上の

求 めた集団訴訟 責任 な し

同4月Intuitlnc.(SV)ソ フ ト製 品の無償 修正 等 を 却下:現 実の損害が存

求 めた集団訴訟 在せず

同6月MedicalManagerソ フ ト製 品の無償 修正等 を 和解:被 告が修正済製

Co・(SV)求 めた集 団訴訟 品か費用を負担

同8月Baker(修 正 費 用 を シス テ ム 開発 者 が 製 品 の 和解:Andersenに 契・

AndersenConsultingY2K未 対応 に伴 う賠償責任 約上の賠償責任な し。
に求めた小売業者)が ない こ との確認 を求 めた 訴訟取下げ。

訴訟

同10月INCO(Y2K未 対応 を 修 正 費 用 等 の分 担 を 巡 る 仲裁決定:ASEに 支払

理 由にシステム業者ASEASEとINCOの 仲裁事件 義務な し。

に契約解除や修正費用

の負担を求めた顧客)

イ.ベ ンダーに対す る訴訟例

ベ ンダー に対す る訴訟333は、欠陥 ソフ ト・機器 の購入者 が製造業者 を相手取 り、 ソフ ト製

造業者 に対 して契約責任(債 務不履行、瑕疵担保責任)等 、お よびハー ド製造業者 に対 し

て製造物責任等を問 うもので、 ソフ ト製造業者に対 して損害賠償や無償修正等を求める集

団訴訟が多 く見 られた。

2000年 に至る以前の現段階における訴訟では、Y2K問 題を巡 る現実の損害が生 じてい る

か否かが重要にな る。まず、現実の損害が生 じていないが故 に却下 された例 としては、lntuit,

Inc.の製造 した欠陥会計 ソフ トQuickenを 巡 る一連の集 団訴訟(Chilelliv」ntuitInc .,

No.98-013559GN.Y.Sup.Ct.,filedMay13,1998>,Issoksonv.IntuitInc .,No.

CV773646<CalSuper.Ct.,filedApril28,1998>等6件)が ある。本ケースでIntuitは 、

訴訟が提起 された段階で既にユーザー に対 しY2K問 題解決済みの無料 ソフ トを配布す る旨

通知 してお り、その点を考慮に入れ ると同 ソフ トに内在するY2K問 題 に伴 う現実の損害に

ついて原告は立証 し得ていない と主 張 した。結局、 この主張が通って原告の請求は却 下 さ

れた。一方、現実 の損害が生 じてお り、かっ損害賠償 を支払った例 としては、東芝系 の

332久 保 田隆(1999b)108頁 参照
。

333小 規模事業者相手ばか りではな く
、IBM(産 婦人科 医が製品の未対応 につき無償修正を

要求)や マイクロソフ ト(ソ フ ト開発 コンサル タン トが製品の未対応 につきユーザーへの

周知徹底 と修 正ソフ トの配布、損害賠償 を要求)等 、大企業の作成 した機器や ソフ トに対

す る訴訟 も起 きた。
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TEC-AmericaCorp.が 製 造 した キャ ッシ ュ レジス ター の欠 陥 を巡 る訴訟(ProducePalace

Int'1v.TEC-AmericaCorp. ,etal.,No.97-330-CKGMichi.Cir.Ct.,MacombCty.,filed

June12,1997>)が 挙 げ られ る。同 レジス ター を設置 した食 料雑 貨店 で は、有 効期 限 を2000

年 以 降 とす る ク レジ ッ トカ ー ドが読 み 取 れ ず 、現 実 に 損 害 が生 じた 。 そ の結 果 本件 は 、

TEC・Americaと 設置業者 が食 料雑 貨店 に対 し、26万 ドル を負担 す るこ とで和解 した(和 解

した最 初334の ケース)。

但 し、現実 の損 害が生 じていて も、責任 範 囲 を限 定す るこ とで 以下 の法的 な防御 が可能 で

ある。まず 、現実 の損 害 が経済 的損 失(economicloss)に 限 られ る場合 、製造物 責任(PL)

法や 不 法行為 に基 づ く責任 は適用 されず 、 契約 責任 の範 囲 内で 自 らが適 用外 で あ る こ とを

主張 す る こ とにな る。 次 に、現実 の損害 が経 済 的損 失 に限 られ な い場 合 で瑕 疵担保 責任 が

問われ て い る場合 には 、免 責条 項 の解釈 を巡 って争 うこ とにな る335。一方 、現実 の損 害 が

経 済的 損失 に限 られ ない場合 、製 造 物で な けれ ばPL法 上 の責任 は問 われ ないが 、製造物 で

ある場 合 、被告 は、設 計 に欠陥 が な かっ た こ と、警 告義 務 を怠 らなか っ た こ と等 を立証 す

る上 で多 額 の費用や 時 間 を要す る可 能性 が あ る。 仮 にICチ ップ のY2K問 題 が現 実化 して

いた揚 合 、ICチ ップの数 の多 さか ら とて も検 証 しきれ ないた め 、2000年 以 降、PL訴 訟 が

多発 し、PLに 関す る訴訟洪 水 が起 きた可能性 が あ る。

ロ.ベ ン ダー 以外 に対す る訴 訟例

ベ ン ダー 以外 に対す る訴 訟 をみ る と
、まず 、Y2K問 題対応 に関す る虚偽 の報 告等 によ り、

株価 が 下 落 した責任 等 を問 う訴 訟が数件336起 きた。 次 に、Y2K問 題 に対す る保 険 の適 用 範

囲を巡 る訴訟337も 生 じた。 その他 、 ソフ トウェア コンサル テ ィン グ業者 に対す る訴訟mも

謝1998年9月 に和解 成 立
。 なお 、集 団訴訟 で最 初 に和解 した ケー スは1998年10月 に和

解成 立 したAtlazInt'1,Ltd.v.SoftwareBusinessTechnologiesInc .,etal,CV172539

(Cal.Super.Ct.filedDec.2,1997)で 、被告 が無償 修 正等 を行 い弁護 士費用 等 を負担 す る こ

とが和解 内容 とな ってい る。
335例 え ば

、契約 上2000年 問題 対策 費 の支払 を顧 客 に求 めて い るMacola社 の欠 陥 ソフ ト

ProgressionSeriesを 巡 る訴 訟(Parago皿NetworksInternationalv .Macola,Inc.No.98.

CVO119(OhioC.P.filedAprill,1998))で は、裁 判 所 が 同社 に瑕疵担保 責任 はな く契 約 上

の責任 は果 た して い る として訴 えを却 下 した。 原 告(デ ラ ウェ ア法 人ParagonNetworks

International)は 、購 入 以前 に契約 交渉 を行 う機会 を得 なか った ため合意 不成 立 な ど と主

張 した が受 け入れ られ な かった。 もっ とも、原 告 が企 業で は な く一般 消費者 の場 合 、ベ ン
ダー の 契約 上 の免 責範 囲は制約 され る可 能性 が あ ろ う。
336例 えば

、Steinbergv.PRTGrouplnc.etal(S.D.N.Y .,filedSept.16,1998)Pollerv.
MicroFocusGroup,No.98-CIV8619(S .D.N.Y.,filedDec.4,1998,GeorgeEhlert ,etalv.S
inger,etal,No.8:98-CVO2168(MD .Fla.,filedNov2,1998)参 照。

33798年12A
、一保 険会社CincinnatilnsuranceCo.が2000年 問題 訴 訟 につ いて何 ら保 険義

務 を負 わない こ とを確認 す る訴訟 を提起 した。CincinnatiInsuranceCo .v.SourceData
SystemsandPinevilleCo皿munityHospital ,No。C98-144MJM(U.S.N.D.Iowa,丘led
Dec.4,1998)参 照。
338例 えばAndersenCo

nsultingLLPに 関す る ケー ス。本件 は、1990.年 代 初 め にAndersen
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提起 されている。

Y2K問 題が広範囲に生 じていた ら、上記の訴訟類型 に加 え、ベンダーに限 らずユーザー

企業やY2K問 題 を孕むユーザー企業を介在 させることによって契約上の義務を履行できな

くなった企業が顧客か ら契約不履行を理 由に訴 えられ るケースが増 えてきたであろ う。 仮

に自らのY2K問 題対応に成 功 した としても、取引相手 とな る運送会社、部品会社、取引銀

行、保険会社 、電気会社等のY2K問 題対応が うま くいかないと、これ らは不可抗力ではな

く当事者 同士で コン トロール出来た問題だ と見な され、法的責任 を問われ兼ねない。 さら

に、アメ リカの立法動 向(後 述)を み ると情報公 開によってベンダー の責任 をユーザー に

分担 させる方 向に動いているよ うにも見 える。個々の事案解決に当たっては、Y2Kの よ う

なコン ピュー タの広範な誤作動 に伴 うコス トを公共の利益の観点か らベンダー とユーザ ー

で如何に分配すべきかが問われて こよ う。

第3節ADRの 動向

アメ リカではY2K問 題の法務 関連コス トは1兆 ドル規模 とみ られていたため、訴訟回避

のため、万が一の時にはADR(裁 判外紛争処理:AltemativeDisputeResolution)で 解決

を図る準備を進 める企業が増 えた339。Y2K問 題 に関す る訴訟では、訴訟内容が複雑かつテ

クニカルである上、夥 しい件数が予想 され るため、 コス トと時間のかか る通 常の裁判 手続

では対処 しにくい。その他、法的紛争解決 にITの 専門知識 を要すること等 も併せて鑑 み る

と、通常の裁判制度 よ りもADRの 方が優れている。現に、アメ リカにおいても当事者 の権

利義務 に直接影響 を与える裁判結果は出され ない 中、システム業者の契約上の責任 を巡 っ

て早々に仲裁決定をみたケース踟があ り、Y2K問 題の法的責任 に関す る決定の第1号 とさ

れてい る。

アメ リカのADRを みる と調停(mediation)や 仲裁(arbitration)制 度が大いに注 目されてい

る。一般 に調停 は、裁判手続に比べると素早 く低 コス トで、かつ取引関係を円滑に維持 し、

Consulti皿gLLPが 構築を担当 した衣料品小売業J。C　 一社 のソフ トウェア・パ ッケー ジが

2000年 問題に対応 してお らず、J.Bakerが 損害賠償 を求める訴訟を起 こそ うとしたのに対

し、Andersen側 は、2000年 問題対応 は契約に含 まれてお らず、対応す る責任 はない とし

てJ.Bakerに 先ん じて1998年8月 に提訴 した もので、調停に移行 した結果、1998年12

月にAndersen側 の主張を認 めて決着 した。
339"Y2K:Who'sLiable?"InformationWeekOnli

neNews(October26,1998)参 照。
340ASELilnitedv」NCOAIIoysInternationalInc

.,No.AAA55-199-0127-98-DEU

(Nov.17,1998)。 同ケースでIncoは 、1995年 にシステム ・インテグレーターのASE社 と
システム再構築契約を結んだが、同契約 は2000年 問題対策 を含まなかったため、ASE社

が390万 ドルの2000年 問題対策費を別途要求。一旦、裁判手続が開始 されたが、98年10

月 にアメ リカ仲裁壙会の仲裁 に付託 された。Incoは 、ASEが 契約 の合意内容を実質的に違

反 してお り、契約に基づ く義務遂行 は最早不可能 などとして契約解除 と2000年 問題対策費

の賠償 を求めていた。 これに対 し、11月 に下 された裁定では、契約 に2000年 問題修正が
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当事 者 が 当初想 定 した 選択 肢以外 に も柔 軟 な解 決 が図 れ る。 一方 、仲 裁 は、調停 ほ ど柔 軟

な解 決策 は追 求で きな いが 、裁 判 に比べ て時 間 的 ・コス ト的 なメ リッ トや機 密保 持 が確 保 出

来 る。 そ のた め、訴 訟 に依 らず調 停や 仲裁 に よるY2K問 題 解決 を促 進す る様 々な試 み が

ADR機 関や 業界 団体 に よ って採用 され た。

例 えば 、98年3月 、ADR機 関の1つCPRInstituteforDisputeResolution(1979年 設

立、 多 国籍 企業500社 で構 成)は 、Y2K問 題 に対処 す るた め、 中立 的 な専 門家70名 以 上

で構成 す るパ ネル(Year2000PanelofNeutrals)を 設置 した。 また、Y2K問 題 の紛 争 解

決 に 当た って は、訴訟 は避 けて な るべ く交 渉又 はCPRに よるADRで 解決 す る よ う約 した

書 面(CPRYear2000ADRCommitment:但 し、訴訟 の法 的権 利 は奪 われ ない)へ の署名

を呼び か け、既 に1999年3月 時 点でBankofAmerica、EastmanKodakCompany、Philip

Morris、SiemensCorporation、SonyElectronics,Inc.等 多 くの多 国籍 企業 の署名 を集 め て

い る。 また 、 同様 の試 み と して ア メ リカ 情 報 技 術 協 会(ITAA:InformationTechnology

AssociationofAmerica)炉ITAAStatementofIntentiontoUseADRtc)ResolveY2K

Disputesを 作 成 し、傘 下会 員に署名 を呼び か けた 。

も う1っ 例 を挙 げる と、ア メ リカ仲裁 協 会 は1999年2月 、調停 人や 仲裁 人 の経験 を有 す

る350人 の テ ク ノロジー と法律 のエ キスパ ー トがY2K問 題紛 争解 決 に 当た る新 た なパ ネ ル

(NationalTechnologyPanel)を 設置 す る と共 に、105日 以 内に調停 や仲裁 を行 うこ とが

可 能 な通 常よ りも迅速 な調停 ・仲裁 手続 を用 意 した341。 また 、調停 手続 で解決 す る確 率 は 高

い(ア メ リカ仲 裁 協会 の場合85%)も の の、仮 に不調 に終 わ った場 合 には即 裁判 手続 に移

行す るの ではな く、その ま ま仲裁 手 続 に効 率 的 に移行 す る選択 肢(med-arboption)も 設

けてい る。

Y2K問 題 の よ うに技 術 的 要素 が 高 く紛 争 多発 が 予想 され る揚合 、業 界 の 自主 的な努 力 を

発 揮 し得 る領 域 で あるADRの 整備 が1つ の解 決 策 にな り得 よ う。 また 、ADRの 活用 にっ

いて は、後述す る訴訟制 限2法 案 の 中で も訴 訟 前手続 の中で記載 され てお り、法規制 の 中

でADR手 続 の利 用 を促 進 させ る こと も一案 で あ る。な お、米 国商 工会議 所(U.S.Chamber

ofComlnerce)はY2K問 題 を専 門に扱 う特別 裁 判 所 の設置 を議会 に働 きか けた が、 この提

案 は必 ず しも産 業界 の支 持 を得 られ なか っ た342。

明記 され ていな い以上 、 契約 違反 は な く、解 除 し得 ない ほか修正 も別料 金 とされ た。
鋤 詳 し くは

、 ア メ リカ仲裁 協会 のホー ムペ ー ジに掲載 され て いた"AmericanArbitration

AssociationoffersFasthackResolutionofY2KDisputesthroughMediationand

Arbitration"お よび 狼esolvingY2K覧chnologyDisputes"参 照 。これ に よる と調停 、仲裁 共

に各段 階 毎に 時間 的制 限(例:10日 以 内)が 付 され てい る。
342破 産裁 判所 と同様 の特別 裁 判所 を新 た に設 置 す る この提 案 に対 して は

、①裁 判所 設置 の

時 間的 余裕 が ない、②2000年 問題 に無 関係 な訴 訟解 決 に悪用 され る恐れ が ある と して アメ

リカ情 報技術 協会 が反 対 した。"ProposalsaboundforspecialYear2000courtsand

panels",SacramentoBusinessJournal,Jan.4,1999

(h:〃mimlmnlrl1)参 照。
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第4節 立法の動 向

Y2K問 題に関す る訴訟濫発への対応策は立法分野でも図 られた。すなわち、1998年10

月19日 に成立 したY2K問 題情報 ・対応公開法(Year20001nformationandReadiness

DisclosureAct:以 下IRDA蹴3)と 、1999年7月20日 に成立 したY2KActで ある。そこで

以下、 これ らの動 きを紹介す る。なお、訴訟 を制 限 した り免責を認 める法案 は、他 にも連

邦や州で審議 された344ほか、新規立法の中にはY2K問 題対策費の支援や1月3日 休 日化345

等 に関するものも含 まれている(図 表33参 照)。

図表33Y2K問 題 を巡 る主な立法例

制定時 名称 内容

98年3月ExaminationParityand金 融機 関の規制 当局が傘下 の金融機 関に対

Year2000Readinessforし 、Y2K問 題 のセ ミナーを開催す ることを要
FinanciallnstitutionsAct求 した連邦法。

同年4月SB638(ジ ョー ジア州)Y2K問 題に伴 う州の免責

HB277(バ ージニア州)

同年5月HB3619(フ ロリダ州)Y2K問 題に伴 う州や地方 自治体 の免責

同年7月IRSRestructuringReform内 国歳入庁 のY2K問 題対策強化 と資金援助

Actof1998

同年9月SB1173(カ リフォルニア州)Y2K問 題 の情報公開に伴 う不法行為責任 を免

責

同年10月Year20001nformationand情 報公 開の促進に向けた法的障害の緩和 に関
ReadinessDisclosureActす る連邦法

(IRDA)

99年7月Y2KAct訴 訟濫発 を制限す る連邦法

(1)情 報公開の法的障害 とIRDA .

取引先、株主、顧客等 の関係者 に広 く情報を提供する ことは、問題 の所在が明らかになっ

て対策を一層促進できるほか、Y2K問 題未対応 に伴 う損害の発生を未然に防止 し得 るメ リ

ッ トを持っ。 しか し、企業が提供 した情報が間違 っていた り、後に新たな事実が判明 して

間違 った情報 に基づいて損害を被 った者 がいた場合、情報を提供 した企業の責任が問われ

躑PublicLaw105 ・271,105`"Congress。 原文 はインターネ ッ トで も入手可能。更に 日本語

の試訳 も出ている(・ 〃1°12k12kll11参 照)0
344多 くの州で職員や機関の免責を規定す る立法が行われた

。
躅2000年1月3日 の休 日化案 は

、1997年 秋 に一旦米国金融界で強力に浮上 したが、却っ

て年末年始の一時期に取引が集 中す ることへの懸念か ら立法化が見送 られた経緯がある。

この問題は 目本への影響 も懸念 されていた。すなわち、現在 日本は正月3ヶ 日が休 日のた

め、外国送金等国際取引に絡む2000年 問題 は1月3日 が休 日化 されていないアメ リカ始発

(先払い)と なる分 日本が被告 となる可能性は低い。 しか し、仮 に正月3ヵ 日が同 じく休

日になった揚合、時差の関係で 日本始発 にな り状況が逆転するため、現在以上に慎重な2000

年問題対応 が求められ る状況 にあった。

167



る恐れ がある颱な らば、却 って情報開示を行 うインセ ンティブを削 ぐ可能性がある。国 際

金融界のY2K問 題対応 に主導的役割を果た しているJointYear2000Counci-'が98年12

月に発 出 したガイ ダンス348では、情報交換をよ り効率的に進める上で問題 となる3っ の法

的障害 一①独 占禁止規制(antitrustissues:特 に英米法圏。市場操作に繋 がる情報交換に対

する責任)、 ②名誉毀損(defamationissues:特 定主体 に不利な情報 を与 えた場合の責任)、

③不実表示(misrepresentationissues:与 えた情報が誤 っていた場合の損害賠償)一 を挙 げ、

これ に対処す る場合、法的責任 を無条件 に免除す るのではな く責任ある行動 を取るインセ

ンテ ィブを増す法規制を念頭に置 くべき としている。

IRDAは 、これ らの法的障害を立法でカバー し、対応状況や対応 ノウハ ウ等の情報交換や

情報開示を促進することを企図 している。即 ち、IRDAは 、①Y2K問 題対応状況の情報 開

示 ・情報交換の促進、②消費者 ・中小企業 ・地方 自治体のY2K問 題対応支援 、③Y2K問 題対

応の情報開示 ・情報交換における州 を跨 ぐ統一 した法原則の確立を 目的 とした上で(Sec.2

(b))、Y2K問 題に関 して情報開示を行 った場合には、詐害的意思や重大 な過失がない限 り、

名誉毀損や不実表示を問われない等、情報公 開が法的に保護 され る規定(Sec.4)並 びにY2K

問題 に関す る企業間の情報交換協定を結んでも一 定期間は独 占禁止法の適用外 とす る規 定

(Sec.5)を 置いている。但 しIRDAは 、情報開示に係 る責任は別 として製 品がY2K問 題

未対応 であることに伴 う責任 自体を免除す るものではない。 その他、適切な告示をすれ ば

一定期 間の過去の開示 も本法による情報開示 とみな され ること(Sec
.7(b))、消費者 ・中小企

業・地方 自治体 の情報収集 に供す るため、行政側 でNationalWebsiteを 用意す る こ と

(Sec.9)等 が定められている。

(2)情 報公 開に関す る若干の留意点

情報公開の課題は法的障害の除去に止ま らない。ベ ンダー企業にとって情報公開に伴 う最

大の懸念材料は、法的障害 よりもむ しろ製 品のY2K問 題未対応 を顧客に告げると却って無

償修 正を要求 される リスクを負 うことであった。夥 しい数 の顧客に対 し、費用 ・人材 ・時間

の面か らこ うした要請に応 じ切るこ とは通常不可能であ り、この点では情報公開を控 える

インセ ンティブが働 く。 これを軽減す るには、政府や業界団体が費用 ・人材 を援助す る仕組

みを拡充することが必要である。他 方、広 く情報公開を促進 し、周囲に注意 を喚起す るこ

躅 例えば
、 日経 コンピュー タ464号(1999年3月)184頁 では、IRDAの あるアメ リカ

とは違 って 日本では、公開 した情報 に不正確 な点が あれば責任 を追求 されかねないため、

アンケー トは慎重に回答すべきとしている。
347国 際決済銀行(BIS)の2委 員会(バ ーゼル委員会

、支払決済システム委員会)、 証券監

督者 国際機構(10SCO)、 保険監督者国際協会(IAIS)の4者 が1998年4月8日 に行った

「コン ピュータ2000年 問題 円卓会議」後に設立 されたア ド・ホックなフォーラムで、銀行 ・

決済 システム・証券・保険を含む金融業界全体に関わる様々なガイダンスを発 出 している。
s4sJointYear2000Council

,"Year20001nformationSharingandDisclosure",Dec.1998

のAppendix:LegalIssuesonInformationSharing参 照。なお、 この文章 はBISの ホーム
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とで顧 客 の予 見可能性 を高 め、 自らのY2K問 題 の発 生 に伴 う責任 を軽減 す るメ リッ トが あ

る と考 えれ ば、情 報公 開 を促 進 す るイ ンセ ンテ ィブ にな る。 後 述す るア メ リカ の訴 訟制 限

関連2法 案 をみ る と、ベ ンダー の情報 開示 に よって顧 客 が合理 的 に回避 し得た部 分 の損 害

賠償 は免 除す るな ど、Y2K問 題 に伴 う責任 を広 く社 会 的 コス トとして配 分す る方 向に ある

と思 わ れ る。

なお 、IRDAを は じめ とす る一連 の立法 は アメ リカ企業 を対 象 とす るた め、ア メ リカ と国

際取 引 を行 う外 国企業 は情 報 開示 に伴 う法 的 障害 を有 す る反 面 、相 手 方 の ア メ リカ企 業 は

情 報 開 示 の免 責 を得 る点 で取 引条 件 の格 差 が生 じて い る。 このた め、 国 際取 引 にお け る規

制 のLevelPlayingFieldと い う観 点 か ら、ア メ リカ以 外 の国々 ではIRDAと 同様 の立法 を

早 急 に整備 す る必 要性 が他 の 国々で も認識 され 、 立法化 の動 きに結 びっ い たm。

一方
、上記3種 類 の法的障 害 の うち名 誉 毀損 にっ いて は、む しろ規律強 化 が必 要 な面 もみ

られ る。例 え ば、2000年 の 直前 直後 を 中心 にマ ス コ ミの誤 った報 道 に よって多 大 な損失 を

被 る企 業 が出 て くる可能性350が 高 ま った がく これ に 対 しては 自主規制 を促 した り責任 規 定

を 明確化 す るな ど何 らかの対 応 が必 要 に な ろ う。 ま た 、 この問題 は 国 内のみ な らず 国際 的

な広 が りを有 してお り、外 国政 府 も密接 に関係 して くる。例 えば1999年 の一年 間 、アメ リ

カ議 会 では、 自国の民 間調 査 に基 づ いて安易 に 日本 等諸 外 国のY2K問 題 未 対応 を懸 念材料

とみ なす 議会 報告 を繰 り返 した351。 意 識 的 に行 うか否 か は別 と して、仮 にそ の種 の情 報 が

誤 りで結 果的 に過剰 反応 を引 き起 こす 危 険性 が高 い場 合 、 これ を規 制す る国 際的 な手段 は

、現段 階 で は乏 しく、各 国政 府 ・マス コ ミの 良識 に訴 え る しか ない。

ペ ー ジ(h竝 一g)か らダ ウン ロー ド可 能 。
別9Reuters

,"DidforeignfirmsmissY2Kliabilityamnesty?",CNETNews.com,

December30,1998(h一 参 照 。例 えば 、オー ス トラ リアは99年2月 に

立法 を行 った(JointMediaRelease,"Y2KdisclosurepassesSenate ,"Feb.18,1999

(http:〃www.dcita.v.u/参 照)。
350例 えば

、2000年 直 前 にあ る銀 行 のATMが 危 ない とい う報道 がな されれ ば 、ター ゲ ッ ト

に され た銀行 は取付 け騒 ぎ に遭 う可能性 が あ る。 ま た 、2000年 以後 、仮 に電 車や船 舶 が停

止 し、 その運行 管理 システ ム をA社 が提 供 した 場合 、仮 に操 作 ミス による停 止で あって も

マ ス コ ミ報 道 は原 因 を明確 に把握 しない うちか らA社 を狙 い撃 ちす る可能 性 が あ る。 これ

らの ケー スで被 る企業 の ダメー ジ は極 め て大 きい。
351最 近 で は

、2月 に米 国 の議 会 報告 書(USCongress,"lnvestingtheImpactoftheYear

2000Problem:SummaryoftheCommittee'sWorkinthe105t"Congress ,"Feb.24,1999)
が民 間 コンサル テ ィン グ会 社GartnerGroupの 試 算 結果(GartnerGroupSpecialReport ,"Year2000Glob

alStateofreadinessandRiskstotheGeneralBusinessCommunity ,"O
ct.7,1998)を 引用 して 日本等 の対応 の遅れ を指 摘 してい る。 しか し、海 外 の対応 の遅 れ

を殊 更 に指 摘す るア メ リカ のや り方 に対 して は以 前 か ら国際的 な非難 が寄せ られ てお り、

JointYear2000CouncilのFerguson議 長 も 「各 国の2000年 問題 対応 状況 を正確 に測定 す

るこ とは 困難 で 、誰 も2000年 問題 の 国際的 な影 響 に ついて確信 を もって予 見す るこ とは出

来 な い」(R.W.FergusonJr.,"Mr.Fergusonremarksontheinternationalmillennium

challenge,"BISReview811999参 照 。BISの ホー ムペー ジか ら入手 可能)と 釘 を刺す 。 こ
の点 につ き、Kubota,T(1999)10-12頁 参 照。
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(3)Y2K法

1999年7月20日 、アメ リカ合衆国のク リン トン大統領は、既に上下両院で可決 した

H.R.775法 案 、す なわちY2Kを 巡 る訴訟の濫発 を制 限す る法案に署名、「Y2K法 」("Y2K

Act"、PublicLawNo.106・37)352が 成立 した。

既に述べた通 り、訴訟社会 アメ リカでは、Y2K問 題対策 費の補填等を巡ってかな り早期

から数十件の訴訟が起きてお り、2000年 以後 には訴訟濫発 に伴 う社会秩序の混乱が懸念 さ

れていた。被害者 の権利 は尊重 され るべ きであるが、些細 な訴訟が濫発 されれば裁判所 は

裁ききれず、 司法秩序に混乱を来 しかねない。また、被告 となる会社(多 くの場合、ベ ン

ダー)に 極めて高額の賠償金を課 した場合、産業全体が壊滅的な打撃 を被 る可能性がある。

そ こで、Y2Kの 法的責任 をどの程度制限すべきかを巡 って、共和党(主 に情報産業の利益

を代弁)と 民主党(主 に被害者、弁護士の利 益を代弁)が 約 半年間議論を続 けた後、合意

をみた ものである。

日本 はアメ リカほど訴訟社会ではな く、懲罰的賠償制度 がないなど法制度が異なるこ と

か ら、訴訟制限立法による危機管理 は不要 とする意見があった。しか し、現に日本で もY2K

対応 費の分担 を巡 って訴訟一歩手前の状況にある案件は数多 く存在 したほか、 日本製 コン

ピュー タは世界に輸出されていることか ら、Y2Kが 予想通 りの大規模で発生 していれ ば、

国際的な訴訟に巻 き込まれ る可能性 も高かった。従 って、Y2K法 の内容は 日本で大規模 な

危機管理計画を立てる際の大きな ヒン トになろ う353。また、本法の内容 は、アメ リカ企業

と取引関係 にある 日本の当事者に直接影響 を与えることか ら、以下ではこの内容 を紹介す

ることとしたい。

イ.Y2K法 の立法 目的 と適用範囲

①立法 目的

2000年 問題の発生に伴 って訴訟が濫発 された場合、社会全体の技術 ・財政資源の適正配分

や経済・司法秩序を乱す恐れがある。 このため、Y2K法 の中で連邦議会は企業に対 し、紛争

解決に責任を持ち、些細な問題 に時間 と資金 をっ ぎ込む無意味な訴訟を控えさせ、誠実 に

交渉 し、必要に応 じて調停制度(mediation)を 活用す るよ う奨励 してい る(sec.2(a))。

これを受けて本法の立法 目的は、①2000年 問題解決に向けた合理的インセ ンティブを与

352法 律テキス トはham://thomas
.lo.gov/home/thomas2htmlま たは

http:〃commerce.senate.gov!issuesly2k.htmで 入手可能。 日本語 の仮訳(明 治大学の夏井

高人教授が作成)は 、h:〃im111鹽!^uIllil1-1-.hm参 照。
353例 えば

、学校法人国際大学 グローバル ・コミュニケー ション・セ ンター(GLOCOM)
「2000年 問題研究会」が平成11年7月27日 に出 した 「国 としての西暦2000年 問題機器

管理計画策定に対す る提言」では、アメ リカのY2K法 を紹介 しっつ、「『契約が規定する

(contractgoverns)』 との原則 を中心 として、2000年 問題責任制限法の導入 を検討すべき」

としている。
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える司法基準を確立 し、②問題解決のた めの継続的な努力 を奨励 し、③裁判外紛争解決 を

促進 し、④現実の被害者には完全な救済 を求める権能を確保 した上で、無意味な訴訟 を阻

止 し、州際取引上のコス トを軽 らすことにあるとされる(sec .2(b))。

②適用範囲

本法は、Y2Kの 処理354を誤 った場合 に開始 されるアメ リカの連邦や州の裁判所または仲

裁手続における民事訴訟 を対象 としてお り、 当事者 が政府機関(地 方 自治体 を含む)の 場

合も商行為(規 制行為 を除く)で あれば適用がある(sec.3(1))。 但 し、州の主権免除法の

適用は妨げない(sec。4(e))。 なお、 自然人 に対す る身体的被害(精 神的被害を含む)に は

適用 されない(sec.4(c))。

本法は、1999年1月1日 以降に提起 され、Y21(処 理の失敗 が2003年1月1日 以前に生

じる訴訟(裁 判外紛争処理を含む)に 適用 される(sec.4(a))。 また、本法が新たな訴訟原

因を創設することはないほか、昨年10,月 に成立 したIRDAの 適用 を妨げない(sec.4(b),(O)。

ロ.Y2K法 の概要

①主たる特徴

Y2K法 の主な特徴は、①和解 など訴訟以外の紛争解決 を促す ため、訴訟開始までに一定

の猶予期間を設ける点、② 当事者 間合意 に基づ く契約 内容 を保護す る点、③一定資産以下

の個人 ・事業所に対する懲罰的賠償金額に制限を設 ける点、④被告の過失割合に応 じて責任

を制限す る点、⑤その他 、政府機 関に対す る報告義務や住宅 ロー ンの支払義務 を一定期間

猶予す る点、⑥ クラスアクシ ョン(集 団訴訟)を 提起す る際、欠陥に伴 う実質的な影響 を

要件 とす る点にある。 これ らは、若干の例外 を除けばY2K処 理を誤った場合の責任 を免 除

するものではないが、訴訟へ のインセンティブを低下 させ る役割を果た してい る。以下、

主要な特徴点について規定 に即 して説明す る。

②訴訟開始前の猶予期間(prelitigationnotice)

暫定的な差止請求を行 う場合を除けば、Y2K訴 訟を提起 しよ うとする原告予定者は、被

告 となる者に対 し、欠陥の所在や損害 の程度、要求する救済手段等 について詳細な情報 を

記 した書面による通知 を書留郵便で行 う義務 を持≡っ(sec.7(a))。 被告 となる者は、通知受

領後30日 以内に書留郵便によ り、通知 の受領、通知への対応措置、裁判外手続(ADR:

AlternativeDisputeResolution)に 入る意志の有無等を記 した陳述書 を送付 しなければな

らない(sec.7(c))。30日 以内に通知 に応答がなかった り、被告が対応措置をとらない場合

は直ちに訴訟を提起することが出来 る。

35'Y2K処 理 には
、2000年1月1日 のみ ならず、2000年2月29日(閏 年)や1999年 、

2000年 、2001年 の特定 日における日付認識の誤 りも含まれ る(section3(2))。
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しか し、被告 となる者が応答 し、救済措置やADRを 提案 した場合、30日 の通知期間の

最終 日か ら60日 の和解期間(書 面による合意により、期間は短縮可能)が 設け られ る(sec.7

馬(d)(e)
。 この間、消滅時効は不適用)。 通知な しに、あるいは通知期間や和解期間を待たず

に訴訟が提起 された場合 、被告はその事実 を裁判所 と原告 に伝えて原告 の訴状を通知 とし

て扱 うことが出来、裁判所は訴訟手続 を停止する(sec.7①)。

③ 当事者間契約 の保護(contractpreservation)

本法(sec.4(d))に よれば、Y2K訴 訟 については、1999年1月1日 時点で発効 してい る

州法に明確に違反 しない限 り、責任制限、保証範 囲等 を含む当事者 間の書面契約は厳格 に

遵守され る355。一方、契約に触れていない事項は契約発効時の法によって解釈す る。

なお、契約不履行 に基づ く損害賠償 訴訟 では、明示 の契約条項や契約 の発効時点の法に

照 らして損害賠償 が許容 され るのでない限 り、請求は認容 され ない(sec.11)。

④懲罰的損害賠償 の制限(punitivedamageslilnitations)

正味資産50万 ドル以下の個人 と従業員50人 以下の組合 ・組織等 については、明確で確実

な証拠がない限 り懲罰 的損害賠償 に問われず、懲罰的損害賠償額 を課す場合には填補賠償

額の3倍 または25万 ドルの何れか小 さい額 を超 えてはな らない(sec。5。被告に明 白な詐害

的意思がある場合は無制 限)。また、政府機 関に懲罰的損害賠償は適用 されない(sec.5(c))。

⑤過失相殺義務(dutytomitigate)、 過失割合 に応 じた責任分担(proportionateliability)

Y2K訴 訟にお ける損害賠償額 ほ、情報 開示等 によって原告が合理的 に回避 し得た部分を

控除 しなけれ ばな らない(sec.9)。 さらに、契約 に基づ く責任以外であれば、Y2K訴 訟 の

被告は一般に、原告が被った全損失の うち、自己の過失割合 に応 じた責任のみ負 う(sec.6(a)。

但 し、詐害的意思が認 められる場合は共同責任)。 過失割合の認定に当たっては、①損失原

因となる各人の行為の性質 と②各人の行為 と損失 との因果関係を考慮 して決 める。

しか し、ある被告に責任 が集 中す る事態 を防ぐた め、契約責任以外のY2K訴 訟で判決が

な された後6ヶ 月以内に申立てがあった揚合、裁判所は填補損害賠償額の全部または一部

を 「集 中不可能な責任持分(uncollectibleshare)」 に認定出来 る(sec.6(d))。 この持分は

他の被告 によって追加的に負担 され、①原告の正味資産が20万 ドル以下で損害賠償額が正

味資産の10%以 上 ある揚合、他 の被告 は共同責任を負い、②それ以外 の場合は過失割合(被

告の不注意を証明すれば5割 増)に 応 じて責任を分担する(但 し、原告が消費財の欠陥を

主張す る個人で、 クラスアクションでない場合 は共同責任)。 ここでの追加負担分は、本来

の支払義務者 である被告や十分 な負担を支払っていない他 の被告か ら求償 し得る。

355但 し
、州にお ける 「非 良心性(unconscionability)」 の判例法理の適用は免れない。同

法理は、裁判所が権利濫用 を理 由に契約 自体または契約 中の条項の実現を阻むことが出来

るとす るもの。
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また、契約責任以外 の訴訟で判決以前 に和解 した被告は責任が免除 され、和解手続 開始

と共に裁判所か ら当該被告の負担部分か ら生 じる全ての義務 を免 除す る旨の命令が発せ ら

れ る(sec.6(e))。

⑥連邦規制の適用猶予(Y2Kupset)

Y2K法 では、連邦法上の報告義務違反等 によって政府機 関か ら提訴 された被告に対 し、

一定期間は違反 を問わない 「Y2Kupset」 とい う概念 を導入 した
。 これは、Y2K対 応 に失

敗 した被告が一定 の要件 を満 た した揚合に適用 される一時的な例外措置で、その内容 は、

2000年6月30日 までは連邦法上の報告義務等 を最大15日 間逃れ ることが出来(但 し、環

境保護、預金者保護等分野 により認 められない もの もある)、 さらに訴訟の中で罰則 を回避

す る抗弁にも利用 出来 る(sec.4(g))と い うものである。

Y2Kupsetが 認 め られ るには、①被告 が事 前にY2K処 理に合理的で誠実な努力(a

reasonablegoodfaitheffort)を 払ったが、②Y2K処 理失敗 に関 してY2Kupsetが 生 じ、

③緊急事態に直面 してやむ を得ず連邦法 に違反 した訳であ り、④違反 を是正するために速

やかに行動を開始 し、⑤気付いてか ら72時 間以内に適切な連邦規制部署に連絡 した、とい

う5要 件 について証明する必要がある(sec.4(g)(3))。 なお、過去3年 間連邦規則 に違反 し

たことのない小規模事業者がY2K処 理に失敗 して連邦法に違反 した場合は一定要件 の下で

罰金を課 さない こととした(sec.18)。

⑦住宅 ローンに関する消費者保護

Y2K処 理の失敗によって消費者(自 然人)が 住宅ローンを支払 うことが出来な くなった

揚合、住宅ロー ンを直接 ・問接 に扱 う業者 はロー ン不払を理 由に抵当権を実行 してはな らず

(但 し、債務 を免除す る訳ではな く、一定期間後 には実行可能)、 また、消費者も支払処理

が出来 ない事実 を知 ってか ら7営 業 日以内に ローン受領者 に通知す る義務を負 う(section

4(h))。

⑧クラスアクシ ョンにお ける 「重大な欠陥」要件

Y2K法 は、品 目・サー ビスが実質的に設計 どお り作動・機能 しない場合を 「重大な欠陥」

(materialdefect)と 呼んでクラスアクシ ョンを提起す るための要件 としている(sec.15)。

欠陥に よる機 能へ の影響が重要でなかった り最小限に抑 えられている場合や 、影響が一要

素のみに止まってお り、全体 としては実質的に機能 している場合は 「重大な欠陥」には含

まれ ない(sec.3(4))た め、些末な訴訟 を防ぐ効果がある。

⑨小括

上述 の如 くアメ リカのY2K法 は、概 して中小企業や消費者を保護す る場面 と大企業 を保

護す る場面を明確 に示す ことで不必要な訴訟の発生 を制限 している。例 えば、懲罰的損害
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賠償や住宅 ロー ンでは中小企業や 消費者 を保護 してお り、当事者間契約 の保護、過失割合

に応 じた責任分担、過失相殺義務、 クラスアクシ ョンにおけ る 「重大な欠陥」要件では大

企業を保護 してい る。 この結果、法律関係はある程度明確 になった といえよ う。
一方、Y2K法 との対比でわが国の法制 を見た場合、仮 にY2K問 題 が顕現化 していたな ら

ば、消費者保護 か企業保護かとい う棲み分けが不明確な分、法律 関係 の確認 を求 めて訴訟

を起 こす必要性 が高 くなっている。例 えば免責約款の場合、 当事者間契約 の保護を明確 に

打ち出 したアメ リカに対 し、 日本 は消費者保護を優先 して 「不意打ち条項だか ら無効」 と

す るか契約 自由の原則で有効 とす るのかを裁判所 が判 断す る余地が大 きく、事前には分 か

りにくい。また、不法行為 にお ける過失責任 をみた場合、Y2K法 でルール を明確化 したア

メ リカ とは違 い、 日本 では民法719条1項356の 共同不法行為が問題 になる。すなわち、 こ

の条文が適用 されれば、何 かのシステムに2000年 問題が起きて巨額の損失が発生 した場合
、

各部 品毎の製造者が個別に全部責任 を負 うこ とになって しま う。 しか し、過失割合に応 じ

て責任 を限定 しない と個別企業にかか る負担が大 きすぎる危 険が あるため、本来な らば共

同不法行為か単独不法行為の どち らを適用す るかの基 準を明確化 した り、何 らかの立法措

置を検討する必要がある357。このたあ、現状では、共同不法行為 と認定 されれば過失割合

に応 じた責任分担は難 しく、単独の不法行為 と見なせ ば過失割合 に応 じた責任分担が可能

であるが、その判断は事案に応 じて裁判所 に任 されてお り、事前 には必ず しも明確ではな

い。

また、情報公 開によって相手方が合理的に回避 し得 た場合 の過失相殺 について もアメ リ

カは必ず行 うのに対 し、 日本では裁判所の判 断に任 されてい る。 その他 、アメ リカ と異 な

り、 日本では訴訟前の猶予期間が設け られてお らず、ADR機 関 において必ず しも十分な

Y2K対 策が図 られていないほか、役所への報告義務や支払義務等で特に履行猶予期間 も設

け られていない。 なお、懲罰的損害賠 償制度 はアメ リカ独 自の制度で 日本には存在 しない

ため、特 に問題 にはな らない。

第5節 わが国における法的対応の課題

Y2K問 題対策は、 日本では主 として技術 的解決の側 面、す なわちY2K問 題の修正、情報

公開、並びに問題が発生 した場合 の事務手続上のコンティンジェンシー・プ ランの策定に重

点が置かれてきたが、法的対応 は必ず しも強 く認識 されなか った。 しか し、 日本国内で も

今後 もY2Kの ような大規模なコンピュータの誤作動を巡って様々な法的諸問題が連鎖 的に

生 じる恐れがあるほか、国際取引上密接 な繋 が りを持 つアメ リカ等における同様の トラブ

356数 人力共同ノ不法行為二因 リテ他人二損害 ヲ加ヘ タル トキハ各 自連帯ニテ其賠償 ノ責

メニ任ス共同行為者 中ノイツレカ其 ノ損害ヲ加ヘ タルヲ知ル コ ト能ハサル トキ亦同シ。
357夏 井高人 「コンピ

ュータ2000年 問題 の法的論点」法律のひ ろば(1999 .6)7頁 では、
賠償すべ き義務 の範囲は各被告の結果に対す る寄与度 に応 じて限定す ることを認める特別

立法が望まれ るとしている。
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ルか ら生 じた訴訟や新規立法の悪影響に 日本 も巻 き込 まれ る可能性 がある。

こ うした事態に対応す るには、個々の企業が法務上の 自衛 に努 めるだけでな く、業界や 国

を挙 げて法的備えを怠 らないことが重要である。Y2K問 題 に係 る法規制 としては、主に事

前(2000年 以前)策 として①Y2K問 題の発生 自体 を抑 えるべ く対策を支援すること(例:

Y2K問 題対策費の低利または無利子融資、対策人員の派遣、税制上の優遇措置)や ②Y2K

問題 の情報公 開を促進 し、注意を喚起 してお くこと(例:情 報公開に伴 う法的障害 を緩 和

す る特別立法)、 主に事後(2000年 以後)策 として③Y2K問 題 に係 る法的紛争を円滑に処

理す る仕組みを用意すること(例:ADRの 整備)や ④社会安定化の観点からY2K問 題 に

関す る訴訟濫発を直接制限す るこ と(例:訴 訟制限立法)等 が提唱された358が、この うち

ADRの 整備については一朝一夕には対応 できないため、
、平素か らADRの 整備拡充を図っ

てい く必要が ある。 この ことは現在進行 中の司法制度改革審議の中でも検討 されてお り、

今後 の実現に期待 したい。

日本 では危機が現実化 した後の対応 は比較的迅速な揚合 があるが、危機 が現実化 しない段

階で予想 される危機 に際 して立法的解決 を図 る動 きは遅れがちである。 しか し、 日本の今

後 の危機対応 において、危機管理先進国のアメ リカにおいてY2K法 が現実に成立 したこと

は多いに参考 とすべきであろう。

Y2K問 題は幸いにして顕現化 しなかったが、今後 同様 の混乱が生 じることで決済 システ

ムの安定的運行 に悪影響を及ぼす可能性 は十分に考え られ る。決済システムの法的な危機

管理体制を整 える上で、Y2Kに 対するアメ リカの対応 を参考資料 として検討 してお くこと

は重要 と思われ る。

以 上

m久 保 田隆(1999b)参 照
。
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2.EUフ ァイ ナ リテ ィ指令

Directive 98/26/EC of the European Parliament and of the Council of 19 May 1998 on 

settlement finality in payment and securities settlement systems, Official Journal L 

 166  , 11/06/1998 P. 0045 - 0050 

DIRECTIVE 98/26/EC OF THE EUROPEAN PARLIAMENT  AND OF THE COUNCIL 

of 19 May 1998 on settlement finality in payment and securities settlement systems 

THE EUROPEAN PARLIAMENT AND THE COUNCIL OF THE EUROPEAN UNION , 

Having regard to the Treaty establishing the European Community , and in particular 

Article  100a thereof, 

Having regard to the proposal from the Commission (1), 

Having regard to the opinion of the European Monetary Institute (2), 

Having regard to the opinion of the Economic and Social Committee (3), 

Acting in accordance with the procedure laid down in Article 189b of the Treaty (4), 

(1) Whereas the Lamfalussy report of 1990 to the Governors of the central banks of the 

Group of Ten Countries demonstrated the important systemic risk inherent in payment 

systems which operate on the basis of several legal types of payment netting , in 

particular multilateral netting; whereas the reduction of legal risks associated with 

participation in real time gross settlement systems is of paramount importance, given 

the increasing development of these systems; 

(2) Whereas it is also of the utmost importance to reduce the risk associated with 

participation in securities settlement systems, in particular where there is a close 

connection between such systems and payment systems; 

(3) Whereas this Directive aims at contributing to the efficient and cost effective 

operation of cross-border payment and securities settlement arrangements in the 

Community, which reinforces the freedom of movement of capital in the internal 

market; whereas this Directive thereby follows up the progress made towards 

completion of the internal market, in particular towards the freedom to provide services 

and liberalisation of capital movements, with a view to the realisation of Economic and 

Monetary Union; 

(4) Whereas it is desirable that the laws of the Member States should aim to minimise 

the disruption to a system caused by insolvency proceedings against a participant in 

that system; 

(5) Whereas a proposal for a Directive on the reorganisation and winding-up of credit 

institutions submitted in 1985 and amended on 8 February 1988 is still pending before 
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   the Council; whereas the Convention on Insolvency Proceedings drawn up on 23 

   November 1995 by the Member States meeting within the Council explicitly excludes 

   insurance undertakings, credit institutions and investment firms; 

   (6) Whereas this Directive is intended to cover payment and securities settlement 

   systems of a domestic as well as of a cross-border nature; whereas the Directive is 

   applicable to Community systems and to collateral security constituted by their 

   participants, be they Community or third country participants, in connection with 

   participation in these systems; 

   (7) Whereas Member States may apply the provisions of this Directive to their domestic 

  institutions which participate directly in third country systems and to collateral 

   security provided in connection with participation in such systems; 

   (8) Whereas Member States should be allowed to designate as a system covered by this 

  Directive a system whose main activity is the settlement of securities even if the system 

  to a limited extent also deals with commodity derivatives; 

  (9) Whereas the reduction of systemic risk requires in particular the finality of 

   settlement and the enforceability of collateral security; whereas collateral security is 

  meant to comprise all means provided by a participant to the other participants in the 

  payment and/or securities settlement systems to secure rights and obligations in 

  connection with that system, including repurchase agreements, statutory liens and 

  fiduciary transfers; whereas regulation in national law of the kind of collateral security 

  which can be used should not be affected by the definition of collateral security in this 

  Directive; 

  (10) Whereas this Directive, by covering collateral security provided in connection with 

  operations of the central banks of the Member States functioning as central banks , 

  including monetary policy operations, assists the European Monetary Institute in its 

  task of promoting the efficiency of cross-border payments with a view to the preparation 

  of the third stage of Economic and Monetary Union and thereby contributes to 

  developing the necessary legal framework in which the future European central bank 

  may develop its policy; 

  (11) Whereas transfer orders and their netting should be legally enforceable under all 

  Member States' jurisdictions and binding on third parties; 

  (12) Whereas rules on  finality of netting should not prevent systems testing, before the 

  netting takes place, whether orders that have entered the system comply with the rules 

  of that system and allow the settlement of that system to take place; 

  (13) Whereas nothing in this Directive should prevent a participant or a third party 

  from exercising any right or claim resulting from the underlying transaction which they 
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may have in law to recovery or restitution in respect of a transfer order which has 

entered a system, e.g. in case of fraud or technical error, as long as this leads neither to 

the unwinding of netting nor to the revocation of the transfer order in the system; 

(14) Whereas it is necessary to ensure that transfer orders cannot be revoked after a 

moment defined by the rules of the system; 

(15) Whereas it is necessary that a Member State should immediately notify other 

Member States of the opening of insolvency proceedings against a participant in the 

system; 

(16) Whereas insolvency proceedings should not have a retroactive effect on the rights 

and obligations of participants in a system; 

(17) Whereas, in the event of insolvency proceedings against a participant in a system, 

this Directive furthermore aims at determining which insolvency law is applicable to 

the rights and obligations of that participant in connection with its participation in a 

system; 

(18) Whereas collateral security should be insulated from the effects of the insolvency 

law applicable to the insolvent participant; 

(19) Whereas the provisions of Article 9(2) should only apply to a register, account or 

centralized deposit system which evidences the existence of proprietary rights in or for 

the delivery or transfer of the securities concerned; 

(20) Whereas the provisions of Article 9(2) are intended to ensure that if the participant, 

the central bank of a Member State or the future European central bank has a valid and 

effective collateral security as determined under the law of the Member State where the 

relevant register, account or centralized deposit system is located, then the validity and 

enforceability of that collateral security as against that system (and the operator 

 thereof) and against any other person claiming directly or indirectly through it, should 

be determined solely  under, the law of that Member State; 

(21) Whereas the provisions of Article 9(2) are not intended to prejudice the operation 

and effect of the law of the Member State under which the securities are constituted or 

of the law of the Member State where the securities may otherwise be located (including, 

without limitation, the law concerning the creation, ownership or transfer of such 

securities or of rights in such securities) and should not be interpreted to mean that any 

such collateral security will be directly enforceable or be capable of being recognised in 

any such Member State otherwise than in accordance with the law of that Member 

State; 

(22) Whereas it is desirable that Member States endeavour to establish sufficient links 

between all the securities settlement systems covered by this Directive with a view 
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 towards promoting maximum transparency and legal certainty of transactions relating 

 to securities; 

 (23) Whereas the adoption of this Directive constitutes the most appropriate way of 

realising the abovementioned objectives and does not go beyond what is necessary to 

 achieve them, 

HAVE ADOPTED THIS DIRECTIVE: 

SECTION I: SCOPE AND DEFINITIONS 

Article 1 

The provisions of this Directive shall apply to: 

(a) any system as defined in Article 2(a), governed by the law of a Member State and 

operating in any currency, the ecu or in various currencies which the system converts 

one against another; 

(b) any participant in such a system; 

(c) collateral security provided in connection with: 

- participation in a system , or 
- operations of the central banks of the Member States in their functions as central 

banks. 

Article 2 

For the purpose of this Directive: 

(a) 'system' shall mean a formal arrangement: 

- between three or more participants , without counting a possible settlement agent, a 

possible central counterparty, a possible clearing house or a possible indirect participant , 
with common rules and standardised arrangements for the execution  of  transfer orders 

between the participants, 

- governed by the law of a Member State chosen by the participants; the participants 

may, however, only choose the law of a Member State in which at least one of them has 

its head office, and 

- designated , without prejudice to other more stringent conditions of general application 

laid down by national law, as a system and notified to the Commission by the Member 

State whose law is applicable, after that Member State is satisfied as to the adequacy of 

the rules of the system. 

Subject to the conditions in the first subparagraph , a Member State may designate as a 

system such a formal arrangement whose business consists of the execution of transfer 

                           179



orders as defined in the second indent of (i) and which to a limited extent executes 

orders relating to other financial instruments, when that Member State considers that 

such a designation is warranted on grounds of systemic risk. 

A Member State may also on a case-by-case basis designate as a system such a formal 

arrangement between two participants, without counting a possible settlement agent , a 

possible central counterparty, a possible clearing house or a possible indirect 

participant, when that Member State considers that such a designation is warranted on 

grounds of systemic risk; 

(b) 'institution' shall mean: 

 a credit institution as defined in the first indent of Article 1 of Directive  77/780/EEC 

(5) including the institutions set out in the list in Article 2(2) thereof, or 

- an investment firm as defined in point 2 of Article 1 of Directive  93/22/EEC (6) 

excluding the institutions set out in the list in Article 2(2)(a) to (k) thereof , or 
- public authorities and publicly guaranteed undertakings , or 
- any undertaking whose head office is outside the Community and whose functions 

correspond to those of the Community credit institutions or investment firms as defined 

in the first and second indent, 

which participates in a system and which is responsible for discharging the financial 

obligations arising from transfer orders within that system . 

If a system is supervised in accordance with national legislation and only executes 

transfer orders as defined in the second indent of (i), as well as payments resulting from 

such orders, a Member State may decide that undertakings which participate in such a 

system and which have responsibility for discharging the financial obligations arising 

from transfer orders within this system, can be considered institutions, provided that at 

least three participants of this system are covered by the categories referred to in the 

first subparagraph and that such a decision is warranted on grounds of systemic risk; 

(c)  'central  counterparty' shall mean an entity which is interposed between the 

institutions in a system and which acts as the exclusive counterparty of these 

institutions with regard to their transfer orders; 

(d) 'settlement agent' shall mean an entity providing to institutions and/or a central 

counterparty participating in systems, settlement accounts through which transfer 

orders within such systems are settled and, as the case may be , extending credit to 

those institutions and/or central counterparties for settlement purposes; 

(e) 'clearing house' shall mean an entity responsible for the calculation of the net 

positions of institutions, a possible central counterparty and/or a possible settlement 

agent; 
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        (f) 'participant' shall mean an institution, a central counterparty, a settlement agent or 

        a clearing house. 

       According to the rules  of  ' the system, the same participant may act as a central 

 counterparty, a settlement agent or a clearing house or carry out part or all of these 

         tasks. 

       A Member State may decide that for the purposes of this Directive an indirect 

       participant may be considered a participant if it is warranted on the grounds of 

       systemic risk and on condition that the indirect participant is known to the system; 

       (g) 'indirect participant' shall mean a credit institution as defined in the first indent of 

       (b) with a contractual relationship with an institution participating in a system 

       executing transfer orders as defined in the first indent of (i) which enables the 

       abovementioned credit institution to pass transfer orders through the system; 

       (h) 'securities' shall mean  all instruments referred to in section B of the Annex to 

       Directive  93/22/EEC; 

       (i) 'transfer order' shall mean: 

       - any instruction by a participant to place at the disposal of a recipient an amount of 

       money by means of a book entry on the accounts of a credit institution, a central bank or 

       a settlement agent, or any instruction which results in the assumption or discharge of a 

       payment obligation as defined by the rules of the system, or 

       - an instruction by a participant to transfer the title to , or interest in, a security or 

       securities by means of a book entry on a register, or otherwise; 

       (j) 'insolvency proceedings' shall mean any collective measure provided for in the law of 

       a Member State, or a third country, either to wind up the participant or to reorganise it, 

       where such measure involves the suspending of, or imposing limitations on, transfers or 

       payments; 

       (k) 'netting' shall mean the conversion into one net claim or one net obligation of claims 

       and obligations resulting from transfer orders which a participant or participants either 

       issue to, or receive from, one or more other participants with the result that only a net 

       claim can be demanded or a net obligation be owed; 

       (1) 'settlement account' shall mean an account at a central bank, a settlement agent or a 

       central counterparty used to hold funds and securities and to settle transactions 

       between participants in a system; 

       (m) 'collateral security' shall  mean all realisable assets provided under a pledge 

       (including money provided under a pledge), a repurchase or similar agreement, or 

       otherwise, for the purpose of securing rights and obligations potentially arising in 

       connection with a system, or provided to central banks of the Member States or to the 
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        future European central bank. 

      SECTION II: NETTING AND TRANSFER ORDERS 

       Article 3 

       1. Transfer orders and netting shall be legally enforceable and, even in the event of 

       insolvency proceedings against a participant, shall be binding on third parties, provided 

       that transfer orders were entered into a system before the moment of opening of such 

       insolvency proceedings as defined in Article 6(1). 

       Where, exceptionally, transfer orders are entered into a system after the moment of 

       opening of insolvency proceedings and are carried out on the day of opening of such 

       proceedings, they shall be legally enforceable and binding on third parties only if, after 

       the time of settlement, the settlement agent, the central counterparty or the clearing 

       house can prove that they were not aware, nor should have been aware, of the opening 

        of such proceedings. 

       2. No law, regulation, rule or practice on the setting aside of contracts and transactions 

       concluded before the moment of opening of insolvency proceedings, as defined in Article 

       6(1) shall lead to the unwinding of a netting. 

       3. The moment of entry of a transfer order into a system shall be defined by the rules of 

       that system. If there are conditions laid down in the national law governing the system 

       as to the moment of entry, the rules of that system must be in accordance with such 

        conditions. 

       Article 4 

       Member States may provide that the opening of insolvency proceedings against a 

       participant shall not prevent funds or securities available on the settlement account of 

       that participant from being used to fulfil that participant's obligations in the system on 

       the day of the opening of the insolvency proceedings. Furthermore, Member States may 

       also provide that such a participant's credit facility connected to the system be used 

       against available, existing collateral security to fulfil that participant's obligations in 

       the system. 

      Article 5 

      A transfer order may not be revoked by a participant in a system , nor by a third party, 

      from the moment defined by the rules of that system. 
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 SECTION III :  PROVISIONS CONCERNING  INSOLVENCY PROCEEDINGS 

 Article 6 

 1. For the purpose of this Directive, the moment of opening of insolvency proceedings 

 shall be the moment when the relevant judicial or administrative authority handed 

 down its decision. 

 2. When a decision has been taken in accordance with paragraph 1, the relevant judicial 

 or administrative authority shall immediately notify that decision to the appropriate 

 authority chosen by its Member State. 

 3. The Member State referred to in paragraph 2 shall immediately notify other Member 

 States. 

Article 7 

Insolvency proceedings shall not have retroactive effects on the rights and obligations of 

a participant arising from, or in connection with, its participation in a system earlier 

than the moment of opening of such proceedings as defined in Article 6(1) . 

Article 8 

In the event of insolvency proceedings being opened against a participant in a system , 
the rights and obligations arising from, or in connection with , the participation of that 

participant shall be determined by the law governing that system. 

SECTION IV: INSULATION OF THE RIGHTS OF HOLDERS OF COLLATERAL 

SECURITY FROM THE EFFECTS OF THE INSOLVENCY OF THE PROVIDER 

Article 9 

1. The rights of: 

- a participant to collateral security provided to it in connection with a system
, and 

- central banks of the Member States or the future European central bank to collateral 

security provided to them, 

shall not be affected by insolvency proceedings against the participant or counterparty 

to central banks of the Member States or the future European central bank which 

provided the collateral security. Such collateral security may be realised for the 

satisfaction of these rights. 

2. Where securities (including rights in securities) are provided as collateral security to 

participants and/or central banks of the Member States or the future European central 
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 bank as described in paragraph 1, and their right (or that of any nominee , agent or third 

 party acting on their  behalf) with respect to the securities is legally recorded on a 

 register, account or centralised deposit system located in a Member State
, the 

 determination of the rights of such entities as holders of collateral security in relation to 

 those securities shall be governed by the law of that Member State . 

SECTION V: FINAL PROVISIONS 

 Article 10 

 Member States shall specify the systems which are to be included in the scope of this 

 Directive and shall notify them to the Commission and inform the Commission of the 

 authorities they have chosen in accordance with Article 6(2) . 

The system shall indicate to the Member State whose law is applicable the participants 

in the system, including any possible indirect participants , as well as any change in 

 them. 

In addition to the indication provided for in the second subparagraph
, Member States 

may impose supervision or authorisation requirements on systems which fall under 

their jurisdiction. 

Anyone with a legitimate interest may require an institution to inform him of the 

systems in which it participates and to provide information about the main rules 

governing the functioning of those systems. 

Article 11 

1. Member States shall bring into force the laws , regulations and administrative 

provisions necessary to comply with this Directive before 11 December 1999 . They shall 

forthwith inform the Commission thereof. 

When Member States adopt these measures , they shall contain a reference to this 

Directive or shall be accompanied by such reference on the occasion of their official 

publication. The methods of making such a reference shall be laid down by the Member 

States. 

2. Member States shall communicate to the Commission the text of the provisions of 

domestic law which they adopt in the field governed by this Directive . In this 

Communication, Member States shall provide a table of correspondence showing the 

national provisions which exist or are introduced in respect of each Article of this 

Directive. 
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       Article 12 

        No later than three years after the date mentioned in Article 11(1) , the Commission 

        shall present a report to the European Parliament and the Council on the application of 

        this Directive, accompanied where appropriate by proposals for its revision . 

       Article 13 

        This Directive shall enter into force on the day of its publication in the Official Journal 

        of the European Communities. 

       Article 14 

        This Directive is addressed to the Member States . 

        Done at Brussels, 19 May 1998. 

        For the European Parliament 

       The President 

       J.M. GIL-ROBLES 

        For the Council 

        The President 

       G. BROWN 

       (1) OJ C 207, 18. 7. 1996, p. 13, and OJ C 259, 26. 8. 1997, p. 6. 

       (2) Opinion delivered on 21 November 1996. 

       (3) OJ C 56, 24. 2.  1997;p. 1. 
       (4) Opinion of the European Parliament of 9 April 1997 (OJ C 132, 28. 4. 1997, p. 74), 

       Council Common Position of 13 October 1997 (OJ C 375, 10 . 12. 1997, p. 34) and 

       Decision of the European Parliament of 29 January 1998 (OJ C 56 , 23. 2. 1998). Council 

       Decision of 27 April 1998. 

       (5) First Council Directive 77/780/EEC of 12 December 1977 on the coordination of the 

        laws, regulations and administrative provisions relating to the taking up and pursuit of 

       the business of credit institutions (OJ L 322 , 17. 12. 1977, p. 30). Directive as last 

       amended by Directive  96/13/EC (OJ L 66, 16. 3. 1996, p. 15). 

       (6) Council Directive 93/22/EEC of 10 May 1993 on investment services in the securities 

       field (OJ L 141,  11.  6. 1993, p. 27). Directive as last amended by Directive  97/9/EC (OJ L 

       84, 26. 3. 1997, p. 22). 
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3.UCC4A編 関連部分

 § 4A-401. PAYMENT DATE. 
"Payment date" of a payment order means the day on which the amount of the order is 

payable to the beneficiary by the beneficiary's bank. The payment date may be 

determined by instruction of the sender but cannot be earlier than the day the order is 

received by the beneficiary's bank and, unless otherwise determined, is the day the 

order is received by the beneficiary's bank. 

§  4A-402.  OBLIGATION OF SENDER TO PAY RECEIVING BANK. 

(a) This section is subject to Sections 4A-205 and 4A-207. 

(b) With respect to a payment order issued to the beneficiary's bank, acceptance of the 

order by the bank obliges the sender to pay the bank the amount of the order , but 

payment is not due until the payment date of the order. 

(c) This subsection is subject to subsection (e) and to Section 4A-303. With respect to a 

payment order issued to a receiving bank other than the beneficiary's bank, acceptance 

of the order by the receiving bank obliges the sender to pay the bank the amount of the 

sender's order. Payment by the sender is not due until the execution date of the sender's 

order. The obligation of that sender to pay its payment order is excused if the funds 

transfer is not completed by acceptance by the beneficiary's bank of a payment order 

instructing payment to the beneficiary of that sender's payment order . 

(d) If the sender of a payment order pays the order and was not obliged to pay all or part 

of the amount paid, the bank receiving payment is obliged to refund payment to the 

extent the sender was not obliged to pay. Except as provided in Sections 4A-204 and 

4A-304, interest is payable on the refundable amount from the date of payment. 

(e) If a funds transfer is not completed as stated in subsection (c) and an intermediary 

bank is obliged to refund payment as stated in subsection (d) but is unable to do so 

because not permitted by applicable law or because the bank suspends payments , a 
sender in the funds transfer that executed a payment order in compliance with an 

instruction, as stated in Section 4A-302(a)(1), to route the funds transfer through that 

intermediary bank is entitled to receive or retain payment from the sender of the 

payment order that it accepted. The first sender in the funds transfer that issued an 

instruction requiring routing through that intermediary bank is subrogated to the right 

of the bank that paid the intermediary bank to refund as stated in subsection (d). 

(f) The right of the sender of a payment order to be excused from the obligation to pay 
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     the order as stated in subsection (c) or to receive refund under subsection (d) may not be 

      varied by agreement. 

     § 4A-403. PAYMENT BY SENDER TO RECEIVING BANK . 

     (a) Payment of the sender's obligation under Section 4A-402 to pay the receiving bank 

      occurs as follows: 

     (1) If the sender is a bank, payment occurs when the receiving bank receives final 

     settlement of the obligation through a Federal Reserve Bank or through a funds-

      transfer system. 

     (2) If the sender is a bank and the sender (i) credited an account of the receiving bank 

     with the sender, or (ii) caused an account of the receiving bank in another bank to be 

     credited, payment occurs when the credit is withdrawn or , if not withdrawn, at 

     midnight of the day on which the credit is withdrawable and the receiving bank learns 

     of that fact. 

     (3) If the receiving bank debits an account of the sender with the receiving bank, 

     payment occurs when the debit is made to the extent the debit is covered by a 

     withdrawable credit balance in the account. 

     (b) If the sender and receiving bank are members of a funds-transfer system that nets 

     obligations multilaterally among participants , the receiving bank receives final 

     settlement when settlement is complete in accordance with the rules of the system . The 

     obligation of the sender to pay the amount of a payment order transmitted through the 

     funds-transfer system may be satisfied, to the extent permitted by the rules of the 

     system, by setting off and applying against the sender's obligation the right of the 

     sender to receive payment from the receiving bank of the amount of any other payment 

     order transmitted to the sender by the receiving bank through the funds-transfer 

     system. The aggregate balance of obligations owed by each sender to each receiving 

     bank in the funds-transfer system may be satisfied, to the extent permitted by the rules 

     of the system, by setting off and applying against that balance the aggregate balance of 

     obligations owed to the sender by other members of the system . The aggregate balance 

    is determined after the right of setoff stated in the second sentence of this subsection 

     has been exercised. 

    (c) If two banks transmit payment orders to each other under an agreement that 

    settlement of the obligations of each bank to the other under Section 4A-402 will be 

    made at the end of the day or other period , the total amount owed with respect to all 

    orders transmitted by one bank shall be set off against the total amount owed with 

    respect to all orders transmitted by the other bank . To the extent of the setoff, each 
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bank has made payment to the other. 

(d) In a case not covered by subsection (a), the time when payment of the sender's 

obligation under Section 4A-402(b) or 4A-402(c) occurs is governed by applicable 

principles of law that determine when an obligation is satisfied. 

 § 4A-507. CHOICE OF LAW 

(a) The following rules apply unless the affected parties otherwise agree or subsection 

(c) applies: 

(1) The rights and obligations between the sender of a payment order and the receiving 

bank are governed by the law of the jurisdiction in which the receiving bank is located . 

(2) The rights and obligations between the beneficiary's bank and the beneficiary are 

governed by the law of the jurisdiction in which the beneficiary's bank is located. 

(3) The issue of when payment is made pursuant to a funds transfer by the originator to 

the beneficiary is governed by the law of the jurisdiction in which the beneficiary's bank 

is located. 

(b) If the parties described in each paragraph of subsection (a) have made an agreement 

selecting the law of a particular jurisdiction to govern rights and obligations between 

each other, the law of that jurisdiction governs those rights and obligations, whether or 

not the payment order or the funds transfer bears a reasonable relation to that 

jurisdiction. 

(c) A funds-transfer system rule may select the law of a particular jurisdiction to govern 

(i) rights and obligations between participating banks with respect to payment orders 

transmitted or processed through the system, or (ii) the rights and obligations of some 

or all parties to a funds transfer any part of which is carried out by means of the system . 

A choice of law made pursuant to clause (i) is binding on participating banks . A choice of 

law made pursuant to clause (ii) is binding on the originator, other sender , or a receiving 

bank having notice that the funds-transfer system might be used in the funds transfer 

and of the choice of law by the system when the originator, other sender, or receiving 

bank issued or accepted a payment order. The beneficiary of a funds transfer is bound 

by the choice of law if, when the funds transfer is initiated, the beneficiary has notice 

that the funds-transfer system might be used in the funds transfer and of the choice of 

law by the system. The law of a jurisdiction selected pursuant to this subsection may 

govern, whether or not that law bears a reasonable relation to the matter in issue. 

(d) In the event of inconsistency between an agreement under subsection (b) and a 

choice-of-law rule under subsection (c), the agreement under subsection (b) prevails . 

(e) If a funds transfer is made by use of more than one funds-transfer system and there 
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is inconsistency between choice-of-law rules of the systems , the matter in issue is 

governed by the law of the selected jurisdiction that has the most significant 

relationship to the matter in issue.
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4.内 国 為 替 決 済 規 則1

第1章 総 則

第1条(目 的)こ の内国為替決済規則(以 下 「決済規則」とい う。)は 、内国為替運営規

約第3条 の規定 にもとづき、全国銀行 データ通信 システム(以 下 厂全銀 システム」 とい

　

う。)を 利用 した内国為替取引に伴 う加盟銀行間の貸借 に関 して必要な事項 を定める。

第2条(適 用範囲)こ の決済規則 は、内国為替取引に伴 う加盟銀行間の貸借(以 下 厂為

替貸 借」とい う。)の決済のうち、全銀 システムを利用 した内国為替取引に伴 う貸借の決

済(以 下 「為替決済」という。)を対象 とす る。ただし、代行決済委託金融機関 と当該金

轢 叢 覊 齲灘 蠶 鬻 董罫 行決済受託金融機醐 一とする
なお、 この決済規則 に定めのない事項お よび用語の意義について は、内国為替運営規

約、 内国為替取扱規則お よび全国銀行データ通信 システム利用規則、 その他内国為替運

営機構(以 下 「運営機構」 という。)の 決定事項 により取扱 うものとす る。

第3条(決 済勘定 ・母店勘定)

1.為 替決済 は、 日本銀行本店の社団法人東京銀行協会(以 下 「協会」 とい う。)名義 の

当座勘定(以 下 厂決済勘定」とい う。)と、 日本銀行が定める日本銀行本支店(以 下 「決

済店」とい う。)にある、日本銀行の承認 を受 けた会員銀行 または準会員銀行(以 下 「決

済金融機関」 とい う。)の 店舗(以 下 「母店」 という。)の 当座勘定(以 下 「母店勘定」

とい う。)と の問で行 う。

2. .決 済店お よび母店 は決済金融機関 ごとにそれぞれ1店 舗に限るもの とする。

第4条(代 行決済委託金融機関の為替貸借)代 行決済委託金融機関の為替貸借 は、当該F

金融機関の代行決済受託金融機関の為替貸借 として決済 されるもの とする。

第2章 為替決済の手続き

第5条(為 替決済額の算定)決 済金融機関別 の為替決済額(一 の営業 日において、第9

条 〔債務 の引受 けおよび債権の取得〕の規定 によ り協会が取得 した一の決済金融機関 に
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対 する全ての債権の合計額 と協会が引 き受けた当該決済金融機関に対す る全ての債務 の

合計額 の差額 をいう。以下同 じ。)の 算定 は、協会が原則 として全銀 システムにより行

う。

第6条(決 済金融機関への通知)協 会 は、為替決済額 の算定後、すみやかに決済金融機

関別 の為替決済額 を原則 として全銀 システム を利用して当該決済金融機関へ通知す る。

第7条(日 本銀行への通知)

1.協 会 は、前条 〔決済金融機関への通知〕に規定する通知 を行 った後、すみやかに決

済金融機関別お よび決済店別 の為替決済額 を日本銀行へ通知する。

2.前 項の通知 は、原則 として全銀 システムを利用 して別 に定 める通信形式により行 う。

ただ し、全銀 システムによることがで きない場合 または日本銀行 および協会双方が適

当 と認めた場合 には、別 に定 める記録形式 による磁気テープまたは別 に定める 「為替

決済額通知書」 によ り通知す る。

第8条(為 替決済)

1.為 替決済 は、前条 〔日本銀行への通知〕の規定による通知 にもとづ き、決済 日の午

後4時15分 く日本銀行が別の時刻 を指定 した場合には当該時刻 とする。以下 厂決済開

始時刻」とい う。)に開始 し、為替決済額 を支払 うべ き決済金融機関の母店勘定か ら順

次為替決済額相当額 を引落 してこれを決済勘定 に入金 し、決済勘定へのすべての入金

が完了した後、為替決済額 を受け取 るべき決済金融機関の為替決済額相 当額 を決済勘

定か ら引落 してこれを為替決済額 を受 け取 るべ き決済金融機関の母店勘定 に順次入金

す ることにより行 われる。ただ し、入金 または引落 しを行 い難 い事情が ある場合 には、

その事情が止んだ後遅滞な く行 われる。 この場合、協会 は利息の支払 いおよび徴求 を

行 わない。

2.協 会 に対 して為替決済額 の支払いを行 うべ き決済金融機関は、決済 日の決済開始時

刻 における母店勘定の引落資金 の金額 を、当該為替決済額の支払いが可能 とな る金額

にす るもの とする。

3.全 銀 システムの障害、決済尻不払銀行の発生等により、決済が遅延す る場合 の取扱

方法 については、協会が 日本銀行 と協議のうえ決定 し、加盟銀行 はその決定に従 うも

のとす る。

4.為 替貸借額 の不突合等が生 じた場合には、加盟銀行は、その旨をすみやかに関係金

融機 関に照会 し、相互の問で解決す るもの とす る。
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第3章 債務の引受 け ・債権の取得

第9条(債 務の引受けおよび債権の取得)

1.協 会は、全銀 システムを利用 した内国為替取引 に関 し、決済金融機関が相手方決済

金融機関 に対 して負担す る債務 を免責的に引き受 け、同時に、当該債務 を免れた決済

金融機関 に対 し、当該債務 に対 当す る債権 を取得する。

2.協 会は、前項 に規定する債務 の引受 けお よび債権の取得 を、当該債務がその決済 日

において為替決済額算定の対象 となる都度行 うもの とす る。

3.全 銀 システムを利用した内国為替取引に関し、決済金融機関が相手方決済金融機関

に対 して有す る債権 もし くは第1項 に規定する債務の引受 けにより決済金融機関が協

会 に対 して取得 した債権が差押 えもしくは仮差押 えされた場合、 または決済金融機関

に関し、支払の停止 もしくは破産の申立てがあった場合その他第10条 〔相殺〕に規定

す る効果が発生 しない場合 またはそのおそれがあると協会が認める場合には、協会は、

以後当該決済金融機関にかかる内国為替取引について前2項 の規定 による債務 の引受

けを行わないことができる。

4.協 会が第1項 の規定 による債務の引受 けおよび前条,〔為替決済〕に規定する入金 ま

たは引落 しを行い、 これに関 し損害 を被 った場合 には、損害発生 にかかる債務 の引受1

けに関 脇 会 に対 し讎 を取得 した決済 金.;,u`i関が その損害 を負担 す る もの とす る・1

第10条(相 殺)前 条 〔債務の引受 けおよび債権の取得〕の規定 によ り協会が取得 した一

の決済金融機関に対する全ての債権 と協会が引き受けた当該決済金融機関に対する全て1

の債務 とは、決済開始時刻 に対当額で相殺 された ものとす る。

i第
4章 仕 向超 過限度額 ・担保 ・保証l

i

第11条(仕 向超過限度額)

1.決 済金融機関は、その仕向超過額(各 決済 日にっいて、全銀 システムを利用 した内

国為替取引に もとづき、他の全ての決済金融機関 に支払 うべ き金額 の一の時点 におけ

る累計額 か ら、他の全 ての決済金融機関から受 け取 るべ き金額の当該時点 にお ける金1

額の当該 時点 における累計額 を差 し引いた金額 をいう。以下同じ。)の限度額(以 下「仕

向超齦 鬮 という・)を定 め・協会に申告するもの とす る・ これを変更するときもi
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同様 とす る。

2.協 会 は、前項の規定 によ り決済金融機関か ら申告 を受 けた仕向超過限度額を全銀 シ

ステム に設定 したうえ、決済金融機関別 の決済日ごとの仕向超過額 を当該仕向超過限

度額以下 に保つよう管理する。

3.協 会 は、第12条 〔担保〕お よび第18条 〔決済分担金の支払い〕第3項 の規定 により

決済金融機関が差 し入れるべ き担保の額 に、当該決済金融機 関が差 し入れた担保の額

が満たないこととなる場合 には、当該決済金融機関の仕向超過限度額 を減 じることが

できる。仕向超過限度額 を減 じた場合 には、協会 はその旨をすみやかに当該決済金融

機関に通知す る。

4.仕 向超過限度額の申告に関す る手続 きその他必要な事項 は別 に定める。

第12条(担 保)

1.決 済金 融機関は、協会に対 して申告 した仕 向超過限度額 に相当す る額 について、協

会が認 める担保 を差 し入れるもの とする。

2.第14条 〔保証〕第1項 の規定によ り他の決済金融機関に対 し保証 を供与 した決済金

融機関(以 下 「保証供与銀行」とい う。)は 、前項 によ り差 し入 れるべ き担保の額 に加

え、第14条 〔保証〕第2項 に規定す る保証限度額が上位2行 となる保証供与先 の決済

金融機関 に対す る保証限度額の合計額 に相当する額 について、協会が認める担保 を差

し入れ るもの とする。

3.決 済金融機関 は、第14条 〔保証〕第1項 の規定により他の決済金融機関から保証の

供与 を受 けることにより、纂1項 によ り差 し入れ るべき担保 の額か ら、保証限度額の

合計額 に相当す る額 を控除することがで きる。

4.協 会 は、前3項 に規定す るほか、必要 と認めた場合には、随時、別 に担保 を徴求す

ることがで きる。

5.決 済金融機関が協会 に差 し入れた担保(以 下 「差入担保」とい う。)は、その差入れ

の時期、葎入れが必要 となった事 由等にかかわ らず、第8条 〔為替決済〕に規定す る

為替決済額の支払いにかかる債務(以 下 「為替決済額支払債務 」 という。)、保証供与

銀行 としての保証債務、経費分担金の支払 いその他加盟銀行 として協会に対 して負 う

ことのあ る一切の債務の担保 として、共通 に差 し入れられた もの とす る。

6.担 保 の差入れ、返戻に関する手続 きその他必要な事項 は別 に定める。

第13条(担 保の処分)

1.協 会 は、決済金融機関の協会 に対す る債務が履行 されなかった場合 には、事前に通
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知 または催告す ることな く、当該決済金融機関が差 し入れた担保 を一般に適 当と認 め

られる方法、時期、価格等 によって処分 し、その取得金か ら諸費用 を差 し引いた残額

を法定の順序にかかわらず当該債務の弁済 に充当す ることができる。

2.協 会 は、前項の規定によるほか、決済金,;ut`=.関に通知 のうえ、当該決済金融機関の

協会 に対す る債務の全部 また は一部の弁済 に代 えて、当該決済金融機関が差 し入れた

担保 を取得することができる。 この場合において、取得 した担保 の処分額 か ら、決済

金融機関の協会 に対す る債務 の不履行額、第23条 〔遅延利息〕 に規定する遅延利息お

よび諸費用 を差 し引いた額 に残余額がある場合 には、協会は当該決済金融機関に返戻

す るもの とする。,

3.担 保の処分の手続 きその他必要な事項 は別 に定 める。
ミ

4脇 会がこの決済規則その他関連する規定蹤 哘 っ遡 保の処分等については・加!

;<行 は異議 を述べないもの とする・}

第14条(保 証)・

1.決 済金融機関は、第12条 〔担保〕第1項 の規定 により協会 に対 して差 し入れるべ き

担保 の全部 また は一部 に代 えて、協会に対す る為替決済額支払債務 について、他 の決}

済金融機関か ら保証の供与 を受けることがで きる。!

2.前 項 に規定す る保証 は、保証 の供与を受 けた決済金u`-c関 が協会 に対 して負担す る 」

為替決済額支払債務 および当該債務 に付随 して生 じる一切の債務 についての保証供与

銀行による齢 保証 とし・保証債務のうち為替決瀬 支払債務について一定の限度額i

(以下 「保証限度額」 という。)を 定めるもの とす る。ただ し、保証債務の上限額 は、

保証限度額 に、当該保証限度額 に相当す る為替決済額支払債務 に付随して生 じた債務1

の額 を加 えた額 とする。

3.保 証契約 は、前2項 に規定するほか別 に定 める要件 を満たすことを要 し、協会 は、

必要 と認めた場合 には、保証契約の締結 を拒 み、既 に成立 した保証契約 を解約 し、ま

た は第12条 〔担保〕第3項 の規定 により控除で きる額 を減じることができる。:

4.一 の決済金融機関 について保証供与銀行が複数存在する場合の保証供与銀行相互 に

お ける内部的な負担部分 の割合 は、保証限度額 に従 うもの とす る。

5.保 証契約 に関する手続 きその他必要な事項 は別 に定める。

6.協 会が この決済規則その他関連する規定 に従 い行 った保証の取扱いについては、加

盟銀行 は異議を述べない もの とす る。1
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第5章 決済尻不払銀行が発生 した場合の取扱い

第15条(決 済尻不払銀行)協 会 は、 日本銀行か ら、第8条 〔為替決済〕に規定する引落

しができない決済金融機関がある旨の通知 を受けた場合 には、当該決済金融機関につい

て、 同条の規定 による為替決済額 の支払いを認 めないことを決定す ることができる。 こ

の決定により当該決済金融機関の協会 に対す る為替決済額支払債務 の不履行が確定す る

もの とし、以後、協会は当該決済金融機関を決済尻不払銀行 として取扱う。 この場合、

協会 は、その決定の内容 を当該決済尻不払銀行、加盟銀行および日本銀行に通知する。

第16条(流 動性供給銀行)

1.協 会は、流動性供給銀行(決 済尻不払銀行が発生 した場合に協会か らの依頼 によ り

資金供給する金融機関 をい う。以下同 じ。)を、別に定 める基準 により決済金融機関の

中か ら選定 し、運営機構の協議会(以 下'「協議会」という。)の承認を得て、当該流動

性供給銀行 との間で資金供給に関する契約 を締結す る。

2.前 項 の契約においては、流動 性供給銀行が協会 に対 し供給す る資金の限度額その他}

必要な事項 を定めるもの とす る。}

3.協 会 は、第17条 〔決済尻不払銀行発生時 の決済処理〕に定 める場合のほか、協会が 挿

決済尻不払銀行 または第18条 〔決済分担金 の支払い〕第2項 に規定す る決済分担金不

払銀行 に対 して有す る権利の行使 に伴 い、資金が必要 となった場合には、流動性供給

銀行に資金の供給を依頼す ることがで きる。'1

第17条(決 済尻不払銀行発生時の決済処理)

1.協 会 は、決済尻不払銀行が発生 した場合 には、当日の決済 を完了させ るために必要l I
となる資金の供給 を、別 に定 める基準 によ り流動 性供給銀行 に依頼する。!

2.前 項 の依頼 を受けた流動性供給銀行 は、協会か ら依頼 された金額 を協会が定める時

限 までに決済勘定 に払 い込 むもの とす る。

3.協 会 は、流動性供給銀行 による資金供給額が当日の決済 を完了 させるために必要 と1

なる資金の額 に満たないと判断した場合 には、 その不足額 について全ての決済金融機

関 に対 して資金の供給 を求 めることがで きる。

4.前 項の依頼 を受けた決済金融機関 は、協会か ら依頼 された金額 を協会が定める時限

までに決済勘定 に払 い込むものとす る。

5.協 会 は、第2項 および前項 に規定す る払込み時限を決定 した ときは、ただちに日本
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∫

銀行 に通知す る。

6.協 会 は、第2項 または第4項 に規定す る払込みが完了 し決済 を完了 させ ることがで

きる ことを確認 した場合 には、ただちに日本銀行にその旨を通知するとともに、為替

決済額 を受け取 るべ き決済金融機関 に入金す るよう伝頼す る。

第18条(決 済分担金の支払い)

1.協 会 は、決済尻不払銀行 に対す る保証供与銀行が ある場合 には、当該保証供与銀行[

に対 し、保証契約 に定める保証債務 の履行 として別 に定 める基準 によ り計算 した金額1

,(以 下 「決済分担金」 という。)の 支払い を請求することがで きる。 この場合 において、

保証供与銀行 は、協会が決済尻不払銀行 の差 し入れた担保 を処分 していないこと、決

済尻不払銀行 に対す る他の保証供与銀行 に請求 を行 っていない こと等を理由 として決

済分担金の支払いを拒むことまたは決済分担金の減額 を求めることはで きない もの と

する。

2.前 項 の規定により、協会か ら決済分担金の支払いを請求された保証供与銀行 は、請

求を受 けた日の翌営業 日の午後4時(協 会が、決済開始時刻 に応 じて この時刻 を繰 り1{

下げることとした場合には当該時刻)ま でに決済勘定に払い込 むもの とする。協会 は、l
i

この払込時限 までに決済分担金 を支払わなかった保証供与銀行 を、決済分担金不払銀1 　
行 と して 取 扱 う。'!

3.決 済分担金の支払いを請求 された保証供与銀行は、決済分担金を支払 うまでの間、

第12条 〔担保〕の規定により協会に差 し入れ るべ き担保の額 に加え、当該決済分担金

に相 当する額 の担保 を差 し入れるもの とす る。

第19条(決 済尻不払銀行等か らの債権回収)

1.協 会 は、決済尻不払銀行の為替決済額支払債務の不履行、保証供与銀行の保証債務

の不履行、第23条 〔遅延利息〕 に規定する遅延利息 に関 し協会が有する債権 について、

第13条 〔担保 の処分〕に規定する担保 の処分 その他債権回収 に必要な手続きを行 うも

の とす る。

2.前 項 の債権回収に要 した諸費用は、決済尻不払銀行 または決済分担金不払銀行が負1

担するものとする。

3。 協会 は、第1項 の規定により回収 した金額(以 下 「債権回収金」という。)お よび第

18条 〔決済分担金の支払 い〕第2項 の規定 により支払われた決済分担金の合計額が、

決済尻不払銀行が支払 うべ き為替決済額および第23条 〔遅延利息〕に規定する遅延利

息の金額 に満たない場合であって も、協議会 の承認を得 て、以後、第1項 に規定す る
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債権 の回収 を行わない ことができる。

4.協 会 は、前項の規定により回収 を行わない こととレた場合 において、協会 に損害が

発生 したとき1み 協議会の承認 を得て、その損害額 に相当する金額 の資金を全ての加

盟銀行 から徴収することがで きる。

第20条(流 動性供給銀行等への返済)

1.協 会は、第17条 〔決済尻不払銀行発生時 の決済処理〕第2項 および第16条 〔流動性1

供給銀行〕第3項 の規定 により資金供給 を行った流動性供給銀行 に対 し、債権 回収金{

および第18条 〔決済分担金の支払い〕第2項 の規定 により支払われた決済分担金 によ

り返済する。

2.第17条 〔決済尻不払銀行発生時の決済処理〕第4項 の規定によワ資金供給 を行 った1

決済金融機関に対する返済 については前項 に準 じて取扱うもの とする。{

3.協 会 は、第19条 〔決済尻不払銀行等か らの債権回収〕第1項 に規定す る債権回収が1
　

長期化 し、別 に定める流動性供給銀行への返済期限 までに返済が完了 しないと判断 し1

た場合 には、その返済に要す る資金 を全ての決済金融機関か ら徴収することがで きる。

4.協 会 は、前項の規定により資金の徴収を行 うことを決定 した後 に債権回収金が生 じ

た場合 また は決済分担金が支払われた場合 には、資金 を拠出した決済金融機関に対 し

て拠出 した資金の割合 により分配する。

第21条(保 証供与銀行の債権回収の取扱い)

1.保 証債務 を履行 した保証供与銀行が、代位 によって差入担保 に対 して取得 した権利

は、協会が差入担保か らの債権回収 を必要 とする限 り、単独で行使 しない もの とする。

2.保 証供与銀行が代位 によって取得 した差入担保 に対す る権利 の行使は、協会が当該

保証供与銀行に代わって行 うもの とす る。ただ し、協会が、保証供与銀行 が直接権利

を行使す ることが適 当 と認めた駘 に1ま、 この限 りでない.l

pl会は、瀬 の規定 にもとつ く差入担保 の処鱒 を行 う場合 には、必要に応 じ保証!

供与銀行に処分等の協力 を求 めることがで きるもの とする。

4.協 会が第2項 の規定 によ り保証供与銀行 に代わって差入担保 の処分等 を行 った場合1

において、協会が自己の債権 を回収す るも、なお回収金に残額があるときは、当該保

証供与銀行 に対 して分配す る。

5.前 項 の規定 により分配す る金額は、一の決済尻不払銀行 に対す る保証供与銀行が複1

数 ある場合 には、保証限度額の割合 を基準 として、協会がその他の状況 を勘案 して決

定す るもの とし、保証供与銀行 はこの決定 に異議 を述べない ものとする。
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第22条(共 同負担の割合)第17条 〔決済尻不払銀行発生時の決済処理〕第3項 、第19条1

〔決済尻不払銀行等か らの債権回収〕第4項 または第20条 〔流動性供給銀行等への返済〕

第3項 の規定 によ り資金の供給 また は徴収 を求める際の負担割合は、供給 または徴収 を1

求める月の前月における全国銀行データ通信 システム利用規則 に定める通常経費の割合

によるもの とする。ただし、決済尻不払銀行発生後 において、加盟銀行の資格の取得、

喪失等の事 由が生 じた場合 には負担割合について別 の取扱いをすることがで きる。

第6章 そ の 他 、
tl

第23条(遅 延利息){

1.加 盟銀行 は、 この決済規則 またはその他の関連する規則等で定めるところによ り協

会に対 して負 うこととなった債務 をその期 日までに履行 しなかった場合には、当該期

日か ら履行の 日までの間、当該債務の金額 に年14%の 歩合を乗 じた金額の遅延利息 を

支払 うもの とす る。

2.遅 延利息 を算出す る場合 の計算方法 は、両端入れ、年365日 の 日割計算 とする。1

第24条(取 扱要綱 に関す る連絡 ・通知)1

1.運 営機構 は、内国為替運営規約第37条 の規定 によりこの規則の運営に関 し必要 な取

攘 綱を定める齢 または同条もしくは同規飜45条 の規定によ娵 搬 綱を改正}

す る場合 には、 日本銀行 に事前に連絡するもの とす る。}

2運 饑 構は、この規則の運営に亂 必要な蹶 要綱を綻 または改正した駘 を、は、}

すみやかに加盟銀行 および 日本銀行 に通知す る。

第25条(決 済規則の改正)

1.こ の決済規則の改正 は、協議会 の決議 によるもの とす る。運営機構は、 この決議 を

行 うにあたっては、 日本銀行 と協議する。

2.運 営機構 は、前項の決議 を行 った場合 には、すみやかに加盟銀行および 日本銀行 に

通知す る。

lss



}
付 則1

第1条(実 施期 日)こ の決済規則 は、平成13年1月4日 か ら実施す る。ただ し、平成12

年10月30日 の協会社員総会 に付議 し、承認 された内国為替運営規約 の一部改正の実施 日

が平成13年1月5日 以降 となった場合 には、当該実施 日から実施 する。

以 上

丶
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(参 考)

決 済 店

本 店 大 阪 支 店

横 浜 支 店 松 江 支 店

札 幌 支 店 高 松 支 店

仙 台 支 店 福 岡 支 、店

福 島 支 店 大 分 支 店

金 沢 支 店 那 覇 支 店

名古屋 支 店
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